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論文要旨 
 
本論文は、アメリカ、日本と中国の独占禁止法における企業結合規制の比較研究を行
う。主に制定目的、企業結合執行機関や届出手続きに関する規定、国家安全審査との関係、
そして、事案を通じて関連市場の画定、反競争効果、問題解消措置に関する審査基準を整
理・比較した上、主に三ヵ国の企業結合規制における法的規定や実体審査制度の相違を検
討する。本論文は、アメリカ・日本・中国三ヵ国における企業結合規制に関する理論と実
体審査を研究の基軸とし、現在までの歴史的発展を比較した。三ヵ国における企業結合に
関する法的規制や実体審査基準を踏まえ、中国独禁法における立法や執行能力の面での問
題点や今後の執行の方向性を考察していく。 
独占禁止法は国家において経済秩序に関する基本法である。アメリカで 1890 年に制定
されたシャーマン法は、反トラスト法令の中でもっとも古く、且つ基本的な性格（取引制
限の禁止、独占行為の禁止）を有するものである。アメリカよりカナダ（1889 年）が先
に独禁法を制定しているが、アメリカが独禁法の母国であるとも言え、今まで 100 年以上
の執行経験があり、その施行の活発さ、判例の豊富さなどは、独禁法の展開がアメリカほ
ど広汎な国はほかにない。日本は 1947 年に、アメリカ反トラスト法を模範として、独禁
法を制定した。 
今日、世界中の様々な分野で、規模や形態も多様な企業結合が行われている。グローバ
ルな競争が激化している中で、企業結合がますます国境を越えて国際的になっている。こ
のような動きの中で、各国においては合併に関する法制度も整備されている。結合により、
企業が競争力を獲得することによって、事業の拡大や多角化を行い、「企業価値」を高め
ることができる。また、経済がグローバル化している中で、企業の国際競争力を確保でき
るうえ、効率性の向上、経済発展を促進するメリットがある。他方、合併は市場構造を変
化させ、反競争的な効果を発生させる場合もある。これを予防することが独禁法に基づく
企業結合規制の役割である。 
アメリカ反トラスト法は、シャーマン法、クレイトン法及び連邦取引員会法という三つ
の実体法をもとにして、ガイドラインの制定・公布、並びに裁判所の判例の考え方を方針
として事案を審査してきた。1968 年に司法省（DOJ）は、法的原則の基盤としての経済
学に基づいた初めての企業結合に関するガイドラインを公表した。このガイドラインは、
競争政策に関する経済学の部門である産業組織論を反映していた。1982 年結合ガイドラ
インは、関連市場の画定について新しいアプローチを導入し、現代的な結合分析手法を整
理している。1992 年、司法省と連邦取引委員会が「水平合併ガイドライン」を公表し、
マーケット・パワーの問題を水平結合の分析における根本的問題と位置付け、結合の競争
阻害効果及び競争阻害効果の発生を減殺する要因について詳細に規定している。2010 年
水平型結合ガイドラインは審査基準を大幅に修正するものではなく、審査プロセスを明確
化しようとするものであることがわかる。 
日本においても、企業結合の審査基準の策定が、積極的に取り組まれている。1998 年
には、より透明性の高い合併規制を目指し、公正取引委員会によって『株式所得、合併等
に係る「一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる場合」の考え方』が
公表された。当該ガイドラインは、一定の取引分野ごとに競争を実質的に制限することと
なるか否かを、具体的な判断要素を総合的に勘案して判断するものであって、アメリカで
の合併規制の変化を参照しながら、その基本方針を採用している。2007 年ガイドライン
は、アメリカと同じく SSNIP テスト（仮想的独占者テスト）を導入したこと、独禁法上
問題にならない HHI 基準を示したこと、世界市場（国境を超えた市場）を画定できると
したこと、及び効率性の評価基準を明確にしたこと等、企業結合に関する重要な部分が改
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正された。現在、日本においてもアメリカと共通の判断枠組みが採用されてきた。 
中国においては 2008 年８月１日に独禁法が施行されたが、これは中国における法整備
作業の中の極めて重要な一歩である。中国独禁法は独占的協定の禁止、市場支配的地位の
濫用の禁止、企業結合規制、及び行政的独占の禁止を独自の規制として規定している。企
業結合規制は独禁法の中の重要な分野の一つである。現在まで、中国独禁法が執行されて
約 7 年経ち、これまで商務部が公表している反壟断法執行活動は、ほとんどは企業結合の
事案である。2015 年９月末まで、承認決定を出した事案は 1196 件、公表されている結合
事案の中の条件付き承認（問題解消措置）事案は 24 件、禁止命令が出された事案は 2 件
ある。これらの審査結果に対して、国内外から大きな関心がもたれている。現在、中国は
「計画経済」から「市場経済」への改革を行っている最中であり、産業政策から競争政策
へと転換する段階にある。したがって、中国独禁法における企業結合規制の整備や高い透
明性及び効率性がある審査を行うことが今後の課題である。 
本論文は、全 7 章で構成されている。第１章では独禁法の起源と目的を紹介したうえ、
三ヵ国における独禁法を制定する背景や立法趣旨を紹介する。第２章ではアメリカ、日本
における企業結合規制に関する規定を紹介したうえ、各時期のガイドラインにおける考え
方や重要な改正点を検討する。そして、中国独禁法における企業結合に関する規定、今ま
で公告された細則を整理・紹介する。第３章では、三ヵ国における独禁法の執行機関の組
織構成及びその権限について紹介・比較検討する。第４章では、届出手続き、市場画定、
反競争効果及び問題解消措置という四点について、事案を含めて検討しながら、三ヵ国に
おける企業結合の実体審査基準を検討する。第５章では、三ヵ国における企業結合の国家
安全審査について検討する。主に、三ヵ国の国家安全審査に関する規制、執行機関、手続
き及び審査にあたっての考慮要素について説明する。第６章では、台湾独禁法における企
業結合規制について紹介する。第 7 章では、論文全体を考察したうえ、中国法への示唆を
検討する。 
本研究の結論として、以下の四つの内容を得られた。第一に、中国における独禁法制定
目的が独自の性格をもっている。中国の独禁法では、「社会公共の利益」、「社会主義市場
経済の健全な発展」という目的があり、企業結合を審査する際に、産業政策的な考慮を許
容するという解釈もなされている。第二に、執行の理論根拠について、中国における企業
結合に関する規定の内容は、アメリカや日本と同じように考え方を示しているが、条文に
は原則的な言葉のみ規定されており、アメリカや日本のガイドラインのように具体的な説
明や例を置いていない。中国執行機関が事案を審査する際に、関連規定がない場合は、ま
ず欧米や日本の規定や経験を鑑みる慣行があると考えられる。第三に、実体審査について、
当初、審査結果は結論だけを出していたが、徐々に事案分析に関する説明が豊富になって
きており、2014 年から一部の事案ではアメリカや日本のように経済データを活用する分
析手法も示されてきている。中国執行機関の審査手法が進歩してきたことが肯定されてい
る一方、多くの審査要素について原則的な言葉が列挙されているだけで経済分析について
十分な説明が欠けており、不明瞭であるという指摘が可能である。第四に、問題解消措置
について、中国執行機関が多様な措置を活用し、比較的柔軟な姿勢を示してきた。また、
中国における問題解消措置の考え方について、アメリカや日本と異なり、水平型企業結合
の際に、構造措置である分割が問題解消措置の原則と位置づけられることはなく、行動的
な措置を多用する傾向があると考えられる。 
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はしがき 	
一、研究背景 	
	  
	 独占禁止法（独禁法）は、国家において経済秩序に関する基本法であり、経済法の中核
をなす法律である。独禁法は市場における自由かつ公正な競争を保護することにより、消
費者利益、経済活動の健全な発展を促進するという目的をもち、現在世界各国で執行され
ている独禁法について、関連市場、支配的地位、反競争効果などの基礎的な概念について
は、各国・地域の競争法の間に大きな差異はないと考えられる。しかしながら、制定目的、
国の競争政策との関係、具体的な違法行為の判断基準や実務の運用については、それぞれ
の国、地域ごとに相違点が存在する。 
 
	 企業結合は、企業にとって、国際的な競争に打ち勝っていくためにも、組織再編による
効率性の向上、シナジー効果の確保、事業基盤の拡大強化という経営戦略が極めて重要で
あるし、結合による効率性の向上や競争促進の可能性などの社会的・経済的に望ましい効
果を有することも多い1。しかし、企業結合により独立した意思決定主体の数を減少させ、
他者との競争を排除することを通じて結合企業の市場支配力が形成・強化され、自由競争
を通じていない形で人為的に企業規模を拡大し、市場の競争環境が変容させられ、価格を
はじめとする取引条件が設定されることは、消費者利益が侵害されていると捉えることも
可能かもしれない。このような反競争的な効果の未然を予防するため、事前の審査による
規制を行う必要性がある。前述のように、社会的に望ましい効果や目的もあるため、規制
の発動にあたっては慎重かつ繊細な審査が必要である2。 
 
アメリカは独禁法（正式名称は反トラスト法という）の母国であるとも言える。もっと
も、アメリカの独禁法はイギリスのコモン・ローにその起源を有し、また、アメリカより
も先にカナダにおいて独禁法が制定されている。しかし、独禁法の展開がアメリカほど広
汎な国はほかにない3。アメリカにおける企業結合規制の運用基準に関しては、1968 年に
初めての「合併ガイドライン」を発表した後、1982 年に改訂したガイドラインは、より
経済的に洗練された反トラスト法の展開であった。1992 年には司法省と連邦取引委員会
が初めて共同で「水平合併ガイドライン」を公表し、2010 年に新たな「水平合併ガイド
ライン」を公表した。問題解消措置についても、2004 年にガイドラインのほかにアメリ
カ司法省が「政策ポリシー」を公表し、2011 年に改正した。 
 
日本においてもアメリカの後に、企業結合の審査基準であるガイドラインを公表した。 
																													
1	小田切宏之『企業経済学』第８章（東洋経済新報社、2000 年）を参照。	
2林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』14～18 頁（商事法務	 2011 年 8 月）を参
照。	
3松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法（第 2版）』1頁（東京大学主版会	 2012 年 3 月）を参照。	
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1980 年に初めてのガイドライン「会社の合併等の審査に関する事務処理基準」を公表し
て以来、1998 年に全面改正し、いわゆる「株式保有、合併等に係る「一定の取引分野に
おける競争を実質的に制限することとなる場合」の考え方」となった。その後、2004 年
に現行の「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」となり、さらに 2007 年に大幅
な改正がなされた。その後、さらに、2009 年、2010 年と 2011 年に数回に渡って改正を行
った。現行のガイドラインは、アメリカと共通の判断枠組みを採用してきた4。 
 
中国において独禁法（正式名称は反壟断法という）が最終的に制定されるまで 20 年以
上の時間かかり、2008 年 8 月 1 日に施行された。当法の施行は改革開放政策を推進して
きた中国における法整備作業の中の極めて重要な一歩である。中国の独禁法は、アメリカ、
日本や EU 等の外国の法制を十分に研究したうえ、国際的に独禁法の規制対象となる独占
協定、市場支配的地位の濫用、事業者結合規制及び中国独自の行政権力の濫用による競争
制限という四つの反競争的行為を規制する法律である。中国においても、企業結合後、市
場において比較的高いシェアをもつこととなる場合に、独禁法上問題となる可能性が高ま
ることが認識されている。中国独禁法は、事業者に対する支配権の取得や集中などに該当
する事業者結合について、当事者が一定の売上高による基準を満たせば、結合を実施する
前に商務部に対する届出義務がある。しかし、これまで商務部が公表している反壟断法執
行活動は、ほとんどは企業結合の事案である。2015 年 9 月末まで、承認決定を出した事
案は 1196 件、公表されている結合事案の中の条件付き承認（問題解消措置）事案は 24
件、禁止命令が出された事案は 2 件ある5。また、独禁法は原則的な規定しか定めていな
いため、同法の実施細則、ガイドラインなどの策定が進められている。現在まで、企業結
合に関する主な細則が多数制定・公告されている。 
 
	 中国は「世界の工場」とも言われ、今まで審査された企業結合事案はほとんど外国企業
による買収事案であり、中国における独禁法の立法や執行については、内外から大きな関
心がもたれている。現在、多くの学者や実務者から、同法の執行は、中国における産業政
策に左右されるか、国内企業を保護しているかという議論が提出されている。また、中国
企業は、海外投資を加速的に増加してきた。2004 年には中国のパソコンメーカーLenovo
がアメリカのパソコンメーカーIBM を買収することを発表した。その他に、中国乗用車
メーカーの上海汽車集団が、韓国サンヨン自動車企業を買収する事案があり、中国企業が
グローバルに積極的に進出する姿勢もみえる。現在、企業の事業活動が国際化するなかで、
企業結合が複数の競争当局に審査されることが珍しくなくなり、各国間の判断基準や審査
手法が統一的なルールになる傾向を強めてきている。 
 
このような背景を踏まえ、本論文は、アメリカ、日本と中国における独禁法の企業結合
規制に関する法的な策定、執行機関の組織構成や権限、手続き、実体審査及び国家安全審
査との関係について網羅的に取り上げ、三ヵ国の制度や執行を整理・比較したうえ、中国
における企業結合規制の問題点及び今後の法的執行の方向性について研究する。  
																													
4NERA エコノミックコンサルティング『企業結合規制の経済分析―市場競争の評価手法と分析対応ガイダ
ンス』34～35 頁（中央経済社	 2014 年 7 月）を参照。	
5中華人民共和国商務部反壟断局ホームページにてデータが公表されており、	
http://fldj.mofcom.gov.cn/にて閲覧可能。	
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二、論文の構成 	
	 第 1 章では、独禁法の起源と目的、アメリカ、日本及び中国における独禁法を制定する
背景を紹介し、中国独禁法について概観する。そして、三か国における独禁法の立法趣旨
について説明・比較する。 
 
	 第 2 章では、アメリカ、日本における企業結合規制（ガイドライン）の制定の経緯を紹
介しながら、各時期のガイドラインにおいて考え方や重要な改正点を検討する。そして、
中国独禁法における企業結合に関する規定、今まで公告した細則を整理・紹介する。 
 
	 第 3 章では、アメリカ、日本と中国における独禁法の執行機関の組織構成及びその権限
について紹介・比較検討する。アメリカにおける独禁法の執行機関は司法省と連邦取引委
員会があり、両機関との権限が重複している場合は、連絡制度が採られている。日本の独
禁法の執行権限は公正取引委員会に専属されている。中国は商務部、国家工商行政管理局
及び国家改革委員会に分担させる以外に、独占禁止委員会という組織も存在し、その三つ
の機関の間に協調という役割を担う。 
 
第 4 章では、アメリカ、日本及び中国における企業結合に実体審査について検討する。
本章は 4 つの内容を含む。 
①企業結合の審査手続きを簡単に紹介・比較する。 
②三か国における市場画定の基準を説明する。まず、アメリカにおける市場画定の基
準の変遷や各時期のガイドラインのアプローチによる市場画定の基準を説明する。そして、
日本における市場画定の考え方の変遷を概観する。最後に、中国における独禁法が施行前
の企業結合を審査する際に、市場画定に関する規定を紹介した上、現行の規定による市場
画定の考え方を紹介する。 
③企業結合の反競争効果について検討する。まず、アメリカにおける企業結合の反競
争効果の考え方を簡単に説明する。そして、今まで日本における企業結合規制の変更によ
る反競争効果の判断基準の変化を検討する。最後に、中国における反競争効果を審査する
際に、執行機関が考慮する各要素を紹介しながら、関連案件の検討を行う。 
④企業結合における問題解消措置について検討する。まずは、企業結合における問題
解消措置の意義と類型を概観する。そして、三か国のガイドラインにおける問題解消措置
の構築と事案を紹介する。特に、今まで中国執行機関が公告した問題解消措置付きの事案
を整理・検討する。 
 
	 第 5 章では、アメリカ、日本及び中国における企業結合の国家安全審査について検討す
る。主に、三か国の国家安全審査に関する規制、執行機関、手続き及び審査にあたっての
考慮要素について説明する。 
 
	 第 6 章では、台湾独禁法における企業結合規制について紹介する。まず、台湾独禁法の
制定経緯とその概要を紹介し、企業結合に関わる規定や手続きを説明する。そして、現在
までの台湾における企業結合の審査状況をまとめたうえ、アメリカ、日本及び中国との共
通点及び相違点を検討する。 
	 第 7 章では、論文全体を考察したうえ、中国における企業結合規制の問題点や中国法へ
の示唆を検討する。 
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第一章 	 独占禁止法の起源と目的 	
 
	 競争法は、競争政策を実行するための法体系である。日本では独占禁止法と呼ばれ、ア
メリカでは反トラスト法、欧州連合では競争法、中国では反壟断法の名を付けられている。 
 
1.1	 独占禁止法に関する最初の定義 	
	 反トラスト法に関する世界で最初の制定法は 1890 年アメリカのシャーマン法6である。
しかし、それ以前から、イギリスの判例では現代競争法に存在する用語がすでに使われて
いた。例えば、“独占”(monopoly)、“貿易制限”（trade restraints）等の表現である。 
 
（1）、独占（Edward Darcy Esquire v Thomas Allein of London Haberdasher (1599) 74 ER 
1131）7 
	 もっとも知られているのがダーシー v.アリン（Edward Darcy Esquire v Thomas Allein、
1599 年）事件である。16 世紀のイギリスでは地方保護主義が行われ、都市は外部との貿
易が制限されていた。原告（ダーシー）はエリザベス女王からイングランドにおいて全て
のカードを輸入し、販売する許可を受けた。被告（アリン）が自分のカードを製造し販売
しようとした時、原告が訴訟を提起した。結局、裁判所は、女王による独占の許可を無効
とした。その理由は、主に以下の 4 つである。①そのような独占は、職業訓練を受け取引
を熟練した人たちを保護し、その結果（独占者の）の怠惰を促進する。②独占を許可する
のは、当該分野にいる小売り業者のみならず、商品を使用する人々にまで損害を与える。
独占者が価格を引き上げても、商品の品質の維持につながらない、③女王は公共の利益の
ため、この独占の許可を与えたつもりであったが、そのような独占者が自分の利益のため
に許可しており、彼女が騙されたに違いない。④当該独占的な取引を許可することが危険
な先例になるかもしれない。本件において、原告が独占を取得したが、原告はカードの製
造方法を知らなかった。またこのようにカードの作成を独占的に許可する法律がどこもな
																													
6	Section	1.	Trusts,	etc.,	in	restraint	of	trade	illegal;	penalty	
「Every	contract,	combination	in	the	form	of	trust	or	otherwise,	or	conspiracy,	in	restraint	
of	trade	or	commerce	among	the	several	States,	or	with	foreign	nations,	is	declared	to	be	illegal.	
Every	person	who	shall	make	any	contract	or	engage	in	any	combination	or	conspiracy	hereby	
declared	to	be	illegal	shall	be	deemed	guilty	of	a	felony,	and,	on	conviction	thereof,	shall	
be	punished	by	fine	not	exceeding	$10,000,000	if	a	corporation,	or,	if	any	other	person,	$350,000,	
or	by	imprisonment	not	exceeding	three	years,	or	by	both	said	punishments,	in	the	discretion	
of	the	court.」	
Section	2.	Monopolizing	trade	a	felony;	penalty	
「Every	person	who	shall	monopolize,	or	attempt	to	monopolize,	or	combine	or	conspire	with	any	
other	person	or	persons,	to	monopolize	any	part	of	the	trade	or	commerce	among	the	several	States,	
or	with	foreign	nations,	shall	be	deemed	guilty	of	a	felony,	and,	on	conviction	thereof,	shall	
be	punished	by	fine	not	exceeding	$10,000,000	if	a	corporation,	or,	if	any	other	person,	$350,000,	
or	by	imprisonment	not	exceeding	three	years,	or	by	both	said	punishments,	in	the	discretion	
of	the	court.」	
7	王中美著『美国反托拉斯法精解』2頁（上海交通大学出版社、2011 年）を参照	
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かった8。 
 
（2）、取引制限（Mitchell v. Reynolds「1711」24 ER 347,352(QB)）9 
 当該事件において、 被告は、原告に製パン所を賃貸した際に、この期間中（五年間）、
原告は当該教区でパン製造業を営まないことを約し、それに違反した場合には 50 ポンド
を支払う旨の違約金証書を渡した。その後、被告が当該約束に違反したため、原告が違約
金の支払いを求めた。その事実に対して、裁判所は、否定的な判決を下した。「全ての取
引制限は、特段の事情がなければ、法はこれを悪であると推定する。しかし、そうした推
定を覆す事情が述べられた場合、裁判所はそれらの事情を評価したうえで判断しなければ
ならない。そして当該契約が正当かつ誠実なものである場合、それは支持されるべき契約
である。」また、本件の競業禁止特約の有効性について、次のように述べた。「イギリス全
体に効力を及ぼすような全面的な制限は、完全な独占であり、法政策に反する。」しかし、
競業禁止地域を限定する部分的制限はこの限りではない。「部分的制限については、十分
で適切な約因が存在する場合に限り有効とすべきである。」 
	   
	 上記の「独占」と「取引制限」の概念について、現在の競争法との規定には大きな違い
がある。過去の基本法において、王権に基づく「独占」許可は特定の歴史条件や特定の経
済発展の産物であり、「取引制限」は、民法上の「信義則」に基づくものである。一方、
現代反トラスト法上の「独占」及び「取引制限」は経済学上の競争モデルに基づくもので
ある。よって、両者の行為性質、調整方法、及び推理証明考えについて、全く異なってい
る10。 
 
	 これらのイギリスの判例が経済活動の自由という法的価値と同時に独禁法の萌芽とも
なったとされる。そして、アメリカではこの取引制限法理（restraint of trade doctrine）が
シャーマン法により成文化され、独禁法（Antitrust Law）として展開された。シャーマン
法の規定は 2 箇条（当法 1 条で取引制限（restraint of trade）、2 条で独占化(monopolization)
を禁止する）だけであり、後に独禁法違反行為を明確化する目的で制定されたクレイトン
法と連邦取引委員会法（1914 年）が制定された。クレイトン法は、競争を減殺し、又は
独占を形成するおそれをもたらす、価格差別、排他付取引、企業結合などの行為類型を違
法とし、これによって違反行為を明確化することを指向する。又は、違反に対して民事上
の救済のみを規定する。連邦取引委員会法は、専門的行政を行う独立行政委員会である連
邦取引委員会を創設する。連邦取引委員会は不公正な競争方法の禁止という一般条項に基
づき具体的な違反行為類型を指定することができる。それとともに、行政手続きによる排
除措置命令により、競争を迅速に回復させることが期待された。	  
 
																													
8	The	Queen's	Bench	court	determined	that	the	Queen's	grant	of	a	monopoly	was	invalid,	for	several	
reasons:	Such	a	monopoly	prevents	persons	who	may	be	skilled	in	a	trade	from	practising	their	
trade,	and	therefore	promotes	idleness.	Grant	of	a	monopoly	damages	not	only	tradesman	in	that	
field,	but	everyone	who	wants	to	use	the	product,	because	the	monopolist	will	raise	the	price,	
but	will	have	no	incentive	to	maintain	the	quality	of	the	goods	sold.	The	Queen	intended	to	permit	
this	monopoly	for	the	public	good,	but	she	must	have	been	deceived	because	such	a	monopoly	can	
be	used	only	for	the	private	gain	of	the	monopolist.	It	would	set	a	dangerous	precedent	to	allow	
a	trade	to	be	monopolized	-	particularly	because	the	person	being	granted	the	monopoly	in	this	
case	knew	nothing	about	making	cards	himself,	and	where	there	was	no	law	that	permitted	the	creation	
of	such	a	monopoly.参照。	
9	王中美著『美国反托拉斯法精解』2～3 頁（上海交通大学出版社、2011 年）を参照	
10	王中美著『美国反托拉斯法精解』3頁（上海交通大学出版社、2011 年）を参照。	
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1.2	 米国反トラスト法 	
1.2.1 米国反トラスト法の制定背景  
 
歴史的にみれば、アメリカが独占禁止法の母国である。アメリカの独占禁止法は「反ト
ラスト法」（Antitrust Law）と呼ばれている。Antitrust という呼称はアメリカ特有のもので
あるが、それは初期のアメリカにおける独占が「トラスト（信託）」の方式であったから
である11。アメリカの独占禁止法はイギリスのコモン・ローにその起源を有していた。コ
モン・ローの規制とは、独占や取引制限について、私法上無効としまたはそれによる被害
者に損害賠償を認めるというものであった。アメリカがコモン・ローを継受し、当該規制
がアメリカ法の原則となった。その後、アメリカ各州の裁判所においても独占や制限を違
法とする判決が多数下された12。 
 
13 世紀から、イギリスの「取引の制限」に関する原則はイギリスのアメリカ植民地の
法制に取り入れられ、後には新たに独立した合衆国の法律に取り組みられた。アメリカ植
民者がイギリス王室の特許による通商の独占の慣行に多大な不満をもっていたため、いく
つかの州は、憲法において独占の禁止を明記し、その他の法律においても不条理な特権の
禁止を規定することで、自由で多様な権力分散的生活様式を保障しようとした13。南北戦
争（1861-1865）の結果アメリカは統一国となり、アメリカ国内の産業が急激に発展し、
大企業体制が確立した。また、「会社革命14」の結果、産業の集中も著しく進み、「トラス
ト15」や「プール（pool,利益を共通に申合せ）」が発展した。アメリカにおける多くの産
業分野（石油、鉄道、砂糖など）が独占されることになった。鉄道や石油産業のトラスト
の結果、価格差別などの経済力の濫用に至った。そして、小規模な事業者は、事業から追
われたり、事業へ参入する機会を奪われたり、農場主は鉄道のリベート制度と輸送距離の
遠近による運賃差別を設けられたり、そして消費者は物価の高騰、品質の低下、不公正か
つ欺瞞的行為及び政治的脅威となる力に対して反対の声が強くなっていたため16、トラス
トを規制する法律つまり「反トラスト法」が制定されるとなった17。最初の反トラスト法
はアメリカ州法として制定されていたが、全国的な大規模の企業に対しては、十分規制で
きないことが明らかになったため、1890 年に最初のアメリカ反トラスト法たるシャーマ
ン法が制定されるに至った。 
 
1.2.2 米国反トラストの目的  
 
	 シャーマン法はカルテルや独占行為を禁止しているが、取引を制限する行為を禁止する
																													
11	松下満雄＝渡邊泰秀編『アメリカ独占禁止法（第 2版）』1頁（東京大学出版会、2012 年 3 月）を参照。	
12	松下満雄＝渡邊泰秀編『アメリカ独占禁止法（第 2版）』3頁（東京大学出版会、2012 年 3 月）を参照。	
13	E.W.キントナー/M.R.ジェールソン著	 有賀美智子＝利部脩二監訳『アメリカ独占禁止法―	国際取引
への適用と解釈』4～5 頁（東洋経済新報社、1980 年）を参照。	
14	 会社革命というのは法人企業が主要な企業形態となった。	
15	トラストの英文は trust、信託制度を利用したピラミッド型の企業支配組織である。	
16	E.W.キントナー/M.R.ジェールソン著	 有賀美智子	 利部脩二監訳『アメリカ独占禁止法―	国際取引
への適用と解釈』5～6 頁（東洋経済新報社、1980 年）を参照。	
17	松下満雄＝渡邊泰秀編『アメリカ独占禁止法（第 2版）』3頁（東京大学出版会、2012 年 3 月）を参照。	
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ことにより消費者利益を増進するという経済的目的を最も明確に表していると考えられ
る。この経済原則は、いかなる行為であれ、その効果として「競争を実質的に減殺する恐
れがあり、又は独占を形成することとなる」場合に、それを違法とするクレイトン法の条
文の中に明確に表れている18。1950－60 年代は独占規制、寡占対策として企業分割、構造
規制を主張するハーバード学派が理論的優位に立ち、その政策提言を実施した。当時の反
トラストの目標として、経済的価値のほか政治的価値、社会的価値の実現を重視して中小
自営業者の保護や競争機会の均等などの目的に行政を介入するような反トラスト法を運
用した。1970 年代中頃から現在まで、いわゆるシカゴ学派の洗礼を受けた後の反トラス
ト法の運用であるように、経済分析、市場分析を重視する運用が行われている。シカゴ学
派の反トラスト法は、シカゴ学派により発展させられてきた消費者厚生（consumer 
welfare）、資源配分上の経済効率（allocative efficiency）が唯一の目標であることを主張し
た19。 
 
このシカゴ学派の思想は、反トラスト法の目的は産業の産出を極大化し、資源の分配を
最適化すること、すなわち、経済の効率化であるとする。よって、反トラスト法の規制対
象は経済の効率化を阻害し、産出を減少させる企業行動に限られるべきこととなる。この
観点からは、価格引き上げや生産制限のカルテルのような企業間競争制限の取り決めは、
産出を削減し、経済の効率化を阻害するものを厳格に禁止すべきとされる。しかし、企業
結合、垂直的流通制限等が産出の増大や経済の合理化に繋がる可能性もある場合には、ケ
ース・バイ・ケースに判断すべきこととなる。また、独占はそれが著しく不当な手段で達
成されたのでなければ企業活動の成果でもあり、独占それ自体を悪として規制することに
よって、企業活動のインセンティブが失われるとする。したがって、シカゴ学派は、経済
の効率化と産出の極大化が反トラスト法の唯一の目的（たとえ唯一ではないとしても、主
要な目的）であるとし、他の社会的、経済的価値を殆ど認めないことになる20。この意味
での効率化も、結局のところ一般消費者の利益（benefit）をもたらすうえでの重要な要素
となるとするボークに代表されるシカゴ学派の見方は大きな影響力を持っていた21。  
																													
18	J.H.シェネェフィールド＝I.M.ステルツァー著・金子晃他訳『アメリカン独占禁止法―実務と理論』
11 頁（三省堂、1999 年）を参照。	
19	村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』3-7 頁（弘文堂、2002 年）を参照。	
20	松下満雄＝渡邊泰秀編『アメリカ独占禁止法（第 2版）』16 頁（東京大学出版会、2012 年 3 月）を参
照。	
21	佐藤一雄『アメリカ反トラスト法―独占禁止政策の理論と実践』58 頁（青林書院、1998 年 12 月）を
参照。	 	
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1.3	 日本独占禁止法 	
 
1.3.1 日本独占禁止法の制定背景  
 
	 日本の独占禁止法は 1947 年に制定され、今まで 70 年近い歴史がある。日本の独占禁止
法は、アメリカの反トラストを模範として制定された。 
	  
	 明治維新期の 1871 年から 1873 年、日本政府は岩倉具視を正使とし、政府首脳陣や留学
生を含む総勢 107 名の大使節団を構成し、アメリカ合衆国、ヨーロッパ諸国に派遣した。
日本政府は、岩倉使節団の帰国後、同使節団の経験から、欧米の富国の基礎には民間産業
の活力があると認識したため、1874 年、国内市場に対する法的統制を図り始めた。1874
年、政府から民間へ産業発展の出来を移るため、「職産興業に関する建議書」を制定した。
「当該建議書」は、イギリスでは航海運産業や工業を保護した後に自由貿易を解禁したこ
とをモデルとしたと言われている22。1880 年、日本政府が「工場払下概則」の実施により、
政府が幕府、諸藩から官収した鉱山、造船所や自ら新設した鉄道・製鉄所などの多くの官
業を民営化したため、日本の産業資本家、つまり財閥が発展していった。1897 年頃、製
品検査のため、同業組合の結成が認可された。そこで、農商務部が「同業組合準則心得書」
（今日の事業団者団体ガイドラインのようなもの）を公表し、組合が価格・生産量・販売
ルートなどを制限することを禁止し、新規参入を制限しないよう求めた。このように明治
時期の日本政府がカルテル禁止し、自由競争を促する政策を採られている23。 
	  
	 前述のように、1880 年頃、官業民営化により、財閥が発展していった。昭和初め頃に
三大財閥が日本経済における寡占的な地位を占め、鉱業、鉄鋼、金属、紙パルプなど多数
の業種で横断的なシェアを有し、「友好的な寡占」を形成し、共存共栄的な関係を築いて
いた24。1927 年、不況や金融恐慌のため、日本商工省が産業合理化運動を始めた。当該運
動は企業によるカルテル・トラストの結成による組織的合理化を目的とし、政府の介入は
「競争」よりも「秩序」と「安定」を重視していた。1931 年、「重要産業統制法」が制定
された。本法は、同業者間の生産または販売の統制協定の締結を保護助成するもの、すな
わちカルテル、トラストの結成を奨励するものである。政府は、自由競争は共倒れになる
から、統制が必要という考え方であった25。当時の日本商工省は、競争を制限して産業の
平均利潤を確保させるとともに、他方では産業全体の生産費用を低下させることにより、
産業を安定させ、外国製品に対抗できると考えていた。その後、日本が戦争状態に入り、
軍需生産の増大が要請されると、財閥の経済力が著しく膨張した。それに対して、繊維企
業など一部の中小企業は戦時経済体制により大きな打撃を受けた。原材料の入手難、輸出
の不況、国内消費節約運動により、これらの企業の操業に影響があった。また、戦時の日
本政府は、新規企業の開業制限という「企業許可令」や、政府が既存企業に対して、事業
委任、譲渡、結合、廃止などの命令ができるような「企業整備令」の実施により、営業の
																													
22	平林英勝『独占禁止法の歴史（上）』1～2 頁（信山社、2012 年 11 月）を参照。	
23	平林英勝『独占禁止法の歴史（上）』9頁（信山社、2012 年 11 月）を参照。	
24	平林英勝『独占禁止法の歴史（上）』9頁（信山社、2012 年 11 月）を参照。	
25	平林英勝『独占禁止法の歴史（上）』16～17 頁（信山社、2012 年 11 月）を参照。	
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自由や財産権に対して重大な制限を課した。従って、終戦までの日本経済は国家によって
人為的に形成されたカルテル組織と経済力の集中をその特徴としていた26。 
 
1945 年の終戦後、日本は連合軍、実質的にはアメリカにより単独占領され、日本政府
を通じて間接統治した。その際、アメリカ総司令部から日本国の民主化に着手し、独占禁
止と自由貿易を構想し、日本国内における反トラスト改革政策を計画した。まず、財閥解
体という占領政策を取り上げられた、「財閥は戦争中得た不当利得を吐き出させる」、「全
体主義的な独占力をもった経済勢力を破壊」する、日本政府に解体の主導権をとらせた。
そして、日本の四大財閥（住友、三井、三菱、安田）が解体に至り、その他、指定された
企業は広範な事業活動が制限されることになった。アメリカ政府は、財閥を調査すること
にしたため、国務省と司法省（反トラスト局、連邦取引委員会、証券取引委員会、関税委
員会）から調査団を日本に派遣することを決定した。調査の結果、「財閥の力は、主とし
て、その規模、その多角化及び銀行と政府との特別な関係に由来している」と分析した。
財閥の支配力の源泉が総合的経済力にあるとみているが、個別市場に関するアメリカ反ト
ラスト法の概念で財閥を処理するには適当ではないことを、調査団団長である国務省特別
顧問エドワーズが見抜いた27。 
 
また、エドワーズは、報告書において、とるべき政策措置についてアメリカ政府に勧告
を書いた。勧告の内容は、持株会社の解体など財閥解体に関連する事項のほか、役員兼任
の禁止、会社法の改正、独占禁止法の制定にまで及んでいた。当該勧告における「財閥」
概念は、四大財閥だけでなく、「多くの産業における地位の累積的力」を有する企業また
はその他の財閥や、巨大または独占的な事業会社でもある企業を含むものとして定義され
た。それらの企業に対して、「競争を制限しまたは他の事業者の事業機会を侵害する」こ
とが要件となっていたが、絶対的規模や独占力の存在それ自体を推定する基準としている
28。1947 年 3 月、日本における独占禁止法が制定され、制定の際に所有する違反株式の処
分や違反に兼任する役員の辞任が、当法 9条～11条の規定によって大規模に実施された。
将来にわたる持株会社の禁止、株式保有や役員兼任の制限は、独占禁止法の規定によって
担保された29。 
 
1.3.2 日本独禁法の目的  
 
日本の独占禁止法 1 条は、独禁法の目的に関する規定である。1 条は複雑な規定である
ため、3 つに分けて理解される。すなわち、①「私的独占、不当な取引及び不公正な取引
方法を禁止し、事業支配力の過度の集中を防止して」、「結合、協定等の方法による……不
当な制限その他一切の事業活動の不当な拘束を排除することのより」、②「公正かつ自由
な競争を促進し、事業者の創意を発揮させ、事業活動を盛んにし」、「雇用及び国民所得の
水準を高め、以て」、③「一般の消費者の利益を確保するとともに」、「国民経済の民主的
で健全な発達を促進することを目的とする」ことを規定している。それぞれの関係につい
て、通説では、この規定は以下のように理解されている。①が独禁法は何を定めるために
制定されたかを示し、②はそれによって実現されるべき政策目標とその効果を、③はその
																													
26	平林英勝『独占禁止法の歴史（上）』18〜20 頁（信山社、2012 年 11 月）を参照。	
27	平林英勝『独占禁止法の歴史（上）』51～53 頁（信山社、2012 年 11 月）を参照。	
28	平林英勝『独占禁止法の歴史（上）』53～58 頁（信山社、2012 年 11 月）を参照。	
29	平林英勝『独占禁止法の歴史（上）』64 頁（信山社、2012 年 11 月）を参照。	
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政策目標を実現させる意義を明らかにしている。通説では、②の前段が独禁法の直接の目
標である「競争政策」であり、つまり、市場において公正かつ自由な競争を確保し促進す
ることだと考える。後段は競争政策により期待される政策的効果である。③の消費者利益
は独禁法の目的からの反射的な利益または事実上の利益である30。もっとも、上記の③の
消費者利益は単に独禁法の目的からの反射的利益ではなく、独禁法の「究極目的」かつ直
接の目標・目的であるという主張が最近有力な見解である31。 
 
  
																													
30	金井貴嗣＝川濱昇＝泉水文雄編著『独占禁止法（第五版）』4～5 頁（弘文堂、2015 年 3 月）を参照。	
31	金井貴嗣＝川濱昇＝泉水文雄編著『独占禁止法（第五版）』5頁（弘文堂、2015 年 3 月）を参照。	
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1.4	 中国独占禁止法制定の背景及びその内容 	
 
1.4.1 中国独禁法の制定背景  
 
中国における独占禁止法の制定過程については、合わせて 20 年以上の間、制定作業を
行っていた。1987 年 8 月に国務院法制局が独禁法草案制定委員会を設立した。国務院法
制局が独占禁止法起草組を成立し、1988 年に『独占禁止及び反不正当競争暫定条例草案』
を提出した。1993 年の中国憲法改正により「計画経済」への言及を削除し、「社会主義市
場経済」の導入を正式に表明した後（憲法修正第 7 条）、1993 年 9 月 1 日に「反不正当競
争法」のみ施行することが決定された。 
 
中国において独禁法制定を提起した社会背景としては、当時、中国における経済体制を
改革し市場開放を拡大し続けるためには、現行の反不正競争法、価格法、入札法、電信条
例等の関連法律及び、一部の独占の予防または禁止に関する行政法規は、社会主義の市場
経済の発展及び中国企業の国際競争へ参入するには不十分である。中国が一部完全的な独
占禁止法を制定する必要性について、国務院法制弁公室主任が以下の三つの理由を語った。
第一は、事業者（中国語では経営者という）が市場支配的地位を濫用して価格独占、価格
制限、抱き合わせ販売や（不合理的な）条件付取引、または価格カルテル、市場分割、生
産数量の制限など様々な独占を協定する行為により、直接的に市場競争に害をもたらし、
消費者とその他の事業者の利益を毀損し、中国における統一的かつ有効的な競争秩序をも
つ市場構造の創りに不利益をもたらす。そして、行政機関及び法律、法規に基づき公共業
務に管理職責を持つ組織が行政権力を濫用し、競争を排除、制限する行為が多く存在して
いるため、制定される独禁法がこれらの行為を明確に制限する必要がある。第二は、グロ
ーバル化の進展や現在中国が世界経済に対して高い影響力を有し、国内的及び国際的な経
済構造が日々変化し、企業間の結合、企業組織の再編などが盛んとなってきた。そしてあ
る地域、業界において市場を独占するおそれが生じた。市場における競争を著しく制限又
は排除する影響を予防するため、迅速に政府が指導、規制する必要がある。第三は、中国
が市場経済国家として、完全な独占禁止法律制度を制定し執行する必要があり、市場にお
ける事業者に公開、透明かつ予想可能な行動規則を与え、市場経済秩序を規範する32。 
 
1994 年の第 8 期全国人民代表大会（以下は「全人大」という）常務委員会において、
独禁法に関する立法の計画が提起された。その後 10 年もかかり、2004 年に、独禁法草案
を作成する部門である商務部が、中国独禁法（草案）を国務院弁公室に提出した。2 年に
も及ぶ審査を経て、2006 年 6 月に、第 10 期全人大常務委員会第 22 次会議がその草案に
対して第一次審査を行った。2007 年 6 月、第 10 期全人大常務委員会第 28 次会議が第二
次審査を行い、同年 8 月第 10 期全人大常務委員会第 29 次会議が第三次審査を行ったうえ
で、同年 8 月 30 日に本法の施行を決定し、本法第 57 条に基づき、翌年の 2008 年の 8 月
1 日から施行された33。 
 
																													
32	王曉曄『中華人民共和国独占禁止法詳解』287 頁附録一（知識産権出版社、2008 年 2 月）国務院法制
弁公室主任	 曹康泰「中華人民共和国反壟断法（草案）に関する説明」の内容を参照。	
33	王曉曄『中華人民共和国独占禁止法詳解』前序 5頁（知識産権出版社、2008 年 2 月）参照。	
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その前の 1993 年、「中華人民共和国反不正当競争法」が制定された。当法は、日本の「不
正競争防止法」と規制対象の主要部分が重なる他、日本独禁法の規制対象の一部について
も規制を加えている。当法は 11 種の行為を禁止している。その中の 6 種（商業上の贈収
賄為、虚偽広告行為、商業上の秘密を侵害する行為、不当な賞金による販売行為及び商業
上の誹謗行為）は不正当競争に属するが、他の 5 種（公用企業の独占地位の濫用（6 条）、
行政独占（7 条）、不当廉売（11 条）、抱き合わせと拘束条件付取引（12 条）及び談合（15
条））は独禁法の規制範囲に入る。34当初、中国の立法当局は不正競争防止法と独禁法の
両方の規定内容を有する法律を立法する予定であったが35、独禁法の立法に反対する意見
によって、独禁法に関する内容の多数の部分が削除され、一部の独占行為を「不正当な競
争行為」として、関連規定を反不正当競争法に設けることになった。 
 
反壟断法と反不正当競争法の区別は、市場における競争全体の保護と市場主体の具体的
な権益の保護の違いや、自由競争の保護と公平競争の保護という価値理念の相違といった
観点からなされる36。史際春氏は、反壟断法の法的な性格は、国の競争政策及び産業政策
というマクロ的な視点に基づく市場の競争的構造の保護に関する法律であると捉えると
ともに、経済効率の促進や自由競争及び消費者福祉などの公共利益の保護を立法目的とし
て強調している。他方、反不公正競争法は静態的に各主体の財産権及び人身権を保護し、
ミクロ的な市場秩序を維持するための法律として考えられる。王曉曄氏の主張では、反壟
断法は市場における競争を保護し、企業の市場競争への自由な参入を保護し、経済効率及
び消費者福祉を高めるための法律で、その法的価値理念が自由競争であるとされているに
対し、反不正当競争法が規制する不正行為は、事業者が競争の目的から信義則、商業論理
に反する手段で自己を競争上有利にさせる行為であり、不正行為の被害者である事業者の
利益を守ることを通じて公正な市場秩序を維持しようとする法律であると解される37。 
 
2007 年 8 月 30 日に、中国全国人民代表大会第 27 次常務委員会で 150 票の賛成、2 票の
棄権により、「中華人民共和国独占禁止法」38として可決され、2008 年 8 月 1 日から施行
された。 
 
1.4.2 中国独禁法39の概要  
 
	 中国の独占禁止法は、①独占的協定（第 2 章）、②市場支配的地位の濫用（第 3 章）、③
企業結合（第 4 章）の 3 つの規制という欧州連合競争法モデルを基礎としつつも、④行政
の権力濫用による競争の排除又は制限（行政の独占）（第 5 章）をも規制対象に加えた中
																													
34『中華人民共和国反不正当競争法』、同史際春『中国経済法の理論と実際』164～165 頁（成文堂、2000
年 2 月）参照、同王先林「『中国独禁法』的出台与我国競争法体系的協調完善」（華東政法大学学報、
2008 年第 2 期）を参照。	
35	王曉曄「反不正当競争法」王保樹編『経済法原理』156 頁（社会科学文献出版社、2004 年）、陳丹舟「中
国独占禁止法と不公正な取引方法―立法経緯及び現状について」19 頁（公正取引 728 号、2011 年 6
月）を参照。	
36	陳丹舟『中国反壟断法（独占禁止法）におけるカルテル規制と社会主義市場経済―産業政策と競争政
策の「相剋」』45 頁（早稲田大学出版社、2013 年）を参照。	
37	陳丹舟『中国反壟断法（独占禁止法）におけるカルテル規制と社会主義市場経済―産業政策と競争政
策の「相剋」』41 頁（早稲田大学出版社、2013 年）を参照。	
38	中国における正式名称は「中国人民共和国反壟断法」。	
39	本法の中国語条文は中国反壟断法网（中国独占禁止局のホームページ）に掲載されている。	
	 条文の日本語訳文について、日本の公正取引委員会と中国政法大学国際学院戴壟准教授が翻訳した内
容を参考した。http://www.jftc.go.jp/worldcom/html/country/china2.html。	
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国独自のスタイルを採用した40。本法は 8 章、57 条で構成されている。本法の制定目的に
ついては第一章「総則」第 1 条において、「独占行為を予防及び禁止し、市場における公
正な競争を保護し、経済の運営効率を高め、消費者の利益及び社会公共の利益を保護し、
社会主義市場経済の健全な発展を促進することを目的として、本法を制定」したことが明
確に記されている。第 2 条は本法の適用範囲に関する規定であり、「中華人民共和国国内
の経済活動に関する独占的な行為は、本法が適用される。中華人民共和国国外での独占的
行為が、中華人民共和国国内の市場競争に排除、制限のような影響を生ずる場合にも、本
法を適用する」と定める。第 2 章における独占的協定について、中国では、独禁法 13 条
（水平的協定）及び 14 条（垂直的協定）において禁止されている。15 条は独占的協定、
16 条は事業者団体の義務に関する規定である。第 3 章は市場支配的地位の濫用に関する
規定であり、17 条において、市場支配的地位を有する事業者は列挙されている濫用行為
を行うことが禁止されている。18 条は市場支配的地位を有するか否かの認定を行う際の
考慮要素に関する規定であり、19 条は市場支配的地位を有する事業者を推定する際の規
定である。41第 4 章は企業結合に関する規定であり（本稿第 2 章に詳細な説明がある）、
第 5 章は行政権力の濫用による競争の排除又は制限の禁止に関する規定である。その禁止
対象は、行政機関等による①購入先指定等（第 32 条）、②商品の地域間自由流通の妨害（第
33 条）、③差別的品質要求等による地域外事業者による入札への参加の排除又は制限（第
34 条）、④不平等待遇等による地外事業者の当該地域での投資又は支店設立の排除又は制
限（第 35 条）、⑤事業者に対する本法の規定する独占行為の強制（第 36 条）及び⑥行政
権力による競争排除・制限的規定の制定（第 37 条）である。第 6 章は独占行為に対する
調査に関する規定であり、第 7 章は法的責任に関する規定である。最後の第 8 章は知的財
産権行使等の適用除外や施行日を規定する附則である。 
 
1.4.3 中国独禁法の立法目的及びその役割  
	  
	 中国独禁法第 1 条に立法目的が規定し、主に以下の 3 つの意思が含まれている。 
	 第一に、独占行為を予防または禁止し、市場の公平な競争を保護し、経済の運営効率を
高める。独占行為を予防または禁止することは、独占禁止法の中心的役割であり、独占行
為の「予防」とは、事前規制を意味し、企業結合規制がそれに該当する。独占行為の「禁
止」とは、事後規制であり、独占協定または市場支配的地位の濫用規制がそれに該当する。
中国独占禁止法が独占という市場構造を規制するではなく、その行為を規制の対象として
いると見られる42。中国独占禁止法の主要な任務は、市場競争を維持し、市場における競
																													
40	中国の反独占法(独禁法)が禁止するのは、政府又は政府部門の権力の濫用であり、生産経営活動に不
当に関与し、競争を制限し、又は公平な競争秩序を破壊する行為である。国家が法により定めた行政
権をもって実施を保障する経済的独占又は特許による独占的経営は合法な行政的独占である。史際春
『中国経済法の理論と実際』168 頁（成文堂、2000 年 2 月）を参照。	
41	中国独禁法 19 条「次の掲げる各号のいずれかに該当する場合、事業者が市場支配的地位を有するもの
と推定することができる。	
	 （一）関連市場における単独の事業者の市場占有率が二分の一に達している場合	
	 （二）関連市場における二つの事業者の市場占有率の合計が三分の二に達している場合	
	 （三）関連市場における三つの事業者の市場占有率の合計が四分の三に達している場合	
	 本条第二号又は第三号に該当する場合において、そのうちのいずれかの事業者の市場占有率が十分の
一に満たないとき、当該事業者が市場支配的地位を有する事業者であるとは推定しないものとする。	
	 市場支配的地位を有すると推定された事業者であっても、市場支配的地位を有するものではないこと
を証明する証拠がある場合には、当該事業者が市場支配的地位を有するものと認定しないものとする。」	
42	戴龍「中華人民共和国独占禁止法調査報告書（抜粋）」、
http://www.jftc.go.jp/kokusai/worldcom/kakkoku/abc/allabc/c/china2.files/china01.pdf#search=
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争機能の積極性を引き出すことである。市場競争を通じて、資源配分の効率性を促進し、
経済効率、及び経済の活力と競争力を高めことができ、これが経済の発展にとって最も重
要な道である。中国独禁法の制定により、市場競争の規則が健全になる。当法は、経営者
が独占行為に基づき、市場へ参入する他の事業者を排除、又は制限することにより、合理
的な利益以上の利益を取得することを禁止する。このような合理的な利益以上の利益を独
占利益と言い、公平競争の規則を破壊し、正常に作動している市場機能が損なわれるので、
市場経済の運営に不利益をもたらす。従って、中国独禁法は独占行為を予防または制限し、
市場機能を保護する目的を有する。 
 
第二に、消費者利益及び社会公共利益を維持し保護する目的を有する。独占の目的と結
果は、競争の制限及び排除である。独占者は独占利益を取得するが、消費者は消費選択を
失ってしまう。独占すれば、経営者が技術革新をしなくなり、製品とサービスに力を入れ
なくても、利益を獲得できるに対して、消費者はその事実を受け入れざるをえない。広義
では、独占行為は消費者利益を損なう行為である。独占行為により、毀損された経営者の
利益も、本法で保護するが、その中核的な趣旨としては市場競争機能を維持するためであ
り、その少数の事業者の利益を保護することではない。よって、中国独禁法の立法目的に
関する規定は、反不公正競争法のように「経営者と消費者の合法利益」を保護するのでは
なく、単に「消費者の利益」を保護することと規定した。また、社会公共利益と広義の消
費者利益は同じ性質をもっている。社会公共利益は社会公共性をもつことのみならず、社
会における消費者の利益を保護するためである解するものである。現在の中国の国情に照
らせば、社会公共利益を維持する行為は、国の法律及び政策に適合するもののみと考えら
れる。経営者が自分自身の利益のため、あるいは地方の行政機関に関する利益又はある部
門利益のため、実施した競争を制限または排除する行為は、社会公共性の理由としては認
められない。 
 
第三に、社会主義市場経済の健全な発展を促進することである。中国独禁法の制定は中
国の社会主義経済法律制度を健全化し、中国特有の社会主義的な法律制度を形成する内在
的な要求である。その本質的あるいは最終的な目的は、社会主義市場経済の健全な発展を
促進することである。改革開放以来、市場経済の発展・促進に関する数多くの法律が制定
されてきた。本法の制定と施行が、中国における現有の社会主義市場経済に関する法律構
造の中の一つの空白を埋め、開放的且つ秩序がある競争市場システムの形成に重要な役割
を果たす43。 
 
上記の通り、中国は独禁法を制定する際に、アメリカと日本同じように、「競争政策」
及び「消費者利益」を考慮した。しかし、第一条に「社会主義市場経済」44という目的を
明確に示しており、それは、日本やアメリカの競争法で見慣れない規制である「行政権力
																																								 																																							 	
'戴龍「中華人民共和国独占禁止法調査報告書（抜粋）'を参照。	
43	以上の内容は、中華人民共和国国家工商行政管理総局ホームページ「我国の「独占禁止法」の立法目
的及び役割」を参照。	
	 http://www.saic.gov.cn/jgzf/fldyfbzljz/200808/t20080817_45622.html 参照。	
44	「社会主義市場経済」体制を構築することとは、「国家のマクロ・コントロールの下で、資源配分に関
する基礎的な役割を市場に果たさせる」こと、と定義された。	
「中共中央関与建立社会主義市場経済体制若干問題の決定」（中国共産党第十四届中央委員会第三次会議
1993 年 11 月 14 日通過）中華人民共和国国務院 1993 年第 28 号（総 746 号）1286 頁、同陳丹舟『中国反
壟断法（独占禁止法）におけるカルテル規制と社会主義市場経済―産業政策と競争政策の「相剋」』54
頁（早稲田大学出版社、2013 年）を参照。	
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による競争の排除又は制限」と関連しており、中国の独自性を示していると考えられる45。 
  
																													
45	川島富士雄「中国独占禁止法 2006 年草案の選択と今後の課題―改革と開放の現段階」(国際開発研究
フォーラム 34 巻、2007 年 3 月)を参照。	
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第二章 	 企業結合に関する規定及び基
準 	
 
2.1	 アメリカにおける企業結合ガイドラインの制定の経緯 	
 
	 アメリカの企業結合規制は、19 世紀末から行われてきた。100 年以上の間で、大きな変
化があって、その規制基準や企業結合の分析も変化している。現在アメリカの企業結合に
関する規制は主にクレイトン法 7 条、その他シャーマン法、連邦取引委員会法（FTC）に
基づいている46。シャーマン法制定初期、本法の目的は、トラストのような企業の結合と
独占を排除することであった。政府は更なる結合に対し、当然違法的に処理し、ノーザン・
セキュリティ社の結合を違反と判示した47。その後、企業結合事件ではないが、判例に多
大な影響をもつ有名な事件「スタンダード・オイル事件（1911 年）」48があった。当事件
に対して、裁判所の判断が前例の「当然違法」から「合理の原則（rule of reason）」になり、
つまり、独占の違法根拠を、独占力それ自体によってではなく、競争者を排除し、石油産
業の支配を維持しようとする意図と目的の下に行われる抑圧的行為から説明した49。 
	  
	 前記のスタンダード・オイル事件の判決によって、シャーマン法の規制が後退すること
をおそれ、議会が違法行為を類型化するために、クレイトン法を制定した。クレイトン法
は立法当初は、その適用範囲が株式の取得に限られていた。「（前略）会社の株式またはそ
の他持分の全部または一部を取得する場合、このような取得の結果が、株式取得会社と被
取得会社の間で競争を実質的に減殺し、またはいずれかの地域もしくは地域社会における
当該商業を制限することとなり、または、いずれかの商業分野における独占を形成するお
それがある場合」との内容であった。 
	  
最初のクレイトン法 7 条50は、「競争を実質的に減殺させることになり、又は独占を形
																													46白石忠志＝中野雄介『判例米国・EU 競争法』3〜5 頁（商事法務、2011 年 3 月）を参照。	
47	Northern	Securities	Co.	v.	United	States,	193	U.S.	197	[1904]	
	 同越知保見『欧米独占禁止法の解説』57 頁（商事法務研究会、2000 年）を参照。	
48	Standard	Oil	Co.	of	New	Jersey	v.	United	States,	221	U.S.	1	(1911)	
	スタンダード・オイル事件最高裁判決は、シャーマン法 1条が文字通りあらゆる取引制限を禁止すると
判示していた。村上政博・『アメリカ独占禁止法（第 2版）』38 頁（弘文堂、2002 年）を参照。	
49	服部育生『比較・独占禁止法（第三版）』159 頁（泉文堂、2000 年 7 月）を参照。	
50	1914 年制定当時のクレイトン法 7条（原始トレイトン法 7条）は次のように規定していた。	
「That	no	corporation	engaged	in	commerce	shall	acquire,	directly	or	indirectly,	the	whole	or	
any	part	of	the	stock	or	other	share	capital	of	another	corporation	engaged	also	in	commerce,	
where	the	effect	of	such	acquisition	may	be	to	substantially	lessen	competition	between	the	
corporation	whose	stock	is	so	acquired	and	the	corporation	making	the	acquisition,	or	to	restrain	
such	commerce	in	any	section	or	community,	to	tend	to	create	a	monopoly	in	any	line	of	commerce」	
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成するおそれのある株式取得は違法（the effect of such acquisition may be substantially to 
lessen competition, or to tend to create a monopoly）」であった。シャーマン法 1 条あるいは 2
条に違反に至らない結合を独占的な傾向の段階で規制することが試みられた。51 
	  
	 1914 年クレイトン法の立法後、多くの企業は株式の取得ではなく、資産の取得によっ
て企業結合を行った。1950 年、議会はセラーキーフォーバー法（the Celler Kefauver Act）
を制定した。本法によってクレイトン法 7 条が改正され、適用範囲が資産の取得、垂直型
企業結合、混合型企業結合に拡大された。52また、改定クレイトン法はさらに、「国内の
全ての分野での取引に対し（in any line of commerce in any section of the country）競争を実
質的に減殺させることになり、（後略）」とし、「問題となる商品、あるいはサービスの関
連市場」の概念を導入した。それ以後、企業結合審査過程で関連市場の画定方法について、
議論が展開されることになったのである53。 
 
2.1.1 1968 年最初の企業結合ガイドライン  
 
	 その後、1968 年に司法省 DOJ は、法的原則の基盤としての経済学に基づいた初めての
企業結合に関するガイドラインを公表した。これに基づいて、企業や法曹界に対し、結合
分析の方法や違法性の判断基準が説明された。このガイドラインは、競争政策に関する経
済学の部門である産業組織論で支配的あった「行動―構造―成果」パラダイムを反映して
いた。この考え方は、例えば、特定の市場で集中度のレベルが高いならば、活発な、特に
価格に関する競争を避けるために、共謀または少なくとも市場参加者間で暗黙の合意が生
じる可能性が高くなるというものである54。1968 年司法省結合ガイドラインにより、市場
画定後における水平結合の違法性判断基準についても、①当時は寡占市場構造（高集中度）
が必然的に超過利潤をもたらすと考えられたため、市場占有率・集中度以外の個別要因は
全く無視し、②市場占有率・集中度についても、きわめて低い数値で十分であるとされた。
また、司法省は集中度・市場占有率55について厳しい基準で水平結合に対して、差止を求
																																								 																																							 	
山根裕子『合併審査―米欧の事例と日本の課題』97 頁(NTT 出版、2002 年 4 月)の日本語訳文を参	 	
照。	
51	山根裕子『合併審査―米欧の事例と日本の課題』18～19 頁(NTT 出版、2002 年 4 月)を参照。	
52セラーキーフォーバー法による改正後のクレイトン法 7条は次のとおりである。	
	 「That	no	corporation	engaged	in	commerce	shall	acquire,	directly	or	indirectly,	the	whole	or	
any	part	of	the	stock	or	other	share	capital	and	no	corporation	subject	to	the	jurisdiction	
of	the	Federal	Trade	Commission	shall	acquire	the	whole	or	any	of	the	assets	of	another	
corporation	engaged	also	in	commerce,	where	in	any	line	of	commerce	in	any	section	of	the	country,	
the	effect	of	such	acquisition	may	be	substantially	to	lessen	competition,	or	to	tend	to	create	
a	monopoly.」	
		山根裕子『合併審査―米欧の事例と日本の課題』97 頁(NTT 出版、2002 年 4 月)を参照。	
53	山根裕子『合併審査―米欧の事例と日本の課題』19 頁(NTT 出版、2002 年 4 月)を参照。	
54	荒井弘毅＝林秀弥「最近の企業結合規制の展開：アメリカの議論を中心に」4～5 頁（名古屋ロー・レ
ビュー、2010 年 9 月）を参照。	
55	1968 年司法省結合ガイドラインの集中度・市場占有率は以下の基準を定められていた。	
	 集中度の高い市場（上位 4社の市場占有率が 75％以上）	
	 ①取得企業の市場占有率	 4％以上	 	 被取得企業の市場占有率 4％以上	
	 ②取得企業の市場占有率 10％以上	 	 被取得企業の市場占有率 2％以上	
	 ③取得企業の市場占有率 15％以上	 	 被取得企業の市場占有率 1％以上	
	 集中度の低い市場（上位 4社の市場占有率が 75％未満）	
	 ①取得企業の市場占有率	 5％以上	 	 被取得企業の市場占有率 5％以上	
	 ②取得企業の市場占有率 10％以上	 	 被取得企業の市場占有率 4％以上	
	 ③取得企業の市場占有率 15％以上	 	 被取得企業の市場占有率 3％以上	
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め提訴するとしている56。また、1968 年ガイドラインは 4 及び 8 企業の「集中度」、すな
わち上位 4 及び 8 位の結合がなされる市場での、結合後の、売上のパーセントを用いて市
場を分類している。そして、仮に結合後に上位 4 社の市場シェアが 75％を超える場合、
その結合は極めて詳細に調査されることとなっている。 
 
2.1.2 1982 年結合ガイドライン  
 
1980 年代に入り、シカゴ学派の台頭により、結合のもたらす経済効率の改善が結合の
競争促進的側面として評価された57。また、通商の自由化に伴い、政府規制による保護が
行われていない寡占市場においては、超過利益が生じていても、外国競争業者が速やかに
市場に新規参入するので、寡占市場における企業の超過利潤は一時的なものであり、介入
によるよりは市場の自律調整機能に任せる方が適当な場合が多いというシカゴ学派の見
解が、1982 年及びその後 1984 年の結合ガイドラインに取りまとめられ、司法省の水平結
合規制は大幅に緩和されることになった58。1982 年の結合ガイドラインは、より経済学的
に洗練された反トラスト法の展開を反映していた。 
 
	 1982 年結合ガイドラインは、現代的な結合分析手法を整理している。特に、①関連市
場の画定について新しいアプローチを導入し、及び②関連市場において、結合前後で市場
集中度がどうのように変化するかを測定する分析方法を作り出した。まず、①の市場画定
方法について、仮想の独占企業に小さい（通常は 5％～10％）が重要な一時的でない（通
常は 1 年の目安）値上げ（Small Significant and Non-transitory Increase in Price）を行わせて
市場を画定するという SSNIP テストを採用した。その値上げによる利益を失わせるだけ
の数の顧客が他の製品（隣接製品）に移行すれば、その製品も関連市場に加える。隣接製
品の側でも、同テストを行い、さらに隣接製品への乗り換えが起これば、この製品も関連
市場に加える。このように隣接製品へのテストを繰り返して、隣接市場への乗り換えが起
こらなくなった場合に、関連市場が画定される。これは Brown Shoe 事件59等で用いられ
た商品間の需要の交叉弾力性により分析するアプローチに代わるものである60。その後の
ステープル事件は SSNIP テストに基づいて、現実的価格変動を基礎にして判決を下した。
そして、それまでは 4 企業及び 8 企業の市場シェアの集中度の合計を用いていたが、市場
全体を用いた集中の指標であるハーフェンダール指数（「HHI」と略称）を用いている。
算定方法は、関連市場における各企業の市場占有率の 2 乗を合算することである。これに
よって市場集中度を測定し、結合前の HHI と結合後の HHI の増加によって提訴の可能性
を決定する。また、1982 年ガイドラインは、市場構造と集中だけ検討するだけでなく、
結合行為で生じる競争への効果、参入及び効率性も検討するものである。したがって、1982
年ガイドラインはより経済学での理論的・実証的に確立した考え方に基づいたものとなっ
																																								 																																							 	
	 ④取得企業の市場占有率 20％以上	 	 被取得企業の市場占有率 2％以上	
	 ⑤取得企業の市場占有率 25％以上	 	 被取得企業の市場占有率 1％以上	
56	村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』195 頁（弘文堂、2002 年）を参照。	
57	その以前（1950～60）年代は、ハーバード学派の政策提言が有力であった。当時ハーバード学派の主
張は、寡占政策についても、寡占業界では常に超過利潤を得ているとして、企業分割によって市場構
造の再構築を図ることであった。村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』4頁、192 頁（弘文堂・
2002 年）を参照。	
58	越知保見『欧米独占禁止法の解説』344～345 頁（商事法務研究会、2000 年）参照。	
59	Brown	Shoe	Co.V.	United	States,	370	U.S.294	(1962).	
60	村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』208 頁（弘文堂、2002 年）参照。	
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たのである61。 
 
1984 年司法省結合ガイドラインは、1982 年司法省結合ガイドラインの基本原則をその
まま受け継いだうえ、結合分析を精緻化するとともに、司法省にとってより柔軟な対応を
可能にしている。改正ポイントは、①市場画定に関する内容をより明確にした。また、市
場画定の基準として、いわゆる「5％テスト」は、事案の状況にかかわりなく使用される
基準ではないことを説明した。②審査の対象となっている業界において製品の価格と考え
られているものであればなんでもこれを関連価格と考えることを明確に書いていた。③水
平的結合を提訴するか否かを決定する際に、集中度と市場シェアのデータだけではなく、
すべての要因（市場状況の変化、結合当事者の財務状況、外国企業の競争上の重要性、中
小企業または周辺的な企業の販売能力、参入の容易さ、効率性等）を考慮にすることを明
らかにした62。④輸入を関連市場の構成要素としてみることを明らかにした。⑤結合によ
る効率向上に関する主張を常に考慮するようにした。⑥経営破綻会社の抗弁を認める以外
に、健全な会社の経営破綻文門とみなされる基準をより明確にした63。 
 
2.1.3 1992 年水平結合ガイドライン  
 
さらに、1992 年に、司法省と FTC は共同で、水平結合について新しいガイドラインを
公表した。当該ガイドラインでは、マーケット・パワーの問題を水平結合の分析における
根本的問題と位置付け、結合の競争阻害効果及び競争阻害効果の発生を減殺する要因につ
いて、当局の立場を詳細に規定している。結合の競争阻害効果は、市場における競争業者
の行動様式の変化を伴って生じる協調効果（coordinated effect）と結合企業単独の行動様
式の変化によって生じる単独効果（unilateral effect）の二つがあるとされる。判例では、
単独効果に関する分析は計量経済的分析手法が多く用いられた。典型的な判例は 2004 年
オラクル社によるピープルソフト社の買収事件があった。また、市場集中度の増加による
競争阻害効果の発生を減殺する要因については、①参入の容易性、②経済効率、③衰退企
業理論の三つの要因に集約し、抗弁の成立し得る状況について、より具体的に規定してい
る。参入の容易性については、短期間で（timely）、実際上（likely）、十分に生じる（sufficient）
ことであることと定義された。そして、衰退企業理論について、これは 1974 年のゼネラ
ル・ダイナミクス64事件の判例法理を具体化したものだが、1992 年水平結合ガイドライン
は衰退事業まで拡張している。1992 年ガイドラインにおける関連市場の画定及び市場集
中度の増加の測定については、基本的には 1984 年ガイドラインの手法と同一である。65 
以下ではステープル事件及びオラクル事件について紹介する。 
 
ステープル事件（1997 年）66 FTC v. Staples Inc., 970 F. Supp 1066 (D.D.C. 1997) 
	 本件は、上記の経済理論及びその証拠の分析が行われた最初の事案である。1996 年 9
																													
61荒井弘毅＝林秀弥「最近の企業結合規制の展開：アメリカの議論を中心に」5頁（名古屋ロー・レビュ
ー、2010 年 9 月）参照。	
62村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』201 頁（弘文堂、2002 年）を参照。	
63野木村忠邦「アメリカの 2010 年司法省・連邦取引委員会「水平的結合ガイドライン」の概要」34～37
頁（政経研究第 49 巻第 3 号	 2013 年 1 月）を参照。	
64	United	States	v.	General	Dynamics	Corp.,415	U.S.486[1974]。	
65	越知保見・『欧米独占禁止法の解説』342～352 頁（商事法務研究会、2000 年）を参照。	
66	ここでは、SerdarDalkir	and	Frederick	R.	Wallen-Boulton・「Prices,	Market	Definition,	and	the	
Effect	of	Merger:	Staples-Office	Depot(1997)」・Edited	by	John	E.	Kwoka,	Jr.	Lawrence	J.	White・
『The	Antitrust	Revolution』の Case7 を参照。	
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月 4 日に、アメリカにおける二つの最大のオフィススーパーストア（OSS）であるステー
プルズ（S）とオフィスデポ（OD）が、結合する旨の合意を公表した。OD 社及び S 社は、
アメリカのスーパーストア市場において、第 1 位と第 2 位の地位を持っている。連邦取引
委員会（FTC）は、7 か月をかけ、当該結合が「スーパーストアを通してのオフィス用消
耗品の販売」市場において、競争を制限する及び価格を引き上げる可能性が高いとの理由
で、結合に反対の結論を出した。結合する事業者らは、FTC と裁判で争うことにした。
1997 年 6 月 30 日に、7 日間の裁判の結果、裁判所は FTC を支持し、結合の差し止め命令
を下した。 
そして、FTC が 1992 年アメリカ水平結合ガイドラインに基づき、関連市場を画定する際
に SSNIP テストを用いて、多くのデータと分析を利用し、関連市場を「スーパーストア
を通してのオフィス消耗用品の販売」市場として画定した。その理由は以下の 4 つである。 
①OSS が小売店舗と全く異なっている商品及びサービスを提供している。彼らは幅広い
多様な商品を持ち、莫大な在庫をもっているから、このような OSS は消費者にとって、
one-stop shopping の機会を提供できる場所であり、他の小売業者と通信販売業者は提供で
きないものである。②OSS の間で、「競争」は他のスーパーストアのみ、と想定される、
結合企業の内部資料によれば、他の OSS からの競争に強い関心を持つことが明らかであ
る。S 社と OD 社の資料によれば、同様に他の同業者の OSS に注目している。③非 OSS
小売業者が OSS の価格設定に有効的な牽制力を持っていない。FTC は、非 OSS 小売業者
は OSS 価格変動にあまり影響しないのであろうと予測している。“非競争的な市場”は、
他の業者が同種の製品を販売しても、独占者の価格牽制をできなければ、競争とは言えな
い。④仮に 3 つの OSS 社が結合により独占者になったら、彼らのオフィス消耗品の価格
を引き上げることが予想できた。 
	 裁判所（Hogan 裁判官）は市場画定について、OSS と非 OSS 事業者で販売された商品
は同じであるとしても、一つのスーパーストアが小幅であるかつ一時的ではない値上げを
行っても、買い手が非 OSS へ移るのではなく、ほかの OSS に移ると指摘した。 
 
オラクル社によるピープルソフト社買収事件（2004 年）67 United States v. Oracle Corp., 331 
F.Supp. 2d 1098 (N.D Cal. 2004) 
	 本件は、オラクル社が行ったピープルソフト社に対する敵対的買収事件であった。 
	 2003 年 6 月 6 日、米オラクル（Oracle）は米ピープルソフト（PeopleSoft）を買収する
計画があると発表した。オラクル社とピープルソフト社は、企業管理に関するアプリケー
ションソフトを開発、製造、販売、物流、そして維持する会社である。その二社と SAP	
AG 社はこの産業において、最大の三社である。2004 年 2 月に、アメリカ司法省とアメリ
カ 7 州（コネチカット、ハワイ、メリーランド、マサチューセッツ、ミネソタ、ニューヨ
ーク、ノースダコタ）の司法長官が本件の買収に対して、連邦地裁に差止めを請求した。
2004 年 9 月 9 日に、連邦地裁（Judge Vaughn Walker）は、本件の結合はアメリカ反トラ
スト法に違反しないとして、DOJ 敗訴の判決を下した。 
	 DOJ は、本件買収は単独的な競争効果になり、ERP（Enterprise Resource Planning 
Software(一般的には「企業資源計画」と訳される)の購入者に対し逆効果を生じ、当事者
の結合行為により、競争を中止し、顧客に対して、両社の製品が第一と第二の選択として
いるため、逆効果が生じる蓋然性があると主張した。市場画定の基準について、DOJ が
																													
67	同判旨が長大なものであるため、R.	Preston	McAfee,	David	S.	Sibley,	Michael	A.	Williams・「Oracle’
s	Acquisition	Of	PeopleSoft:	U.S.	V.	Oracle」を参照。	 	
ホームページ http://vita.mcafee.cc/PDF/Oracle.pdf#search='Oracle’s	Acquisition	Of	
PeopleSoft:	U.S.	V.	Oracle'の内容を参照。	
	
	
27	
水平結合ガイドラインを適用しなら、多くの証言を挙げ、及びオラクル社が値下げ販売委
員成績に関するデータに基づいて、以下の二つ、すなわち高性能 HRM 及び高性能 FMS
企業管理ソフトを関連市場として画定し、主要な三大企業とごく少数の小企業によって構
成される集中している市場であると、DOJ は強調した。実質的にいえば、“三社から二社”
の結合である。また、DOJ が反競争効果を定量するために、1）結合に関与する企業の取
引データベースの統計学的分析、2）価格の回帰、3）競売理論に基づく仮想モデルという
三つの分析を行った。 
	 Walker 裁判官は、原告側が単独効果に関する基本的な状況に対して十分な立証ができ
なかったため、被告の主張に賛成した。DOJ の市場画定に対して、裁判官は、“大規模”
顧客と“中規模”顧客の間ではっきりとした区別の線がなく、また ERP 購入客の総計に
基づいて ERP の売り手を区別されることが証明できなかったと結論した。また、結合後、
同じ機能をもつその他の売り手の商品にする場合、いくらのコストがかかるかについて、
証拠が提出されなかった。それらの企業が価格上昇を避けるための行動に関する証言の根
拠がほとんどなかったとの指摘があった。従って、DOJ が取り上げた市場シェアと集中
統計値は本件結合に関する独占の分析に適用できないということが、裁判官の結論であっ
た。また、裁判官が水平ガイドラインの 7 項に基づき「差別された商品は単独効果の必要
な要素として含まれることが要求される」を引用し、結合の単独効果の分析は少ないと主
張し、第一と第二商品の緊密性を証言したが、他の代替品の証明がないので、結合後価格
を上昇する蓋然性の証明が十分ではないと結論した。 
 
2.1.4 2010 年水平型結合ガイドライン 68 
 
DOJ 及び FTC は、2009 年 9 月 22 日に 1992 年の水平型結合ガイドラインの見直しを検
討することを公表し、2010 年 8 月 19 日に改訂版を公表した。2010 年水平型結合ガイドラ
インでは、垂直型結合や混合型結合には適用されないので、垂直型結合と混合型結合は
1984 年結合ガイドラインに基づいて審査される。また、1992 年ガイドラインの解説とし
て 2006 年に公表されていた解説69は、2010 年結合ガイドラインを補足するものとされる。 
 
2010 年と 1992 年結合ガイドラインとの関係では、主に以下の 8 つの変更点がある7071。
①結合分析は、単一の手法を用いるだけでなく、結合が競争を実質的に減殺するかどうか
を決定するために、各種の経済分析や証拠を分析する様々な道具を用いて、事実に応じた
プロセスであることを明確化している。②反競争効果の証拠という章を新たに設けた。つ
まり、経験に基づき72、審査当局が結合のあり得る競争効果を予測するための情報を整理
																													
68Horizontal		MergersGuidelines	8/19/2010	アメリカ司法省ＤＯＪホームページに閲覧可能
(http://www.justice.gov/atr/horizontal-merger-guidelines-08192010	
69Commentary	on	the	Horizontal	Merger	Guideline、
https://www.ftc.gov/news-events/press-releases/2010/08/federal-trade-commission-and-us-depar
tment-justice-issue-revised を閲覧可能。	
70	渡邊泰秀「2011 年アメリカ水平ガイドライン（案）の要約と解説」（外国競争法研究会資料、2010 年
7 月）を参考。	
71	荒井弘毅=林秀弥「最近の企業結合規制の展開：アメリカの議論を中心に」7～8 頁（名古屋ロー・レ
ビュー、2010 年 9 月）を参照。	
72経験則に基づく直接的な比較について、結合当事者の地域別の有無による価格の比較や、競争当局の数
による価格の相違など、類似する市場を含めた市場に関する証拠もみる。この方針は、1997 年のオフィ
ス用品の大型販売チェーイの買収事案（FTC	v.	Staples,inc.,	970F.Supp.1066）が参考となっている。
渡邊泰秀「2011 年アメリカ水平ガイドライン（案）の要約と解説」（外国競争法研究会資料、2010 年 7
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していくつかの証拠のカテゴリーとソースを議論している。③関連市場を画定するために
用いるＳＳＮＩＰテストについて、実務において執行当局がどのように適用するかより具
体的に説明している。新ガイドラインにおいては、当該商品の価格を見た場合にはそのテ
ストが当てはまるとしても、そうでない場合がある。たとえば、 対象市場外で販売する
商品が対象市場内の商品の価格設定に影響を及ぼす場合は、仮想的独占者が対象市場内の
代替物への支配力を持つことにより価格が決まるわけではないために、「仮想的利潤最大
化カルテル」という異なる概念を用いる。SSNIP テストを使う場合も、代替性のある商品
すべてを取り込む必要はない。このような分析により、関連市場が狭くなり過ぎず、競争
制限効果を分析するという目的にかなう限り、関連市場はひとつに限定される必要はない
と新ガイドラインには書かれている。また、市場画定はそれ自身が目的ではなく、結合分
析の必要な出発点であり、結合のあり得る競争上の効果を描く範囲を示し有効な道具であ
ることを説明している73。これにより、市場画定の重要性が縮小しているようにも見える。
④今までのＨＨＩ訴追基準はあまりに低く設定されているため、今回の改正でＨＨＩ訴追
基準を上回る設定がなされ、市場集中度の基準を緩和している。2010 年結合ガイドライ
ンは、やや集中した市場については、1992 年ガイドラインでのＨＨＩを 1000～1800（Ｈ
ＨＩ増分は 100 超）であったものを、1500～2500（増分が 100 を超え）に変更し、高度に
集中した市場については 1992 年ガイドラインでのＨＨＩは 1800 超（ＨＨＩ増分が 100）
であったが、2010 年ガイドラインは 2500 超（増分が 200 を超え）に引き上げた74。⑤単
独効果について、技術革新に及ぼす効果も含めて詳細に議論する。⑥結合に競争事業者間
に生じる協調行為により生じる反競争効果について、新しい節として規定され、単独効果
のように、反トラスト法上により非難されないような行為も含まれており、アップデート
をしている。⑦新規参入が容易で市場支配力が強化されない場合は分析が簡素になる。⑧
強力な買い手、競争的な買い手同士の結合、部分的買収に関する内容を新たに規定してい
る。 
 
2010 年結合ガイドラインは審査基準を大幅に修正するものではなく、審査プロセスを
明確化しようとするものであることがわかる。これらの改正は 2006 年に公告された「水
平結合ガイドライン注釈」について指摘されていた 1992 年結合ガイドラインの問題点で
もある。 
 
2.2	 日本における企業結合の規制 	
 
	 日本における企業結合規制は、公取委が「競争を実質的に制限することとなる」に対す
る解釈を変えつつ、発展してきたといわれる。1955 年に当時の公取委員長が述べた「市
場シェア 30％の要注意ライン」75から、八幡製鉄・富士製鉄結合事件（1969 年 10 月 30
																																								 																																							 	
月）を参考	
73	DOJ	and	FTC,	Horizontal		MergersGuidelines	at	4	(8/19/2010)「The	measurement	of	market	shares	
and	market	concentration	is	not	an	end	in	itself,	but	is	useful	to	extent	it	illuminates	the	merger’
s	likely	competitive	effects」.	
74DOJ	and	FTC,	Horizontal		MergersGuidelines	at	5.3	(8/19/2010)	
75	平林英勝・「わが国における企業結合規制の進展と課題」128 頁（日本経済法学年報、2003 年第 24 号）
を参照。	
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日同意審決）の後、1972 年に「25％ルール」まで強化される76。1994 年に、「事務処理基
準を一層明確化することにより、透明性の一層の確保を図る」ため、市場占拠率が 25％
以上になる結合は直ちに独占禁止法に違反するではなく、「選別基準」が加えられた。ま
た、経済のグローバル化の影響で、輸入の状況が考慮に加えられた。さらに、効率性につ
いても考え方、及び事前相談や事案の公表の進歩により、審査をより透明化し、分析もよ
り精緻なものとされた77。 
	  
	 1998 年 12 月 21 日に、「株式保有、結合等に係る『一定の取引分野における競争を実質
的に制限することになる場合』の考え方」いわゆる企業結合ガイドライン公表し、前記の
事務処理基準を廃止した。当該ガイドラインは一定の取引分野ごとに競争を実質的に制限
することとなるか否かを、具体的な判断要素を総合的に勘案して判断するものであった78。 
 
	 2004 年に「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」が制定され、その後現行の
ガイドラインである 2007 年 3 月 18 日のものは当該ガイドラインを大きく改正した。例え
ば、一定の取引分野の画定する際に、アメリカと同じく SSNIP テスト（仮想的独占者テ
スト）を導入したこと、独禁法上問題にならない HHI 基準を示したこと、及び世界市場
（国境を超えた市場）を画定できるとしたこと、効率性の評価基準を明確にしたこと等、
企業結合に関する重要な部分が改正された。 
 
2007 年 3 月 28 日に「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」の改正が公表され
た。その改正概要は以下である。①一定の取引分野の画定の基本的考え方について、需要
性からみた代替性の観点から判断されることを基本とし、必要に応じて供給者にとっての
代替性という観点から判断されることを明確化した。商品の範囲は、需要者からみた商品
の代替性という観点から画定されるところ，商品の代替性の程度は，当該商品の効用等の
同種性の程度と一致することが多いことから，この基準で判断されることが多い旨を示し
た。また，需要者・供給者からみた商品の代替性の評価方法を整理した。地理的範囲の考
え方について、商品の範囲と同様に，まず，需要者からみた各地域で供給される商品の代
替性という観点から判断されるところ，その代替性の程度は，需要者及び供給者の行動や
当該商品の輸送に係る問題の有無等から判断できることが多い旨を示した。また，内外の
需要者が内外の供給者を差別することなく取引を行っているような場合には，国境を越え
て地理的範囲が画定されることもある旨を明確化した。②市場全体の構造を表す指標とし
て適切と考えられる HHI 及びその増分を用いることとした。その具体的な水準について
は(1)HHI1,500 以下、 (2)HHI1,500 超 2,500 以下かつ HHI 増分 250 以下、 (3)HHI2,500 超
かつ HHI 増分 150 以下とした。また，セーフハーバーに該当しない場合には，個別の審
査を要するものの，HHI2,500 以下かつ市場シェア 35%以下の場合には競争を実質的に制
限することとなるおそれが小さいと規定した。③単独行動による競争の実質的制限につい
ての各判断要素をより明確にした。④水平型企業結合に係る水準の見直しに伴い，垂直型
及び混合型企業結合のセーフハーバー等の水準も見直した。⑤問題解消措置の考え方及び
類型についても明記した。 
																													
76	小宮隆太郎『日本の産業政策』84 頁（東京大学出版社、1984 年）を参照。	
77	平林英勝・「わが国における企業結合規制の進展と課題」135～136 頁（日本経済法学年報、2003 年第
24 号）、同杉浦市郎「企業結合規制の再検討・総論」3～4 頁（日本経済法学年報、2003 年第 24 号）
を参照。	
78	杉浦市郎「企業結合規制の再検討・総論」5頁(日本経済法学年報、2003 年第 24 号)を参照。	
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	 2009 年の独占禁止法改正は主に以下のポイントがある。①従前は，一定の要件を満た
す株式取得又は所有について，公正取引委員会に事後に報告することとされていたが，改
正後は，あらかじめ公正取引委員会に届け出ることとされた。改正前に、結合と異なり、
株式取得については事後報告制であったが、事後報告制は、市場支配力の形成をもたらす
ような企業結合に対して適切な問題解消措置を講じるという目的のためには弱い制度で
あった。一般的には、株式取得による企業結合関係を解消させるには、株式の売却等を命
じれば良いので、容易に実現すると見える。しかし、公開買付けによる株式の取得の場合、
株主数が少数になることによって上場廃止となる可能性もあり、株式の売却はそれほど容
易なものではないということから、株式取得が事前報告制に変更し79。②企業結合集団と
いうグループの概念の導入や資産ベースから国内売上高ベースへの届出基準を変更した。
③株式取得や共同式移転を含む企業結合の事前届出基準につき、国内会社、外国会社を問
わず、同一の国内売上高基準に統一した。  
公正取引委員会は，2010 年 6 月 18 日に閣議決定された「新成長戦略」に基づき，企
業結合規制に関して検証を行い，この検証結果等を踏まえ，企業結合審査の迅速性，透
明性及び予見可能性を一層高めるとともに，国際的整合性の向上を図る観点から，平成
2011 年 7 月 1 日企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」の改正を公表した。主な
改正ポイントは以下である。①一定の取引分野の中の地理的範囲の画定について、国境
を越えて地理的範囲が画定される場合についての考え方がより明確にされた。②水平型
企業結合による競争を実質的に制限することとなるについての判断要素の輸入と隣接市
場の競争圧力に改正があった。輸入を考慮する際に、現在輸入が行われていなくても審
査することにした。隣接市場の競争圧力について、近い将来において競合品に関する審
査をすることを追加した。③企業結合審査手続の見直しによる事前相談を廃止した。④
審査手続きにおける禁止期間の短縮について、合理的な理由が削除され、会社から申し
出ることが必要になった。 
 
2.3	 中国独禁法における企業結合に関する規定 	
 
中国独禁法第 3 条は、「独占的な行為」を三つ掲げた。（一）複数の事業者が独占的な合
意又は協定を達成すること。（二）事業者が市場において支配的な地位を濫用すること。
（三）競争を排除、制限することとなる、又はそのおそれがある企業結合を行うこと。よ
って、本法の第 3 条第 3 項は複数の事業者で行った企業結合の行為が独占的な行為に該当
する可能性があることを示している。 
 
本法第四章「企業結合」において、企業結合に関する規制が具体的に挙げられた。第四
章は本法の 20 条から 31 条までの全部で 12 条から構成され、第 20 条は企業結合の行為に
																													
79	 根岸哲「平成 21 年独占禁止法改正法の制定経緯と概要」43 頁（ジュリスト 1385 号）（2009 年）、同
権金亮「中国反壟断法（独占禁止法）における企業結合規制—日本法との比較研究」早稲田大学審査学位
論文 44〜45 頁を参照。	
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関する定義80である。そこでは三つの行為が企業結合と認められる。（一）複数の事業者
が合弁する場合（二）、事業者が株式または資産の所得により、他の事業者を支配するこ
とができる場合（三）、事業者が契約等の方法により、他の事業者に対する支配権81又は
他の事業者の事業活動について、決定的な影響になる場合。第 21 条と第 22 条は事業者が
結合する際に係る届出義務82、第 23 条と第 24 条は届出手続き及び提出資料に関する規定
83、第 25 条と第 26 条は審査期間に関する規定84、第 27 条は執行機関が結合を審査する際
																													
80「中華人民共和国独占禁止法」第 20 条は、「企業結合は、以下の行為をいう」	
（一）複数の事業者が合弁する場合	
（二）事業者が株式または資産の所得により、他の事業者を支配することができる場合	
（三）事業者が契約等の方法により、他の事業者に対する支配権又は他の事業者の事業活動について、
決定的な影響になる場合	
81中国独禁法や各種ガイドラインはこの点についての明確な定義・基準を規定していない。	
	 中国会社法 217 条 2 号は支配株主について規定がある。「支配株主とは、その出資額が有限責任会社の
資本総額の 50％以上を占める、又はその保有する株式が株式会社の株式総額の 50％以上を占める株主、
出資額あるいは保有株式比率が 50％にも満たさないものの、その出資額又は保有する株式が有する議
決権が、株主会、株主爽快の決議に対し、十分に重大な影響を及ぼしうる株主を指す」と定めている。
中川裕茂『中国独禁法 Q&A』95 頁（レクシスネクシス・ジャパン、2011 年 6 月）を参照。	
82	 第 21 条、中華人民共和国国務院が定めた一定の基準を超えた企業結合の行為は、事業	 者は国務院
独占禁止法執行機関に事前届出を提出しなければならない。届出を提出しない事業者の間で、企業結合
をしてはならない。	
第 22 条、以下の場合に該当する企業結合は、国務院独占禁止執行機構に届出を提出義務を免ずる。	
（一）企業結合に参加する事業者の一つが、他の各事業者の議決権が付与された株式又は資産の 50％以
上を有する場合。	
（二）企業結合に参加する各事業者の議決権が付与された株式又は資産の 50％以上が、企業結合に参加
しない同一の事業者によって保有されている場合。	
83	 第 23 条、事業者は、国務院独占禁止法施行機関に企業結合の届出を行う場合は、次に掲げる文書及
び資料を提出しなければならない。	
（一）申請書	
（二）企業結合が関連市場の競争状況に与える影響に関する説明	
（三）企業結合に関する契約	
（四）企業結合に参加する事業者の、会計の監査を経った前会計年度の財務会計報告書	
（五）国務院独占禁止執行機関が定められるその他の文書及び資料	
また、申請書には、企業結合に参加する事業者の名称、所在地、経営範囲、企業結合の実施予定日及び
国務院独占禁止執行機関が定めるその他の事項を明記しなければならない。	
第 24 条、事業者の提出した文書及び資料に不備があった場合には、国務院独占禁止執行機関が定める期
間内に文書及び資料を追加提出しなければならない。期限を過ぎても文書及び資料の提出しない場合に
は、当該届出はなかったものとみなす。	
84第 25 条、国務院独占禁止執行機関は、事業者が提出した第 23 条の規定に適合する文書及び資料を受理
した日から三十日以内に、届出のあった企業結合につき第一次審査を実施し、更なる審査を実施するか
否かを決定して、事業者に書面で通知しなければならない。国務院独占禁止法執行機関が決定を行うま
で、事業者に当該結合を実施してはならない。	
国務院独占禁止法執行機関が更なる審査を行わないと決定した場合又は期限を過ぎても決定を行わない
場合、事業者は当該結合を実施することができる。	
第 26 条、国務院独占禁止法執行機関は、更なる審査の実施を決定した場合、決定の日から九十日以内に
審査を完了させ、当該企業結合を禁止するか否かを決定し、事業者に書面で通知しなければならない。
企業結合を禁止する決定を行う場合には、その理由を説明しなければならない。事業者は、審査期間中
に企業結合を実行してはならない。	
次の各号に掲げる事由のいずれかに該当する場合、国務院独占禁止法執行機関は事業者に対して書面で
通知を行った上で、前項に定める審査期限を延長することができる。	
ただし、延長する期間は六十日を超えてはならない。	
（一）事業者が審査期間の延長に同意した場合	
（二）事業者が提出した文書及び資料が不正確であるため、更なる事実確認を必要とする場合	
（三）届出後において事業者の関連する状況に重大な変化が生じた場合	
国務院独占禁止法執行機関が期限を過ぎても決定を行わない場合においては、事業者は当該結合を実施
することができる。	
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の要素の規定85、第 28 条は例外的な企業結合を禁止しない場合に関する規定86、第 29 条
と第 30 条は企業結合に伴って採られる措置に関する規定87であり、当該規定に基づき、
商務部は、企業結合審査の決定について、全て公開する必要はなく、その中の禁止決定と
条件付きの認可決定のみを公開することにとどまっている。このため、商務部が無条件で
認可した多くの処理決定を届出事業者のみに通知し、社会に公開することはなかった。第
31 条は外資による企業結合が国内の経済安全に係る審査に関する規定88である。同条に規
定される外国資本による域内企業の結合買収に関する国家安全審査については、別途省庁
間列席会議が設置され、発改委が商務部とこれを主宰することが予定されている89。 
 
2.3.1 中国における企業結合に関する細則の制定  
 
	 多くの国の競争当局は企業結合規制のガイドライン（審査基準）を公表している。すで
に述べたように、ガイドラインの制定により法運用の透明性を確保できると考えられる。
企業結合に関する規制の起源はアメリカが 1914 年に制定したクレイトン法と連邦取引委
員会法であり、その後、結合に関する分析方法及び違法基準を明確するため、世界で最初
の結合ガイドライン（1968 年）が制定された。アメリカの影響を受け、日本の独禁法が
1947 年に制定された後、1980 年に最初の結合に関するガイドライン（「会社の結合等の審
査に関する事務処理基準」）を公表した。2004 年に、現行の「企業結合審査に関する独占
禁止法の運用指針」に改められるまで、現在まで多数の改正を経てきた。現行のガイドラ
インは、アメリカ、ＥＵと共通の判断枠組みであり、市場を画定し、市場支配力の形成、
維持、強化を生じる筋道について経済学的な基礎をもつたことを採用した点である90。そ
れに対して、中国の結合規制の制定について、これまでの約 7 年間で、係る重要な規則や
																													
85	事業者の結合を審査する際には、次の各号に掲げる要素について考慮しなければならない。	
（一）企業結合に参加する事業者の関連市場における市場占有率及びその市場に対する支配力	
（二）関連市場の市場集中度	
（三）企業結合が市場への参入及び技術進歩に与える影響	
（四）企業結合が消費者及び他の関連する事業者に与える影響	
（五）企業結合が国民経済の発展に与える影響	
（六）国務院独占禁止法執行機関が考慮すべきであると認める市場競争に影響を与えるその要素	
86	第 28 条、企業結合が競争を排除若しくは制限する効果を有し、又はその可能性がある場合、国務院独	
		占禁止法執行機関は、当該企業結合を禁止する決定を行わなければならない。	
ただし、事業者が、当該企業結合が競争に対して与える積極的な影響が消極的な影響を明らかに上回	
ること又は社会公共の利益に適合するものであることを証明することができた場合には、国務院独占	
禁止法執行機関は、当該企業結合を禁止しない旨の決定を行うことができる。	
87	第 29 条、国務院独占禁止法執行機関は、禁止されない企業結合に対して、当該企業結合が競争に対し
て及ぼす消極的な影響を軽減するための制限的な条件を付加する決定を行うことができる。	
第 30 条、国務院独占禁止法執行機関は、企業結合を禁止する決定又は企業結合に対する制限的な条
件を付加する決定を適時に社会に公表しなければならない。	
88	第 31 条、外資による国内企業の買収またはその他の方法による企業結合への参加が国家の安全に係る
場合、この法律の規定により当該企業結合の審査を実施するほか、国家の関連規定に基づいて国家安
全審査を実施しなければならない。	
89	発展改革委三規定五（四）及び商務部三規定五（二）。この会議の主任にも王岐山副総理が就くと言わ
れているが、同会議と独占禁止委員会はあくまで別組織であり、国家安全審査も独禁法による企業結
合審査と別立てとされる。	 川島富士雄「中国独占禁止法―執行体制・実施規定・具体的事例（上）」
368 頁注 45（国際商事法務 37 巻 37 号、2009 年）を参照。	
90	川濱昇、泉水文雄、武田邦宣、宮井雅明、和久井理子、池田千鶴、林秀弥「著」『企業結合ガイドライ
ンの解説と分析』2～3 頁（商事法務、2008 年 7 月）を参照。	
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指針を 15 公布、施行し、2 つは改正版の公布により施行廃止になった91。商務部の企業結
合審査手続きの明確化がある程度進んでいると評価されている。 
 
	 中国独占禁止法第 9 条 1 項 3 号は、国務院独占禁止委員会の職責の一つは、独占禁止ガ
イドライン（中国語は「指南」という）の制定及び公布であることを定めている。当該規
定により、国務院独占禁止委員会は、独占禁止ガイドラインに関する制定権限を有してい
る。 
	 ガイドラインは、そもそも欧米の競争法執行の際に活用される政策的手法であって、中
国においては聞き慣れたものではなかった。もっとも、中国における法的体系は、基本的
には憲法、法律、行政法規、地方法規、自治条例及び単行条例・規章から構成され、実践
では国務院や政府部門が公布する規定、決定、通知、方法などがある。国務院の委員は、
中国の独占禁止ガイドラインがその規範性文書の部門規章、規定、方法に相当すると語っ
ている。だが、中国政府部門が公布した部門規章・規定・方法がある程度法的拘束力があ
り、中国独占禁止ガイドラインは、日米と違って実質的な効力があると想像される92。 
 
2.3.2 細則に関する内容  
 
	 中国独占禁止法の企業結合規制は、中国独禁法第 27 条に基づいて、商務部が以下の 6
つの観点から企業結合の対し審査を行う。（一）企業結合に参加する事業者の関連市場に
おける市場占有率及びその市場に対する支配力、（二）関連市場の市場集中度、（三）企業
結合が市場への参入及び技術進歩に与える影響、（四）企業結合が消費者及び他の関連す
る事業者に与える影響、（五）企業結合が国民経済の発展に与える影響、（六）国務院独占
禁止法執行機関が考慮すべきであると認める市場競争に影響を与えるその他の要素。 
	 当法の施行細則について、中国の独占禁止法の企業結合を担当する執行機関である商務
部独占禁止局が、三機関の中で最も速いペースで具体的な施行規定の整備を進め、中国独
禁法を公布した直後から公布された規制をそれぞれ公表した。以下の表のとおりである。 
 
施行日 法令名称93 
2008 年 8 月 3 日 「企業結合の届出基準に関する規定」 
2009 年 1 月 1 日 「企業結合に関する独占禁止審査の処理ガイドライン」 
2009 年 1 月 5 日 「企業結合の届出に関する指導意見」（廃止） 
2009 年 1 月 5 日 「企業結合届出文書書類に関する指導意見」 
2009 年 5 月 24 日 「関連市場の画定に関するガイドライン」 
2009 年 8 月 15 日 「金融業における企業結合届出に係る売上額に係る計算方法」94 
2010 年 1 月 1 日 「企業結合届出弁法（規定）」 
2010 年 1 月 1 日 「企業結合審査弁法（規定）」 
																													
91	 中華人民共和国商務部ホームページにて公告した法律法規を参照。
http://fldj.mofcom.gov.cn/article/c/	
92	戴龍「中華人民共和国独占禁止法報告調査書（抜粋）」
http://www.jftc.go.jp/kokusai/worldcom/kakkoku/abc/allabc/c/china2.files/china01.pdf#search=
'戴龍「中華人民共和国独占禁止法調査報告書（抜粋）'を参照。	
93	いずれも中国商務部独占禁止局ウェブサイドから入手可能である。
http://fldj.mofcom.gov.cn/article/c/	
94	本規定は 2009 年 8 月 15 日に施行した。商務部、中国人民銀行、中国銀行業監督管理委員会、中国証
券監督管理委員会、中国保険監督管理委員会令 2009 年第 10 号である。	
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2010 年 7 月 5 日 「企業結合における資産又は業務の分離の実施に関する暫定規
定」（廃止） 
2011 年 8 月 29 日 「企業結合競争影響評価に関する暫定規定」 
2012 年 2 月 21 日 「法に従った届出のない企業結合の調査処理に関する暫定弁法」95 
2014 年 2 月 12 日 「簡易事案届出基準に関する暫定規定」 
2014 年 4 月 18 日 「簡易事案届出に関する指導意見（試行）」 
2014 年 6 月 6 日 「企業結合の届出に関する指導意見」（改定版） 
2015 年 1 月 5 日 「制限的な条件付き企業結合に関する規定」 
 
	 上表の法令は既に施行されているものであるが、それ以外にも、現在商務部が意見募集
稿（草案）としている法令が三つある。三つとも、法に基づき届出を行っていない企業結
合に関する規定であり、具体的には、「法に基づき届出を行っていない企業結合に対する
調査処理に関する暫定規定（意見募集稿）」、「届出基準に達していないが独占の疑いがあ
る企業結合に対する証拠収集に関する暫定規定（意見募集稿）」、「届出基準に達していな
いが独占の疑いがある企業結合に対する調査処理に関する暫定規定（意見募集稿）」の意
見を募集している。 
 
国務院が最も早い時期に制定した「企業結合の届出基準に関する規定」は全 5 条の条文
で、第 2 条は中国独禁法 20 条と同一の企業結合に関する定義、及び企業結合の届出基準
（第 3 条）96について規定している。 
 
「企業結合に関する独占禁止審査の処理ガイドライン」には、事業者が届出する際に提
出すべき申請資料が規定されており、及び商務部独占禁止局が結合を審査する際に、資料
の追加や許可審査の手順、第 1 次審査（30 日）、第 2 次審査（60 日）及び最終審査（60
日）の審査期間も定められている。そして、審査結果の公告についても規定されている。
この規定により、禁止決定及び条件付き決定は社会に公布することとされている。 
 
「企業結合届出文書書類に関する指導意見」は事業者の届出の便宜を図るため、「中国
独禁法」第 23 条に基づき、事業者の届出の際に参考となる届出文書書類を詳細的列挙さ
れている。また、届出書フォーム（添付）があるので、届出者はそれに従い、届出文書書
類を作成することができる。 
 
2009 年 5 月 24 日に、国務院独占禁止委員会がようやく「関連市場の画定に関するガイ
ドライン」を公布した。関連市場の範囲は、企業結合が市場における競争を制限するか否
か検討する際の出発点でもあるといえる。日本において、関連市場は「一定の取引分野」
																													
95	張継文「中国の「独占禁止法」に関する最新規定」（国際商事法務 38 巻 1 号、2010 年）	
96	企業結合が次に掲げる基準のいずれかを満たした場合、事業者は国務院商務部主管部門に対して事前
に届出を行う必要がある。	
(1)	当事者の全世界の売上高の合計が 100 億人民元超のケース	
①	結合に参加するすべての事業者の前会計年度の世界売上高の合計が 100 億人民元を超え、かつ、
②	そのうち少なくとも 2事業者の前会計年度の中国国内における売上高がいずれも 4億人民元を超
える場合	
(2)	当事者の中国国内の売上高の合計が 20 億人民元超のケース	
①	結合に参加するすべての事業者の前会計年度の中国国内における売上高の合計が 20億人民元を超
え、かつ、②	そのうち少なくとも 2事業者の前会計年度の中国国内における売上高がいずれも 4億
人民元を超える場合	
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の意味である。中国独禁法第 12 条 2 項には、「この法律において「関連市場」とは、事業
者が、一定の期間において、特定の商品又はサービス（以下全部は「商品」という）につ
いて競争をする商品の範囲又は地域的な範囲をいう」とのみ規定されている。当該指針は、
同指針第 7 条において、1 項で「（前略）関連市場の画定の際には、商品の特徴、使途、
価格等の要素に基づき重要な代替性に関する分析を行うことができ、必要な場合には、供
給の代替性に関する分析を行う。事業者による競争の市場範囲が十分に明確ではない、又
は画定することが容易ではない場合においては、「仮想的独占者テスト」の分析に従い、
関連市場を画定することができる」と定められ、第 2 項で「（前略）事業者が事案の具体
的な状況に基づき、客観的で真実なデータを使用して経済学の分析方法の助けにより関連
市場を画定することを奨励する」と定められている。よって、関連市場を画定する際に、
当該指針は、日米と同様、需要者にとっての代替性を中心に関連市場を画定する原則を採
用している。また、本指針第 4 章第 10～11 条に「仮想的独占者テスト」（SSNIP テスト）
を利用して市場を画定する可能性が詳細に示されている。当該 SSNIP テストは、アメリ
カと日本とほぼ同じ分析方法である。97つまり、商品市場を画定する際に、「仮想的独占
者が継続的に（通常、1 年である）、小幅に（通常、5％から 10％である）目的商品の価格
を引き上げることができるかどうか」98、地理市場を画定する際に、「仮想的独占者が目
的地域内の関連商品につき継続的に（通常、1 年である）、小幅に（通常、5％から 10％で
ある）を実行した場合に、利益を図ることができるかどうか」99に基づき、関連市場を画
定する。さらに、本指針第 9 条 1 項 4 号の関連地理的市場の画定において考慮すべき要素
により、中国における地域間の運輸条件の差異及び行政による流通上の制限なども考慮し
て市場を画定する態度を示している。 
 
2010 年 1 月 1 日に施行された「企業結合届出弁法（企業結合届出規則）」では、結合を
行う当該事業者の営業額（売上高）について定義されている。届出基準としての売上高の
算定対象には、企業結合取引の直接の当事会社のみならず、その最終親会社を頂点とする
企業グループを構成する全ての会社が含まれる。但し、被買収者の売上高については、当
該企業結合取引の対象とされる事業活動に係る売上高のみが算定対象に含まれる。また、
香港、マカオ、台湾における売上高は中国国内売上高に含まれない。本弁法第 6 条により、
執行機関が事案を審査する際に、関連政府部門の意見を求めることができる100。 
	  
	 「企業結合における資産又は業務の分離の実施に関する暫定規定」において、商務部が
事業・資産の分離を定める条件付き承認決定を行う場合、当該分離を行う業務につき監督
を行う独立性のある第三者を選任すること、また、商務部が定められる一定的の期間内に
分離ができない場合、分離業務を独立性のある第三者に委託し当該第三者が商務部の認可
を経て売却を行うことを義務付けられる場合があることを規定している。当該規定は
2015 年 1 月 5 日の改訂により廃止された。新しい規定は具体的な手続きを規定し、特に
譲渡人がその義務を履行する方法と期限、監督または譲渡にかかるトラスティの選定時限、
トラスティの範囲と職責、構造分離業務の買手が満足すべき条件及び構造分離資産の価値
																													
97	川島富士雄「中国独占禁止法－執行体制・実施規定・具体的事例（中）」792 頁(国際商事法務、2009
年 37 巻 6 号)を参照。	
98「関連市場の画定に関する指針」第 4章第 10 条 2 項参照。	
99「関連市場の画定に関する指針」第 4章第 10 条 5 項参照。	
100	 政府関係部門の意見について、2014 年 6 月 6 日に施行する「企業結合の届出に関する指導意見」（改
定版）第 21 条に規定されている。即ち、事業者が政府部門の意見書を提出することができる。さらに、
今までの事案審査決定において、ほとんどすべてで関係政府部門の意見を求めている実態もある。	
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保全等を明確に定めた。 
	  
	 中国商務部は、「中華人民共和国独占禁止法」及び「国務院による事業者集中の申告基
準に関する規定」に基づき、2012 年 12 月 30 日に「法に従い申告しない事業者集中に対
する調査処理に関する暫定規則」を公布した。本規定の規制対象は、「申告基準」に達し
ていながら、商務部に申告せず集中を実施する事業者である。本規則は全 21 条で構成さ
れ、主に商務部が違反する事業者に対し取る手続きに関する規定である。つまり、①執行
機関の決定（商務部）、②商務部が調査を開始する手続き（業務調査、申告調査）、③具体
的な調査措置及び審査手続き（立案、初始調査、更なる調査、処理決定など）、④調査対
象の権利及び義務、⑤調査結果の公表及び違反する事業者の法的責任、⑥申告者の救済措
置である。 
 
	 2014 年 2 月 11 日に、中国企業規制に関して、事業者結合簡易事案の適用基準に関する
暫定基準（全 6 条）が公布され、その翌 12 日に実施された。中国の企業審査時間に関し
て、通常は開始までに 1～2 カ月、一時審査機関の 30 日で審査を行い、2 次審査機関は 90
日までに延長されることが可能である。一般的な事案では半年ほどかかる可能性がある。
そして、商務部はより簡素化、迅速化する目的で、本規定を制定した。本規定は、簡易事
案の適用基準に関する規定である。具体的には、簡易事案に該当する事案類型と基準につ
いて、主に 3 つがある。第一に、市場シェアが低い場合、具体的には、(1)水平型企業結
合における関連市場には、結合に参加する全ての事業者の市場シェアの総和が 15 パーセ
ントを下回る場合 、(2)結合に参加する事業者に商流の上流・下流の関係がある場合で、
上流及び下流の市場におけるシェアがいずれも 25 パーセントを下回るとき、(3)結合に
参加する事業者が同一の関連市場になく、かつ商流の上流・下流の関係がない場合で、取
引に関連する各市場におけるシェアがいずれも 25 パーセントを下回るときである。 
	  
	 そして、本規定第 3 条に例外的簡易事案として取り扱わない場合を規定している。すな
わち、①2 つ以上の事業者が共同して合弁企業を支配している場合で、結合によりそのう
ちの 1 つの事業者により支配され、当該事業者と合弁企業が同一の関連市場における競争
者であるとき、②事業者結合の関連市場の画定が難しい場合、③事業者結合が市場への参
入又は技術の進歩に対して不利な影響を生じるおそれがある場合、④事業者結合が消費者
及び他の関連する事業者に対して不利な影響を生じるおそれがある場合、⑤事業者結合が
国民経済の発展に対して不利な影響を生じるおそれがある場合、⑥商務部が市場の競争に
不利な影響を生じるおそれがあると認めるその他の場合である。そして、2014 年 4 月 18
日に商務部が簡易事案に関する手続きの規定「簡易事案届出に関する指導意見（試行）」
を公布・施行した。 
 
現在、中国の企業結合に関する施行細則、ガイドラインの策定が進められ、届出、審査
の手続きや判断基準の明確化がある程度進んでいると評価できる。 
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第三章 	 独占禁止法の執行機関と役割 	
 
3.1	 アメリカ 	
 
	 アメリカ反トラスト法執行の連邦政府機関としては、連邦取引委員会（Federal Trade 
Commission: 以下、FTC ともいう）と司法省反トラスト局（Antitrust Division,	 Department 
of Justice: 以下、DOJ ともいう）がある。アメリカの反トラスト法の執行機関はこの 2 つ
に分かれている。 
 
	 司法省はシャーマン法とクレイトン法の執行権限を有し、ＦＴＣはクレイトン法とＦＴ
Ｃ法の執行権限を有している。ＦＴＣ法 5 条の内容にはシャーマン法違反と同じ規制が含
まれている。司法省とＦＴＣとの権限が重複している場合には、一方が法的措置を採る際
には事前に他方に連絡、調整するという連絡制度がある。個別事案について、例えば司法
省のビジネス・レビュー・レターやＦＴＣのアドバイザリ・オピニオンがある場合には、
両機関が相互に連絡し合っている。両機関に関する具体的な組織や権限について、以下で
説明する101。 
 
3.1.1 連邦取引委員会（ＦＴＣ）  
 
ＦＴＣは 1914 年ＦＴＣ法の施行により設立され、正式な運営開始は 1915 年であり、設
立当時の使命は商業における不公正な競争方法を予防することであった。その後、議会が
法の改正により、反競争に関する管轄権をＦＴＣに与えた。1938 年、ウィラー・リ法
Wheeler-Lea Amendment)によって、「不公正なまたは欺瞞的な行為または慣行」の禁止が
付け加えられ、より広い管轄権を与えた。この修正法により、ある行為が欺瞞的であれば
競争と無関係に同条によって取り締まることができることとなり、ＦＴＣ法は消費者保護
法まで管轄範囲が広くなってきた102。現在のＦＴＣ組織の主な使命は企業の正当な商業行
為を妨害しないとともに、反競争的な商業活動または消費者への不公正な行為を予防し、
消費者の選択及び競争プロセスに関する公衆の理解を増加させるためである103。 
 
3.1.1.1 組織構成  
 
ＦＴＣはアメリカ独立規制委員会の一つであり、委員長を含め 5 名の委員によって構
成される委員会の意思決定機関であり、その下には事務局が存在するという構造となって
																													
101	松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）34 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を参照。	
102	アメリカＦＴＣホームページにより	FTC の歴史を参照 https://www.ftc.gov/about-ftc	
同松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）19～20 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を
参照。	
103	アメリカＦＴＣホームページにおける	FTC の使命を参照 https://www.ftc.gov/about-ftc にて閲覧
可能。	
	
	
38	
いる。スタッフの役割をもつ 7 つの室（議会関係室、審判官室、広報室、業務監督室、政
策企画室、秘書室、国際室）及びラインの役割を果たしている 3 つの局（消費者保護局、
競争局、経済局）と室（法律顧問室）が置かれている。その事務局は事務局長（総事務局
室）によって統括され、消費者保護局及び競争局の下にある 8 つの地方事務所（アトラン
タ、シカゴ、ロサンジェルス、サンフランシスコ、ダラス、シアトル、クリーブランド、
ニューヨーク）で構成されている。ＦＴＣの委員は上院の承認を経て、アメリカの大統領
が任命し、大統領の指揮の下に、それぞれの委員会がみずから所管する法律の執行を運行
している。委員長には事務局の人事について広範な権限が与えられている104。 
 
3.1.1.2 管轄範囲  
 
ＦＴＣの管轄権の適用について、ＦＴＣ法第 5 条前段（不公正な競争方法）と後段（不
公正または欺瞞的な行為または慣行）について専属的な管轄権限を有し、また、クレイト
ン法第 2 条の価格差別、第 3 条の排他的条件付き取引、第 7 条の企業結合及び第 8 条の役
員兼任について司法省とともに管轄権限（準司法権）がある。また、FTC 法により、一
定の規則を制定する権限（準立法権）もある。 
 
まず、ＦＴＣ法 5 条(a)の(1)が、「不公正な競争方法のほか、商業におけるもしくは商業
に影響を及ぼす不公正な競争方法および不公正なまたは欺瞞的な行為または慣行は、これ
を違法とする」と規定していることにより、FTC の管轄権は「商業要件」を満たさなけ
ればならない。105FTC 法は、商業に従事している者に対して規制を行うことを原則とし
ている。本法第 4 条の「商業」に関する定義により、ここでいう「商業」とは、「州際商
業、州と外国との間、合衆国の属領内若しくはコロンビア地区内、属領間、属領と州若し
くは外国との間、コロンビア地区と州、属領若しくは外国との間の通商」106である。 
 
また、FTC 法に適用するには、「公益要件」（public interest requirement）も満たさなけれ
ばならない。当法第 5 条（b）により、FTC は、法的手続きを開始することが公益に適合
する場合には法的手続きを開始することができる。それは、純粋に私的な紛争へは介入し
ないという目的に加え、影響の軽微な事件も排除するという理由がある。公益要件の判断
については、第一次的には FTC の権限であるが、この判断の当否については裁判所に提
訴することが可能である。しかし、裁判所は基本的には専門能力を有する FTC の見解を
尊重する107。 
 
FTC 法 5 条には、「不公正な競争方法のほか、商業におけるもしくは商業に影響を及ぼ
す不公正な競争方法および不公正なまたは欺瞞的な行為または慣行は、これを違法とする」
とする、すなわち、「不公正な競争方法の禁止」以外に、「欺瞞的な行為」の禁止も規定さ
れている。この「不公正な競争方法」において、ＦＴＣ法 5 条はシャーマン法及びクレイ
トン法第 3 条と第 7 条の違反行為を含んでいると解される。ＦＴＣ法 5 条に欺瞞的慣行の
																													
104	アメリカＦＴＣホームページにおける FTC の組織図
（https://www.ftc.gov/system/files/attachments/about-ftc/orgchart_09_01_2015.pdf）や松下満雄
＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）19～20 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を参照。	
105	松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）20 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を参照。	
106	E.W.キントナー/M.R.	ジェールソン著	 有賀美智子その他訳『アメリカ独占禁止法—国際取引への適
用と解釈』418 頁（東洋経済新報社、1978 年 2 月）を参照。	
107	松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）21 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を参照。	
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禁止を付け加えることにより、ある行為がシャーマン法やクレイトン法に違反しないが、
欺瞞的であれば、行為自体が原則違法であり、競争と無関係の場合にもＦＴＣ法 5 条に基
づいて、取り締まることが可能である108。 
 
FTC は、ＦＴＣ法第 18 条に基づいて産業規模の不公正または欺瞞的取引慣行を防止す
るために取引規制規則（trade regulation rule）を制定することができる。これらの規則は、
法律と同一の効果を有し、これらに違反するものは直ちに法律違反となると解される109。
また、消費者保護のために、ＦＴＣは多種にわたる特定の消費者保護法令も執行している。
例えば、信用機会平等法、貸付真実法、公正信用報告法、タバコ表示法などがある。これ
らの法には、特別に定義された取引慣行を禁止し、違反行為をＦＴＣ法第 5 条（a）中に
おける「不公正若しくは欺瞞的行為または慣行」として扱うことを明記している110。 
 
3.1.2 司法省  
 
3.1.2.1 組織構成  
アメリカ司法省は、大統領を頂点とする行政機構の一部であって、審判機関ではなく、
基本的に訴追機関である。司法省の中で反トラスト法を執行するのは反トラスト局
（Antitrust Division）である。司法省反トラスト局は、局長及び 5 人の次長並びに 7 つの
地方事務所などから構成されている。反トラスト局長は、上院の承認を得て、大統領が直
接任命する。反トラスト局は 5 つの部署（民事訴追部、規制業種部、刑事訴追部、渉外業
務部、経済分析部）に分かれており、それぞれ反トラスト部長が設置されている。その 5
つの部署の他には、控訴課、法政策課と執行室、調整室、及び特別顧問が設置されている
111。 
 
3.1.2.2 管轄権限  
 
	 司法省反トラスト局は、シャーマン法またはクレイトン法違反の行為が存在すると認め
るときは、自ら審査し、連邦地裁に（民事または刑事）提訴することができる。実際に刑
事訴追が行われるのは、シャーマン法 1 条違反行為中の水平的な「当然違法」の行為（価
格カルテル、入札談話、市場分割等）である112。また、司法省が企業に対して助言するこ
とは法律上は規定されていないが、私的企業は、ある行為について事前に資料を添付して
司法省の反トラスト局に助言を申請し、提訴される可能性について司法省の意見
																													
108	松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）21-22 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を
参照。	
109	公正取引員会ホームページ	 アメリカ執行機関の紹介を参照。
http://www.jftc.go.jp/kokusai/worldcom/kakkoku/abc/allabc/u/america.html	
並びに松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）23 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を
参照。	
110	松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）22 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を参照。	
111	 アメリカ司法省ホームページ https://oig.justice.gov/about/docs/oig.pdf により司法省の組織
図を参照、並びに松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）33～34 頁(東京大学出版社、2012
年 3 月)を参照。	
112	ＦＴＣはシャーマン法の刑事訴訟について刑事訴追の権限をもっていないからであり、司法省の判断
によって訴追の可否が決定される。松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）34 頁(東京大
学出版社、2012 年 3 月)を参照。	
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（Business Review Letter）を求めることが可能である。当該申請に対して、司法省は、違
法であるか否かの見解ではなく、提訴するか否かの方針を示すことに留めたり、自己の裁
量によって回答を拒否したりすることもできる113。 
																													
113	松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法』（第 2版）40〜41 頁（東京大学出版社、2012 年 3 月）を
参照。	
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3.2	 日本 	
 
日本においては、公正取引委員会は内閣総理大臣によって直接管轄され、独立して意思
決定ができる。日本の独占禁止法の執行は公正取引委員会が専属的に行っている。日本の
公正取引委員会は、独占禁止法の執行のために設けられた審査・審判機能を有する専門機
関であり、アメリカＦＴＣを模して設置された組織である。 
 
3.2.1 公正取引委員会の組織構成  
 
日本の公正取引委員会（以下、「公取委」ともいう）は、日本の内閣府設置法 49 条 3
項に基づき、独禁法 27 条 1 項により設置された行政機関である。公取委は、委員長 1 名
と委員 4 名から構成されている合議制の行政機関であり、その下に事務局が設置されてい
る。委員長は衆参両院の同意を得て、内閣総理大臣が直接的に管轄し、委員長・委員は独
立してその権限を行う（28 条）。独禁法は、その運用について上級官庁の指揮命令を受け
ることのない、独立した行政委員会である114。 
 
公取委の委員長・委員は、35 歳以上で、法律または経済に関する学識経験のある者を、
内閣総理大臣が衆参両議院の同意を得て任命する（29 条 2 項）。公取委には、委員会の事
務を処理するために総事務局が置かれる（35 条 1 項）。事務総局には、事務総長の下に、
官房、経済取引局、審査局が置かれる（同条 4 項、35 条の 2 第 1 項、3 項）115。また、事
務総局の地方機関として、全国 7 ヶ所に地方事務所またはその支所が設置され（北海道事
務所、東北事務所、中部事務所、近畿中国四国事務所、近畿中国四国事務所四国支所、近
畿中国四国事務所中国支所、九州事務所）、地方機関として運営している。なお、沖縄県
には内閣府沖縄総合事務局に公正取引室が置かれている116。 
 
3.2.2 公正取引委員会の権限  
 
独禁法 27 条 1 項に「第一条の目的を達成すること」が公取委の任務であることが規定
されている。つまり、競争を阻害する事業活動の不当な拘束を排除することである。その
中心任務は、審査局が担当する違反事件の審査機能である117。独禁法 45 条は「何人も、
この法律の規定に違反する事実があると思料するときは、公正取引委員会に対し、その事
実を報告し、適切な措置をとるべきことを求めることができる」（1 項）、「前項に規定す
る報告があったときは、公正取引委員会は事件について必要な調査をしなければならない」
（2 項）という一般人からの報告に対する調査権限がある。また、4 項に「公正取引委員
会は、この法律の規定に違反する事実または独占の状況に該当する事実があると思料する
																													
114	金井貴嗣そのほか「独占禁止法（第 5版）」480 頁（弘文堂、2015 年 3 月）を参照。	
115	金井貴嗣そのほか「独占禁止法（第 5版）」481 頁（弘文堂、2015 年 3 月）を参照。	
116	公正取引委員会ホームページ	 公正取引委員会の組織図を参照
http://www.jftc.go.jp/soshiki/profile/annai/index.html	
117	金井貴嗣そのほか「独占禁止法（第 5版）」481 頁（弘文堂、2015 年 3 月）を参照。	
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ときは、権限をもって適切な措置をとることができる」と規定され、このような行政権限
を有している。 
そして一般の行政権限とともに、公取委は違反行為に対する排除措置命令と違法なカ
ルテルなどに対する課徴金納付命令などの行政処分を出す準司法的権限、刑事告発をする
ための犯則調査権限を有する。また、違反事件の審査手続き等に関する規則の制定（76
条 1 項）や不公正な取引方法の指定（72 条）という準立法的権限がある。 
その他、公取委は産業の実体調査や違反行為の未然予防のための相談指導活動も行っ
ている。事業活動や経済実体に関する一般調査や調査嘱託（40 条、41 条）、公聴会の開催
（42 条）、独禁法の適切な運用を図るために必要な事項の公表（43 条）、国会に対する年
次報告書・意見の提出（44 条第 1 項）118を行う権限もある。 
 
3.3	 中国の執行機関 	
 
	 中国国務院は独占禁止委員会を中国の独占禁止法に関する政策や指針の制定機関とし
て定め119、国務院独占禁止法執行機関を法執行の役割及び職責を担う機関120として定めた。
中国独禁法第 9 条の条文は、中国独禁法は、新たに独立した法執行機関を設立するか、既
存の政府機関に法執行権を付与するか細部を定めることなく、国務院にこの判断を委任し
ている。現在は、この国務院独占禁止法執行機関として、商務部、国家発展改革委員会（以
下は「発改委」という。）及び国家工商行政管理局（以下は「工商総局」という）121の 3
つの行政機関が存在している122。それぞれ各自の分担に従い執行事務を行い、国務院独占
禁止委員会はこれらの間の業務の実施において必要とされる調整を担当するとされてい
る。また、、業務上の必要に応じて，省，自治区及び直轄市の人民政府における対応機関
に対して権限を授与し，法執行業務を行わせることができる（第 10 条第 2 項）123。商務
部は企業結合に関する地方政府の執行権限について、実際には授権していないことである。
地方政府の授権について、日本のように、全国各地に地方事務所等を設置し、被疑事件の
調査及び処理を行うような機関体制を中国でも導入することが想定されていたものと思
われる。しかし、地方の出先機関については、独禁法執行機関が、業務上の必要に応じて、
																													
118	公正取引委員会ホームページに報道発表資料にて年次報告を確認できる。	
119	中国独禁法第 9条は、「国務院は、独占禁止委員会を設立し、同委員会に独占禁止業務の組織、調整
及び指導について責任を負わせ、次に掲げる役割及び責任を履行させる。	
（一）競争に関する政策の検討及び策定	
（二）市場の全般的な競争状況の調査及び評価の実施並びに評価報告書の公表	
（三）独占禁止に関する指針の制定及び公布	
（四）独占禁止に関する行政機関による法執行業務の調整	
（五）国務院が定めるその他の役割及び職責」と規定する。	
120	 当法第 10 条は、「国務院が定める、独占禁止に関する法執行の役割及び職責を担う機関（以下「国
務院独占禁止法執行機関」という）は、この法律の規定により独占禁止に関する法執行業務について
責任を負う。」と規定している。	
121	各部内における担当部局について、商務部は独占禁止局、発改委は価格監督検査・独占禁止局、工商
総局は独占禁止・不正競争執行局である。	
122	「この規定からは、今後の国務院の機構改革次第で独占禁止法執行権限が一体化され、又は独立の専
門法執行機関を新設する余地もの残されていることとなる」、川島富士雄「中国独占禁止法の執行体制
と執行後の動向」13 頁（公正取引 700 号、2009 年 2 月）を参考。	
123	中国行政処罰法第 18 条に基づき、個別に地方部門に対する執行を委任することは可能で	
ある。（「中国行政処罰法」第 18 条	 行政機関は法律・法規又は規則の規定に基づいて、法定内に本
法）19 条の規定条件に合致する組織に行政処罰の実施を委託することができる。（後略））参照。	
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省、自治区及び直轄市の人民政府における対応機関に対して、独占禁止に関する法執行業
務の担当を授権することができると規定されるに至った124。 
 
3.3.1 執行機関の確定  
 
	 中国独禁法の起草過程では、高い独立性を有する専門法執行機関を新設する案もみられ
たが、最終的に制定された法第 10 条第 1 項では 3 つの機関を規定している125。具体的な
各機関の分担は、商務部が企業結合規制関係（企業結合、株式取得、支配権取得等）、発
改委が価格に関する独占協定（価格カルテル、再販売価格維持、）、市場支配的地位の濫用
規制（高価格販売等、コスト割れ販売、価格に関する取引条件差別待遇）などの価格独占
規制関係、工商総局126が価格に関するもの以外の独占協定（数量制限、市場分割、技術制
限、ポイコット、価格以外に関するその他独占協定）、市場支配的地位の濫用規制（取引
拒絶、排他的取引、抱き合わせ販売等、価格以外に関する他取引条件差別待遇、価格以外
に関するその他支配的地位濫用）などの非価格独占規制関係の事務を行っているのである。
（以下の図により） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 	 	 	  
 
 
 
中国における独禁法の執行機関及びそれぞれの分担図 
 
2006 年 9 月、商務部と他の 5 部門が共同で『外国投資者と国内企業の結合に関する規
定』を公表した。当該規定の第 10 条は、外国投資家が国内企業と結合する際、商務部が
																													
124	 中川裕茂『中国独禁法 Q&A』16 頁(レクシスネシス・ジャパン、2011 年)を参照。	
125	川島富士雄「中国独占禁止法―執行体制・実施規定・具体的事例（上）」362 頁（国際商事法務 Vol.37,	
No37・2009 年）を参照。	
126	国家工商行政管理総局が行政権の濫用による競争制限の執行分担に関しては、主に、公用企業等の購
入先限定、地方政府による地区封鎖などの競争排除、制限行為を中心である。	
	 川島富士雄「中国独占禁止法―執行体制・実施規定・具体的事例（上）」367 頁の注 25（国際商事法務
Vol.37	No37、2009 年）を参照。	
国務院	
独占禁止委員会	
（独占禁止・反不正当競争法執行局）	
*競争政策の検討、策定 
	*市場の競争状況の調査、評価 
*法執行業務の調整 
国家工商行政管理総局	
（独占禁止・反不正当競争法執行局）	
	
商務部	
（独占禁止局）	
国家発展改革委員会	
（価格監督検査及び独占禁止局）	
*独占的協定	 *価格に関する独占的協定	*企業結合規制	
*市場支配的地位の濫用	 *その他の価格に関する競争
制限行為	
*行政権の濫用による競争制限（公用企
業の購買先指定、地方政府の封鎖行為）	
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審査権、独占に対する審査を含む権力を有すると定める。第 53 条は、「（前略）商務部及
び国家工商管理総局は当該結合が中国国内市場における過度集中の存在、国内の正当な競
争を害する、国内消費者の利益を毀損するか否かを審査し、許可か否かの決定を下す」と
規定した。但し、当該規定は、単に外国投資家による国内企業の株式買収と資産買収に対
してのみ適用され、役員兼任などを含む包括的な制限、そして国内企業による結合・買収、
及び国外で行われる企業結合は規制の対象外であった127。中国独禁法が公表された後、商
務部の審査権限が外国投資家と国内企業の結合だけでなく、全ての企業結合へと拡張され
た。 
	  
	 国家工商行政管理局が独占禁止執行権を有するのは、1993 年の反不正当競争法につい
て管轄権を有していたからであった。当法は不正当競争行為を制限する法律であるが、一
部分は競争制限行為に係る規定がある。例えば、当法第 6 条は「公用企業又はその他に基
づき独占地位を有する経営者が、自分が指定の商品を購入させ、その他の経営者との公平
競争を排除してはならない」と規定した。そして、1993 年 12 月、国家工商管理総局が「公
用企業が競争を制限する行為に関する規定」を公表し、公用企業が競争を制限する各種行
為を規制する。1994 年 8 月、国家工商管理総局が公平取引局を設立し、主に「反不公正
競争法」及び「消費者権益保護法」などの取引行為に関する法に基づき、市場における取
引行為を監督することとなった。よって、国家工商管理総局が 15 年の経験を持つため、
中国独占禁止法執行機関の一つになり、市場支配地位の濫用行為及び、価格問題以外の独
占協定の行為を審査することとなった128。 
 
	 国家発展改革委員会が独占禁止法の執行権限を有するのは、1997 年の『価格法』の管
轄権を有していたからであった。当法の第 14 条 1 項は、「経営者が互いに通謀又は市場価
格をコントロールし、その他の経営者あるいは消費者の合法利益を損害してはならない」
と規定していた。国家発展改革委員会に属する国務院価格管理部門が前記の価格法第 14
条 1 項も含め、全国の価格に関する業務の責任を負っていた。また、2003 年に、国家発
展改革委員会が『価格独占行為に関する暫定規制』を公表し、法に基づき数多くの通謀行
為を処罰した。従って、国家発展改革委員会は主にカルテル及び価格に係るその他の独占
行為を審査するようになった129。 
 
3.3.2 執行機構の役割と責任  
 
	 独占禁止機構の設置は、中国独占禁止法が効果的に施行できるかどうかに係る重要な問
題である。当時、独占禁止機構を設置する際、主に以下の二つの面について考えられてい
た。第一に、実行可能性である。即ち現法執行部門の構造を維持するとともに、中華人民
共和国独占禁止法の実行を保障することである。第二に、将来性をもつことである。今後
の独占禁止法に関する機構改革及び職能調整の可能性を残すことが求められた130。 
	  
	 中国独占禁止法第 9 条は、国務院が独占禁止委員会を設立することを定めている。独占
																													
127	戴龍「最近の事例から見る中国独占禁止法の企業結合規制の運用」105 頁（日本経済法学会年報 30
号	 2009 年）を参照。	
128	王暁曄主編『中華人民共和国独占禁止法詳解』68 頁（知識産権出版社、2008 年）を参照。	
129	王暁曄主編『中華人民共和国独占禁止法詳解』68～69 頁（知識産権出版社、2008 年）を参照。	
130	王暁曄主編『中華人民共和国独占禁止法詳解』61 頁（知識産権出版社、2008 年）、同「国務院法制弁
公室の曹康泰主任の解釈」を参照。	
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禁止委員会は主に組織、協調、指導について責任を負う131。本法が施行される前には、独
占禁止法に係るいくつかの機構（前記の商務部、国家発展改革委員会、国家工商行政管理
局）が併存していたため、独禁法に係る政策、特に研究政策、組織（企業）調査、市場に
おける競争状況の評価、及び評価報告の公告、そして独占に関する指針の任務を、他の一
つの機構または全部の機構に任せることが適切ではないと考えられる。 
 
中国独占禁止委員会の役割及び責任を決定する際に、多くの外国の経験が参照されたと
考えられる。例えば、中国独禁法第 9 条 2 項が定める「市場の全般的な競争状況の調査及
び評価の実施並びに評価報告書の発表」については、ドイツの競争制限禁止法第 44 条132の
経験が参照された。ドイツ独禁法によれば、同委員会は二年ごとに一回評価報告を公布し
なければならない。それに対して、中国の独占禁止委員会は評価報告を公布する義務133を
負うが、誰に、又はいつ公布するかについて、具体的な規定がない。よって、“評価報告
の公布”について、委員会の裁量が大きいと思われ、この報告は社会全体に公布すべきで
あると推定できるが、いまだこのような評価公告は一度もないようである。第 9 条 5 項は
「国務院が定めるその他の役割及び職責」には、国務院が将来において実際の状況により、
委員会にほかの職責を与える可能性があると考えられる134。具体的な独占禁止執行任務に
ついては独占禁止執行機構が担う。従って、具体的に独占禁止に関する手続において、独
占禁止委員会は介入せず、独占禁止執行機構が「独占行為の調査手続」に関する最も重要
な当事者である。また、第 10 条 2 項において、「国務院独占禁止法執行機関は、業務上の
必要に応じて、省、自治区及び直轄市の人民政府における対応機関に対して権限を授与し、
この法律の規定により独占禁止に関する法執行業務を行わせることができる」と定められ
ている。上記のように、本法の調査手続は独占禁止委員会に適用されず、当該委員会の構
成及び業務規則は国務院が直接に規定する。 
 
比較すれば、現在の独占禁止法執行機関が当該国のいかなる政府部門にも属さず、独立
の一つの部門としている国がある。例えば、アメリカの連邦取引員会はアメリカ大統領の
指揮権から独立している独立行政委員会であり、違反事件について自ら審査・審判する権
限をもつ専門機関である135。日本の公正取引委員会はアメリカのＦＴＣをモデルとして設
置され、国家行政組織法 3 条に基づく行政委員会であり、行政組織上は内閣府の外局であ
り内閣総理大臣の所轄に属する（独禁法 27 条 2 項）136。独禁法の運用について上級官庁
																													
131	中国独禁法第 9条を参照。	
132	「独占委員会が作成する報告書には、2年ごとに作成される定期報告書と適当と認める場合に作成さ
れる特別報告書がある。これらの報告書は、連邦政府に提出される。定期報告書については、連邦政
府は遅滞なく議会に送付するとともに、相当の機関内に当該報告書に対する見解議会に対して表明し
なければならない。」日本公正取引委員会ホームページを参照
（http://www.jftc.go.jp/worldcom/html/country/111030germany.html）。	
133	2011 年 9 月に、中国国務院独占禁止委員会が独占禁止委員会弁公室を設立した。当該弁公室が商務
部独占禁止局に属し、市場における競争状況の評価報告を担当することになった。「商務部召開“2011
年反壟断作業に関する状況”記者会見」を参照
（http://www.gov.cn/gzdt/2011-12/27/content_2031109.htm）。	
134	2005 年国務院法制部が中華人民共和国独占禁止法の「意見徴収稿」に、以下の規定を定めた。「他の
部門が制定した政策及び規則に対して、中華人民共和国独占禁止法上の条文の政策及び規則に係る場
合は、独占禁止執行機構は他の部門に修正意見を提出する権限がある。また、外国の独占禁止機構又
は、国際組織との交流、及び競争政策に関する 2カ国間、多国間での競争政策に関する協定交渉の任
務がある」。しかし、独占禁止執行機構が三つの機構に分けられ、上述の権限がその一つの機構に与え
ることができないため、必要に応じ、国務院独占禁止委員会に授与される。	
135	村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』22 頁（弘文堂、2002 年）を参照。	
136	村上政博『独占禁止法（第 3版）』399 頁（弘文堂、2010 年）を参照。	
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の指揮命令を受けることのない、独立した行政委員会である（28 条）。韓国の公正取引委
員会は国務総理に属する中央行政機関である（法 35 条）137中国はこのような制度を採用
しなかったことが明らかになった。 
 
	 中国独禁法の第六章は、中国における独占禁止事件を調査する基本的な法律制度を定め
ている。この規定は独占に係る事件に適用される。まず、第 38 条に、調査の前提として
立案について二つの方法を規定している。①独占禁止機構が法に基づき独占的行為と疑わ
れる行為について調査する。②いかなる企業その他の組織及び個人も、独占的行為と疑わ
れる行為について、独占禁止執行機構に報告する権利を有する。独占禁止執行機構は、報
告者のために秘密を保持する義務を負う。当該報告が書面でなされ、かつ関連する事実及
び証拠が提出された場合、独占禁止執行機構は必要な調査を行わなければならない。そし
て、第 39 条において、独占禁止法執行機構が疑われる行為を調査する際に、取ることの
できる措置が規定された。 
 
独占禁止法執行機関が管轄できない例外もある。当法第五章は、「行政権力の濫用によ
る競争の排除及び制限（行政による独占）」について規定する。第 51 条は、「行政機関及
び法令の授権により公共事務を管理する権限を有する組織が行政権力を濫用して競争を
排除又は制限する行為を行った場合には、上級機関が改善を命じる138。直接責任を負う担
当責任者及びその他の直接責任を負う担当者については法に基づき処分する。独占禁止法
執行機関は、関連する行政機関の直接の上級機関に対し法に基づく処理について意見を提
出することができる。」と定めている。よって、本法第六章に規定した独占事件の調査手
続きは単に独占協定、市場支配力の濫用、及び企業結合という 3 つの場合に適用される。
中国における行政による独占行為には適用できず、このような行為がなされた場合は、行
政機関に関する法的な手続きが取られる。 
 
3.3.3 中国独禁法における司法審査制度  
	 中国独占禁止法執行における人民法院の役割は、執行機関の決定の司法審査、つまり行
政訴訟の局面（第 53 条）と独禁法違反行為による損害を被った者の救済、つまり民事訴
訟の局面（第 50 条）の二つに分かれる。 
中国独禁法第 53 条 1 項に、行政不服審査139（中国では「行政復議」という）に関する
内容である。「独占禁止法執行機構が第 28条禁止決定及び 29条問題解消措置付き決定140に
対して不服がある場合には、まず法に基づき行政不服審査を申し立てることができ、行政
不服審査の決定に不服がある場合には、法に基づき行政訴訟を提起することができる。」
																													
137	日本公正取引ホームページ参照
（http://www.jftc.go.jp/worldcom/html/country/korea200811.html）。	
138	ここでの「上級機関」は「専門機関」ではなく、行政権力を濫用し、競争を排除、又は制限の行為を
した行政機関の上一級行政機関という。この上一級行政機関は一般的に独占禁止法に関する知識が持
たないので、下一級の競争制限行為を有効的に監督又は検査するのが難しい。王暁曄・「経済体制改革
与我国的反壟断法」（東方法学、2009 年第 3 期）を参照。	
139	行政不服審査制度は違法又は不当な行政行為に対する救済制度の一つである。行政不服審査制度は、
行政機関が行った具体的行政行為によりその適法である権利を侵犯されたことが認められた場合に、
公民、法人及びその他の組織が法律で定められた手続と条件に基づき、その行政行為を行った行政機
関の上級機関或はその他機関に申請書を提出し、申請を受理した機関が当該行政行為に対して審査し
行政不服審査の決定を下すという制度である。周琛・「中国行政不服審査法の主要内容とその問題点」・
85～86 頁を参照。	
140	中国独禁法第 28 条及び 29 条の内容（第 3章中国独禁法における企業結合に関する規定）についてま
とめて書いている。	
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と定めている。行政不服審査前置規則は行政機関の自己監督制度であり、重要な行政救済
手段である。独禁法の目的は市場競争を保護し、経済の効率を求めることであり、執行の
際に、高度な経済分析を用いるので、独占禁止法の行政機関の自由裁量の範囲が決定され
た。行政執行機関の専門性及び高度な技術性が必要となるため、司法の裁量には限界があ
る。また、中国行政訴訟法の重要な原則の一つは、人民法院は行政行為の合法性を審査す
るが141、高度な技術的あるいは専門的な問題には、最大限に行政機関の判断を尊重する。
司法権が行政権を代行することはできず、行政機関の自由裁量の範囲内であれば、司法は
干渉できない。行政処罰が公正を失った際に、司法には変更権がある。よって、独占禁止
執行機関が判断する際に、経済専門家の分析意見が行政の自由裁量及び司法の自由裁量に
重要な影響をもつ。 
	 第 53 条 2 項は「独占禁止執行機関が行った前項に定める以外の決定に不服がある場合
には、法に基づき行政不服審査を申し立て、又は行政訴訟を提起することができる。」と
定める。よって、独占禁止執行機関が企業結合の禁止に関する以外の決定に対し不服を申
し立てる際には、1 項と違って行政不服審査を前置されず、行政不服審査と行政訴訟を選
択する自由を有する。よって、中国独占禁止法の執行において、人民法院も重要な役割を
負っている。 
 
  
																													
141	楊臨萍「『中国独占禁止』の司法審査におけるいくつの問題について」（東方法学、2008 年第 3 期）「人
民法院が合法性を審査する際に、法律法規の適用、事実の認定、法的手続きの運用が適切であるかい
なかについて審査するのみならず、権力の濫用、執行する際に超えたか否かについても審査する。」の
日本語訳を参照。	
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第四章 	 企業結合の実体審査 	
 
4.1	 企業結合の審査手続き 	
 
	 企業結合行為について、各国は一定の届出手続きに基づき、審査を行っている。以下は
アメリカ、日本及び中国における審査手続きについて簡単に比較する。 
 
4.1.1 アメリカ  
 
アメリカにおける企業結合の届出手続きに関しては、ハート・スコット・ロディノ反ト
ラスト強化法（Hart-Scott-Rodino Antitrust Improvements Act, HSR 法）が規定している。当
法はアメリカの連邦反トラスト法の一つで、1976 年のクレイトン法 7A を改正する法律と
して制定されたものであり、主に結合事前届出に関する手続き、つまり事前届出制度と待
機期間を規定している142。かかる手続は、連邦取引委員会ＦＴＣ及び司法省に対して、計
画された買収に関する事前通知をさせ、ＦＴＣ及び司法省が、当該買収について適用され
る実体的な規制基準に基づき、買収に評価する機会を与えることを目的とするものである。 
 
企業結合がＨＳＲ法の対象になる場合143は、届出義務を負う取引当事者は、それぞれＦ
ＴＣと司法省に届出フォームを提出し、取引完了までに、届出後 30 日間（現金株式公開
買付または破産による買収の場合は 15 日間）の待機期間を守らなければならない。当該
待機期間において、司法省及びＦＴＣは当該結合計画について、潜在的に独占禁止法上の
実質的な問題が生じる可能性があるか否かを判断する。また、司法省及びＦＴＣは、結合
に関する追加情報や資料を要請する際に、追加情報が提出された日からさらに 30 日間の
待機期間を延長することができる144。但し、この期間は実質的な審査を行うには著しく三
																													
142	 村上政博『アメリカ独占禁止法』257 頁（弘文堂、1999 年 4 月）を参照。	
143	15	U.S.	Code	§18a－Premerger	notification	and	waiting	period	
	https://www.law.cornell.edu/uscode/text/15/18a	
長縄友明「米欧独占禁止法―反トラスト法・ＥＣ（ＥＵ）競争法」201～202 頁（大阪経大論集第 61 巻
第 3 号、2010 年 9 月）の仮訳を参照。	
詳細な内容は、両当事者の結合は、クレイトン法 7Ａ条（Hart-Scott-Rodino	Antitrust	Improvements	Act	
of	1976 による追加）は以下の条件を満たせば、司法省反トラスト局とＦＴＣへの事前届出が必要とさ
れる。	
1、取得者または被取得者が州際取引等に従事しており、	
2、取得者が、被取得者から取得する議決権付株式と資産の総額が	
	 （Ａ）200 百万ドル超の場合、または、	
	 （Ｂ）（ⅰ）50 百万ドル超～200 百万ドル未満で、且つ	
	 	 	 	（ⅱ）（Ⅰ）10 百万ドル以上の年間売上額もしくは総資産の製造業者の議決権付株式もしくは資
産を、100 百万ドル以上の総資産もしくは年間売上額を有する者が取得する、または、	
	 	 	 						（Ⅱ）10 百万ドル以上の総資産を有する非製造業者の議決権付株式もしくは資産を、総資
産もしくは年間売上額 100 百万ドル以上の者が取得する、または、	
	 	 	 	 					（Ⅲ）100 百万ドル以上の年間売上額もしくは総資産の者の議決権付株式もしくは資産を、
10 百万ドル以上の総資産もしくは年間売上額の者が取得する場合。	
144	15	U.S.	Code	§18a－Premerger	notification	and	waiting	period の（e）additional	information;	
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短いので、ほとんど常に、当事会社との協議の上、裁判所に待機期間の延長を申立てるこ
とができる145。 
アメリカにおいて、企業結合が実行に移された場合であっても、企業結合を審査し、差
止や企業結合を元に戻す（分割する）ことが可能である146。従って、アメリカ法は、以下
の日本法や中国法と異なり、待機期間を置くだけで、競争当局は待機期間経過後も法的措
置をとる期間に制限を課されていないという特徴を持つ。 
 
4.1.2 日本  
 
日本の独禁法第 15 条は、「会社は、結合をしようとする場合において、（省略）あらか
じめ当該結合に関する計画を公正取引委員会に届け出なければならない。」と規定してお
り、結合に関する待機期間等においては、当法第 10 条第 8 項から第 10 条までを準用する
こととしたものである。すなわち、結合を計画する企業が、届出を提出し、原則として届
出受理の日から 30 日を経過するまでは、当該届出に係る結合等の行為をしてはならない
（第 10 条 8 項）。ただし、公正取引委員会は、その必要があると認める場合には、当該期
間を短縮することができる（同項但書）。この短縮期間が認められる場合について、企業
ガイドライン上、①一定の取引分野における競争を実質的に制限することとはならないこ
とが明らかな場合と、②禁止期間を短縮することについて届出会社が書面で申し出た場合
という 2 つの条件が満たされれば、禁止期間の短縮が認められることとなる147148。 
 
審査機関は、通常上記の禁止期間（30 日）以内に第一次審査を行い、当該企業結合計
画に対して、①独占禁止法上問題がないと判断するか、②より詳細な審査が必要であると
して、独占禁止法第 10 条 9 項に規定する必要な報告、情報または資料の提出との要請を
行うか、いずれかの対応を採ることとなる149。①の場合、企業結合審査の透明性を高める
ため、当委員会は、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 9 条から第 16
条までの規定による認可の申請、報告及び届出等に関する規則」第 9 条の規定による排除
措置命令を行わない旨の通知をする。また、第一次審査の段階で届出企業が問題解消措置
を採ることを前提に当委員会が独占禁止法上問題ないと判断することもある150。 
 
上記②の場合、当委員会が排除措置命令前の通知をすることができる期間は、独占禁
																																								 																																							 	
waiting	period	extensions	を参照。	
	https://www.law.cornell.edu/uscode/text/15/18a	 	
145	NERA「「主要国における企業結合規制に関する実態及び経済分析等に関する調査研究」報告書」30 頁
（平成 22 年 3 月 26 日）、同日本公正取引委員会ホームページ米国競争法の紹介を参照。	
146	越智保見『日米欧独占禁止法』706 頁（商事法務、2005 年）、同 NERA「「主要国における企業結合規制
に関する実態及び経済分析等に関する調査研究」報告書」23 頁（平成 22 年 3 月 26 日）	
147	審査期間の短縮の要件について、2011 年 7 月のガイドラインで改正された。以前のガイドラインに
は、①一定の取引分野における競争を実質的に制限することとはならないことが明らかな場合のほか、
②禁止期間を短縮することについて合理的な理由があることも要件とされていたため、2011 年のガイド
ライン改正により、審査期間の短縮に関する要件が緩和されたと思われる。	
148	公正取引委員会ホームページにおける、「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」を参照。
http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/guideline/guideline/shishin01.html	
149	日本公正取引委員会ホームページの「企業結合の手続きに関する対応方針」の第 5を参照	
150	日本公正取引委員会ホームページの「企業結合の手続きに関する対応方針」の第 5により、「また、
第 1次審査が終了した事案のうち、例えば、第 1次審査の段階で届出会社が問題解消措置を採ることを
前提に当委員会が独占禁止法上門ぢ亜ないと判断したものなど、たの会社等の参考となる事案について
は、これを公表する」を参照	
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止法第 10 条 9 項に規定されているとおり、届出受理の日から 120 日を経過した日と全て
の報告等を受理した日から 90 日を経過した日とのいずれか遅い日までの期間に延長され
る（第二次審査）。第二次審査の結果、当委員会は、独占禁止法上問題がないとして、排
除措置命令を行わない旨の通知をするか、または事前通知をするか、いずれの対応を採る
こととなる151152。 
 
公正取引委員会は、企業結合の審査期間において、届出会社から説明を求められた場
合または必要と認める場合には、その時点における論点等について説明する。また、届出
会社は、審査期間において、いつでも意見書または必要と考える資料（問題解消措置含む）
を提出することができる。 
 
	 また届出の対応について、日本は、平成 23 年に新しい企業結合審査手続に関する対応
方針153の公布により、平成 14 年度 12 月 11 日公正取引委員会に定める事前相談制度が廃
止され、企業結合に関する届出を提出する前に、企業結合届出書の記載方法等に関する相
談を任意で行えることになった。その届出前相談では、従来から行われてきた実体上違法
となるか否か、問題解消措置の内容などの相談までを含む届出前事前相談とは異なり、届
出前相談の相談事項は、届出書の記載方法及び一定の取引分野に関する考え方などが含ま
れており、独占禁止法上の問題の有無、問題解消措置が適切か否か、または禁止期間の短
縮の可否については相談事項に含まれていない。 
	  
4.1.3 中国  
 
企業結合に関する正式な届出を行う前に、商務部独占禁止局の担当官と正式な事前相談
をすることができる。事前相談は、主に、届出の要否（特に事業者結合への担当性、届出
基準への該当性）について相談が行われることが多く、通常は届出が行われた後の審査の
結果見込みを得るまでにはいかないが、届出の要否を確認する場合には有益である。事前
相談のタイミングについて、一般的には結合当事者が基本合意書を締結した後に事前相談
にいくということになる154。 
 
中国独禁法第 23 条と第 24 条は届出手続き及び提出資料に関する規定であり、第 25 条
と第 26 条は審査期間に関して規定している155。届出義務がある企業結合の審査は主に三
																													
151		田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』245～246 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
152	 日本公正取引委員会ホームページの「企業結合の手続きに関する対応方針」の第 6を参照	
153	公正取引委員会のホームページを参照。	
154	中川裕茂『法務の疑問に答える中国独禁法 Q&A』110 頁（	 Lexis	Nexis、2011 年 6 月）を参考。	
155	第 25 条、国務院独占禁止執行機関は、事業者が提出した第 23 条の規定に適合する文書及び資料を受
理した日から三十日以内に、届出のあった企業結合につき第一次審査を実施し、更なる審査を実施する
か否かを決定して、事業者に書面で通知しなければならない。国務院独占禁止法執行機関が決定を行う
まで、事業者は当該結合を実施してはならない。	
国務院独占禁止法執行機関が更なる審査を行わないと決定した場合又は期限を過ぎても決定を行わない
場合、事業者は当該結合を実施することができる。	
第 26 条、国務院独占禁止法執行機関は、更なる審査の実施を決定した場合、決定の日から九十日以内に
審査を完了させ、当該企業結合を禁止するか否かを決定し、事業者に書面で通知しなければならない。
企業結合を禁止する決定を行う場合には、その理由を説明しなければならない。事業者は、審査期間中
に企業結合を実行してはならない。	
次の各号に掲げる事由のいずれかに該当する場合、国務院独占禁止法執行機関は事業者に対して書面で
通知を行った上で、前項に定める審査期限を延長することができる。	
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段階に分かれていることがわかる。すなわち、商務部事業者から提出された必要書類を適
切であると判断して届出を受理して、30 日以内に行う第一次審査の結果（禁止、さらな
る審査、条件付き承認、承認）を事業者へ通知する。もし、期限 30 日を経過しても決定
が行われない場合は、事業者は結合を実行することができる（第 25 条）。商務部が第一次
審査において、さらなる審査を行うことを決定した場合に、その決定から 90 日以内に二
次審査を行うことができる。二次審査においても、期限 90 日以内に審査結果（禁止、さ
らなる審査、条件付き承認、承認）を結合当事者へ通知しなければならない。しかし、第
2 次審査以後、商務部がさらなる審査、つまり最終審査を行う場合は、一定の制限がある
（26 条 2 項）。すなわち、（1）事業者が審査期間の延長に同意した場合、（2）事業者が提
出した文書及び資料が不正確であるため、更なる事実確認を必要とする場合、（3）届出後
において事業者の関連する状況に重大な変化が生じた場合でなければならない。第二次審
査と同じように、もし、期限 90 日を経過しても決定が行われない場合は、事業者は結合
を実行することができる。最終審査は 60 日を上限として延長することができると規定さ
れている。 
 
  
																																								 																																							 	
ただし、延長する期間は六十日を超えてはならない。	
（一）事業者が審査期間の延長に同意した場合	
（二）事業者が提出した文書及び資料は不正確であるため、更なる事実確認を必要とする場合	
（三）届出後において事業者の関連する状況に重大な変化が生じた場合	
国務院独占禁止法執行機関が期限を過ぎても決定を行わない場合においては、事業者は当該結合を実施
することができる。	
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4.2	 一定の取引分野の画定 	
	 日本法では、「一定の取引分野」とは「市場」であると解される。日本法は、企業結合
の主要な規定において、「一定の取引分野における競争を実質的に制限」という違反要件
（市場効果要件）と定められている。 
 
4.2.1 市場画定の意義  
 
「一定の取引分野」つまり、「市場」は「競争を実質的に制限」しているかを判断する
範囲であり、一般的には市場だと解されている。アメリカの反トラスト法においては関連
市場「relevant market」といわれ、製品市場「product market」及び地理的市場「geographic 
market」の 2 つ市場から構成される。 
 
	 関連市場を画定することには二つの意義、すなわち、理論的意義と実践的意義がある。
理論的意義は、関連市場の画定が、アメリカ法の市場効果要件である「競争の実質的減殺
（substantially to lessen competition）」という違法性判断の前提であり。すなわち、アメリ
カシャーマン法 2 条及びクレイトン法 7 条違反が成立するためには、関連市場における違
法性判断をしなければならない。実践的意義というのは、関連市場を狭く画定されると、
違法の判断がされやすくなるに対し、関連市場を広く画定されると、違法の判断がされに
くくなる156。 
 
	 市場を画定したうえ、市場における占拠率（market share）を算定できる。独禁法にお
いて、市場占拠率は行為の違法性を左右する決め手とされ、違法性判断のもっとも重要な
要素は市場占拠率と考えられるので、先述のように、一般的には、市場を狭く取れば、行
為者の市場占拠率が高く出て、問題の行為が競争制限的だと判断される可能性が高く、逆
に、市場を広く取れば、行為者の市場占拠率は低く出て、競争制限的だと判断される可能
性が低くなる。例えば、ホンダが生産したホンダ軽自動車が「ホンダ軽自動車」の市場と
して画定されるが、それ以外に、「日本産軽自動車」、「軽自動車」、「家庭用自動車」など
の市場として画定される可能性もある。 
 
	 市場を画定した後、市場占拠率の算定へ進む。市場占拠率の算定は、市場支配力を発生
するおそれを判断する重要な前提である。完全な市場支配力（独占力）が発生する場合は、
市場範囲内に競争が無くなったときであるが、そこまでは必要ない。 
 
4.2.2 アメリカにおける市場画定の基準の判例上の歴史根源  
 
アメリカの結合規制は、19 世紀末から行われてきた。100 年以上の間で、大きな変化が
あって、その規制基準や結合の分析も変化している。現在アメリカの結合に関する規制は
主にクレイトン法 7 条、その他シャーマン法、連邦取引委員会法（FTC）に基づいている。 
 
																													
156	杉浦市郎「反トラスト法理における関連市場画定の意義と確定基準について（一）」469〜471 頁（民
商法雑誌 78 巻 4 号）を参照。	
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4.2.2.1 関連市場の登場  
	  
関連市場という概念を初めて提出したのがスタンダードオイル事件（1911 年）である157。
この判決は、シャーマン法 2 条（独占化(monopolization)を禁止する）158の「取引若しくは
商業のいずれかの部分」の文言には地理的市場と製品市場の両方が含まれることを明らか
にした159。その後、行為の違法性を判断する考慮要因の一つとして市場占拠率が重視され、
その算定の為に必要な作業として、市場画定プロセスは定着した。しかし、当時は、関連
市場の画定基準を明確に定めた規定は存在しなかった160。 
 
「関連市場」という言葉が初めて用いられたのは、コロンビアスチール事件（1948 年）
161である。本件は、US コロンビア社が子会社であるコロンビアスチール社を通じて、コ
ンソリデイディスチール社の全資産を取得しようとしたことにより、シャーマン法 1 条及
び 2 条に違反するとして、司法省が提訴したが、認められなかった。判決では、「いかな
る分野あるいは製品が競合関係にあるかに関するルールを打ち立てることは困難」である
として、関連市場の画定基準を明確に述べることはしなかった。この事件により、「関連
市場」という言葉が用いられたが、その画定基準はまだ明確ではなかった162。 
 
	 その後、1950 年のセラーキーフォーバー法により、原始クレイトン法 7 条163が改正さ
れた。「国のいずれかの地域における商業のいずれかの分野において」という文言が追加
され、「問題となる商品、あるいはサービスの関連市場」の概念を導入した。この追加内
容により、市場画定の条文上の根拠が出来上がったといえる。これ以後、判例は、改正内
																													
157	Standard	Oil.	V.	United	States,211	U.S.	1（1911）。	
158Section	2.	Monopolizing	trade	a	felony;	penalty	
「Every	person	who	shall	monopolize,	or	attempt	to	monopolize,	or	combine	or	conspire	with	any	
other	person	or	persons,	to	monopolize	any	part	of	the	trade	or	commerce	among	the	several	States,	
or	with	foreign	nations,	shall	be	deemed	guilty	of	a	felony,	and,	on	conviction	thereof,	shall	
be	punished	by	fine	not	exceeding	$10,000,000	if	a	corporation,	or,	if	any	other	person,	$350,000,	
or	by	imprisonment	not	exceeding	three	years,	or	by	both	said	punishments,	in	the	discretion	of	
the	court.	
159	杉浦市郎	 「反トラスト法理における関連市場画定の意義と確定基準について（一）」483 頁（民商法
雑誌 78 巻 4 号）を参照。	
160	林秀弥「競争法における関連市場の画定基準（一）」61〜62 頁（民商法雑誌 126 巻 1 号、2002 年 4 月）
を参照。	
161	United	States	v.	Columbia	Steel	Co.	334	U.S.	495(1948)。	
162	林秀弥「競争法における関連市場の画定基準（一）」62 頁（民商法雑誌 126 巻 1 号、2002 年 4 月）を
参照。			
163	1914 年制定当時のクレイトン法 7条（原始トレイトン法 7条）は次のように規定していた。	
「That	no	corporation	engaged	in	commerce	shall	acquire,	directly	or	indirectly,	the	whole	or	
any	part	of	the	stock	or	other	share	capital	of	another	corporation	engaged	also	in	commerce,	
where	the	effect	of	such	acquisition	may	be	to	substantially	lessen	competition	between	the	
corporation	whose	stock	is	so	acquired	and	the	corporation	making	the	acquisition,	or	to	restrain	
such	commerce	in	any	section	or	community,	to	tend	to	create	a	monopoly	in	any	line	of	commerce」	
セラーキーフォーバー法による改正後のクレイトン法 7条は次のとおりである。	
	 「That	no	corporation	engaged	in	commerce	shall	acquire,	directly	or	indirectly,	the	whole	or	
any	part	of	the	stock	or	other	share	capital	and	no	corporation	subject	to	the	jurisdiction	
of	the	Federal	Trade	Commission	shall	acquire	the	whole	or	any	of	the	assets	of	another	
corporation	engaged	also	in	commerce,	where	in	any	line	of	commerce	in	any	section	of	the	country,	
the	effect	of	such	acquisition	may	be	substantially	to	lessen	competition,	or	to	tend	to	create	
a	monopoly.」	
同山根裕子『合併審査―米欧の事例と日本の課題』97 頁（NTT 出版、2002 年 4 月）を参照。	
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容のうち、前半部分を地理的市場の画定として、製品市場は後半部分として正式な条文上
の根拠を有するようになった。 
 
4.2.2.2「需要の交叉弾力性」  
 
	 その後のタイムズ・ピカユーン事件（1953 年）164では、初めて「需要の交叉弾力性」
の用語が用いられた165。判決では、「市場の範囲は、価格の合理的な変動の範囲内で、限
られた数の買い手だけが転換するような他の製品、すなわち、専門用語で言えば、『需要
の交叉弾力性』が小さい製品を除外するように狭く画定されなければならない」という判
示があった。この事件は、需要の交叉弾力性という用語を初めて取り上げたため、市場が
製品の性質や形状のような物理的な類似性だけで判断されることなく、需要者からみた代
替可能性を基準として判断されることになった。その後、需要の交叉弾力性が市場画定の
基準であることが明確になった166167。 
 
4.2.2.3 「用途の合理的交換可能性」基準  
 
	 1956 年のセロファン事件168では、その内容について議論を展開し、「用途の合理的交換
可能性」という市場画定基準を取り上げた。 
	  
本判決の関連市場について、合衆国政府（原告）は、セロファンが関連市場であると主
張して、デュポンがその市場で 75％の市場占拠率を占めていたことを違反の根拠の一つ
として取り上げた。これに対して、デュポンは、全ての柔軟性包装材が関連市場であると
反論した。これによれば、同社の市場占拠率は 20％以下となる。地裁は、ヂュポンの主
張を認め、セロファンを含む全ての柔軟性包装材が関連市場であることにした。セロファ
ンは他の柔軟性包装材との競争に直面していたというのが判断の理由である。そして地裁
は、デュポンのセロファン価格の変化に対して、顧客が他の柔軟性包装材に乗り換える対
応により、デュポンがセロファンの価格を独占者のように引き上げることはできないと判
断を下した。これは重要の交叉弾力性という表現を用いていないが、実質的にそれを重視
したものである。その後、本件は直接連邦最高裁に上訴された。最高裁は、関連市場につ
いて、製品が物理的に同じであるかどうかは市場画定の基準となりえないことを確認した。
製品の価格、用途、品質を考慮してから、セロファンとその他の柔軟性包装材が需要者か
らみて「合理的に交換可能（reasonable interchangeability）」であることを理由に、地裁と
同様に、柔軟性包装剤の全体が関連市場であると判示した169。この判例において、最高裁
																													
164	Times-Picayune	Publising	v.	U.S.,	345	U.S.	594	(1953).	
165	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』443 頁（商事法務	2011 年 8 月）を参照。	
166		杉浦市郎	 「反トラスト法理における関連市場画定の意義と確定基準について（一）」485 頁（民商
法雑誌 78 巻 4 号）を参照。	
167	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』443～444 頁（商事法務	2011 年 8 月）を
参照。	
168	 United	States	v.	E.I.	du	Pont	de	Nemours	&	Co.351	U.S.	377(1956).		169	杉浦市郎	 「反トラスト法理における関連市場画定の意義と確定基準について（一）」487 頁（民商
法雑誌 78 巻 4 号）、同公正取引委員会競争政策研究センターディスカッションペーパー林秀弥の論文「市
場画定の基本原理：「競争の牽制力」の「視学化」」（2007 年 1 月）4～5 頁、同林秀弥「競争法における
関連市場の画定基準（一）―「一定の取引分野」をめぐる独禁法上の課題とその解決方法に向けて―」
64～66 頁（民商 126 巻 1 号）を参照。	
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は合理的交換可能性理論を用いて、柔軟性包装材全体が関連市場を画定した。「価格及び
競争の支配を決定するための関連市場が何であるかを考慮するにあたっては、同一目的の
為に消費者によって合理的交換しうる商品が取引若しくは商業の一部を構成し、その独占
は違法となりうる」に基づき、製品の「価格、用途、性質」を考慮して、合理的交換可能
性を決定し、この基準に従って関連市場を画定すべきであった170171。 
 
この事件が「セロファンの誤謬」として知られるようになった。既に市場支配力を行使
している独占者が、利潤最大化を目的として、これ以上価格を引き上げれば、需要の代替
性が発生し、事業を失うようになるぎりぎりのところまで価格を引き上げる場合、そのよ
うな現行価格を基準として、交叉弾力性を基に需要の代替性を判断すれば、交叉弾力性の
値が大きくなるため、市場が不当に広く画定される可能性があるという問題が指摘されて
いる172。 
 
4.2.2.4「製品の特有の性質及び用途」基準  
 
	 本件判決以後、用途の交換可能性を基準に市場を画定することが判例の主流となった。
しかし、1957 年のデュポン‐GM 事件173では異なる判断基準が取られた。 
	 デュポン社は、GM 社の株式の 23％を取得したことが、クレイトン法 7 条に違反する
として、司法省により提訴された。デュポンは、顧客である GM に対して、自動車用の
塗料及び資材を供給していた。当該取得によって、デュポンと GM の当該取引関係が固
定され、関連市場の相当部分からデュポンの競争者が締め出されることになるため、司法
省が提訴した174。 
	 関連市場について、司法省は、自動車用の塗料及び資産であると主張したに対し、デュ
ポン社は、全産業用の塗料及び資材であると主張した。司法省の市場画定によれば、デュ
ポン社の塗料及び資材を併せて全部の市場占拠率は、全体の約半分を占めることになる。
これに対し、デュポン社の主張によれば、同社の市場占拠率は塗料で 3.5%、資材は 1.6%
を占めることになる。これについて、最高裁は、自動車用の塗料及び資材が関連市場であ
るとした。その理由としては、「自動車用塗料および資材は、その他の塗料及び資材とは
十分に異なる製品を構成し、クレイトン法 7 条の意味内容において、『商業分野を構成す
るのに十分に特有の性質及び用途を有している…….』」とした175。 
 
	 この特有の性質及び用途基準は、前述の合理的交換可能性基準とは異なり、「用途」と
																													
170	杉浦市郎「反トラスト法理における関連市場画定の意義と確定基準について（一）」（民商法雑誌 78
巻 4 号）487 頁により、「この合理的交換可能性を決定するためには「価格・用途・性質」が考慮される
とする」が述べている。	
171	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』444～446 頁（商事法務 2011 年 8 月）を
参照。 
172	 NERAエコノミックコンサルティング『企業結合規制の経済分析―市場競争の評価手法と分析対応ガ
イダンス』178頁（中央経済社、2014年 7月）、泉水文雄「公取委の企業結合ガイドラインの改定とそ
の M＆A実務への影響」2007年 6月 http://www2.kobe-u.ac.jp/~sensui/mergerguide.pdfを参照。	
173	United	States	v.	E.I.	du	Pont	de	Nemours	&	Co.,353	U.S.	586(1957).	
174	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』447 頁（商事法務 2011 年 8 月）、同杉浦
市郎	 「反トラスト法理における関連市場画定の意義と確定基準について（一）」490 頁（民商法雑誌 78
巻 4 号）を参照。	
175	杉浦市郎	「反トラスト法理における関連市場画定の意義と確定基準について（一）」491〜492 頁（民
商法雑誌 78 巻 4 号）を参照。	
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いう言葉を使った。しかし、最高裁は、自動車用塗料・資材とその他の塗料・資材との代
替性を検討していなかった。市場画定において、自動車用塗料・資材とその他の塗料・資
材との需要面での代替性が判断されていなかった。代わりに、自動車用塗料・資材がその
他の塗料・資材とは「十分に異なっている」ことそれ自体をもって、自動車用塗料・資材
からなる独立した市場が存在するとの判断を下した。さらに、最高裁は、クレイトン法 7
条の「商業のいずれかの分野において」という文言から、「いずれかの（any）」という言
葉を強調し、画定される複数の市場から、一つの市場ででも競争の実質的減殺が認められ
るなら、当該結合は禁止されると判示した。これによれば、関連市場は一つの市場とは限
られず、場合によっては、問題の製品が他の製品とは十分に異なっていることそれ自体を
理由に別個の市場が画定される場合もある。このようにして画定されたいくつかの市場の
中の、「いずれかの」市場において競争の実質的減殺が認められれば、当該結合は禁止さ
れる176。 
 
4.2.2.5「部分市場」の導入  
 
1958 年のベスレヘムスチール事件177で、合衆国政府は、特有の性質及び用途基準に基
づき、鉄鋼業全体が広い市場を、8 種からなる個々の鉄鋼製品がそれぞれ別個の狭い市場
を構成すると主張した。広い鉄鋼業市場を画定したのは、「鉄鋼業の製品は、一般に、全
体として、他の産業の製品とは異なる別個の商業分野を構成するのに十分特有の性質及び
用途を有している」からであった。そして、狭い個々の鉄鋼製品市場を画定した理由は、
「各製品は、それぞれ他のものとは物理的に異なっており、異なる目的に用いられ、価格
や販売も異なり、取引実務・取引慣行・取引了解の上で別個の製品であると認識されてい
る」からであった。これに対し、ベスレヘムスチール社は、個々の完成品の最終生産量は、
粗鋼生産力の大きさ次第であり、企業は自らの粗鋼生産力を自分で決定することで、各完
成品の需要の変動に応じて各完成品間の生産を自由に変更する。もっとも、粗鋼それ自体
は通常取引対象ではないので、関連市場とはならず、粗鋼からさらに加工されて完成品と
なることから、共通して生産している完成品を統合した全体が関連市場であると主張した
178。 
 
本件に対して、裁判所は、原告が製品市場として画定した 8 つの製品は、「それぞれ独
自の物理的特徴をもち、互いに他とは異なっており、鉄鋼生産者及び消費者によって別個
の製品であると認識されている」を理由として、それぞれ別個の市場だとした179。鉄鋼業
全体が関連市場であるとの主張について、裁判所は、鉄鋼業者間に限らず社会においても
他の産業とは異なる一つの産業として一般に認識されていることを理由として、鉄鋼業が
市場となることを認めた。従って、裁判所は本判決について、市場画定基準として供給の
代替性を考えず、合理的交換可能性基準にもよらず、特有の性質及び用途基準に基づいて
市場を画定した。画定された市場は、産業全体を広い市場及び個々の製品の狭い市場とい
																													
176	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』447～450 頁（商事法務 2011 年 8 月）を
参照。 
177	United	Steel	v.	Bethlehem	Steel	Crop.,	168	F.	Suppp.	576	(S.D.N.Y.	1958)参照。	
178	 林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』450～451 頁（商事法務 2011 年 8 月）、
同を参照。同林秀弥「競争法における関連市場の画定基準（一）―「一定の取引分野」をめぐる独禁法
上の課題とその解決方法に向けて―」71～72 頁（民商 126 巻 1 号）を参照。	
179	林秀弥「競争法における関連市場の画定基準（一）―「一定の取引分野」をめぐる独禁法上の課題と
その解決方法に向けて―」72 頁（民商 126 巻 1 号）を参照。	
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う二つがある180。 
 
4.2.2.6「部分市場」の展開  
 
	 前述のベスレヘムスチール事件のように、別個の市場を画定する手法は、1962 年のブ
ラウンシュー事件181において展開された。 
 
	 本件は、1950 年のクレイトン法 7 条が改正された後に、最初に連邦最高裁に現れた結
合事件である。靴の製造と小売を営むブラウン社と同じ靴の製造・小売を営むキニー社と
の結合が、クレイトン法 7 条に違反するとされた。本件の市場画定について、合衆国政府
は、紳士靴、婦人靴、子供靴が関連市場であると主張した。ブラウン社は、価格—品質、
年齢—性別の区別によりさらに市場が細分化されると主張した。両者の主張に対し、最高
裁は合衆国政府の主張を支持した。本件において、最高裁は市場画定基準について、セロ
ファン判決の「用途の合理的交換可能性」基準とデュポン—GM 判決の「特有の性質及び
用途」基準の両方を採用した182。広狭二種の市場画定を行い、そのうち、広い市場を合理
的交換可能性基準に基づいて画定してから、その一部分を特有の性質及び用途基準に基づ
き画定するという手法を取った183。 
 
4.2.2.7 ガイドラインのアプローチによる市場画定の基準  
 
アメリカにおいて 1968 年に公表された結合ガイドラインは、1982 年、1984 年に改正版
が公表され、1992 年、1997 年、及び 2010 年に改訂されて現在までに至っている。 
 
1890 年代から 1970 年代にかけて、アメリカ反トラスト法の執行は恣意的と言われ、大
企業が行う結合に対し、疑いの目をもちながら、政府が常に勝訴する結果に至った184。1950
～60 年代は、ハーバード学派の政策提言が有力であった。当時のハーバード学派の主張
は、寡占政策については、寡占業界では常に超過利潤を得ているため、企業分割によって
市場構造の最構築を図ることであった185。それ以前には、結合審査について、執行当局ス
タッフが評価するための首尾一貫した分析がどのようになされるかほぼ明らかではなか
った。1968 年のガイドラインの目的は「競争的な市場構造の確保・促進」、つまり競争政
策に関する経済学の部門である産業組織論で支配的であり、最高裁に既に影響力を有して
いた「行動―構造―成果」というパラタイムを反映していた186。このガイドラインには、
																													180	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』452～453 頁（商事法務 2011 年 8 月）
同林秀弥「競争法における関連市場の画定基準（一）―「一定の取引分野」をめぐる独禁法上の課題と
その解決方法に向けて―」73～74 頁（民商 126 巻 1 号）を参照。	
181	Brown	Shoe	Co.	v.	United	States,370	U.S.	294	(1962)参照。	182	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』454 頁（商事法務 2011 年 8 月）同杉浦
市郎	 「反トラスト法理における関連市場画定の意義と確定基準について（一）」493 頁（民商法雑誌 78
巻 4 号）を参照。		183	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』454 頁（商事法務 2011 年 8 月）を参照。	184	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』151 頁注３（商事法務 2011 年 8 月）を
参照。	185	村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』195 頁（弘文堂・2002 年）を参照。	186	 荒井弘毅＝林秀弥「最近の企業結合規制の展開：アメリカの議論を中心に」4〜５頁（名古屋ロー・
レビュー第 2号、2010 年 9 月）、同林秀弥「競争法における関連市場の画定基準（二・完）―「一定の
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4 及び 8 企業の「集中度」、すなわち上位 4 及び 8 社の結合がなされる市場での結合後の
売り上げパーセントを用いて市場を分類していた187。 
 
	 1982 年に改訂されたガイドラインは、シカゴ学派の理論に依拠し188、1968 年ガイドラ
インの内容を全面的に改訂した。1982 年のガイドラインでは、「市場支配力の形成もしく
は強化、またはその行使を容易にする結合が許容されてはならない」という点に結合規制
の目的が明示された。1982 年ガイドラインの市場画定手法において、初めて市場支配力
の判断方法が明確に認識され、その画定作業が市場支配力分析の前提として考えられた。
1982 年のアメリカ合衆国結合ガイドラインは、SSNIP テストを採用した。すなわち、結
合当事者企業が生産・販売するそれぞれの製品を暫定市場と仮想し、当該市場における利
潤最大化を行う唯一の独占者の存在を想定して、この価格を基準として、「小幅であるが
有意かつ一時的でない価格引上げを行い、その場合の買い手の需要面の反応をみる。もし
当該製品の多数の買い手が他の代替品に乗り換えるために、価格引上げでも利潤とならな
いのであれば、さらに当該製品の次善の代替品の代替品を含めた上で、それらの製品に対
し、再度 SSNIP テスト行い、利潤になるかどうかをみる。このように繰り返して、価格
引上げても利潤となりうる範囲内の製品の集合が関連市場である。そして、価格の引上げ
幅を原則として 5％として、引上げ期間は 1 年間とする。」この 5％という数字基準につい
ては、容認水準では意味していない、単に反トラスト競争当局が「競争を実質的に減殺す
るおそれのない結合を政府が提訴する」誤りを犯さないという考慮と、「競争を実質的に
減殺するおそれのある結合を提訴しない」誤りを犯さないという考慮の妥協点として設定
したものである189。 
 
	 1984 年司法省結合ガイドラインは、1982 年司法省結合ガイドラインの基本原則をその
まま受け続いたうえ、結合分析を精緻化するとともに、司法省にとってより柔軟な対応を
可能にしている。1984 年結合ガイドラインは、現代的な結合分析手法を整理している190。
特に、①関連市場の画定について新しいアプローチを導入し、及び②関連市場において、
結合前後で市場集中度がどのように変化するかを測定する分析方法を作り出した。まず、
①の市場画定方法について、仮想の独占企業に小さい（通常は 5％～10％）が重要な一時
的でない（通常は 1 年の目安）値上げ（Small Significant and Non-transitory Increase in Price）
を行わせて市場を画定するという形での SSNIP テストを採用した191。その値上げによる
利益を失わせるだけの数の顧客が他の製品（隣接製品）に移行すれば、その製品も関連市
場に加える。隣接製品の側でも、同テストを行い、さらに隣接製品への乗り換えが起これ
ば、この製品も関連市場に加える。このように隣接へのテストを繰り返して、隣接市場へ
																																								 																																							 	
取引分野」をめぐる独禁法上の課題とその解決方法に向けて―」200 頁（民商 126 巻２号）を参照	187荒井弘毅＝林秀弥「最近の企業結合規制の展開：アメリカの議論を中心に」4頁（名古屋ロー・レビ
ュー第 2号、2010 年 9 月）を参照。http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/review/_userdata/10-03.pdf	
188	1980 年代に入り、シカゴ学派の台頭により、結合のもたらす経済効率の改善が結合の競争促進的側
面として評価された。また、通商の自由化に伴い、政府規制による保護が行われていない寡占市場にお
いては、超過利益が生じていても、外国競争業者が速やかに市場に新規参入するので、寡占市場におけ
る企業の超過利潤は一時的なものであり、介入によるよりは市場の自律調整機能に任せる方が適当な場
合が多いというのがシカゴ学派の見解である。村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』4頁、192 頁
（弘文堂・2002 年）を参照。	
189	林秀弥「競争法における関連市場の画定基準（二・完）」203〜204 頁（民商法雑誌 126 巻 2—48）、同
林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』474~476 頁（商事法務 2011 年 8 月）を参照。	190	 村上政博『アメリカ独占禁止法』（アメリカ法ベーシックス４）180 頁（1999 年 4 月）を参照	191岡田羊裕＝林秀弥『独占禁止法の経済学—審判決の事例分析』21 頁（東京大学出版会、2009 年 6 月）
を参照。		
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の乗り換えが起こらなくなった場合に、関連市場が画定される。これはブラウンシュー事
件等で用いられた商品間の需要の交叉弾力性により分析するアプローチに代わるもので
ある。 
 
1992 年に、司法省と FTC は共同で、協調的行動理論と単独的効果理論が採用された新
しい結合ガイドラインを公表した。その背景としては、1980 年代以後の実証分析が、政
府規制を除けばほとんどの市場において、重要な影響を与えるような参入障壁は存在しな
いというシカゴ学派の主張が、全ての市場において当てはまるわけではないことを示して
いたことであり、1990 年代の企業結合規制や独占規制の変化に対して重要な影響を与え
た192。当ガイドラインでは、SSNIP テストに関する訂正があった。まず、関連市場につい
て、主に需要の代替性に基づき画定するとした。その上で、供給の代替性は「市場参加者
の識別」として、すなわち、SSNIP に応じて一年以内に参入・退出の際に有意な埋没費用
の支出なしに供給上の反応が生じる蓋然性のあるものをより厳格的に考慮するとした193。 
 
2010 年 8 月には、アメリカ司法省・連邦取引委員会において水平結合ガイドラインの
改訂版が公表された。当時のオバマ政権は、反トラスト法の執行強化方針を出し、以前か
ら行われていたシカゴ学派からハーバード学派の理論194の転換の中で、大きな変更があっ
た195。新しいガイドラインにおける関連市場については、その定義に使用される「仮想の
独占者」テストの説明をアップデートし、アメリカ当局の実際の使用方法を示している。
新しいガイドラインにおける関連市場の定義は、競争が行われる場（市場）特定し、参加
する事業者、シェアや集中度を計ることも可能であるが、一定の地域の競争が制限された
場合には、そこが地理的市場であると定義される可能性もある。また、商品市場を画定す
る際に、「仮想の独占者」テストを使う場合も、代替性のある商品全てを取り込む必要は
ない。アメリカ 2010 年水平ガイドラインは、「仮想的独占者テスト」の適用について、以
下のように規定している。「価格引上げを行う動機は、顧客がどの程度他の商品に転換す
るかと、どれくらいの利益が得られるかに左右される。利潤の増加は、価格から限界費用
を控除した金額であり、結合当事者がビジネス上の決定を行うために使用する書類やデー
タから限界費用を推論することが多い。必要なデータがある場合には、証拠から得られる
推論をさらに分析する為に、「臨界損失分析」196（CLA）を行う。これは、価格の引上げ
によって利益は増加するが、乗り換えが生ずることにより販売減少が起こり、利益の上昇
が相殺されるので、その相殺効果を計るための分析である。このようにして、損益の分岐
点を見る方法である」197。このような分析により、関連市場が狭くなり過ぎず、競争制限
効果を分析するという目的に沿う限り、関連市場は一つに限定される必要はないという新
しい内容が示されている。地理的市場の定義については、輸送コストで判断される以外に
は、言語、制限、関税または非関税の壁、慣行、周知性、評価、サービスの利用可能性に
																													
192	荒井弘毅＝林秀弥「最近の企業結合規制の展開：アメリカの議論を中心に」4〜5 頁（名古屋ロー・
レビュー第 2号、2010 年 9 月）を参照。	193	林秀弥『企業結合規制―独占禁止法による競争評価の理論』475 頁（商事法務 2011 年 8 月）を参照。	
194	ハーバード学派の主張は、寡占政策についても、寡占業界では常に超過利潤を得ているとして、企業
分割によって市場構造の最構築を図ることであった。村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』192
頁（弘文堂・2002 年）を参照。	
195	渡邊泰秀「2010 年アメリカ水平結合ガイドライン（案）の要約と解説」1頁（2010.7）を参照。	
196	臨界損失分析は、市場画定のために使われたり、合併の単独効果による競争の実質的制限の判断を行
る際に使われたりしている。NERA エコノミックコンサルティング『企業結合規制の経済分析―市場競争
の評価手法と分析対応ガイダンス』164 頁（中央経済社、2014 年 7 月）	197	渡邊泰秀「2010 年アメリカ水平結合ガイドライン（案）の要約と解説」3頁（2010.7）を参照。	
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より、長距離または国際間の取引が阻害されることがある。また、顧客の所在地を基準と
した地理的市場について、アメリカで規制対象となる商品をアメリカ以外のサプライヤー
がアメリカ国内で販売する際に、販売許可が必要な場合には、アメリカが関連地理的市場
となることを定義している198。 
	  
4.2.3 日本  
 
4.2.3.1 企業結合における市場画定の考え方の変遷  
 
日本の独禁法においては、「一定の取引分野における競争を実質的に制限する」という
表現が用いられている。当該条文に書かれている「一定の取引分野」は、アメリカの反ト
ラスト法の「関連市場」を継受し、市場支配力分析の前提作業として位置づけられている。
「競争を実質的に制限する」の意義については、「競争自体を減少して、特定の事業者ま
たは事業者団体が、その意思、ある程度自由に、価格、品質、数量、その他各般の条件を
左右することによって、市場を支配することができる」状態がもたらされることをいうと
一般的に解されている199。この市場を支配できる状態をもたらすことのできる力を「市場
支配力」とよび、「競争を実質的に制限する」とは、このような市場支配力の形成・維持・
強化を指すものと解されている。よって、その市場支配力の有無を判定できるような場を
画定する作業が市場画定といわれ、そのような場を通じて、市場支配力の形成・維持・強
化について判断することが可能となる200。 
 
2004 年の「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」（以下は「運用指針」と略称
する）以前の企業結合ガイドラインでは、市場画定の体系的な指針が示されていなかった。
そもそも市場画定に関する記述は簡単であった。市場画定の基本的な考え方や実際の画定
に当たって考慮する事項の説明が十分とはいえなかった。2007 年の「運用指針」はその
ような問題点を改善した。 
 
2007 年の運用指針は 2004 年の運用指針を大きく改正した。一定の取引分野を画定する
際に、アメリカと同じく「SSNIP(small but significant and non-transitory increase in price)テス
ト」（仮想の独占者テスト）という、5 ないし 10%程度の価格引上げを 1 年間程度続ける
だけの市場支配力の行使ができるかをみることで、市場を画定できるとしてきた。また、
従来の公取委は、国境を越えた市場画定は後ろ向きであると思われていたが、2007 年の
改正の辺りから国際市場を認め始めた201。 
	 例えば、①2006 年度の Seagate と Maxtor の事案202におけるハードディスク(HDD)市場
については、製品の性能、品質の差異、輸送コスト、ユーザーの選好、価格、メーカー国
																													198	渡邊泰秀「2010 年アメリカ水平結合ガイドライン（案）の要約と解説」2〜3 頁に「４.商品市場の
定義」（2010.7）を参照。	
199	東宝・スバル事件判決（東京高判 1951 年 9 月 19 日高民集 4巻 14 号 497 頁）	200林秀弥『企業結合規制—独占禁止法による競争評価の理論』489〜490 頁（商事法務、2011 年 8 月）を
参照。	 	
201石垣浩晶その他「企業結合審査の舞台裏—公取委の施行方法を探す」121 頁（ビジネス法務、2011 年 4
月	）	
202（平成 18 年度：事例 9）Seagate	Technology による Maxtor	 Corporation の子会社について、公正取
引委員会ホームページ、主要な企業結合事例	
http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/jirei/h18mokuji/h18jirei9.html にて閲覧可能。	
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籍等の考慮要素を分析した。具体的には、いずれの国籍のメーカーであっても性能・品質
面での差はなく，また，輸送コストが HDD の調達先の選定に影響を及ぼすようなもので
はないことから，ユーザーは国籍を問わず，自らが必要とする技術要件を満たし，適切な
価格での納入が期待できる HDD メーカーを世界各地から選定し，取引を行っている。ま
た，HDD メーカーは，製品の本体価格について，いずれの地域向けのものであっても同
一の価格で販売している。これらのことから判断すると，HDD について，実態として日
本市場を含む世界全体で一つの市場が形成されていると考えられる。したがって，本件企
業結合が HDD メーカーとコンピュータメーカー等との間の世界レベルでの取引に与え
る影響を分析することとした。 
②	 2007 年の TDK とアルプス電気の事件203における磁気ヘッド市場は、メーカー国籍及
び価格の差異を検討した上、日本市場を含む世界全体で一つの市場として画定された。 
③	 2009 年度の NEC エレクトロニクスとルネサンステクノロジーの事案204における 5 つ
の関連商品（「SRAM」，「MCU」，「LCD ドライバ」，「トランジスタ」及び「サイリスタ」）
の市場について、世界規模で商品の製造拠点及び販売・技術サポート拠点を有しており，
各地域に商品を供給しており，すべての商品について世界中の販売地域における価格差を
設けていない。また，輸送コストは非常に安く，各メーカーにおいて輸送コストに差がな
い上，関税障壁も存在しないので、ユーザー及びメーカーの調達状況が容易であると認定
され、世界市場が認定された。 
 
	 そして、2009 年度の新日石と新日鉱 HD の事案205におけるパラキシレン市場はアジア
地域が市場として画定された。その事件において、仮に日本国内市場として画定される場
合は、当時会社グループのシェアは 33%程度になり、10%越える有力な競争事業者は存在
していないが、アジア地域市場輸入であれば、海外事業者による牽制力は輸入圧力として
検討され、審査現時点においても十分とはいえないし、近い将来には強まる蓋然性が高い
ので、海外市場を含めて広い市場とした206。 
 
2010 年「運用指針」においても一定の改正がなされた。その中の「一定の取引分野」
に関する主な改正内容は以下の三つである。第一、本指針 2 条 1 項には、一定の取引分野
の画定に関する基本的な考え方について、企業結合により競争が制限されることとなるか
否かを判断するための範囲を示すため、需要者からみた代替性の観点から判断されること
を基本とし、必要に応じて供給者にとっての代替性という観点から判断される旨を明確に
した。また、需要者にとっての代替性をみるに当たっては、ある商品をある地域で独占し
て供給している事業者の存在を仮想し、当該事業者が利潤最大化を図る目的で、小幅では
あるが、実質的かつ一時的ではない価格引上げ（目安として 5%から 10%程度）をした場
合に、需要者が当該商品の購入を他の商品又は地域に振り替える程度を考慮することを明
																													
203（平成 19 年度：事例 7）TDK（株）によるアルプス電器（株）からの磁気ヘッド製造事業用の固定資
産の譲受け、公正取引委員会ホームページ、主要な企業結合事例	
http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/jirei/h19mokuji/h19jirei7.html にて閲覧可能。	
204（平成 21 年度：事例 6）NEC エレクトロニクス（株）と（株）ルネサンステクノロジーの結合、公正
取引委員会ホームページ、主要な企業結合事例	
http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/jirei/h21mokuji/h21jirei6.html にて閲覧可能。	
205（平成 21 年度：事例 2）新日本石油（株）と新日鉱ホールディングス（株）の経営統合、公正取引委
員会ホームページ、主要な企業結合事例	
http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/jirei/h21mokuji/h21jirei2.html にて閲覧可能。	
206	石垣浩晶その他「企業結合審査の舞台裏—公取委の施行方法を探す」121〜122 頁（ビジネス法務、2011
年 4 月）同公正取引委員会ホームページ（平成 21 年度：事例 2）新日本石油（株）と新日鉱ホームディ
ングス（株）の経営統合を参照。	 	 	
	
	
62	
記した。第二、本指針 2 条 2 項「商品の範囲」については、上述の 2 条 1 項のように、ま
ず、需要者からみた商品の代替性という観点から画定されるところ、商品の代替性の程度
は、当該商品の効用等の同種性の程度と一致することが多いことかから、この基準で判断
されることが多い旨を示した。また、需要者・供給者からみた商品の代替性の評価方法を
整理した。第三、本指針第 2 条 3 項「地理的範囲」については、商品の範囲と同様に、ま
ず、需要者からみた各地域で供給される商品の代替性という観点から判断されるところ、
その代替性の程度は、需要者及び供給者の行動や当該商品の輸送に係る問題の有無等から
判断できることが多い旨を示した。また、内外の需要者が内外供給者を差別することなく
取引を行っているような場合には、国境を越えて地理的範囲が画定されることもある旨を
明確にした。 
 
現行の 2011 年の「運用指針」は基本的に 2010 年の「運用指針」を引き継いだが、第 2
条の「一定の取引分野」について、国境を越えて地理的範囲が画定される場合についての
考え方の部分を新たに明確にし、さらに、世界市場がを画定される例を具体的に取り上げ
た207。 
 
4.2.3.2  SSNIP テストの導入  
 
上述のように、日本の 2007 年の「運用指針」の改正により、当時の欧米の競争法と共
通の SSNIP テストを導入した。それ以前に、市場画定がどのような基準で行われたかと
いえば、1998 年に初めて公表された「株式保有・結合等に係る『一定の取引分野におけ
る競争を実質的に制限することとなる場合』の考え方」以来、2004 年に公表された「運
用指針」まで、市場の商品範囲については、需要者にとっての代替性、すなわち「当該商
品の機能・効能が同種であるか否か」を基本的な基準としてきた。例えば、2004 年の「運
用指針」では、機能・効能の同種性の定義が取り上げられた。つまり、仮に商品 A の価
格引上げが生じた場合に需要者が商品 B を購入し得るため、商品 B が商品 A の価格等の
自由な動きを妨げる要因となるか否かを基準に判断されるとし、①用途、②価格・数量の
動き、③需要者の認識・行動が主たる考慮要素とされていた。関連市場画定の判断基準は
単に商品の機能・効能を基準とするため、定性的な判断による不透明さが残ると評価され
た。機能・効能基準も有用であることは間違いないが、物理的な形状や特性等の類似性や
相違を本質的な代替性の程度の目安として評価すると、市場画定を誤る可能性が生じやす
い。そもそも、類似性があるとか違っているといった評価はユーザーごとに異なりうるも
のであり、このように簡単に市場の範囲の切り目を確定できケースが限られている。仮想
的独占者テストに直接的に関係する定量的分析を行えば、代替性の程度について科学的に
明らかにすることができる。SSNIP テストは定量的分析を可能にする点で市場画定に関す
る審査の透明性に資する208。 
 
	 すでに述べたように、仮想的独占者テストとは、ある市場を暫定的に画定した場合に、
																													
207	 公正取引委員会「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」
（http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/guideline/guideline/shishin01.files/shishin01.pdf）にて閲
覧可能。	
第-3-(2)「例えば、内外の主要な供給者が世界中の販売地域において実質的に同等の価格で販売してお
り、需要者が世界各地の供給者から主要な調達先を選定しているような場合は、世界市場が画定され得
る」と書かれている。	
208	多田敏明「企業結合規制における市場画定」19〜20 頁（ジュリスト 1451 号、2013 年 3 月）を参照。	 	
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その市場が適切かどうかを判定するテストであり、以下の手順で実施される。第一ステッ
プは、できるだけ小さな範囲（商品範囲又は地理的範囲）を暫定市場とするが、実務では、
常識的な範囲や問題となっている商品のうち最も狭い範囲が特定されている。第二ステッ
プは、暫定市場において競争が停止して、（すべての企業が価格について協調的な決定を
行い）生じた独占企業が商品を供給すると仮想する。第三ステップは、その独占企業が、
価格を一定の水準から「小幅ではあるが、実質的かつ一時的ではない価格引上げ」、1 年
間程度における 5%~10%程度の値上げを基準としている（SSNIP）を行ったとき、独占企
業の利益が最大化されるかどうかを検討する。利益が最大化される場合には当該市場を関
連市場として画定する。もし利潤が最大化されない場合には、範囲を広げて上記にステッ
プ二に戻って再びテストを行う209。例えば、A 社と B 社によって市場が構成されるとい
う前提で暫定市場を定め、A 社と B 社が SSNIP に相当する価格を引上げたとする。仮に、
結果として A 社と B 社の売り上げが増加したとすれば、価格を引上げられたとしても、
消費者は C 社と D 社の製品へ代替をせず、A 社と B 社の製品を購入し続けたと考えられ
るので、その段階で市場が画定されることになる。他方、A 社と B 社の価格が引上げた
ため、C 社の製品への代替が起こる結果になり、A 社と B 社の売り上げは増加しない可
能性もある。このときは、想定された A 社と B 社で構成された市場は狭すぎるので、代
替先の C 社も含めて改めて価格引上げの効果を検討する。このプロセスで市場範囲を画
定する。 
 
 
4.2.4 中国  
	  
中国における関連市場は日本の「一定の取引分野」と同じ意味である。「関連市場」は、
独占禁止法第 12 条第 2 項で定義されている。独占禁止法で事業者集中の有無を判断する
前提のみならず、その他禁止する独占行為、すなわち独占協定、市場支配的地位の濫用、
それらの前提として当該独占行為が行われている市場の範囲を画定するものであるため、
独占禁止法違反の有無を判断する非常に重要な概念となる。市場の画定について、国務院
反独占委員会により「関連市場の画定についての指針」が公布され、法的基準が決められ、
実務上及び執行機関が事案を審査する際に参考されるようになった。 
 
4.2.4.1 中国独禁法施行前の市場画定に関する規定  
 
	 2003 年 3 月に「外国投資者の国内企業買収暫定規定」が対外貿易経済合作部（現、商
務部）、国家税務総局、国家工商行政管理総局、国家外国為替管理局によって発布され、
中国で正式に外国投資者による国内企業買収に関する規定が定められた。2005 年 12 月 31
日に、が「外国投資家の上場戦略投資にかかわる管理弁法」210を公布した。この弁法によ
り、外国投資家にＡ株211を開放し、中国上場企業の買収による対中戦略的投資を容認した。
																													
209	NERA エコノミックコンサルティング『企業結合規制の経済分析—市場競争の評価手法と審査対応ガイ
ダンス』41〜42 頁（中央経済社、2014 年 7 月）を参照。	
210	商務部、国家税務総局、国家工商行政管理政局、国家外貨管理局令 2005 年第 28 号。	
211	中国の証券取引所に上場している会社が発行できる株式には A株と B 株がある。A株とは、中国本土
の企業が発行する内資株のことをいい、国内の投資者のみ（香港、マカオ、台湾を含まない）が購入
できる株であり、人民元によって売買される。B株とは、海外の投資者を対象とした外資株のことを
いい、外国投資者が購入することのできる株であり、米ドル（上海証券取引所）や香港ドル（深圳証
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2006 年 8 月に「外国投資者による国内企業買収に関する規定」が商務部、国有資産監督
管理委員会、国家税務総局、国家工商行政管理総局、証券監督管理委員会及び国家外国為
替局によって公布され、同年 9 月 8 日から施行された。当該規定が公表されて、執行機関
が外資企業の買収を審査する際に、既に市場画定を検討したことがある。例えば、2006
年 8 月に仏 SEB が蘇泊爾の結合を申告した。執行機関が本規定の 51 条、52 条に基づき、
当該申告を審査及びする際に、市場占有率の画定が重要な論点となった。 
 
	 SEB は、家庭用電気製品（アイロン、掃除機など）および調理器具（圧力鍋、炊飯器
など）の分野で国際的にも有名な企業で世界最大の小型家庭用電器、調理器具メーカーの
1 つであり、電気ポットなど 9 品目で世界最大の販売額を占めている。SEB は 150 年の歴
史を有し、TEFAL、Moulinex など世界でも著名な電器製品、調理機器ブランドをもち、
1975 年にパリ証券取引所に上場している。2005 年の SEB の販売収入は 24.63 億ユーロで
あった。SEB は、これまでにも各種の買収を通じて企業の力を拡充してきていた。最近
では、イタリアの LAGOSTINA、アメリカの ALL CLAD、同 W.M.R 等の著名ブランドを
買収しており、当該製品では国際市場の 24％を占めている。蘇泊爾は、民族ブランドと
して著名な企業であり、中国最大の調理器具メーカーである。2004 年に深せい証券取引
所に上場し、調理器具メーカーとして初めての上場企業となった。蘇泊爾の製品は、中国
の消費者から評価され、国内の同業者のなかで筆頭的地位を確立していた。 
 
蘇泊爾社の申告により、2005 年全国の調理器具の総販売額は 80~100 億元、蘇泊爾の販
売額は約 7 億元のため、市場占有率は 10%以下であり、当該「規定」の 10％という基準
より低かった。また、SEB 社の中国国内における販売額も少ないので、両社の販売額を
併せても当該「規定」の 25%基準に達していないと主張もした。これに対して、中国業
界協会情報センターの資料によると、蘇泊爾圧力鍋の市場シェアは国内の 47.04％であり、
更に権威を持つ中国統計局の数字により、1999 年に蘇泊爾の市場占有率は 48.65%、2000
年の市場占有率は 52.11%、2001 年の市場占有率は 53.11%であることが示された。更に、
業界の数値により、実際の蘇泊爾社の市場占有率は 70%越えると示された。これらの反
論に対して、蘇泊爾社は、市場占有率はある業界に基づいて分析するものであり、圧力鍋
は産業の中の一つ産品であるため、特定の商品をその市場として画定されることは適切で
はないと主張した212。 
 
	 従って、中国独禁法が実施される前に、市場の画定手法について法的規定が無く、勿論
製品の代替関係を判断せず、機能・効用などの物理的な基準を使って簡単に市場範囲を画
定したと考える。 
 
4.2.4.2 中国独禁法における市場画定の規定  
	  
	 2008 年 8 月 1 日に実施された中国反壟断法は 8 章 57 条からなる。当法には「関連市場」
について、第 12 条 2 項に規定がある。つまり、「事業者が、一定の期間に特定の商品又は
役務（以下合わせて「商品」という）について競争を行う商品範囲又は地域範囲をいう」。
																																								 																																							 	
券取引所）で売買されている。・熊琳、梶田幸雄・『中国のＭ＆Ａ「その理論と実務」』・9頁（日本評
論社	 2008 年 8 月 30 日）を参照。	
212	王先林「論反壟断法実施中的相関市場界定」2008 年、中国経済法ウェブサイト
http://www.cel.cn/show.asp?c_id=112&c_upid=110&c_grade=3&a_id=11395 を参照。	
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当該定義により、「関連市場」は中国独占禁止法で禁止する各独占行為、すなわち独占協
定、市場支配的地位の濫用、企業結合の有無を判断する際に、その前提として当該独占行
為が行われている市場の範囲を画定するものであるため、独占禁止法違反の有無を判断す
る非常に重要な概念となるとみられる。 
 
一般的には、中国でも、関連市場を画定する際に、二つの要因を考慮するべきとされ
ている。つまり、商品市場と地理的市場である。商品市場というのは、被告の商品又は役
務との競争関係がある他の商品又は役務である。地理的市場というのは、被告が商品の販
売又は役務の提供について競争がある地域である。但し、上述の中国反壟断法の 12 条 2
項は、当該二つの要因以外に、時間要因、すなわち一定の時期という要因を明確に規定し
た。理論的には、市場におけるあらゆる供与関係が一定の時間と空間の中で行われる。例
えば、春又は秋の展示会で展示される商品、及び週末しか発行しない「南方週末」という
新聞紙の関連市場は、時間要因を考慮しなければならない。但し、一般的には、一つの市
場における競争関係が時間とともに変化しなければ、時期を分けて分析する必要はない。
従って、実務では、時間要因を分析する大きな意義が存在しないため、執行機関が関連商
品市場及び地理市場を考慮する213。 
 
4.2.4.3 関連市場画定に関する細則214 
 
	 上述のように、中国独禁法第 12 条 2 項には、「関連市場」の定義のみ規定されている。
2009 年 5 月 24 日に、国務院独占禁止委員会がようやく「関連市場の画定に関する指針」
を公布した。関連市場の範囲は、企業結合が市場における競争を制限するか否か検討する
際の出発点でもあるといえる。 
 
当該指針は全 4 章で、11 条で構成されている。第 2 条「関連市場の画定の役割」には、
関連市場の画定は競争行為に対し分析を加えるための前提であること、及び独占禁止法執
行業務の重要なステップであることを明確に示した。第 3 条には、関連商品市場、関連地
理的市場を定義し、その上、時間要素を考慮すべき場合、及び知的財産権に関わる場合215
もあることが述べられている。第 2 章は関連市場の画定における 3 つの基本的根拠（代替
性の分析、需要の代替性、供給の代替性）を取り上げている。第 4 条により、独占禁止法
執行の実務において、関連市場の範囲の大きさは、主に商品（地域）の代替可能度によっ
て決定される。関連市場の画定は主に需要者の角度から需要の代替性の分析を行う。また、
事業者の行為に生じる競争上の制限について、供給の代替性と需要の代替性が類似する場
合、供給の代替性も考慮すべきであることを示した。そして、第 5 条及び第 6 条は需要の
																													
213	王晓晔『中華人民共和国反壟断法詳解』82 頁（知識産権出版社	 2008 年 2 月）を参照。	 	
214	原文については http://www.gov.cn/zwhd/2009-07/07/content_1355288.htm を参照	
215	関連商品市場とは、商品の特性、用途、及び価格等の要素に基づき、需要者が比較的密接な代替関係
を有すると判断する、一組又は一種類の商品から構成される市場という。これらの商品は比較的強い競
争関係を示し、独占禁止法執行において事業者が競争を行う商品範囲とすることができる。	
	 関連地理的市場とは、需要者が比較的密接な代替関係を有する商品を獲得する地理的区域をいう。こ
れらの地域は比較的津容易競争関係を示し、独占禁止法執行において事業者が競争を行う地理的範囲と
することができる。	
生産周期、使用期間、季節性、流行性又は知的財産権の保護期間等が商品にとって軽視できない特徴と
なっている場合、関連市場の画定に当たって時間制も考慮しなければならない。	
	 技術貿易、ライセンス契約等、知的財産権に関する独占禁止法執行業務においては、更に関連する技
術市場を画定し、知的財産権、革新等の要素の影響を考慮する必要がある可能性がある。	
	
	
66	
代替性と供給の代替性について説明した。第 3 章は関連市場を判断するにあたり、需要者
すなわち購買者の観点から、商品の特徴、用途、価格などの要素に基づいて需要代替分析
を行い、必要な場合には供給者すなわち経営者の観点から供給代替分析を行うことによっ
て各商品関連市場、関連地理的市場の範囲を画定する一般的方法、つまり、画定する際の
考慮要素を定めている。第 4 章は関連市場の画定手法の一つとして、仮想的独占者テスト
の考え方に従って関連市場を画定することができる旨を規定し、及び仮想の独占者テスト
の分析方法に関する説明も書いている。 
 
4.2.4.4 現行の関連市場の画定の考え方  
 
当該指針第 4 章（7 条〜9 条）により、関連市場の画定方法について、執行の実務にお
いては、実際の状況に基づき異なる方法を使用する可能性がある。関連市場を画定する際、
需要の代替性及び供給の代替性の分析することができるし、範囲の画定が難しい場合は、
「仮想的独占者テスト」の分析方法に従って関連市場を画定することができる。執行機関
に対し、事案の具体的な状況に基づいて、客観的で正確なデータを用い、経済学分析方法
を利用して関連市場を画定することを推奨する。但し、如何なる方法を採用するか消費者
の需要を満足させる商品の基本属性を終始把握する必要があることを強調されているの
で、需要の代替性がより重視されているようにみえる。そして、商品市場及び地域市場を
画定する考慮すべき要素について、需要の代替性と供給側からの考慮要素が列挙されてい
る。商品市場を画定する際に、需要の代替性として考慮される要素は①商品の全体的特徴
及び用途、②商品の価格の違い216、③商品の販売経路217、④その他の要素である。要素①
に密接な代替品の認定方法に関する説明をしている。つまり商品の特徴が多少異なってい
ても、需要者からの観点及び、商品が同一又は類似の用途に用いられる場合であれば、密
接な代替品とみなすことができる。そして、供給の観点から考慮する要素として、①事業
者の生産過程及び方法、②生産転換の難易度、③生産転換に要する時間、④生産転換の追
加的な費用とリスク、⑤生産転換後に提供する商品の市場競争力、⑥販売ルートなど 6
つが列挙されている。他方、地域市場を画定する際に、同じく需要の代替性と供給側の考
慮要素を列挙されている。需要の代替性として考慮される要素として、①商品価格又は競
争関係の変化により他の地域において商品を購買する可能性、②商品の輸送コスト又は輸
送上の特徴、③多くの需要者が商品を選択する実際の地域及びメイン事業者の商品の販売
分配、④関税、地方性法規、環境保護等を含む地区間の取引の障壁、（これは中国におけ
る地域間の運輸条件の差異及び特有の中国行政政策による流通上の制限なども考慮して
市場を画定する態度を示している218。）⑤その他の要素が列挙されている。供給側から関
連地域市場を画定する場合考慮される要素は即時性と実行可能性である。 
 
本指針第 4 章第 10～11 条に「仮想的独占者テスト」（SSNIP テスト）を利用して市場
																													
216	商品間における価格差異について、通常の状況において、代替性が比較的強い商品の価格、比較的接
近しており、かつ価格の変化において、同じ方向に変化する傾向を示す。価格を分析する場合、競争と
関係の無い要素が引き起こす価格の変化の状況を排除しなければならない。	
原文については http://www.gov.cn/zwhd/2009-07/07/content_1355288.htm、及び仮訳文は JETRO のウ
ェブサイト http://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/law/pdf/invest_058.pdf を参照	
217	商品の販売ルートについては、販売ルートの異なる商品は、購入する需要者も異なる可能性があり、
相互に競争関係を構成し難く、関連する商品となる可能性は比較的低い。	
218張継文「中国独占禁止法に関する３件の指針及び規定の制定」1100 頁（国際商事法務第 37 巻 8 号、
2009 年）を参照。	
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を画定する可能性が詳細に示されている。当該 SSNIP テストは、アメリカと日本とほぼ
同じ分析方法である219。つまり、商品市場を画定する際に、「仮想的独占者が継続的に（通
常、1 年である）、小幅に（通常、5％から 10％である）目的商品の価格を引き上げること
ができるかどうか」220、地理市場を画定する際に、「仮想的独占者が目的地域内の関連商
品につき継続的に（通常、1 年である）、小幅に（通常、5％から 10％である）を実行した
場合に、利益を図ることができるかどうか」221に基づき、関連市場を画定する。 
 
	 このような関連市場の画定方法、代替性の判断仮想的独占者テストに関する規定は、ア
メリカと日本における市場画定手法を模倣し、同様の分析手法を取り入れようと考えられ
る。 
 
4.2.4.5 実務上の関連市場画定の審査手法に関する検討  
 
中国は 2008 年 8 月公布されたが、関連市場画定に関する細則は 2009 年 5 月に公表さ
れた。上述のように、反壟断法には関連市場の定義のみ規定された。具体的な審査手法や
考慮要素はその後の細則で規定されていた。細則が公表される前に公告された事案から、
関連市場の画定については非常に簡単な一言しかなかった。例えば、2008 年 11 月 18 日
に公表されたインベブ・アンハイザーブッシュ買収審査事件の公告222には、関連市場につ
いて一切触れていなかった。2009 年 3 月 18 日に公表されたコカコーラ・匯源買収事件の
公告223には、関連市場についての説明が書かれていないが、審査結果に「果汁飲料市場」
に競争を阻害する影響があると書かれている。2009 年 4 月 24 細則が公表される直前の三
菱レーヨン・ルーサイト買収事件224の決定書には、単独的に関連市場に関する説明が取り
上げられたが、その内容は簡単であり、関連商品市場の画定理由は「商品が重複している」
であった。したがって、本件における「市場を画定」する際に、機能・効用などの物理的
な基準を使われたことを考えられる。 
 
	 関連市場の画定に関する指針が公表された後、執行機関が公告した審査結果は、関連商
品市場と地域市場について説明するようになってきた。当局が審査する際に、考慮した要
素についても詳しく列挙した事案もあった。例えば、2009 年 9 月 28 日に公表されたゼネ
ラルモーターズ・デルファイ買収事件225では、商品市場と地域市場の範囲について、詳細
な分析をせず、直接に審査結果が出された。そして、2009 年 10 月 30 日公表されたパナ
ソニック・三洋買収事件226には、執行機関が関連商品市場の範囲の画定する際に、該当商
品の用途について審査があった。具体的には、円筒形二酸化マンガンリチウム電池は携帯、
ビディコン電器の予備電源として使われる商品であり、リチウムイオン二次電池は主に電
動道具等の電源であり、ニッケル水素電池はハイブリッド車又は純電動自動車に使われる
電池であるため、この 3 つの商品市場範囲が画定された。2011 年 6 月 2 日に公表された
																													
219	川島富士雄「中国独占禁止法－執行体制・実施規定・具体的事例（中）」792 頁（国際商事法務 37 巻
6 号、2009 年）を参照。	
220「関連市場の画定に関する指針」第 4章第 10 条 2 項を参照。	
221「関連市場の画定に関する指針」第 4章第 10 条 5 項を参照。	
222	中華人民共和国商務部公告［2008］第 95 号公告、中国商務部反壟断局ホームページにて閲覧可能。	
223	中華人民共和国商務部公告［2009］第 22 号公告、中国商務部反壟断局ホームページにて閲覧可能。	
224	中華人民共和国商務部公告［2009］第 28 号公告、中国商務部反壟断局ホームページにて閲覧可能。	
225	中華人民共和国商務部公告［2009］第 76 号公告、中国商務部反壟断局ホームページにて閲覧可能。	
226	中華人民共和国商務部公告［2009］第 82 号公告、中国商務部反壟断局ホームページにて閲覧可能。	
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ロシア Uralkali 社・Silvinit 社買収事件227における関連商品市場範囲の画定では、商品の特
性、用途等の要素から分析した上、緊密的な代替品についても考慮された。2011 年 12 月
12 日に公表された Seagate TechnologySamsung Electronics 買収事件及び 2012 年 3 月 2 日に
公表された Western Digital・日立 HDD 事業買収事件では、商品の特性、価格、用途とい
う要素に基づいて関連商品市場の範囲を画定した以外に、関連地理市場商品を画定する際
に需要と供給要素を考慮したことが明示された。その他にノバルティス・アルコンの買収
審査決定公告においても、眼の抗炎症/抗感染化合物の用途についても説明がある。聯発・
開曼辰星の吸収結合事案（2013 年 8 月 26 日）の関連商品市場を画定する際に、応用の領
域、性能及び価格等の面において供給の代替性を検討した。また関連地理的市場について
は、関税、輸送コスト、輸入輸出政策、貿易量、製品研究開発、設計プロセスと産業の分
布などの要素により、全世界市場に対する影響を検討したとともに、中国国内市場の言語
文化、地理的位置、技術サービス、価格期待等の条件から中国国内市場の独自性も幅広く
検討した。また、中国執行機関が市場を画定する際に、一定程度の競争関係がある国内や
海外からの競争圧力については、将来的な予想も含めて評価することが少ないので、より
保守的に市場画定しているのではないかと考えられる228。 
 
	
	 	
																													
227	中華人民共和国商務部公告［2011］第 33 号公告、中国商務部反壟断局ホームページにて閲覧可能。	
228		2009 年「パナソニックによる三洋電機の株式取得事案」において、自動車用ニッケル水素電池の商
品範囲に関しては、日本公取委は両社の市場シェアはほぼ 100%となっていたが、自動車用ニッケル水素
電池の技術革新は実質的に終了しており、各社が研究を積極的に進めている自動車用リチウムイオン二
次電池への代替が進むことを検討した。それに対して、中国執行機関は、市場画定の段階の状況が考慮
されており、日本のような将来的な予想も含めて柔軟に評価されなかった。	
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4.3	 企業結合の反競争効果 	
 
4.3.1 反競争効果の意義  
 
企業結合は、必ずしも競争を制限する目的でなされるわけではない。企業規模・経営
範囲の経済性の獲得や経営合理化や破綻企業の救済など、その目的は様々である。企業結
合行為により、競争促進効果が生じる場合もある。企業結合は市場に対して様々な影響を
もつので、何をもって反競争的と判断されるかを決める。 
 
企業結合の形態は水平型・垂直型・混合型の 3 つの形態に分けられている。この中で、
競争に影響を及ぼす可能性がより高いのは、一般的には水平型であると考えられている。
水平型企業結合は、同一の一定の取引分野において競争関係にある会社間の企業結合とい
う。垂直型企業結合は、メーカーとその商品の販売業者との間の結合などのように、川上
と川下の取引段階にある会社間の企業結合という。混合型企業結合は、異業種に属する会
社間の結合、一定の取引分野の地理的範囲を異にする会社間の株式保有など水平型企業結
合または垂直型企業結合のいずれにも該当しない企業結合という229。 
 
4.3.2 アメリカ  
	  
	 現在アメリカの結合に関する規制は主にクレイトン法 7 条、その他シャーマン法、連邦
取引委員会法（FTC）に基づいている。クレイトン法 7 条230に基づき、「競争を実質的に
減殺させることになり、又は独占を形成するおそれのある株式取得は違法（the effect of 
such acquisition may be substantially to lessen competition, or to tend to create a monopoly）」と
なった。 
 
アメリカの企業結合規制においては、1970 年代までは、主としてハーバード学派231が
主張した市場集中度仮説に基づき、「行動―構造―成果」パラダイム・「集中度—利潤率仮
説」と呼ばれる立場から、厳格な独占禁止政策を主張し、寡占市場における協調効果の分
析及び支配的企業の価格支配力の発生を問題視する考え方が中心となっていた232。結合の
																													
229	林秀弥『企業結合規制—独占禁止法による競争評価の理論』45 頁（商事法務、2011 年 8 月）を参照。	 	 	
230	1914 年制定当時のクレイトン法 7条（原始トレイトン法 7条）は次のように規定していた。	
「That	no	corporation	engaged	in	commerce	shall	acquire,	directly	or	indirectly,	the	whole	or	
any	part	of	the	stock	or	other	share	capital	of	another	corporation	engaged	also	in	commerce,	
where	the	effect	of	such	acquisition	may	be	to	substantially	lessen	competition	between	the	
corporation	whose	stock	is	so	acquired	and	the	corporation	making	the	acquisition,	or	to	restrain	
such	commerce	in	any	section	or	community,	to	tend	to	create	a	monopoly	in	any	line	of	commerce」	
同山根裕子・『合併審査―米欧の事例と日本の課題』97 頁（NTT 出版	 2002 年 4 月を参照。	
231	ハーバード学派は、効率性や進歩性を始めとする市場成果の尺度を売り手や買い手の集中をはじめと
する市場構造要因によって説明する、という接近法を用いて、市場経済の実証的分析を行う。そして、
集中的市場では様々な独占の弊害が生じていると主張する。この学派の主張によると、ある市場の成果
が劣悪な場合、直接の原因である企業の行動を規制するだけでは十分ではない。そのような行動可能を
している市場構造そのものを変えなければ、根本的な措置とはいえない。このように、市場構造をでき
るだけ競争的に維持する構造主義（structuralist）の立場が形成されることとなった。小田切宏之・『競
争政策論—独占禁止法事例とともに学ぶ産業組織論』11〜12 頁（日本評論社、2008 年 12 月）を参照。	
232	泉田その他「商品差別化と結合の経済分析」2頁（競争政策研究センター共同研究、2006 年 10 月）
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結果、市場集中度が高まることにより競争制限効果が高まると推定されている。その場合
に推定される競争制限効果とは、市場支配的な企業による価格引上げ又は共謀仮説に基づ
く協調による価格引上げであった。1968 年司法省結合ガイドラインにより、市場画定後
における水平結合の違法性判断基準についても、①当時は寡占市場構造（高集中度）が必
然的に超過利潤をもたらすと考えられたため、市場占有率・集中度以外の個別要因は全く
無視し、②市場占有率・集中度についても、きわめて低い数値で十分であるとした。また、
司法省は集中度・市場占有率233について厳しい基準に基づき水平結合に対して、差止を求
め提訴するとしている234。1980 年代に入り、シカゴ学派235の主張に基づき、市場集中度
仮説による違法性の推定が緩和され、具体的な競争制限効果の立証が重要となった。寡占
的な市場における結合の結果、市場参加者の協調行動によらずとも価格が上昇する可能性
があることが示された。そして、1992 年水平結合ガイドラインでは、結合の結果、競争
を減殺される場合について、まず、協調効果による場合と単独効果 (Unilateral Effect：一
方的な価格の引上げ)による場合を分け、更に、単独効果については、比較的同質的な財
の場合と比較的差別された財の場合に分けて示している。更に、差別された財の単独効果
は、1992 年水平結合ガイドラインで説明されている。当該説明によれば、商品が差別化
されている場合には、異なる市場参加者によって販売されている製品は、互いに完全な代
替品ではない。また、それらの製品の代替性の度合いは、それぞれ異なっている。このた
め、市場における競争は一様ではなく、局地化されている。つまり、個々の市場参加者は、
自分が販売している商品と密接的な代替性のある商品を販売している競争者と、より直接
的に競争することになる。そのような場合に、密接な代替性のある商品を販売している市
場参加者同士が結合すると、競争が減退する可能性が高まる。2010 年合併ガイドライン
は、審査過程の透明性をより高めるために実務に合わせて作成された。水平型企業結合に
おける競争を実質的に制限することとなる点の検討については、単独行動（Unilateral 
effect）による場合と協調行動（coordinated effect）による場合の 2 つの観点からより詳し
く検討されている。合併の結果競争事業者が減ることにより市場支配力が強化されて生じ
る単独効果について、技術革新に及ぼす効果も含めて議論を深化させている。また、合併
の効果競争者間に生じる協調行為により生じる反競争効果について、反トラスト法上避難
されない効果を示している236。 
																																								 																																							 	
を参照。 
233	1968 年司法省結合ガイドラインの集中度・市場占有率は以下の基準を定められていた。	
	 集中度の高い市場（上位 4社の市場占有率が 75％以上）	
	 ①取得企業の市場占有率	 4％以上	 	 被取得企業の市場占有率 4％以上	
	 ②取得企業の市場占有率 10％以上	 	 被取得企業の市場占有率 2％以上	
	 ③取得企業の市場占有率 15％以上	 	 被取得企業の市場占有率 1％以上	
	 集中度の低い市場（上位 4社の市場占有率が 75％未満）	 	
	 ①取得企業の市場占有率	 5％以上	 	 被取得企業の市場占有率 5％以上	
	 ②取得企業の市場占有率 10％以上	 	 被取得企業の市場占有率 4％以上	
	 ③取得企業の市場占有率 15％以上	 	 被取得企業の市場占有率 3％以上	
	 ④取得企業の市場占有率 20％以上	 	 被取得企業の市場占有率 2％以上	
	 ⑤取得企業の市場占有率 25％以上	 	 被取得企業の市場占有率 1％以上	
234	村上政博『アメリカ独占禁止法（第 2版）』195 頁（弘文堂、2002 年）を参照。 
235	シカゴ学派は、市場における競走の機能に関して極めて楽観的で、優れた経営に基づかない独占は永
続しないと考える。ある市場で高い利潤率を上げられることがわかるのであれば、その高い利潤率に誘
引されて他の企業がこの市場に参入してくる。しかも、この参入の速度はかなり速いとシカゴ学派は考
えるので、独占力を持つ企業といえども、それを行使していれば、比較的短期間に独占力を失うだろう、
と主張する。	
236	松下満雄＝渡邊泰秀『アメリカ独占禁止法（第 2 版）』128〜129 頁（東京大学出版会、2012 年 3 月）
を参照。	
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4.3.3 日本  
	  
	 企業結合規制の違反要件としては、「競争を実質的に制限することとなる」である。企
業結合の実行時点で弊害が現出しなくとも、将来における弊害発生の蓋然性があれば事前
規制が可能であると理解されている。237すなわち、ここで言う「競争を実質的に制限する
こととなる」場合とは、将来、結合が行われたなら実質的に競争を制限するような市場支
配力の形成が予測されることである。「競争を実質的に制限する」の解釈について、「競争
自体が減少して、特定の事業者又は事業者団体がその意思で、ある程度自由に、価格、品
質、数量、そして他の各般の条件を左右することによって、市場を支配することができる
状態をもたらすことをいう」238を定義される。当該要件は、独占禁止法上、私的独占（第
2 条第 5 項）、不当な取引制限（第 2 条第 6 項）及び事業者団体（第 8 条第 1 号）におい
ても要件として用いられている。 
 
企業結合規制における「競争を実質的に制限するかどうか」に関する公取委の解釈が
変化しつつ、今日まで発展してきた。1955 年に当時の公取委員長が述べた「市場シェア
30％の要注意ライン」239は、「ほんの一つの標準」であって、企業結合がシェア 30%を超
えることを理由に問題視された事案も見当たらず、その当初からの審査の目安以上のもの
ではなかったとみられる240。 
 
1969 年 10 月 30 日、八幡製鉄・富士製鉄結合事件（同意審決）で、「有力な牽制力のあ
る競争者」の理論が採用された。当該事件における結合当事者は、鉄鋼業界において、資
本金、総資産額、総売上高において 1 位と 2 位である。製鋼原料となる銑鉄と粗鋼につい
て、当事会社の合計シェアは、それぞれ 44.5%と 35.4%であり、結合前には両社が 1 位と
2 位を占めていた。また、個別品目では、当事会社の合計シェアは、鉄道用レールで 100％、
食缶用ブリキで 61.2%、銑で 56.3%、鋼矢板（こうやいた）で 98.3%になった。公取委は、
これらの 4 品目の取引分野において「競争の実質的制限」にあたるとして、当事会社に対
し結合の中止を勧告するとともに、東京高裁に緊急停止命令の申立てを行い、裁判所もこ
れを認めた。しかし、当事会社が勧告を拒否したため、公取委は審判を開始した241。最終
的に、当事会社から、違反行為を解消するための具体的措置に関する計画が提出され、公
取委が当該計画に同意する審決を下した。公取委は、当該事件における「競争の実質的制
限」について、次のように判断した。すなわち、「当該結合によって、市場構造が結合前
と比較して非競争的に変化し、特定の事業者が、市場における支配的地位を獲得すること
となる場合をいう。しかし、ある事業者が、市場を独占することとなったり、あるいは取
引上、その意思で、ある程度自由に、価格、品質、数量、その他各般の条件を左右しうる
力を持つこととなったりし、これによって、競争事業者が自主的な事業活動を行いえない
こととなる場合には、その市場における支配的地位を獲得する事となるとみるべきであ
る。」審決は、「有力な牽制力ある競争者」が作り出されることを理由に、競争を制限する
																													
237	田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』97 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
238	東宝・新東宝事件（東京高判昭 28.12.7.）に判示がある。企業結合ガイドライン第 3の 1(1)では、
当該判示を引用している。	
239	平林英勝「わが国における企業結合規制の進展と課題」128 頁（日本経済法学年報第 24 号、2003 年）
を参照。	
240	平林英勝『独占禁止法の解釈・施行・歴史』192〜193 頁（商事法務、2005 年 10 月）を参照。	 	
241林秀弥『企業結合規制—独占禁止法による競争評価の理論』576 頁（商事法務、2011 年 8 月）を参照。	
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こととならないとした。この「有力競争力」理論は、実際に競争者が結合に伴う市場支配
力の形成などを阻止する実効性があるかどうか、結局は、市場の成長性や市場構造、市場
行為等から判断しなければならず、通常の競争制限効果分析と変わらないとも思われる242。 
 
その後 1972 年に、違反基準を「25％ルール」まで強化した。1994 年に、「事務処理基
準を一層明確化することにより、透明性の一層の確保を図る」ため、市場占拠率が 25％
以上になる結合は直ちに独占禁止法に違反するではなく、新たに「選別基準」が加えられ
た243。1994 年から、日本経済の国際化に伴い、国内市場における競争に対する輸入の与
える影響が大きくなっていることから、「輸入の状況」が考慮事項として加えられた。1998
年に法改正が行われ、25%ルールの廃止とともに、市場シェアや集中度だけに依存しない
傾向が強まったことによって、輸入や買い手の価格交渉力等を高く評価することになった
244。 
 
4.3.3.1 2009 年の法改正による反競争効果の考え方  
 
	 2009 年の独占禁止法改正により、企業結合審査全体の透明性、正確性が向上した。	 現
在の競争制限効果は、基本的にアメリカのガイドラインと同様であり、整合するものとな
っている245。	 その競争制限効果としては、①単独の市場支配力獲得型と②寡占的協調型
がある。 
 
	 単独行動による競争の実質的制限においては、商品が同質的なものである場合と差別さ
れている場合を分けて、競争の実質的制限することになるか否かを判断する。協調的行動
による競争の実質的制限は、ゲーム理論における繰り返しゲームの考え方に基づいて説明
されている246。詳細な規定について、現行日本の企業結合ガイドラインの第 4 は、「1 基
本的考え方」、「2 単独行動による競争の実質的制限についての判断要素」、「3 協調的行動
による競争の実質的制限についての判断要素」という 3 部構成になっている。「1 基本的
考え方」では、「一定の取引分野における競争単位の数を減少させるので、競争に与える
競争が最も直接であり、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる企業
結合は、水平型企業結合に多い」と書いている。ということは、一定の取引分野における
競争単位の数と競争の程度には、必ず直接的な関係があるとは限らない。一般的には、競
争単位の数が減るような企業結合は、そうでない企業結合と比較して、競争に影響を与え
るその程度がより大きいと考えられる247。 
 
垂直型企業結合の場合には、川上市場又は川下市場における事業者を取り込む」こと
により、競争に影響を及ぼすおそれがある。垂直型企業結合は、①垂直的市場閉鎖、②協
調促進、③規制回避という競争法上の問題を引き起こす懸念があると認識されている248。 
 
																													
242	平林英勝『独占禁止法の解釈・施行・歴史』221 頁（商事法務、2005 年 10 月）を参照。	 	
243	平林英勝『独占禁止法の解釈・施行・歴史』196〜197 頁（商事法務、2005 年 10 月）を参照	
244	平林英勝『独占禁止法の解釈・施行・歴史』200〜202 頁（商事法務	 2005 年 10 月）を参照	
245	田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』100 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
246	田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』100 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
247	田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』102 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
248	 日本公正取引委員会「垂直・混合型企業結合規制の法学・経済学的考え方に関する調査（概要）」を
参照	
	
	
73	
垂直型企業結合の市場閉鎖性には、投入物閉鎖と顧客閉鎖がある。投入物閉鎖とは、
垂直型企業結合を行う企業の川上部門が、その川下部門の競合企業への原材料の販売を拒
否又は不公正な取引条件で販売することにより、川下市場における既存競合企業を市場か
ら排除又は川下市場への新規参入を阻止する行為を指す。川上市場の事業者が、川下にあ
る市場シェアが大きい事業者と結合を行った後、自社内のみ取引を行い、川上事業者の既
存競争者との取引を拒否し、その競争者が川下市場における取引先を失い、或はコストが
増大になるため、市場から撤退しなければならないことにより、川上市場から排除される
可能性が高いのである。また、この場合、川下事業者が川上市場へ新規参入したい事業者
とも取引を拒否するため、川上市場への新規参入する行為が困難になり、当該市場の競争
が制限される可能性が高くなると考えられる249。 
 
顧客閉鎖とは、垂直型企業結合を行う川下部門が、その川上部門と競合する企業より、
投入物を購入することを拒否又は不公正な取引条件で購入することにより、川上市場にお
ける既存競合企業を市場から排除又は川上市場への新規参入を阻止する行為を指す。川下
市場の事業者が川上市場で大きな市場シェアを有する事業者と企業結合を行った後、川下
市場における事業者の競争者との取引を拒否し、自社内のみ取引を行う場合には、川下市
場における事業者は大口の供給先を失い、又はコストの増大になるため、事業の継続が困
難になり、川下市場から排除される恐れがある。また、川下市場へ新規参入する事業者は
原材料の調達が困難となり、それを断念することにより、市場の自由競争が制限される可
能性が高くなると考えられる250。例えば、2008 年事案 2251の三菱グループと AREVA NP
社による原子力事業の統合事件252がある。三菱社が CEZUS 社の競争者から調達を拒否す
る恐れがあるか否かを検討する際、三菱社以外にその他の供給者が存在し、且つ三菱社が
安定供給のため、複数の供給者から調達するので、当該統合後の顧客閉鎖効果にならない
と判断された。 
 
混合型企業結合の場合には、直接的な取引関係を有しない複数の異なる取引分野にお
いて事業を営むことにより、競争に影響を及ぼす恐れがある。混合型企業結合は、①潜在
的競争の消滅、②水平的市場閉鎖という競争上の問題を引き起こす懸念があると認識され
ている。 
 
4.3.3.2 現行ガイドラインにおける反競争効果の考え方  
 
	 現行の 2011年企業結合ガイドラインにおける競争制限効果の審査については 2009年と
同様に、単独行動と協調行動の 2 つの観点から水平型企業結合による競争の実質的制限を
検討する考え方である。水平型企業結合が禁止されるのは、「個々の事案においては、（単
独行動と協調行動）2 つの観点から問題となるか否かを検討される。例えば、ある企業結
合について、単独行動による競争の実質的制限の観点からは問題とならなくても、協調的
																													249日本公正取引委員会「垂直・混合型企業結合規制の法学・経済学的考え方に関する調査（概要）」、同
田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』184〜194 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	250日本公正取引委員会「垂直・混合型企業結合規制の法学・経済学的考え方に関する調査（概要）」、同
田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』184〜194 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
251	http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/jirei/h20nendo.files/H20nendo.pdf	
252公正取引委員会ホームページの 20 年度における主要な企業結合事例についてを参照。	
http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/jirei/h20nendo.files/H20nendo.pdf	 	
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行動による競争の実質的制限の観点からは問題となる場合がある253」という説明がある。
つまり単独行動及び協調行動のいずれにおいても問題が生じないことが必要である。単独
行動というのは、当事会社グループの単独行動による競争の実質的制限であるのに対し、
協調行動というのは、当事会社グループとその競争者との協調的行動による競争の実質的
制限である。 
 
4.3.3.2.1 単独行動による競争制限効果	
 
	 単独行動については、商品が同質的なものである場合、企業結合後の企業が市場で圧倒
的なシェアを占める上位企業となることにより競争水準以上に価格を引上げることがで
き、これに対して、他の競争者は、当該結合企業に競争上対抗できないことになる。通常
は、ガイドラインが書いているように、当事会社グループが当該商品の価格を引き上げた
とき、他の事業者が当該商品の価格を引き上げなければ、需要者は購入先をそれらの他の
事業者に振り替えるので、通常、当事会社グループの売り上げが減少し、他の事業者の売
り上げが拡大することになる。従って、当事会社グループが当該商品の価格等をある程度
自由に左右することは困難である場合が多い。しかし、当事会社グループの生産・販売能
力が大きいのに対し、他の事業者の生産・販売能力が小さいなどの事情から、当事会社グ
ループが当該商品の価格を引き上げた場合に、他の事業者が当該商品の価格を引き上げな
いで売り上げを拡大することや、需要者が購入先をそのような他の事業者に振り替えるこ
とができないときがある。このような場合には、当事会社グループが当該商品の価格等を
ある程度自由に左右することができる状態が容易に現出し得るので、水平型企業結合が、
一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる。（「運用指針」参照） 
 
	 水平型企業結合の結果、当事会社グループが単独行動により競争を実質的に制限するこ
ととなる場合として、商品が同質的なものである場合と差別化されている場合の 2 つにつ
いて、企業結合ガイドラインで説明がある。一般的に、商品が同質的である場合は、供給
者の商品に品質面や効用面で大きな差がないため、需要者にとっての代替性が高い。一方、
差別化されている商品の場合は、供給者の商品の品質面や効用面での差が小さいので、需
要者にとっての代替性が低い254。 
 
（1）商品が同質的なものである場合 
 
一般的には、商品が同質的なものである場合には、需要者にとって代替性が低く、価
格の引上げをおこなっても、他の事業者が自社の商品価格を引き上げなくて、且つ十分な
生産・販売能力があれば、需要者は他の事業者の商品を購入することを選択するため、当
事会社グループは、商品の販売量が減少し、売上も減少し、結局価格の引上げをすること
ができなくなる。しかし、当事会社グループが価格の引上げを行っても、他の事業者が十
分な生産・販売能力を有しない場合は、需要者は他の事業者の商品に切り替えることがで
きず、当事会社グループは価格の引上げができるようになる。このとき、企業結合の結果、
当事会社グループは単独で価格を引上げることにより競争を実質的制限することとなり
やすいと考えられる255。 
																													
253企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針を参照。	
254田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』104 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
255田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』104〜105 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
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また、商品が同質的である際、単に商品の品質が同質ということではなく、商品の納
期や配送、アフターサービス等も含めて考慮する必要がある。また、供給余力について、
生産可能な最大生産量、原材料の調達や追加生産費用を含めて、追加生産可能力を検討す
る必要がある256。 
 
（2）商品が差別化されている場合 
 
製品差別化された市場において、市場内で特に代替性が強い製品間の結合が問題とな
る場合に、比較的小さいシェアで反競争効果が認定される可能性がある。その理由は、製
品差別化した市場において、緊密な代替関係にある製品を生産している者同士が結合する
場合に、当該企業結合により圧倒的なシェアを獲得するに至らなくても、結合後差別され
た市場で緊密な競争関係にある企業間の競争が消滅する結果は、協調がなくても市場支配
力が成立しうるためである。各事業者の生産・販売する商品が、同一の商品の範囲に属し
ていても、商品ブランドにより差別化されているような場合には、各商品間の需要者の代
替性の程度が重要である257。例えば、ユニ・チャーム（株）による（株）資生堂からの生
理用品事業の譲り受け（平成 17 年度事案集・事案 1）の審査結果においては、当事会社
間の製品の代替性について、①消費者の使用意向、②一方の当事会社のシェアが上昇した
場合に他方の当事会社のシェアの下落する傾向はみられない及び③各商品の価格・数量デ
ータを用いて、各メーカーの商品間の需要の交差弾力性を計測した結果、当事会社間の交
差弾力性よりも当事会社と他事業者との間の交差弾力性の方が大きいとの結果が得られ
たことから、両当事会社の商品間の代替性は相対的に低いと見られる。 
  
（3）単独行動による競争の実質的制限の判断要素 
	  
単独行動による競争の実質的制限の判断要素は、①当事会社グループの地位及び競争
者の状況、②輸入、③参入、④隣接市場からの競争圧力、⑤需要者からの競争圧力、⑥総
合的な事業能力、⑦効率性、⑧当事会社グループの経営状況であり、これらを総合的に勘
案する。なお、上述のように、商品が同質的な場合と差別化されている場合、商品の性質
によって重要となる判断要素も異なってくる。現行企業結合ガイドラインは、各判断要素
が競争に与える影響について、一律に各判断要素間の順位付けを行うことは困難なため、
各判断要素については総合的に勘案して判断されるとしており、具体的な判断については
個々の事案によるところが大きいとされている258。 
 
4.3.3.2.2	 協調行動による競争制限効果	
	  
協調的行動とは、企業結合によって、市場の構造が変化し、当事会社グループ及び競争
者が互いの行動を予測しやすくなることなどにより、どちらか一方が価格を引き上げた場
合に、他方が価格を引き下げるという競争的な行動をとらず、相手に追随して価格を引き
上げる行動をとることである。	  
 
水平型企業結合が協調的行動により一定の取引分野における競争を実質的に制限する
																													
256田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』105 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
257田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』105 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
258田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』117 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
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こととなる。水平型企業結合によって競争単位の数が減少することに加え、当該一定の取
引分野の集中度等の市場構造、商品の特性、取引慣行などから、各事業者が互いの行動を
高い確度で予測することができ、共通の認識を持つようになり、協調的な行動をとること
が利益となる場合がある259。企業結合の結果、各事業者がそれぞれ単独で自己の利益の最
大化を図るよりも、互いに協調して行動することによって、共同の利益を最大化し、その
利益を分け合ったほうが、各事業者にとってメリットが生じうる260。 
 
企業結合ガイドライン第 4 章は、協調的行動について、典型的な例を挙げている。「例
えば、事業者甲が商品の価格を引き上げた場合、他の事業者乙、丙等は当該商品の価格を
引き上げないで、売上を拡大しようとし、それに対し、事業者甲は、価格をもとの価格に
引き下げ、あるいはそれ以上に引き下げ、事業者乙、丙等の拡大した売上げを取り戻そう
とすることが多いと考えられる」。「このよう場合、事業者甲の価格引き上げに追随して他
の事業者が商品の価格を引き上げたときに、例えば、事業者乙が当該商品の価格を引き上
げないで売上げを拡大しようとしても、他の事業者が容易にそれを知り、それに対抗して
当該商品の価格を元の価格まで引き下げ、あるいはそれ以上に引き下げて、奪われた売上
げを取り戻そうとする可能性が高い。したがって、事業者乙が当該商品の価格を引き上げ
ないことにより獲得できると見込まれる一時的な利益は、事業者甲を追随して価格を引き
上げたときに見込まれるものより小さいものとなりやすい」。「このような状況が生み出さ
れる場合には、各事業者にとって、価格を引き上げないで売上げを拡大するのではなく、
互いに当該商品の価格を引き上げることが利益となり、当事会社とその競争者が協調的行
動をとることにより当該商品の価格等をある程度自由に左右することができる状態が容
易に現出しえ」、（協調的行動により）一定の取引分野における競争を実質的に制限するこ
ととなる。 
	  
	 したがって、協調的行動による競争の実質的制限は、水平型企業結合により、当事会社
グループが他の事業者と協調して行動しやすくなることである。この場合は、他の競争者
との協調的行動は、カルテルや談合のように意思連絡を伴うか否かに限られず、意識的並
行行為等の暗黙の協調的行動も含まれる。また、協調的行動は価格を引き上げるに限らず、
生産量等に対する協調的行動も含まれる261。 
	  
	 協調的行動が容易に成立するには、4 つの条件がある。①事業者が、協調的行動に関す
る共通認識に到達することが容易であること、②ある事業者が協調的行動から逸脱したか
どうかを他の事業者が監視することが容易であること、③逸脱者を発見した場合、他の事
業者が報復を行うことが容易であること、③一定の取引分野の外からの競争圧力（輸入、
参入及び隣接市場からの競争圧力等）が協調的行動を妨げる要因とならないこと、である。
条件①は、競争者間で相互に高い確度で競争相手の行動を予測することができる状況であ
り、そして、条件②の逸脱者の監視や、条件③の逸脱者に対する報復が容易であるか否か、
事業者間の協調的行動が維持される可能性についてそれぞれの事業者が認識する。さらに、
条件④の輸入、参入、隣接市場からの競争圧力等がなければ、事業者間の協調的行動を採
りやすいと見られる262。 
																													
259	企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針を参考。
http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/guideline/guideline/shishin01.html。	
260	田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』109 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
261	田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』108 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
262	田辺治＝深町正徳『企業結合ガイドライン』164-165 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
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	 協調的行動による競争の実質的制限の判断要素について、企業結合ガイドラインには、
当事会社グループの地位及び競争者の状況や輸入、参入、効率性等単独的行動と類似して
いる要素を検討する。しかし、要素の標題が同じものの、詳細な解釈が異なっている。例
えば、単独的行動でも「競争者の供給余力」について勘案して評価するが、協調的行動と
違って、自社の供給余力に関する記述はない。単独行動においては、当事会社グループが
価格を引き上げた場合に、競争者がこれに対する牽制力となり得るか、需要者が競争者の
商品に切り替えることが可能かどうかの観点から、競争者の供給余力を検討する。しかし、
単独的行動と異なって、当事会社グループの供給余力が大きいか否かは協調的行動に関係
する。企業結合ガイドラインには、「自社の供給余力が大きくない場合」と「自社の供給
余力が大きい場合」に分けて記述されており、競争者の供給余力と自社の供給余力の両方
を検討することになっている。協調的行動においては、当事会社グループが価格を引き下
げて競争者の市場シェアを奪うほうがいいのか、競争者に追随して協調的行動した方がい
いのかは、競争者の供給余力及び自社の供給余力が重要な検討要素である263。 
 
4.3.4 中国の競争制限効果に関する審査要素  
 
中国独禁法は、事業者に対する支配権の取得や集中（日本では結合という）などに該当
する一定の事業者結合が、「競争を排除もしくは制限する効果を有し、または有する可能
性がある」と判断した場合には、執行機関が禁止する決定を行い、又は係る可能性を減少
させるための一定の条件を付したうえで承認する決定を行うことを規定している。つまり、
企業結合行為が排除または制限する効果を生じるおそれがあれば、当該企業結合を禁止す
べきということのみを示しているが、具体的な「排除、制限」基準に関する定義は、アメ
リカや日本のように明確に示されていないのである。しかし、中国の競争制限効果である
「排除・制限基準」はアメリカの「実質的な競争減少基準」と比べ、ある程度異なってい
るという意見がある264。 
 
中国「独占禁止法（反壟断法）」第 27 条は、企業結合審査における考慮要素について
規定している。第 27 条は、企業結合の審査においては、個々の事案の具体的事情及び特
徴に基づき、次に掲げる要素を総合的に考慮する。（1）結合に参加する事業者の関連市場
における市場シェア及びその市場に対する支配力、（2）関連市場の市場集中度、（3）市場
参入及び技術の進歩に対する企業結合の影響、（4）消費者及び他の関連する事業者に対す
る企業結合の影響、（5）国民経済の発展に対する企業結合の影響、（6）市場競争に影響を
与える考慮すべきその他の要素等が含まれる。 
 
上記の考慮要素について、商務部は企業結合による競争への影響を評価し、届出業務
を適切に行うことや事業者を指導する目的で、2011 年 6 月 3 日に「企業結合による競争
への影響の評価に関する暫定規定（意見募集稿）」（以下は暫定規定という）を公表し、2011
年 8 月 29 日に正式な法令として公布し、同年 9 月 5 日に施行した。当該暫定規定の第 3
条は中国独禁法第 27 条と全く同じ内容を規定している。第 5 条から第 12 条は、中国独禁
法第 27 条で規定された審査を行う際の考慮要素に関する詳細な解釈である。 
 
																													
263	田辺治・深町正徳『企業結合ガイドライン』168-169 頁（商事法務、2014 年 2 月）を参照。	
264	王曉曄『中華人民共和国反壟断法詳解』184 頁（知識産権出版社、2008 年 2 月）を参照。	 	
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(1)	 企業結合の規制類型 
 
当該暫定規定の第 4 条 1 項は、「事業者結合が競争に対してマイナスの影響を与える可
能性を評価するにあたっては、まず、結合により、ある一つの事業者が単独で競争を排除
または制限する能力、動機、及びその可能性の発生・強化について考察する」と規定して
いる。この規定は事業者が単独で競争を排除または制限する能力・動機、及びその可能性
に対して審査を行うことを規定している。同条 2 項は、「結合に関する関連市場にいくつ
かの少数の事業者が存在する場合は、結合により、関連する事業者が共同して競争を排除
または制限する能力、動機及びその可能性の発生・強化について考察する」と規定してい
る。この規定は事業者が共同で競争を排除または制限する能力・動機、及びその可能性に
対して審査を行うことを規定している。中国執行機関である商務部が単独または共同で反
競争効果の審査をするとき、事業者の能力だけでなく、競争を排除・制限する動機及びそ
の可能性も含めて審査することがわかる265。同条 3 項は、「結合に参加する事業者が同一
関連市場における実際のまたは潜在的な競争者でない場合川上もしくは川下の市場また
は関連する市場において競争を排除または制限する効果を有し、または有する可能性があ
るかを重点的に考察する」と規定しており、同条 1 項及び 2 項の水平型事業者結合以外の
垂直型事業者結合と混合型事業者結合における競争を排除または制限する効果について
審査を行うという意味である。本規定は水平型企業結合、垂直型企業結合及び混合型企業
結合 3 つの形態の競争制限効果を審査するに関する内容である。4 条 1 項には水平型企業
結合を審査する際に、単独的行動による競争を実質的制限する場合と協調的行動による競
争を実質的制限する場合という 2 つの観点から企業結合が一定の取引分野における競争
を実質的に制限するとなるか否かが検討されることをしめされている。独禁法を施行して
1 年後、執行機関がパナソニックによる三洋電機買収事件（2009 年 10 月 30 日）266を審査
する際に、両事業社が結合後、パナソニックがコイン型リチウム二次電池について、単独
的行動による競争制限効果をもたらすという判断を下した。その理由としては、①川下事
業者の製品を調達する慣習がある、②競争者の数が少ないし、有効的な牽制力をもつ競争
者がいない且つ競争者が牽制する意欲を欠け、③中小企業の価格交渉能力を持っていない
ということである。 
 
（2）	 市場シェア及び市場支配力 
	 第 5 条は市場シェア及び市場支配力に関する規定である。「市場シェアは、関連市場の
構造ならびに関連市場における事業者および競争者の地位を分析する重要な要素である」
という審査の際における市場シェアの重要性について定めている。また、「事業者が市場
支配力を獲得し、または増大させるか否かの判断においては、次に掲げる要素を総合的に
考慮する。（一）結合に参加する事業者の関連市場における市場シェア及び関連市場の競
争の状況（二）結合に参加する事業者の製品又は役務の代替性の程度（三）結合に関係す
る関連市場内の結合に参加しない事業者の生産能力（四）結合に参加する事業者の販売市
場又は原材料購買市場の支配力（五）結合に参加する事業者の商品購入者がサプライヤー
を変更する能力（六）結合に参加する事業者の財力及び技術条件（七）結合に参加する事
業者の川下顧客の購買能力（八）その他考慮すべき要素」という市場支配力を認定する際
の考慮要素について規定している。 
																													
265呉高盛『中華人民共和国反壟断法釈義』79 頁（中国法制出版社、2007 年）を参照。	
266	中華人民共和国商務部［2009 年］第 82 号（商務部 2009 年 10 月 30 日公表）中国商務部のホームペ
ージで閲覧可能。	
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上記の第 5 条に規定に関して、中国執行機関も日本と同じように、企業結合事案を審
査の初期段階において、市場シェアの算出を重視している。しかし、独禁法を施行して商
務部が審査した最初の事件インベブ・アンハイザーブッショ買収事件（2008 年 11 月 18
日）の審査結果には、結合後の市場シェアが極めて大きいということのみ言及した。その
他の要素に関する審査は分かり難いが、市場シェアを算定する作業を行ったことが明確で
はある。その後のコカ・コーラ・滙源果汁買収事件267（2009 年 3 月 18 日）の審査決定に
は、市場シェア及び市場支配力について、審査を行ったということを、執行機関が述べて
いるが、具体的市場シェアに関する数値や市場支配力に関する説明がなかった。三菱レイ
ヨン・ルーサイト買収事案268（2009 年 4 月 24 日）の審査決定において、両結合当事者の
市場占拠率は 64％に達し、第 2 位の吉林石化と第 3 位の黒龍江新化石よりもはるかに高
いので、市場支配力を有することを認定し、買収後の三菱レイヨンは中国 MMA 市場にお
ける競争者を排除し、制限することのできる能力を有すると判断された。そして、ファイ
ザー・ワイス買収事案269（2009 年 9 月 29 日）の審査決定において、執行機関が初めて両
当事者の市場シェアおよびその他の競争者の市場シェアを詳しく公表した。その後の事案
の審査決定には、結合当事者の市場シェアを公表するようになった。 
 
（3）市場集中度 
第 6 条は市場集中度に関する規定である。1 項は市場集中度の定義及び計算方法を定め
ており、「市場集中度は、関連市場の構造に対する一種の説明であり、関連市場内におけ
る事業者の結合の程度を表し、通常は、ハーフィンダール・ハーシュマン指数（HHI 指
数であり、以下「HHI」という。）及び業界上位 N 社企業の共同市場シェア（CRn 指数
であり、以下「CRn」という。）により評価することができる。HHI は、結合に関わる関
連市場における各事業者の市場シェアの二乗の和に等しい。CRn は、結合に関わる関連
市場における上位 N 社事業者の市場シェアの和に等しい」と規定している。当該規定に
より、中国の市場集中度指標は、HHI 指数及び CRn 指数という 2 つの方法があることが
明記されている。また、2 項前段は「市場集中度は、事業者結合の競争に対する影響を評
価する際に考慮すべき重要な要素の一つである」と規定していることから、市場集中度が
競争制限効果を審査する際の重要な指標であることが明示されている。 
また、2 項後段は「通常の場合において、関連市場の市場集中度が高ければ高いほど、
結合後の市場集中度の増大が大きくなり、関連市場内の事業者が競争を排除し、又は制限
する行為を行う可能性も高くなる」と規定しており、日本やアメリカのように具体的な数
値を用いて推定するようなことは定めていない。 
 
上記の市場集中度の規定については、中国独禁法第 27 条 2 項に単に「関連市場の市場
集中度」という言葉を取り上げたが、事案を審査し初めて約 2 年経ってから今回の暫定規
定で市場集中度の計算方法を明確にした。それ以前の事案の審査決定によれば、三菱レー
ヨン・ルーサイト買収審査決定公告において、商務部は「結合後市場集中度の変化が大き
い」とし、その後、パナソニック・三洋買収審査決定公告において、商務部は「その三つ
																													267中華人民共和国商務部［2009 年］第 22 号（商務部 2009 年 10 月 30 日公表）中国商務部のホームペー
ジで閲覧可能。	268中華人民共和国商務部［2009 年］第 28 号（商務部 2009 年 10 月 30 日公表）中国商務部のホームペー
ジで閲覧可能。	269中華人民共和国商務部［2009 年］第 77 号（商務部 2009 年 10 月 30 日公表）中国商務部のホームペー
ジで閲覧可能。	
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の商品市場が高度集中的である」を書かれているが、詳細な数値を明記していない。その
後、ファイザー・ワイス買収審査決定公告中において、商務部は、「把握した資料により、
当該結合後の HHI は 2182、増分は 336」と書かれている。この計算結果について、EU、
アメリカや日本の HHI の計算方法によれば、中国独禁法執行機関が公告した HHI 指数は、
買収後の数値ではなく、買収前の数値と指摘されている。正確には、買収後の HHI は
3048.145 となり、増分は 866.4 である。計算間違ったではないかという指摘もある270。サ
ーモフィッシャーによるライフテクノロジー（Thermo Fisher・Life. Tech）買収事案（2014
年 1 月 14 日）において、中国執行機関が 59 の関連商品市場を検討した。その中の 13 種
の商品が結合後の市場集中度が 1500 を超え、増分が 100 超えという詳細な審査結果を表
で列挙されている。計算された HHI 指数により、結合後の価格引き上げ率が計算され、
これらの具体的な経済分析（利潤率と HHI の回帰分析と例証的価格上昇（IPR）テスト）
で算出した値に基づき、競争制限効果を評価した。 
 
（4）市場参入 
第 7 条は市場参入に関する規定である。「事業者結合は、関連市場への参入障壁を高め
る可能性があり、結合の後、事業者はその市場支配力を高め、生産要素、販売ルート、知
的財産権、基幹的施設のコントロール等の方法により、その他の事業者に対して関連市場
に参入することを更に困難にすることができる。事業者結合の競争に対する影響を評価す
る際は、潜在競争者の参入の消滅効果を考察することができる。結合に関わる関連市場へ
の参入が非常に容易である場合、結合に参加していない事業者が結合取引者の競争を排除
し、又は制限する行為に対して反応し、かつ、抑止作用を発揮することができる。市場参
入の難易度を判断するには、参入の可能性、迅速性及び十分性を全面的に考慮しなければ
ならない」という規定は、アメリカのガイドラインにおける市場参入に関する likelihood、
timeliness、sufficiency という 3 つの考慮要素に相当するものだと考えられる。 
 
中国執行機関が審査した事案で、初めて市場参入について評価を行ったのは 2009 年 3
月 18 日の「コカ・コーラ・匯源果汁」「2009」であった。両社の結合により、市場参入の
障壁が高くなるという判断が下された理由は、飲料市場においては、ブランド力が決定的
かつ重要な競争要因であるが、本件結合が実施されると、コカ・コーラ社は、有名な“美
汁源”と“匯源”ブランドを支配することとなり、果汁飲料分野における支配力を明らか
に高めることができる。そして、その支配力とすでに炭酸飲料分野において有している支
配力を合わせることによって、コカ・コーラ社の果汁飲料市場における支配力がさらに高
くなるのである。商務部の決定は、コカ・コーラが単に中国の果汁飲料市場において市場
支配的地位を有するという理由であるが、どのようにして結論に至ったのかについては説
明されていない。 
 
																													
270川島富士雄ブログ「ファイザー・ワイス買収審査決定公告に間違い？」を参照。	
	 （中国の豚マイコプラズマ肺炎ワクチン市場）	
	 	 ファイザー	 	 	 38%		 	 	 	 1444	
	 	 インターベット	 18.35％	 	 	 336.7225	
	 	 ワイス	 	 	 	 	 11.4％	 	 	 	129.96	
	 	 競争者Ａ	 	 	 	 9.5％	 	 	 	 90.5	
	 	 競争者Ｂ	 	 	 	 9％	 	 	 	 	 81	
	 	 競争者Ｃ	 	 	 	 8.5％	 	 	 	 72.25	
	 	 競争者Ｄ	 	 	 	 5.25％	 	 	 	27.5625	
	 	 合計	 	 	 	 	 	 100％	 	 	 	 2181.745	
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2011 年 6 月 2 日にウラルカリウムによるシリビニト結合事案の審査決定には、商務部
は塩化カリウム新規事業者の市場参入が難しいという結果を下した。その理由は、塩化カ
リウム市場への参入にはカリウム鉱山資源を有するか、または新しい鉱産の開発や拡大に
必要な設備と資金を有する否か次第である。商務部の審査の結果は、現にカリウム資源が
主に塩化カリウム生産者に所有され、新しい鉱産の開発や拡大には多大な資金、時間、及
び産業、技術、環境には大きなリスクもあるので、その他の競争者が市場へ参入すること
がかなり難しいのである。ぺネロプによるサビオ紡績機械買収事案（2011 年 10 月 31 日）
271の審査決定において、中国執行機関は新規市場参入が難しいという結論を出した。特許、
ノウハウや生産規模などの理由以外に、最近 3 年内に新規参入はなかったことや、2009
年に新規事業者が参入しようとしたが、2010 年に失敗した証拠も示した。また、グレン
コアによるエクストラータ買収事案において、商務部は過去の 5 年以内に新規の中国へ輸
出する銅精鉱を生産する事業者がなかったというデータを示した。 
 
（5）技術進歩への影響 
第 8 条は技術進歩への影響に関する規定である。「事業者は、結合を通じて、技術研
究開発の資源及び能力をよりよく整合して技術の進歩に対して積極的な影響を与え、結合
の競争に対する消極的な影響を相殺し、かつ、技術進歩により生じた積極的な影響により
消費者の利益を高めることができる。 結合は、以下の方法を通じて技術の進歩に対して
消極的な影響を与える可能性もある。結合する事業者の競争圧力を削ぎ、その科学技術の
イノベーションの原動力及び投入を引き下げる。また、結合する事業者は、結合を通じて
その市場支配力を高め、その他の事業者の関連技術に対する投入、研究開発及び利用を妨
害することもできる」という規定で、技術進歩に対するプラスとマイナスの影響に関する
具体的な説明を行っている。 
 
この審査要素は、企業結合後の会社の競争力が著しく高まることで、競争者が競争的な
行動をとることが困難となり、結合する事業者及び他の競争者が技術イノベーションを阻
害する影響があることを示したものである。中国商務部が審査した事案の中、技術革新に
対する影響を評価した事案は二つがある。①シーゲートテクノロジーによるサムソン電子
への HHD 事業譲渡事案（2011 年 12 月 12 日）272の審査決定において、執行機関が反競争
効果について審査する際に、HHD 製品開発革新に対する影響を評価した。すなわち、HHD
製品市場において、製品に関する技術の革新が進むことにより価格が引き下げられる。
HHD 市場における競争が活発であることにより、開発革新が進展する。従って、HHD 市
場における競争を排除または制限する行為が HHD事業者の技術開発意欲に悪影響をもた
らすことになる。②Western Digital Corporation による Viviti Technologies Led 買収事案
（2012 年 3 月 2 日）273の審査決定においては、中国商務部がシーゲートテクノロジーに
よるサムソン電子への HHD 事業譲渡事案と全く同じ理由で、HHD 製品の開発革新意欲
と開発スピードが阻害されるという結論を出した。 
 
（6）消費者利益及び他の事業者への影響 
																													
271	中華人民共和国商務部〔2011〕第 73 号公告（商務部 2011 年 10 月 31 日公布）商務部ホームページに
て閲覧可能。	
272中華人民共和国商務部〔2011〕第 90 号公告（商務部 2011 年 12 月 12 日公布）商務部ホームページに
て閲覧可能。	
273中華人民共和国商務部〔2012〕第 9 号公告（商務部 2012 年 3 月 2 日公布）商務部ホームページにて閲
覧可能。	
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第 9 条及び第 10 条は消費者利益及び他の事業者への影響に関する規定である。274	 第
9 条によれば、結合する事業者が製品価格、品質、生産量または販売量、及び科学技術研
究開投資への影響で、消費者の利益に影響をもたらす。第 10 条は、他の事業者の製品価
格、品質への影響をもたらす可能性に関する規定である。 
 
この考慮要素は、日本における執行機関が企業結合後の効率性について審査する場合と
似た考え方である。効率性の向上により、製品の価格の低下、品質の向上、新商品の提供、
次世代技術の研究開発の効率化などを通じて、その成果を需要者に還元するか否かについ
て検証する考え方と同じである275。消費者利益とその他事業者への影響について、中国商
務部が公布した審査結果に言及した事案は、シーゲートテクノロジーによるサムソン電子
ＨＤＤ事業の譲渡という事案である。すなわち、商務部は、2011 年 7 月以来のタイの洪
水の影響によって、シーゲートのＨＨＤ生産能力が低下したため、ＨＨＤを引き上げした
ところ、他のＨＨＤメーカーも追随して値上げした。一部のＨＨＤ製品の値上げ幅は
100％を超え、ＰＣメーカーはＨＨＤの値上げの負担を消費者に転嫁した。この事実から、
需要者の競争圧力が存在しないことを認定した。 
 
（7）国民経済とその他の考慮要素 
第 11 条は国民経済に関する規定である276。この「国民経済」という文言は中国の産
業政策及びその他の経済政策を包括すると理解される277。 第 12 条 はその他の要素に関
する規定である278。ここでのその要素とは、主に「社会公共の利益」ということである。
中国反壟断法の「社会公共の利益」も議論がある概念である。社会公共利益は消費者利益
であると主張している学者がいる一方、国家利益であると主張している学者が存在してい
る。反壟断法第 28 条には、社会公共利益に適合することを事業者が証明できるときは、
事業者の結合を禁止しないとの決定を行うことができると規定していることから、ここで
																													
274	 第 9 条「事業者結合は、経済効率を高め、経済効果及び範囲の経済効果を実現し、製品のコストを
引き下げ、これにより消費者の利益に積極的な影響を与えることができる。結合は、結合に参加する事
業者の市場支配力を高め、その競争を排除し、若しくは制限する行為を行う能力が強めることにより、
事業者が価格の引き上げ、品質の低下、生産販売量の制限等の方法を通じて消費者の利益を損なう可能
性も更に大きくなる。」	
	 第	10	条「結合に参加する事業者は、強められた市場支配力により、経営戦略又は手段を通じて、結
合に参加していない事業者の経営規模の拡大を制限し、又はその競争能力を削ぐことができ、また、川
上川下市場又は関連市場に対して競争を排除し、又は制限する効果を生じさせる可能性もある。事業者
結合は、関連市場における事業者の競争圧力を高めることができ、その他の事業者に対して製品の品質
を高めさせ、製品の価格を低下させ、消費者の利益を増大させるのに有利である。」	
275	アメリカでは基本的に企業結合の前後、すなわち短期で価格が上昇するか否か、あるいは短期で品質
が低下するか否かを見るが、この短期の価格基準よりは広い意味で「需要者の厚生増大」をとらえてい
るようである。川濱昇、泉水文雄、武田邦宣その他編著『企業結合ガイドラインの解説と分析』181～183
頁（商事法務、2008 年 7 月）を参照。	
276		第 11 条「事業者結合は、経営規模の拡大、市場競争力の増大に有益であり、これにより経済効率を
高め、国民経済の発展が促進される。特定の場合には、事業者結合は、関連市場の有効な競争及び関連
業種の健全な発展を損ない、国民経済に消極的な影響をもたらす可能性もある。」	
277	全国人大常委会法制作業委員会経済法室編『中華人民共和国反壟断法条文説明、立法理由及び関連規
定』180 頁（北京大学出版者・2007 年）を参照。	
278	第 12 条「事業者結合を評価する際は、上記要素を考慮する以外に、結合の公共利益に対する影響、
結合の経済効率に対する影響、結合に参加する事業者が破産に瀕している企業であるかどうか等の要素
を総合的に考慮しなければならない。」	
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いう公共の利益は主に経済的利益を指すと考えられる279。また、反壟断法第 15 条 4 号に
は、省エネルギー、環境保護、災害救助が列挙されているので、国家経済の命脈や国家安
全に関わる業界の発展、就業の促進、国際競争力の増強等が含まれる280。  
																													
279	王曉曄『王曉曄論反壟断法』451 頁（社会科学文献出版社、2010 年）を参照。	
280	全国人大常委会法制作業委員会経済法室編『中華人民共和国反壟断法条文説明、立法理由及び関連規
定』186 頁（北京大学出版者、2007 年）を参照。	
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4.4	 問題解消措置 	
 
4.4.1 企業結合における問題解消措置の概念  
 
アメリカクレイトン法 7 条は、企業結合により反競争効果が生じうる場合、つまり、
資産ないし株式の取得がその効果が関連市場における「競争を実質的に減殺するか、独占
を形成する傾向にある」場合に禁止されると規定する。ハート・スコット・ロディノ法に
基づき、司法省および連邦取引委員会への事前届出義務がある。日本の独占禁止法に基づ
き、当該企業結合に対し反競争効果が懸念される場合があれば、当該企業結合は禁止され
る。かつては、正式届出前の事前相談の段階で当事会社と公取委との間で措置を協議し、
懸念された反競争効果に応じて問題解消措置が設計され、これを条件として企業結合を認
めていたが、現在は審査の過程で同様のことがなされる。これは、いわゆる「条件付け承
認」281、問題解消措置による企業結合の承認がなされることが多い。 
	  
4.4.2 問題解消措置を取る目的  
 
本論文第 4 章第 2 節、第 3 節が述べたように、当該企業結合による反競争効果の有無
は、適切に画定された市場、結合当事者の市場シェア、市場内の競争状況、新規参入の蓋
然性、効率性などの種々の事項に基づき、判断されることになる。よって、当事会社が申
し出て、競争当局との間で協議された適切な問題措置は、当該企業結合により生じる反競
争効果を除去することできるとされている。従って、具体的な反競争効果を分析した上で、
問題解消措置がとられる。適切な問題解消措置の設計は、的確な反競争効果の認定が不可
欠となる282。 
 
適切な問題解消措置を選択する際には、以下の 3 つの点を考慮すべきだと言われてい
る。283第一に、問題解消措置は、消費者が企業結合前と企業結合後で同程度の競争から確
実に便益を受けることを可能とすることを目的として、有効かつ完全に競争を保護するも
のとする。第二に、問題解消措置は、可能な限り、高い確実性（Certainty）を持って競争
																													
281	田平恵「日・米・欧の企業結合審査における問題解消措置設計」（同志社法学、60 巻 1 号の注 3 によ
り、「EC では、競争当局と当事会社との間で措置を協議し、それを条件として当該企業結合をみとめる
こと」を「条件付き承認」と呼んでいる。他方、日本やアメリカでは、競争当局に企業結合を禁止する
権限はあっても、承認する権限はない。泉水文雄「企業結合規制における救済措置の設計と手続のあり
方」（有斐閣	 日本経済学年報 46 巻	 2003 年）注 2 により、狭義の結合、営業譲渡等では、公取委は届
け出られた結合計画について一定の期間内に審判開始決定・勧告をしなければ、原則として介入できな
くなる。これは不作為による事実上の「承認」ともいえるが、株式取得等ではかかる介入期間の制限は
なく、公取委の介入は制度上将来も起こりうる。そのため、「条件付き承認」という表現は、正確には不
適切である。しかし、現在のところ、これに代わる適切な表現がみあたらないため、「条件付き承認」と
いう表現を用いる。	
282田平恵「日・米・欧の企業結合審査における問題解消措置設計」153 頁（同志社法学、60 巻 1 号）を
参照。	
283	Richard	G,	Parker	&	David	A	Balto,	The	Evolving	Approach	to	Merger	Remedies,	2000	Antitrust	
Report	2.	(2000)	田平恵「日・米・欧の企業結合審査における問題解消措置設計」161 頁（同志社法学	
60 巻 1 号）を参照。	
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を保護するものとする。第三に、問題解消措置は、少なくとも競争当局が有する、競争保
護のための義務に違反することのない範囲で、企業結合の潜在性を高める効率性を保護す
るものとする。 
 
また、2004 年司法省反トラスト局が Policy Guide to Merger Remedies284（「Policy Guide」
（以下は「2004 年ガイド」と記入する））を公表した。当該 2004 年ガイド は、問題解消
措置設計の指針を示した。ガイド には、問題解消措置を講じる場合に司法省反トラスト
局が前提としていることとして、競争回復は反トラストにおける問題解消措置の中核であ
る、と明記されている285。その際に、保護されるべきは、競争者ではなく、競争そのもの
であり、問題解消措置により競争が促進されるべきであるとされている286。この考え方は、
2011 年のガイドでも維持されている。 
 
4.4.3 問題解消措置の分類  
 
	 問題解消措置の分類に関して、競争当局や学説は問題解消措置を構造的問題解消措置と
行動的問題解消措置に分類することが多い287。アメリカの「Policy Guide 2011」は、問題
解消措置を「構造措置」と「行動措置」及び「ハイブリッドの問題解消措置」の 3 種類に
分類する。 
 
構造的問題解消措置288について、アメリカは当事会社による資産・株式の売却とした
上で、資産の内容として知的財産権のライセンスが含まれる場合があるとしていた289。そ
の有効性と実施の確実性の観点から、競争上の弊害が発生するおそれがある事業分野を正
確に確定されているなら、事業譲渡などが完了してそれで競争的な市場構造は維持される
ことになるはずであり、その後の継続的な監視を必要としないこととなる。290一度限りの
ものであること、市場構造を直接的に変化させることができるので、確実に反競争効果の
除去ができ、モニタリングの必要のないものであるから、時間、費用、有効性及び確実性
の点からである。行動的問題解消措置291は、企業結合後の当事会社の事業活動を規制しう
																													
284	DOJ,	Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies	(October.	2004).	
285	DOJ,	Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies	(October.	2004).	
	
286	田平恵「日・米・欧の企業結合審査における問題解消措置設計」（同志社法学、60 巻 1 号）を参照。	
287	Richard	G.	Parker	と David	A.	Balto の主張により、問題解消措置を以下の五つのタイプに分けた。
①企業結合の禁止、②継続中の事業全体および関連資産すべての分割、③業務や資産の部分的分割、④
知的財産権のライセンス、又は供給契約のような、契約的取決、⑤非差別条項、ファイアウオールの設
定のような行動的措置である。	Parker	&	Balto	op.	cit.n.62	
田平恵「日・米・欧の企業結合審査における問題解消措置設計」163 頁（同志社法学、60 巻 1 号）。	
288川濱昇・泉水文雄他著『企業結合ガイドラインの解説と分析』244〜254 頁（商事法務、2008 年 7 月）
における分類では、日本企業結合ガイドラインにおける「構造的問題解消措置」としては、①事業譲渡、
議決権処分・株式保有率引き下げ等、②競争者強化のための諸措置（長期的供給契約等）、③新規参入・
輸入促進のための措置などが挙げられる。	
289	DOJ,	Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies	at	7(2004).	
290	大久保直樹ほか「諸外国の企業結合規制における行動的問題解消措置に関する研究」5頁（公正取引
委員会、競争政策研究センター）
http://www.jftc.go.jp/cprc/reports/index.files/cr-0414.pdf#search='企業結合規制の問題解消措
置としての構造的措置と行動的措置'	
291	川濱昇ほか『企業結合ガイドラインの解説と分析』254〜259 頁（商事法務	 2008 年 7 月）により、
日本企業結合ガイドラインにおける「行動的問題解消措置」としては、①事業活動実施上の独立性維持、
情報遮断措置、②差別的取扱い禁止による閉鎖性・排他性問題の防止、③市場支配力不行使の確約など
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る措置である。構造的措置と行動的措置の組み合わせた措置がハイブリッド型問題解消措
置という。 
 
4.4.4 アメリカ  
4.4.4.1 問題解消措置に関するガイドの構築  
  
アメリカ競争当局は、1880 年代から、結合ブームを始め、今まで条件付き承認で問題
解消措置が設計された企業結合事案が多数ある。そのような事案の蓄積により、様々な問
題解消措置が講じられている。 
 
司法省が問題解消措置に関するガイドを初めて公表したのは、2004 年であった。その
後、ガイドは 2011 年 6 月に改正された。改正の背景としては、国境を超えた企業結合事
案及び複雑な垂直結合の増加があるとされる。そして、反トラスト局は、今まで以上に、
効果的な競争維持、イノベーションの促進、消費者保護に努める問題解消措置をとること
で、迅速な対応に注力するとされている292。 
 
2004 のガイドにおいては、問題解消措置は構造的問題解消措置と行動的問題解消措置
に分けられていた。改正した 2011 年ガイドラインと 2004 年ガイドラインにおける問題解
消措置の基本原則が同様である。すなわち、①効果的に競争を保護する、②競争保護に焦
点をあてる（個々の競争者の保護ではない）、③特定の事案の特定の事実に法的・経済的
理論を慎重に適用する293ことである。 
	  
両ガイドにおいては、構造措置である分割は問題解消措置の原則について変更があっ
た。2004 年ガイドにおいて、企業結合の問題解消措置としては構造的問題解消措置が望
ましい（2004 年ガイド指針）とされてきた294。2011 年ガイドにおいて、水平型企業結合
では「構造的措置がしばしば有効に競争を維持する」とし、水平型企業結合ではそれを原
則とする点を維持している。しかし、「構造的措置は垂直型企業結合でも同様に適切であ
るかも」しれないが、行動措置が垂直型企業結合の反競争効果にしばしば有効に対応しう
る」とする295ことになてきた。そして、行動的問題解消措置は、垂直型企業結合のみなら
ず、水平型企業結合に課される問題解消措置としても有効となりうることを明示した296。 
 
																																								 																																							 	
が挙げられる。	
292	2011 年ガイド公表当時の反トラスト局長 Christine	Varney のスピーチによる。Assistant	Attorney	
General	Christine	A.	Verney,	speech	“Vigorously	Enforcing	the	Antitrust	Laws:	Development	at	
the	Division,”	June	24,	2011	at	10.	http://www.justice.gov/atr/public/speeches/272536.pdf.	田
平恵「アメリカ司法省による問題解消措置に関するガイドについてーAntitrust	Division	Policy	Guide	
to	Merger	Remedies(June	2011)」67 頁（公正取引	No.737		2012 年 3 月）を参照。	
293	Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies	at	2(June	2011).	
294大久保直樹＝川濱昇＝田平恵著「諸外国の企業結合規制における行動的問題解消措置に関する研究」7
頁（公正取引委員会、競争政策研究センター）、泉水文雄「企業結合規制の問題解消そちとしての構造措
置と行動措置」『石川正先生古稀記念論文集経済社会と法の役割』402 頁（商事法務、、2013 年 8 月）を
参照。	
295泉水文雄「企業結合規制の問題解消そちとしての構造措置と行動措置」『石川正先生古稀記念論文集経
済社会と法の役割』404 頁（商事法務、、2013 年 8 月）を参照。	
296久保直樹ほか「諸外国の企業結合規制における行動的問題解消措置に関する研究」8頁（公正取引委
員会	 競争政策研究センター）を参照。	
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DOJ 司法省によるヒアリング297からは、構造的措置が行動的措置より優れている要因
として 4 つが考えられる298。第一に、政府の官僚制度は、効率を達成しようとする企業の
行動を制限する方法及び履行確保手段に関する訓練を受けておらず、かつ十分な体制が整
っていないこと、第二に、事業者の行動を監視するには競争当局および裁判所に追加的費
用を課すことになること、第三に、技術、費用、需要が変化するダイナミックな市場では、
企業行動を制限することは効率を下げるリスクがあること、第四は、構造的措置は、その
実行後に政府も裁判所も事業者の行動を継続的に監視しなくてよいことである。 
 
行動措置は、少なくとも以下の四つの費用がかかるとする。①監視と履行確保のため
の直接の費用、②当該事業者が行動措置の文言には違反しないもののその「精神」を潜脱
するために行う努力に関係する間接の費用、③行動措置は潜在的に競争促進的な行為を制
限しうること、④行為措置が「効果的」である場合にも、当該事業者の将来の行動を規制
しようとする努力が、企業結合当事者が市場条件の変化に対する効率的に対応することを
禁止するかもしれないことである299。 
 
2011 年ガイドは行動的問題解消措置の利用可能性が高まったという点が大きな特徴と
して挙げられる。 
2004 年ガイドで取り上げられた行動措置の種類は限定的であった。①ファイアウオー
ル、②非差別取り扱いに関する規定、③透明性の確保、④その他（当事会社の独立性保持
を目的としたジョインベンチャーに関するルール設定、競業回避、長期供給契約、希少な
人材の再取得・制限）である300。2011 年ガイドでは行動措置の種類が増えた301。（a）フ
ァイアウオール、(b) 非差別的取扱い（同等のアクセス・条件の保証）、(c)強制的ライセ
ンスの許諾、(d)透明性の確保（規制当局への情報提供）、(e)報復防止措置（競争者・顧客・
契約当事者への不利な条件の押し付けなどの禁止、当事者のコンプライアンス違反を競争
当局に通報した者への差別的取扱いの禁止など）、(f)当事会社による契約締結（排他的契
約締結など）の制限及び（g）その他（第三者の介入による仲裁型での価格決定、（長期）
供給契約締結、希少な人材の再雇用）が行動的問題解消措置として列挙されている。また、
2011 年ガイドは、「ハイブリッド型」問題解消措置を新設した。つまり、構造的問題解消
措置と、上記の行動的問題解消措置（a）〜（g）までのいずれかの措置を組み合わせた場
合である。 
 
																													
297	K.Heyer,	Optimal	for	Anticompetitive	Mergers,26	Spring	Antitrust,	at	28(2012),	泉水文雄「企
業結合規制の問題解消措置としての構造的措置と行為措置」『石川正先生古希記念論文集—経済社会と法
の役割』406 頁（商事法務	 2013 年 8 月）の訳文により、K.	Heyer は、「行動措置はそれが課される企
業に自己の利益とは矛盾する方法で行動するように求めるから、完全に機能することは期待できない。
さらに、設計がまずいならば、悪い状況をより悪化させる危険がある。しかしながら、完全な選択肢が
あることは希であり、行動措置はある状況では他の選択肢より好ましいかもしれない。」と主張していた。	
298泉水文雄「企業結合規制の問題解消措置としての構造的措置と行為措置」『石川正先生古希記念論文集
—経済社会と法の役割』406 頁（商事法務	 2013 年 8 月）を参照。	
299	泉水文雄「企業結合規制の問題解消措置としての構造的措置と行為措置」『石川正先生古希記念論文
集—経済社会と法の役割』399 頁（商事法務	 2013 年 8 月）を参照。	
300	DOJ,	Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies	at	25(2004)	 田平恵「アメリカ司法
省による問題解消措置に関するガイドについてーAntitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	
Remedies(June	2011)」68 頁（公正取引	No.737、2012 年 3 月）を参照。	
301	DOJ,	Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies	at	6(June	2011)	久保直樹、川濱昇他
著「諸外国の企業結合規制における行動的問題解消措置に関する研究」8頁（公正取引委員会	 競争政
策研究センター）を参照。	
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2011 年ガイド302は、行動的問題解消措置の実施に関する直接的かつ実質的コストがか
かることや、裁判所や競争当局の間で実施に関する混乱が生じうることから、行動措置の
利用は次の 3 つの場合に限られるとしている。303①企業結合を完全に禁止することで効率
性が犠牲になる場合、②構造措置によって効率性が犠牲になる場合、そして③構造措置が
実行できない場合である。実際、この間、特に垂直結合において司法省は行動措置を認め
てきた。垂直結合においては、状況に応じた行動措置によって結合による効率性が実現さ
れる一方、競争上の悪影響の除去が可能であるとされる304。 
 
4.4.4.2 問題解消措置の設計及び事案  
 
前章において述べたように、企業結合は三つの形態に分けられている。第一に、競争
者間で行われる水平型企業結合である。第二に、取引会社間で行われる垂直型企業結合で
ある。第三に、水平型企業結合、垂直型企業結合のいずれにもあてはまらない、混合型企
業結合である。この三つの企業結合形態が生じる反競争効果は異なっているが、問題解消
措置の設計は、企業結合の反競争効果を除去し、競争を回復することを目的とするため、
設計された問題解消措置は一定の関連性があるか否かについて検討する。 
 
	 水平型企業結合は競争者間で行われ、問題解消措置が考慮される際には、まず構造措置
が検討される。構造措置が検討される場合には、事業あるいは資産の分割が考慮されるこ
ととなる。つまり、企業結合により当事会社の市場シェアが極めて高くなり、参入障壁も
高いなどの理由で競争が期待できなくなる場合に、分割により企業を構造的に変更させ、
市場構造を変化させることで反競争効果を除去することが必要となる。競争上の問題がな
い事業や部分については企業結合を存続させることができる。この場合には、、行動措置
を加えれば、反競争効果が除去される場合もある。従って、行動措置が垂直型企業結合で
効果的に用いられうることのみならず、水平型企業結合においても用いられうることが、
2011 年ガイドで明らかになっている。 
 
行動的問題解消措置を取られた水平型企業結合事案305： 
Lehman Brothers の取得事案306では、AlliedSignal Inc. は、AlliedSignal Ocean Systems お
よび Lockheed Martin Corporation を有している。Ocean Systems および Lockheed Martin 
Corporation は、アメリカの国防省が用いるソナーアレイの設計と製造に関して、アメリ
カ国内の先導企業 2 社である。ソナーアレイとは潜水艦に配置し、他の潜水艦を探知する
ために、潜水艦や水上船に牽引されるソナーシステムのことをいう。L-3communication は
L-3Communication Holdings Inc. の完全子会社であり、高度のコミュニケーションシステ
																													
302	DOJ,	Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies	at	18(June	2011).	
303	2004	guide,	supra	note	2,	at	20 田平恵「アメリカ司法省による問題解消措置に関するガイドにつ
いてーAntitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies(June	2011)」67 頁（公正取引	No.737、	
2012 年 3 月）を参照。	
304	DOJ,	Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	Remedies	at	5(June	2011)		 田平恵「アメリカ
司法省による問題解消措置に関するガイドについて―Antitrust	Division	Policy	Guide	to	Merger	
Remedies(June	2011)」67 頁（公正取引	No.737、2012 年 3 月）。	
305以下のアメリカの問題解消措置に関する事例に紹介は、田平論文および公正取引委員会	競争政策研究
センターの共同研究報告書に依拠するものである。	
306	United	States	of	America	v.	Lehman	Brothers	Holdings	inc.,	L-3	Communication	Holdings	Inc.	
(1998),	田平恵「日、米、欧の企業結合審査における問題解消措置設計」173 頁〜175	頁（同志社法学	60
巻 1 号）を参照	
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ムを提供している。AlliedSignal の完全子会社が AlliedSignal Deutschland GmbH であり、
AlliedSignal	 ELAC Nautik GmbH は AlliedSignal Deutschland GmbH の完全子会社である。
L-3communication は AlliedSignal の間で、L-3communication が、Ocean Systems および
AlliedSignal	 ELAC Nautik GmbH（以下は「ELAC 事業」と記す）を取得する旨の合意に
至った。 
本件は、競争者間での取得である水平結合である。Lockheed Martin の議決権を持つ
L-3communication が、Lockheed Martin の競争者である Ocean Systems を取得したことから、
Lockheed Martin と Ocean Systems 間での協調効果の発生が反競争効果として懸念された。
本件の問題解消措置として、以下の二点が挙げられた。①L-3communication は、Ocean 
Systems の非公開の情報および Lockheed Martin の非公開の情報の提供、開示を禁止する。
または別の方法であっても利用を禁止する。②L-3communication、Lockheed Martin 間での
共同入札、協力に関する契約締結を禁止する。 
通常ならば、水平型企業結合が反競争効果を懸念される場合は、中核である構造措置
を取られるが、本件では講じられなかった。本件では、Lehman Brothers holdings Inc. およ
び L-3communication Holdings Inc.が被告になっており、Lockheed Martin の分割を命じるこ
とは不可能であったと推測され、両社間で情報遮断、共同入札、協力に関する契約締結を
禁止され、競争者としての独立性が確実に維持される行動措置により、競争的な市場構造
を保つこととされた307。 
 
ハイブリッド措置を取られた水平型企業結合事案： 
	 LoopNet による CoStar の取得事案308において、アメリカにおける商用不動産データベ
ースの提供者である LoopNet と商用不動産データの提供を行う Xceligent（LoopNet は
Xceligent の株式を保有していた）が、アメリカにおける商用不動産データベースの最大
提供業者である CoStar を取得した。LoopNet と CoStar だけが、全米を対象とした商用不
動産データベースの作成を行っていた。CoStar と Xceligent が情報サービスの面では最も
近い競争者である。FTC は、本件結合により、LoopNet と CoStar 間での直接的な競争を
減少させるものであること、および Costar と Xceligent との競争を減少させることへの懸
念を示した．従って、FTC は、本件取得を認めるにあたり、以下の問題解消措置を命じ
た。①LoopNet 所有の Xceligent の株式と URL を DMG	 Information に分割すること、②5
年間にわたって、Xceligent を保護する規定を含めること、③CoStar/LoopNet は、今後 10
年間、アメリカにおける商用不動産情報の収集・販売等を行っている企業を取得する場合
には事前に FTC に通知することである。 
	  
	 本件は水平型企業結合であり、両社の統合により市場構造が変化することになるため、
FTC が構造措置および行動措置をとり、失われる競争を回復させ、競争者を拡大、成長
していくことを目的としたものである。 
 
垂直型企業結合は取引会社間で行われ、当事会社の結合行為により、閉鎖効果という
反競争効果が生じうる。商品の価格上昇や質の低下をもたらすようなインセンティブを持
																													
307田平恵「日、米、欧の企業結合審査における問題解消措置設計」175 頁（同志社法学	60 巻 1 号）を参
照	
308	In	the	Matter	of	Costar	Group,	Inc.,	Lonestar	Acquisition	Sub,	Inc.,	and	LoopNet,	Inc.	FTC	
File	No.1110172	(2012)	(2012 年 4 月 26 日 FTC 同意命令)	大久保直樹その他「諸外国の企業結合規制
における行動的問題解消措置に関する研究」18〜19 頁（公正取引委員会	、競争政策研究センター）を
参照。	
	
	
90	
つようになるため、分割のみならず、供給契約の締結やその他の契約、ライセンス契約の
締結、知的財産権の譲渡などの行為措置を採ることによって、新規の競争者が作り出され、
反競争効果が除去されることが可能となる。GrafTech による Seadrift の取得事案（2010）
309も行動的問題解消措置を取られた垂直型結合である。しかし、構造的問題解消措置を採
られる垂直方企業結合事案も少なくない。 
 
構造的問題解消措置を取られた垂直型企業結合： 
PacifiCorpの取得事案310について、PacifiCorpはアメリカ西部で供給電力の小売りを行う、
国内第 3 位の企業である。The Energy Group PLC は、イギリスの企業であり、エネルギー
の供給を行っていた。The Energy Group PLC は、アメリカの炭坑の約 15％を発掘する
Peabody Coal Company を子会社として有していた。PacifiCorp は、株式公開買付によって
The Energy Group PLC を取得しようとした。本件は垂直型の企業結合であり、結合後、石
炭の価格を上昇するインセンティブとなる可能性が高まると PacifiCorp が単独の市場支
配力を行使する反競争的効果が生じうることを、FTC が主張した。本件の問題解消措置
として、PacifiCorp が Peabody Coal Company 所有の炭坑を分割することが命じされた。 
 
その他の企業結合とハイブリッド措置： 
	 United States v. Ticketmaster Entm’t, Inc.（July 30, 2010）311事件において、世界最大手の
チケット販売企業 Ticketmasterと世界最大手のコンサートプロモーターLive Nationが結合
した。Live Nation がコンサートプロモーターとしてだけでなく、僅かなシェアではある
もののチケット販売事業も行っていた。そのため、本件結合は、水平型企業結合の側面と、
垂直型企業結合の両面を有していた。DOJ は、本件結合はアメリカにおけるチケット消
費者向け販売市場に関わる競争を実質的減殺するものであることから、チケット価格の高
騰及びイノベーションの低下をもたらすことを懸念した。DOJ は、本件結合を認めるに
当たり、①水平型企業結合の問題解消措置として、Ticketmaster がチケット販売に関する
資産を分割すること、②垂直型企業結合の問題解消措置として、競争業者である AEG に
チケットのソフトウェア（チケット販売のプラットフォームのライセンス）をライセンス
すること、③反競争的な抱き合わせ販売を制限すること、④他のチケット販売サービス又
は販売促進サービスを利用することを選択したコンサート会場に対する報復を禁止する
ことを問題解消措置とした。当該問題解消措置の期間を 10 年と設定した。 
 
	 アメリカでは、問題解消措置を採る際には、企業結合の形態を問わず、まずは構造措置
が考慮され、懸念された反競争効果を除去することが不十分だと判断されれば、行動措置
を取られ、反競争効果を除去するという究極の目的が追求されている。ただし、行動措置
は、垂直型の企業結合においてとられることが多い312。 
																													
309	United	States	v.	GrafTech	Internation	Ltd	and	Seadrift	Coke	L.P.	(2010 年 11 月 29 日 DOJ 提
訴、2011 年 3 月 24 日同意判決)	田平恵「日、米、欧の企業結合審査における問題解消措置設計」183
頁〜174 頁（同志社法学	60 巻 1 号）を参照。	 当時、行動的措置を講じた場合には継続的な規制が必要
とされるが、構造措置は一度講じれば、市場の機能を通して競争を回復することができるため、FTC は
構造措置が好ましいと判断し、分割命令を下した。	
310	PacifiCorp、5Trade	Reg.Rep.(CCH)P21,384,at	24,226(FTC	Feb.18,1998)	
311	District	Court	for	the	District	of	Columbia	case	no.	1:11-cv-00106 久保直樹、川濱昇他著「諸
外国の企業結合規制における行動的問題解消措置に関する研究」12 頁（公正取引委員会	 競争政策研究
センター）を参照。	
312	田平恵「日、米、欧の企業結合審査における問題解消措置設計」214〜215 頁（同志社法学	60 巻 1 号）
を参照。	
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4.4.5 日本  
 
4.4.5.1 問題解消措置の構築と考え方  
 
日本においても、企業結合が一定の取引分野における競争を実質的に制限することとな
ると、公取委が判断すれば、当該企業結合は禁止されなければならない。 
 
日本の企業結合ガイドラインにおいては問題解消措置について長きにわたり言及され
なかった。ガイドラインにおいて初めて問題解消措置に関する項目が設けられたのは、
2004 年の「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」である。ただし、2004 年に以
前においても、日本の実際の企業結合事案においては、問題解消措置がとられ、その設計
や内容の妥当性がについて、様々な問題提起や議論があった。 
 
2004 年以前の 1998 年のガイドラインでは、「競争を回復する」に足りるものであるべ
きことを述べられており、構造的措置が原則であるという記述は存在しなかった。 
 
その後、2004 年に改正されたガイドラインの「第 6	 競争の実質的制限を解消する措置」
には、問題解消措置の考え方や類型について説明がされている。すなわち、「企業結合が
一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる場合においても、当事会社が
一定の適切な措置を講じることにより、その問題を解消することができる場合がある」と
して、どのような措置が問題解消措置として認められるかについて、具体的な例や審査に
関する考え方を示している。ガイドラインには、「問題解消措置としてどのような措置が
適切かは、個々の企業結合に応じて、個別具体的に検討されるべきものであるが、問題解
消措置は、事業譲渡等構造的な措置が原則」であることを明記されている。そして、「技
術革新等により市場構造の変動が激しい市場においては、一定の行動に関する措置を採る
ことが妥当な場合も考えられる」ということもある。 
 
問題解消措置の典型的類型について、2004 年ガイドラインは 3 つのタイプについて詳
細に説明している。すなわち、（1）事業譲渡など、（2）輸入・参入を促進措置等、（3）当
事会社グループの行動に関する措置を単独で、あるいは組み合わせて講じることである。 
 
まず、各種の問題解消措置の中でも、事業譲渡が原則としてより望ましい措置であるこ
とを述べている。ガイドラインにおいて、「企業結合によって一定の取引分野における競
争が実質的に制限されることとなるとういう問題を解消するために最も有効な措置は、新
規の独立した競争者を創出し、あるいは、既存の競争者が有効な牽制力を有することとな
るよう強化する措置である」。「このような措置としては、当事会社グループの事業部門の
全部または一部の譲渡、当事会社グループと結合関係にある会社の結合関係の解消、（議
決権保有の取止め又は議決権保有比率の引き下げ、役員兼任の取止め等）、第三者との業
務提携の解消などがある。」。この記述中、「第三者との業務提携」は、2004 年のガイドラ
インにはなかった。例えば、昭和電工・日本石油化学ポリオレフィン樹脂事業統合事案【平
成 7 年度事案 1】では、競争関係にある事業者 2 者が事業を統合するにあたって、一方当
事者の共同生産会社への出資が取りやめられることとされた。 
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輸入・参入を促進する措置等を採ることについては、前述の事業譲渡・議決権処分等の
企業組織の変更を通じて問題を解消するタイプノ措置を実施できない場合、例え、「需要
な減少傾向にある等のために、当事会社グループの事業部門の全部または一部の譲受先が
容易に現出する状況にないなどの理由から、事業譲渡等を問題解消措置として講じること
ができないと認められる場合には、例外的に輸入・参入を促進すること等によって、企業
結合によって一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなるという問題を
解消することができると判断される場合がある」という内容を定められた。例えば、 
三井化学・住友化学事業統合事案【平成 14 年事案 6】では、問題があると考えられた 3
品目について競争者及び輸入による競争圧力を高めるべく措置、①コストベースの長期引
取権を設定し、この引取権の設定と来に求めあれば、製品概要等を提供すること、②1 品
目について、商社等による輸入販売を容易すするため、求めを応じて、当事会社の貯蔵タ
ンクを実費で提供することという措置を採られた。また、JAL・JAS 事業統合事案【平成
13 年度事案 10】では、新規参入航空会社の新規参入促進のため、①発着枠の返上、②新
規航空会社に対する空港施設面での対応、③航空機整備等各種業務受託による新規航空会
社への協力等の対応策という措置を採られた。 
 
その後、2007 年 3 月、2009 年 1 月、2010 年 1 月及び 2011 年 6 月にガイドラインを改
定したが、問題解消措置に関する規定の改正がなかった。現行のガイドラインは直近の
2011 年 6 月に改定された。企業結合ガイドラインでは、「問題解消措置は、事業譲渡等構
造的な措置が原則であり、当事会社グループが価格等をある程度自由に左右することがで
きなおように、企業結合によって失われる競争を回復することができるものであることが
基本となる。」としている。ここでも問題解消措置は「構造的な措置」が原則であり、「行
動に関する措置」が例外と位置付けられている。 
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4.4.6 中国  
	  
4.4.6.1 中国の問題解消措置に関する規定  
 
 
日本独禁法において「問題解消措置」と称されるものは、中国では「制限的な条件」「集
中的救済措置」と呼ばれる。中国独禁法第 29 条により、「禁止されない事業者結合に対し
て、国務院独占禁止法執行機関は、結合が競争に対して及ぼす消極的な影響を減少させる
ための制限的な条件を付加する旨の決定を行うことができる」と規定されている。中国版
の問題解消措置は、主に「企業結合審査に関する規定」と「企業結合資産又は業務の分離
に関する暫定規定」（2010 年 7 月）という両規定で設けられている。2015 年 1 月に「制限
的な条件付き企業結合に関する規定」の公布により、「企業結合資産又は業務の分離に関
する暫定規定」を廃止した。 
 
	 中国における「問題解消措置」の設定はアメリカや EC 等の執行経験により、反トラス
ト執行機関が審査した企業結合は、禁止決定を下した事案の割合が少なく、多くの事案が
同意決定または問題解消措置条件付きでの同意決定として下された。本条文は、他国の立
法及び執行経験を参考にして、一方では経済に積極的な促進を与えるため、企業結合に同
意し、他方では、企業結合行為による反競争的な影響を減少させるため、執行機関が問題
解消措置を行う権限を与える313。 
 
一般的には、商務部が企業結合計画を審査する際に、「競争を排除・制限する」効果が
あると考える場合、その意見を当事者に告知する義務があり、結合当事者がその意見に対
する反論を提出し、又は競争の制限排除効果を減少させあるいは除去するための改善方法
を提出する。また、商務部は当該企業結合における競争制限効果を改善する制限的条件を
要求することができる314。 
 
通常、追加される条件は、以下の三つ種類がある315。 
①	 結合に参加した事業者の一部の資産または業務の分離などの構造的条件 
②	 結合に参加した事業者のネットワークまたはプラットホームなどの 
基礎施設の開放、革新技術のライセンス（特許、ノウハウまたはその他の知的財産権を含
む、）排他的協議の終了などの行為的条件 
③	 構造的条件と行為的条件が合わせた総合的条件 
 
	 上記の制限的条件について、①は構造的な問題解消措置、②は行動的問題解消措置と呼
ばれ、日本の企業結合審査においても認められている。具体的な適用については、商務部
																													
313	王曉晔	『中華人民共和国反壟断法詳解』（知的産権出版社、2007 年 11 月）を参照。	
314	「企業結合審査方法」（中華人民共和国商務部例 2009 年第 12 号、2010 年 1 月 1 日に施行）第 10 条
「異議告知」には、実質審査段階において、商務部は、企業結合が競争を排除し、または制限する効果
を有し、またはそのおそれがあると認めるときは、書面形式でその異議を結合に参加する事業者に告知
し、結合に参加する事業者に書面で抗弁意見を提出することを認める合理的な期間を設定することがで
きるとされる。	
結合に参加する事業者の書面による抗弁意見は関係する事実と理由を含み、かつ相応の証拠を提出しな
ければならない。結合に参加する事業者が期限を過ぎても書類で抗弁意見を提出しない場合は、前項に
規定する異議に対し異議がなかったものとみなされる。	
315	「企業結合審査方法」第 11 条	
	
	
94	
の権限に任されている。 
 
	 結合当事者の資産あるいは事業の分離をより実効的に実施するために、中国商務部は
2010 年 7 月 5 日に「企業結合における資産または事業の分離の実施に関する暫定規定」316
（以下は「資産分離規定」と略称）を公表した。当該規定は 2015 年 1 月 5 日の改訂によ
り廃止された。当該規定で具体的な手続きを規定し、特に譲渡人がその義務を履行する方
法と期限、監督または譲渡にかかるトラスティの選定時限、トラスティの範囲と職責、構
造分離業務の買手が満足すべき条件及び構造分離資産の価値保全等を明確に定めている。 
 
	 2010 年の中国「資産分離規定」は、全 13 条で構成されている。結合に参加する事業者
の義務及び買受人の条件を規定し、監督受託者及び分離受託者という独立した第三者を導
入することにより、企業結合における資産又は業務の分離を順調に進めることを図ってい
る。本規定により、結合当事者が問題解消措置をとる際、主な関係者は（資産）分離義務
者、分離受託者、監督受託者である。本規定第 4 条により、分離義務者が審査決定に基づ
き、監督受託者を委任し、また受託分離ステップで分離受託者を委任しなければならない。
監督受託者と分離受託者は別々なものに限らず、受託業務を従事できる必要な資材や能力
がある自然人、法人またはその他の組織であり、結合する事業者または分離資産の買収者
と独立し、実質的な利益関係を持たなければならない。監督受託者は分離義務者の委任を
受け、全般分離業務を監督する責任を負う。商務部が監督受託者や分離受託者の業務の履
行状況を監督し又は評価する（本規定第 11 条の 2）。 
 
本規定が資産分離の方法を二種類定めている。一つ目は自己分離式である。この方式は
審査決定期間内に、義務者が適切な買受人を見つけ、譲渡契約およびその他関する契約を
締結する。2 つ目は受託分離式である。審査決定期間内に義務者が資産分離完成できなけ
れば、分離受託者が審査決定された期間及び方法で適切な買受人を見つけ、譲渡契約およ
びその他関する契約を締結する。 
 
商務部が審査決定を下してから 15 日以内に、分離義務者が監督受託者を、受託分離ス
テップの 30 日前に、分離受託者を商務部へ提出しなければならない。なお、監督受託者
と分離受託者が商務部に業務報告しなければならない。商務部の同意を得ず、分離義務者
が監督と分離受託者に業務を指示してはならない。 
 
監督受託者の義務については、本規定第 7 条が詳細な内容を書いている。監督受託者が
分離義務者とは独立して、商務部の管理の下で監督業務を行い、商務部に分離業務に関す
る内容を報告する。分離義務者が履行すべき義務、分離義務者が推薦した買収者、締結す
る契約及びその他の協議に対する評価、譲渡契約及びその他の協議の執行を監督し、分離
義務者と潜在買収者（本規定の第 9 条の基準に満たす、分離義務者へ分離資産を購買する
意欲を提出した事業者をいう）が分離事項に争いがあれば調停し、商務部が提出して分離
業務に関するあらゆる要求に対応して報告する。 
 
分離受託者の義務については、本規定第 8 条が詳細な内容を書いている。まず、分離受
託者も監督受託者と同じように、商務部の直接監督の下で業務を行う。分離受託者の主な
業務内容は、商務部の審査が決定された期間及び方法で、適切な買収者を見つけ、譲渡契
																													
316	商務部公告 2010 年第 41 号	
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約とその他関連契約を締結することである。また、分離受託者は独立に業務を行わなけれ
ばならない。商務部の同意を得ずに、分離受託者が分離義務者へ業務に関する情報を開示
してはならず、定期的に商務部へ業務の進展を報告し、業務中に獲得した商業秘密やその
他秘密情報を守らなければならない。その際に、分離義務者が分離受託者の業務に適切な
便宜を提供しなければならない。 
 
本規定第 9 条は、分離買収者が満たすべき 4 つの条件を列挙している。第一は、分離買
収者が結合する企業と独立し、実質的な利益関係が存在しないことである。第二は、分離
資産の維持及び進展に必要な資源、能力と意欲を持っていることである。第三は、分離資
産を買収された後、競争を排除、制限する影響が生じないことである。第四は、買収され
る業務が関連部門の許可を必要とするならば、買収者が当該許可の取得できる必須条件を
満たさなければならないことである。 
 
また、分離業務が完成する前に、分離資産の価値を維持するため、結合する事業者が履
行すべき業務を詳しく書いている。本規定の 12 条に 6 つの義務が定められている。第一
は、分離業務とその他の業務を独立させ、分離資産に最も有利な方法で管理することであ
る。第二は、いかなる分離資産に不利な行為を行ってはいけないこと、例えば被分離資産
の職員の雇用、分離資産の商業秘密やその他の秘密情報を獲得することなどである。第三
は、専門的な管理者を指定し、分離義務の管理及び前述第一、二項の義務を執行すること
である。当該管理者は監督受託者の下で職務を行い、その任命や変更は監督受託者の許可
を得なければならない。第四は、潜在買収者が公平合理的な方法で分離資産に関する十分
な情報を得られることを確保し、潜在買収者が分離資産の価値、範囲と在的な商業力を評
価できることである。第五は、買収者の要求に基づき、必要な支持を提供し、分離資産が
順調に譲渡こと及びその後の安定的な経営できることを確保することである。第六は、買
収者へ分離資産を移行し、法的手続きを履行することである。 
 
2015 年 1 月 5 日に「制限的な条件付き企業結合に関する規定」317（以下は「2015 年規
定」と略称）の施行とともに、上記 2010 年の規定が廃止された。本新規定は 2010 年規定
と比べ、内容が大きく改正されている。 
2015 年規定は全 7 章、32 条で構成されている。第 1 章は総則であり、本規定を制定す
る目的や、制限的な条件の種類及び各概念の説明である。本規定を制定する目的は、第 1
条に書かれている。つまり、企業結合する際に制限的な条件の執行により、結合により競
争への不利な影響を減少させ、関連事業者の合法的権益を守る趣旨である。 
 
2015 年規定は付けられる制限的な条件を三つの種類に分類した。第一は、有形資産、
知的財産等の無形資産または関連権益などの構造的条件、第二は、ネットワークやプラッ
トフォームなどの基礎施設、革新技術の許可（特許、専有技術またはその他知的財産権）、
排他的契約を終止するなどの行為的条件、第三は、構造的条件と行為的条件を合わせる総
合的条件である。 
 
本規定第 4 条は各概念を説明している。分離義務者、監督受託者及び分離受託者につい
ては 2010 年規定と同じ概念が定められているが、分離資産について、2015 年規定は詳し
い説明を加えている。つまり、関連市場における有効的な競争を行うために必要なあらゆ
																													
317	商務部公告 2014 年第 6 号	
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る要素であり、分離義務者の所有する有形財産、無形財産、株、核心職員及び顧客協議ま
たは供給協議などの権益である。結合する事業者が所有する子会社、支店機構または業務
部門も分離資産に該当する。 
 
第 2 章は制限的な条件の確定について規定している。ある結合に対し、商務部が競争を
排除、制限する効果をもたらすおそれがあること及びその詳細な理由を提出して、申出事
業者がその反競争的効果に対し、条件に関する意見を提出することができる（第 5 条）。
但し、この最終案条件の提出は、商務部の第二段階審査終了日 20 日前にしなければなら
ない。もちろん、ある結合に対し、商務部が競争を排除、制限する効果がもたらすおそれ
があることを提出する前に、申出事業者が条件に関する意見を提出することもできる。決
められた期間内に、申出事業者が条件に関する意見を提出せず、または提出された条件が
競争への不利な影響の減少には不十分であれば、商務部が当該結合を禁止すべきである
（第 6 条）。申出事業者が期間内に条件に関する意見を提出すれば、商務部が事業者と協
議を行い、条件に関する意見の有効性、実行可能性及び即時性を評価して、評価結果を申
出事業者へ通知する。申出事業者が提出した第一の条件に関する意見案が実行不能になる
リスクがあれば、商務部の審査決定中に申出事業者が第一案の上に、第二候補案を要求す
ることが可能である。第二候補案が第一案より厳格的であり、その他の核心資産（有形資
産、知的財産権など無形資産または関連権益など）を含むことができる（第 7 条）。商務
部が条件に関する意見を評価する際に、関連政府部門、業界協会、経営者、消費者の意見
を聴収することができ、具体的な方法は、調査尋問アンケートを配る、公聴会を開く、関
連専門家を集め論証を行うなどがある（第 8 条）。 
 
第 3 章は制限的な条件の実施に関する規定である。ある結合に制限的な条件が資産分離
の場合、2010 年規定と同じく自己分離と受託分離の二つ方法を採ることができる。但し、
2015 年規定は 2010 年規定と比べ、分離に関する手続きや期間をより具体的に規定してい
る。自己分離式を採用する事業者は、分離義務者が審査決定期間内買収者を見つけなけれ
ばならない。2010 年規定と同じように、分離資産を買収する者は一定の基準を満たさな
ければならない。つまり、①結合申出事業者に独立する事業者であり、②必要な資源、能
力を有し、そして分離資産を利用して市場競争へ参与する意欲がある事業者であり、③そ
の他の管理機構の許可を取得できる事業者であり、④買収者は結合申出事業者に融資して
分離資産を購入してはならず、⑤商務部が提出したその他の要求に従わなければらなない
（第 11 条）。 
 
	 2015年規定では、商務部が各関係者の選定について初期審査を行う。本規定 12条には、
分離義務者が提出した監督受託者、分離受託者、選定した買収者、委任契約と締結する予
定の買収契約を審査し、結合事案の審査決定に違反しないかを確保する。分離義務者が審
査決定の期間内に買収者との譲渡契約を商務部へ提出しなければならない。分離義務者が
買収者と締結した全ての契約は審査決定の内容に違反してはならない。商務部が審査する
際、分離業務者が商務部へ提出する潜在買収者、監督受託者、分離受託者の候補者はそれ
ぞれ 3 以上でなければならない。特定の状況には、商務部の同意を得て、3 候補者以下で
も可能である。 
 
2015年規定は分離期間について、より具体的な期間を定めている。本規定 13条により、
商務部は、自己分離期間が定められていない場合は、審査決定を公表して 6 カ月以内に買
収者を選定し、契約を締結する。但し、具体的な事情により、分離義務者が理由を説明す
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れば、商務部が自己分離期間を延長することができるが、最大 3 カ月を超えてはいけない。
受託分離期間が定められない場合には、分離受託者は分離受託開始日から 6 カ月以内に買
収者を選定して譲渡契約を締結しなければならない。分離義務者が買収契約を締結した日
から 3 カ月以内に分離資産を買収者へ譲渡し、所有権の譲渡に関する全ての法的手続きを
完了しなければならない。この分離資産の譲渡期間について、具体的な事情かつ分離業務
者の説明により、商務部が状況により期間延長を許可することが可能である（第 15 条）。
また、商務部から許可を得た買収される分離資産が「国務院が企業結合申出基準に関する
規定」における企業結合申出基準を満たせば、商務部へ申出手続きをしなければならない。
その際、商務部が審査決定を出す前に、分離業務者は分離資産を買収者へ譲渡することが
できない（第 16 条）。 
 
2015 年規定第 4 章は制限的な条件の監督に関する内容である。まずは、監督受託者の
確定期間について、2010 年規定と同じく規定している。商務部が審査決定を下した 15 日
以内に、分離義務者が監督受託者を、受託分離ステップの 30 日前に、分離受託者を商務
部へ提出しなければならない。但し、2015 年規定は監督受託者と分離受託者の選定につ
いてより具体的に規定している。第一は、両者が分離義務者と分離資産の買収者から独立
していることである。第二は、受託者職務を履行できる専門性を有するチームであり、チ
ームメンバーは制限的条件を監督できる専門知識、技術及び関連経験を有することである。
第三は、受託者は実行可能な作業案を提出しなければならないことである。第四は、買収
者選定の過程を監督できることである。そして、商務部が提出したその他の要求も満たさ
なければならない。分離義務が完了する前に、分離資産の継続性、競争性及び販売可能性
を確保するため、分離業務者が履行すべき業務及び、監督受託者が商務部に対し履行すべ
き業務について、2015 年規定は 2010 年規定と同じ内容を定めている。2015 年規定はその
他種類の制限的条件の履行状況に対しても、商務部が申出者に受託者を委任させることが
できると規定する。そして、その他種類の制限的条件の義務者の責任、義務、受託者の選
定及び職務は本規定の資産分離に関する規定を参照する。 
 
2015 年規定の第 5 章は制限的条件の変更と解除という新しい内容である。商務部は、
審査決定を下した後も、制限的条件について改めて審査、変更または解除することができ
る（第 25 条）。また、事業者が結合完成した後も、商務部に理由を説明し、制限的条件の
変更または解除する申請（書類申請）を行うことが可能である（第 26 条）。商務部が制限
的条件の変更または解除を判断する際には、四つの要素を考慮しなければならない。第一
は、結合する事業者には重大な変化を生じたか否か。第二は、関連市場における競争状況
が実質的な変化を生じたか否か。第三は、制限的な条件の実施が必要でないまたは実行不
可能か否か。第四は、その他の要素である（第 27 条）。申請者が制限的条件について変更
または解除することを申請したら、商務部は速やかに書面で回答しなければならない。商
務部は、制限的条件を変更または解除することを決定すれば、即時にそれを公布しなけれ
ばならない。 
 
2015 年に、商務部が審査決定を変更した公告は二つある。一つはグーグルによるモト
ローラモバイル買収事案の審査決定であり、商務部が当初の審査決定の制限的条件の義務
の一部を解除した。2012 年 5 月に当該結合申出に対し、商務部が四つの条件付きの同意
決定を下したが、2014 年 12 月 1 日にグーグル社が第二項（Google は Android プラットフ
ォームの面で差別無く全ての端末メーカーに取り扱わせる。）の義務を解除することを申
請した。商務部が審査したうえ、同意に至った。その理由としては、2014 年に 1 月に、
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Google が Motorola Mobility のスマートフォン事業を Lenovo へ売却することにより、
Lenovo が Motorola	  Mobility の株式を 100％所有することになり、Google が Motorola の
特許ポートフォリオを継続的に保有するが、Motorola Mobility 設備の生産を終了するため
である318。 
 
審査決定を変更した二つ目の公告は、インベブによるアンハイザーブッシュ（AB）買
収事案の審査決定であり、商務部が当初の審査決定の制限的条件の義務の一部を変更した。
2008 年 11 月に当該結合申出に対し、商務部が四つの条件付きの同意決定を下した。2015
年にＡＢ社は株の非公開発行を計画し、ＡＢ社が購入計画の際、商務部へ購入許可申請を
提出し、商務部はそれを審査した結果、同意決定を下した。ＡＢ社が当該購入行為により、
持株比率が 25.62％から 29.99％に上がる。2008 年の審査決定の第 1 項は、AB の珠江ビー
ル株式有限会社の株を現状の 27%から増加させてはならないとしていたが、商務部はＡ
Ｂ社の持株比率が上がっても、会社の取締役会や監事役会に実質的な変化がないので、審
査決定の変更申請に同意した319。 
 
2015 年規定の第 6 章は、関係者が義務に違反した場合の法律責任を規定している。結
合する事業者が審査決定に違反すれば、商務部が期間を定めて、その是正を命じることが
できる。状況が重い場合は、商務部は結合行為の終止を命令し、期間を定めて、株式また
は資産を処分させ、営業を譲渡させる、あるいはその他の必須措置により原状回復措置を
採ることができる。また 50 万元以下の制裁金を科す。受託者が虚偽の資料もしくは情報
を隠滅し、勤勉、忠実に本規定を履行しなければ、商務部が是正を命じることができる。
そして、分離資産の買収者が本規定に違反すれば、商務部が同じく是正を命じることがで
きる。（第 29 条～31 条） 
 
上記の違反行為に対する罰則の事案は既に 2 件がある。2014 年 12 月に、ウエスタンデ
ジタル社が「ウエスタンデジタルによる旧日立ＧＳＴ買収決定」に違反したため、執行機
関は法的処罰決定を公告した。2013 年 1 月に、同社が Viviti/HGST 部門を解除し、関連社
員を自社へ移動した行為により、審査決定第 4 部分第 1 項「結合前の Viviti 状況を維持し、
Viviti 社が独立的な会社法人の地位を維持し、経営活動を展開する」という要求に違反し
たため、必須措置により原状回復措置を採り、且つ 30 万元の制裁金を科した320。 
 
4.4.6.2 中国の問題解消措置（制限的な条件付き）の事案の審査現状  
	 商務部独占禁止局が公表した最新データによると、中国独禁法の施行後から、2015 年 9
月末まで審査した企業結合事案の中に、承認決定を出した事案は 1196 件321、禁止決定は
2 件、制限的な条件付き承認決定は 24 件である。その中に、水平型の企業結合事案は 15
件、垂直型企業結合事案は 6 件、水平・垂直型企業結合は 1 件、混合型企業結合は 4 件で
ある。問題解消措置のタイプから分けると、構造的問題解消措置を採られた事案は 4 件、
行動的問題解消措置を採られた事案は 16 件、構造及び行動的問題解消措置を両方採られ
																													
318	商務部公告 2015 年第 2 号。	 	
319	商務部公告 2015 年 35 号。	
320	商法函 2014 年 786 号	 商務部ホームページを参照。	
321	中華人民共和国商務部反壟断局ホームページの政務公開で各年の統計数字により合算した結果。
http://fldj.mofcom.gov.cn/article/zcfb/?	
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た事案は 4 件である。よって、中国執行機関が非水平型企業結合に対し積極的に介入し、
行動的問題解消措置を多用する傾向があると考えられる322323。 
																													
322	川島富士雄「中国における最近の企業結合規制事例」32 頁（公正取引 779 号	、2015 年 9 月）を参照。
同劉研「論我国的経営者集中付条件批准制度」（黒龍江省政法管理幹部学院学報、2015 年第 2 期）	
323	行動的問題解消措置の多用傾向について、商務部局長からの発言では認めていない。執行機関が問題
解消措置を評価する際に、ケース・バイ・ケースで分析し、どっちの措置類型の方が好きではなく、事
案の状況によって具体的な措置を適用する。
http://china.huanqiu.com/News/mofcom/2014-02/4868769.html を閲覧可能。	
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																													324	 以下の各制限な条件付き結合事案及び禁止事案の審査決定は中華人民共和国商務部
ホームページにて確認できる。中に一部の日本語訳文が以下の論文を参考したものでもあ
る。川島富士雄「中国独占禁止法—執行体制・実施規定・具体的事例（下）」（国際商事法
務 37巻７号、2009年）、川島富士雄「中国独占禁止法の運用動向—「外資たたき」及び
「産業政策の道具」批判について」（RIETI	DICUSSION	PAPER	SERIES	15-J-042）、川島富士
雄「中国における最近の企業結合規制事例」（公正取引 779号、2015年）、李美善＝劉冰
「中国の企業結合事例について」（公正取引、2011年）、権金亮「中国反壟断法（独占禁止
法）における企業結合規制—日本法との比較研究」早稲田大学審査学位論文。		
企業結合審査における制限的な条件付き決定事案324 
 決定日 審査事案 タイプ 条件類型と詳細内容 
1 08/11/18 インベブによるアン
ハイザーブッシュ買
収 
 
水平 行動 
1, AB の青島ビール株式有限会社の株を現状の 27%から増加さ
せてはならない。（2015 年変更）  
2, InBev の支配株主（その株主も含む）に変化が生じた場合に
商務部に通知義務がある。 
3, InBev は 珠江ビールの株を現状の 28.56%から増加させては
ならない。 
4, 華潤雪花ビール、北京燕京ビールの株の取得禁止 
2 09/4/24 三菱レイヨンによる
ルーサイトインター
ナショナル買収 
水平 行動 
1, Luciteの中国子会社の生産能力の 50%を 6ヶ月以内に分離（分
離期間は 5 年）し、購入者は 5 年間生産原価及び管理原価で
MMA 製品を購入可能とする。 
2, 期間内に分離できない場合、商務部の指定する受託者が
Lucite 中国子会社の全ての持分を譲受する権利を有する。 
3, Lucite 中国子会社と三菱レイヨンの中国の MMA モノマー業
務は独立して運営し、取締役会は別個に組織。 
4, 三菱レイヨンは 5 年間商務部の認可なく MMA モノマー、
PMMA ポリマー、キャスト板のメーカー買収や新設を行わな
い。 
3 09/9/28 ゼネラル・モーター
ズによるデルファイ
買収 
垂直 行動 
1, 結合取引後、Delphi 社及びその関連会社が中国国内のカーメ
ーカーに対して差別なく供給を継続すること。 
2, GM が Delphi の保有する国内のカーメーカーの秘密情報を不
正に取得しないこと。 
3, 結合取引後、顧客からサプライヤー変更の要求があった場合
にはこれに応じること。 
4 09/9/29 ファイザーによるワ
イス買収 
水平 構造 
中国における pfizer の豚支原体肺炎ワクチン業務を 6 ヶ月以内
に分離する。 
5 09/10/30 パナソニックによる
三洋電機買収 
水平 構造 
1, 日本国内の工場の第三者への売却すること。 
2, コイン型リチウム二次電池事業の 6 ヶ月以内の分離（三洋電
機の鳥取工場の第三者への売却）。 
3, 民生用ニッケル水素電池事業の 6 ヶ月以内の分離（三洋電機
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の鳥取工場の高崎工場の第三者への売却・パナソニックの無錫
工場の売却）。 
4, 自動車用ニッケル水素電池事業の 6 ヶ月以内の分離（パナソ
ニック湘南工場の第三者への売却）。 
5,トヨタとの合弁会社への出資率引き下げ（40％から 19.5%）、
株式総会での議決権不行使、取締役選任権を放棄する。 
6 10/8/13 ノバルティスによる
アルコン買収 
水平 行動 
1, Novartisは 5年間中国市場で特定の眼科抗生製品の販売不可。 
2, Novartis は上海のコンタクトレンズ販売業者（台湾系）との
コンタクトレンズの販売契約を 12 ヶ月以内に終了させる。 
7 11/6/2 ウラルカリウムによ
るシリビ二ト吸収結
合 
水平 行動 
1, 中国市場向けの塩化カリウム製品の供給に関して、従前の販
売方法の維持及び十分な供給の確保。 
2, 中国ユーザーとの価格交渉での中国市場の特殊性などの事
情の考慮。 
3, 半年毎又は商務部の要求に応じての商務部に対して履行状
況を報告する。 
8 11/10/31 ペネロプによるサビ
オ繊維機械買収 
水平 構造 
Alpha V(Penelope を設立してファンド)の支配者につき、 
（1）Uster 株式を 6 ヶ月以内に独立した第三者に譲渡する。 
（2）商務部に、売却株の数及び売却日を報告。譲渡先が新た
な競争法的問題を起こさないことを確保。 
（3）株式譲渡完了前は Uster の経営活動に関与などしない。 
（4）独立監督受託者に委託し、譲渡株式を監督させる。 
9 11/11/10 ゼネラル・エレクト
リック（中国）及び
中国神華炭製油結合 
混合 行動 
需要者側に結合企業の技術を使用させる場合、石炭フラリー気
化技術の原料石炭に関する供給の制限を行ってはならない。ま
た、その他技術の利用コストを高めてはいけない。 
10 11/12/12 シーゲイトテクノロ
ジーによるサムスン
電子ハードディスク
ドライブ業務譲受 
水平 行動 
1, 買収後 Seagate は子会社を設立し買収対象 HDD 事業を独立
して行わせる。 
2,買収後 Seagate と Samsung とは販売・生産・R&D の独立性を
維持。Seagate は顧客に HDD 製品の選択の自由を確保。 
3, 決定後 3 年間は毎年少なくとも 8 億米ドルを研究開発に投
資。 
4, 独立の監督受託者に受託して義務履行状況を監督する。 
11 12/2/9 ヘンケル香港及び天
徳化工結合 
垂直 行動 
1, 天徳化工は全ての顧客に商品を供給する。不合理な高い価額
で販売してはならない。HENKEI に体する特に有利な供給条件
の設定禁止。競争錠の情報等のやり取り禁止 
2, 毎年又は商務部の要求に応じて履行状況を商務部に報告 
3, 独立の監督受託者に委託して義務履行状況を監督する。 
12 12/3/2 ウエスタンデジタル
による旧日立ＧＳＴ
買収 
水平 構造+行動 
1, 買収対象会社（Viviti）を取引前の状況に維持、業務の独立
性を維持 
2, 買収後、WD と Viviti は生産・販売・R&D の独立性を維持す
る。 
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3, WD 及び Viviti は顧客に HHD 製品の選択の自由を確保する。 
4, 研究開発資金の投入を継続すること（金額基準なし）。 
5, WS は本決定公告後 6 ヶ月以内に、第三者に対して Viviti の
3.5 インチハードディスクに関する資産を分離させる。 
6, 独立の監督受託者に委託して義務履行状況を監督する。 
 
13 12/5/19 グーグルによるモト
ローラモバイル買収 
垂直 行動 
1, Google は Android プラットフォームを無償で開放し現在の商
業的条件を維持する。 
2, Google は Android プラットフォームの面で差別無く全ての端
末メーカーに取り扱わせる。（2015 年削除） 
3, 買収後、Google は Motorola Mobility の特許につき公平、合理、
非差別的に取り扱う。 
4, 独立の監督受託者に委託して義務履行状況を監督する。 
14 12/6/15 ユナイテドテクノロ
ジーによるグッドリ
ッチ買収 
水平 構造 
1, Goodrich の電源システム業務を承認決定後 6 ヶ月以内に分離
させる。 
2, 分離が完了した後 1 年は、UT と Goodrich は、顧客に対して
合理的な技術サポートを提供する。 
3, 独立の監督受託者に委託して義務履行状況を監督する。 
15 12/8/13 ウォルマートによる
紐海ホールディング
ス買収 
混合 行動 
1, 通販を取り扱う対象会社の買収対象事業を、自らのオンライ
ン・プラットフォームを利用して直接商品販売を行う部分に限
定する。 
2, 買収対象会社につき、付加価値電信業務ライセンスを取得で
きるまで、他の事業者に対して自ら商品販売のオンライン・プ
ラットフォームを提供する事業の運営を禁止する。 
3, VIE(Variable Interest Entities)を通じた、上海益実多電子商務有
限会社（通販ライセンスを保有するないし会社）が運営してい
る業務への従事を禁止する。 
16 12/12/7 ＡＲＭグループ他 2
社による結合 
垂直 行動 
1, ARMが結合企業の設立後速やかにTrustZone技術を基礎とす
る Trusted Execution Environment (「TEE」) の R%D に必要な情
報（ライセンスの基準や条件を含む）を適切な時期に公開する
こと。 
2, ARM が保有する知的財産権の特殊な設計を利用して第三者
の TEE の性能を低下させることを禁止する。 
3, 以上の義務は本決定から 8 年間存続し、ARM は義務の遵守
状況を毎年商務部に報告する。 
4, 監督受託者に委託して義務履行状況を監督する。 
17 13/4/16 グレンコアによるエ
クストラータ買収 
水平・垂直 構造+行動 
1, 銅精鉱石資産を分離する。 
2, 現在の銅精鉱石の取引条件を維持する。 
3, 亜鉛精鉱石と鉛精鉱石について、中国市場の顧客を、公平・
合理・その他の関連条件について、現地と非差別的に取り扱う。 
4, 監督受託者に委託して義務履行状況を監督する。 
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18 13/4/22 丸紅によるガビロン
買収 
水平 行動 
1, 買収後、中国へ大豆の輸出と販売業務の分離及び独立を維持
する。 
2, 監督受託者に委託して義務履行状況を監督する。 
19 13/8/8 バクスターによるガ
ンプロ買収 
水平 構造＋行動 
1, Baxter の CRRT 業務を分離する。 
2, Baxter が 2016 年 3 月 31 日以前に、中国における Nipro との
OEM 契約を終止する。 
3, 監督受託者に委託して義務履行状況を監督する。 
20 13/8/26 メディアテックによ
るガンブロ買収 
水平 行動 
1, 聯発が開曼晨星の携帯用 SIM card 及びその他無線通信業務
を取得し、その他の液晶 TV 半導体及びその他の業務に対し、
元の星辰が独立的に運営する。 
2, 聯発が晨星の株主として、会社の配当金、財務報告及び一定
範囲内の取締役選任できる以外、その他の取締役としての権利
を行使しない。又は、その他の権利を行使する必要がある場合
には、商務部の許可を得る。 
3, 商務部の許可がない場合、業務提携しない, 両社が情報交換
予防措置を制定し、管理層の独立性を保証する。 
4, LCD 半導体市場において、聯発と晨星がその他の競争者と結
合する際には、商務部の許可を取得する。 
5, 聯発と晨星が 3 ヶ月毎に商務部に報告し、監督受託者に委託
して義務履行状況を監督する。 
21 14/1/14 サーモフィッシャー
によるライフテクノ
ロジー買収 
水平 構造＋行動 
1, 世界における細胞業務を分離する。 
2, 中国における蘭州民海工程有限会社の 51%を売却する。 
3, 遺伝調整業務を分離する。 
4, 10 年間、中国における SSP 資剤及び SDS-PAG タンパク質標
準品を毎年 1％程度で値下げし、同時に中国の代理販売社に対
する価額を変えない。 
5, 10 年間、第三者の選択に基づき、OEM 方式で SSP 資剤及び
SDS-PAG タンパク質標準品を供給し、又は、SSP 資剤及び
SDS-PAG タンパク質標準品のライセンスを排他的に譲渡する。 
22 14/4/8 マイクロソフトによ
るノキア・モバイル
事業買収 
垂直 行動 
①マイクロソフト及びノキヤが標準化機関に対し構成、合理且
つ無差別（FRAND）条件でライセンスを提供することを約束し
ている特許について、引き続き約束を守らなけらばならない。
また、中国のスマートフォン製造業者などに対し差し止め請求
を行ってはならない。 
②マクロソフトのアンドロイド関連等の非標準必須特許につ
いては、従来の契約におけるライセンス料を引き上がらない条
件で、中国のスマートフォン製造業者に対し、非排他的ライセ
ンスを供与することでなければならない。 
23 14/4/30 メルクによるＡＺエ
レクトロニックマテ
混合 行動 
1, あらゆる抱き合わせ方法で販売しない、直接又は間接的に中
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	 中国における問題解消措置の設計はアメリカや日本を模倣したものだと言え、ガイドラ
インでは、構造的問題解消措置は単に資産や業務の分離を述べたが、行動的問題解消措置
について、多くの措置類型を列挙した。現在まで審査された制限的な条件付き事案の中、 
アメリカや日本の事案で既に採用されていた FRAND 条項、特許ライセンスや商品供給を
行うなど典型的な措置が適用された。その他、普段見られない措置類型も適用されていた。
例えば、他の企業の株式所有の禁止措置、市場からの退出措置や結合後に今後産能の拡張
促進、技術開発革新の確保するため、資金を投入し続けるという措置（シーゲートテクノ
ロジーによるサムソン電子ＨＤＤ事業譲渡す事案）などの措置があった。しかし、中国に
おける問題解消措置の適用原則については、アメリカと日本と異なり、構造的措置を原則
として適用するという方針はなく、事案の整理及び分析から、行動的な措置が多用されて
いると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
リアルズ買収 国の顧客に Merck 又は AZ の製品を強制的に購入させない。 
2, Merck が液晶ライセンスを譲渡する際に、非排他的またはラ
イセンス譲渡しない条項に基づき、商業上合理・非差別的原則
を遵守する。 
3, 半年毎に上記義務の履行状況を報告し、Merck が中国で液晶
ライセンス譲渡する際に、商務部に報告する義務を付ける。 
4, 上記義務は施行後 3 年間有効とする。 
24 14/7/2 湖南科力遠新能源、
トヨタ、ＰＥＶＥら
によるＪＶ 
垂直 行動 
1, 新設会社は、公平、合理、非差別的に第三者に製品を販売す
る。 
2, 新設会社は市場に応じ、科力遠が三年以内に製品を販売す
る。 
3, 設立後、毎年商務部に書面で報告する。 
4, 新設会社は上述義務の方案を作成、商務部の承認を取得す
る。 
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企業結合審査における禁止決定事案  
 決定日 審査事案 タイプ 禁止する理由 
① 09/3/18 コカコーラによ
る滙源果汁買収 
混合 
 
1, 本件結合が実施されると、コカ・コーラ社の炭酸
飲料分野における支配力が果汁飲料分野に及ぶ可能
性がある。そして、その結果、現存の果汁飲料分野
における事業者間の競争を阻害し、制限し、消費者
の利益を害するおそれがある。 
2, 飲料市場においては、ブランド力が決定的かつ重
要な競争要因であるが、本件結合が実施されると、
コカ・コーラ社は、有名な「美汁源」と「匯源」ブ
ランドを支配することとなり、果汁飲料分野におけ
る支配力を明らかに高めることができる。そして、
その支配力とすでに炭酸飲料分野において有してい
る支配力を合わせることによって、コカ・コーラ社
は果汁飲料市場における支配力さらに高い、その結
果、同分野における潜在的競争者に対し、市場参入
の障壁を高めることとなる。 
3, 本件結合が実施されると、中国国内の中小事業者
が操業する余地が少なくなり、中国国内事業者の果
汁飲料市場への参入及び競争力、技術革新を損ない、
中国果汁飲料市場の有効な競争環境を損ない、中国
果汁飲料産業の継続的で健全な発展を阻害する。 
② 14/6/17 Maerskline,MSC 
及び CGM のＰ3
ネットワーク結
成  
水平 
 
1、国際コンテナー運輸事業は資本集中型産業であ
り、投資が大きい、リスク高い特徴がある。伝統的
なコンテナー運輸会社の間にある程度な協力が行わ
れたが、三社の間に運営の独立性が保有していた。
今回のインターネットセンターを設立後、三社が緊
密的な連合運営になる。（取引方法、運営システムの
管理、コスト計算、未使用コンテナーの賃貸と使用
などから判断） 
2、市場シェアが高い 
最も、三社の市場シャアは 20.6%,15.2%,10.9%、合計
46.7%で、アジアー欧州海運市場における第 1 位、第
2 位と第 3 位である。各事業者の市場シェアが他の競
争者より遥かに高い。 
3、市場集中度 
本件インターネットセンター新設前、市場集中度
HHI は約 890 であり、新設後、HHI が 2240 に変化し、
増分は 1350 に達するため、市場構造が著しく変化す
る 
4、国際コンテナー運輸事業の特徴により、新規参入
することが難しい。市場におけるある程度の競争者
の存在することを維持することが必要である。本件
新設後、新規参入が更に難しくなる、市場における
有力的な牽制者がいなくなる。 
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注：水平＝競争者間の水平型企業結合、垂直＝取引業者間の垂直型企業結合、混合＝これ
以外の混合型企業結合、構造＝構造的問題解消措置（制限的条件付き措置）、行動＝行動
的問題解消措置 
  
5、本件新設後、三社が顧客との価格交渉能力に有利
になり、他の競争者が排除される恐れがある。 
	
	
107	
第五章 	 企業結合・買収の国家安全審査
制度 	
 
グローバリゼーションの進行とともに、国境を超える企業結合・買収はますます増加し
ている。中国にとって、1980 年代の改革開放の実施により、外国資本の誘致が中国市場
経済発展において重要な推進作用を果たした。しかし、一方で大量の国有資産と民族ブラ
ンドの流失や産業独占など多くの問題を招いた。そして、21 世紀に入り、中国政府が外
資を積極的に誘致するとともに、国民経済の健全な発展を図るため、外資に対する法的規
制を整えてきた。国家安全審査制度は中国特有の制度ではなく、アメリカと日本も同じよ
うな法的規制を有する。アメリカには外国投資安全保障法が制定されており、日本では外
為法がその役割を担っている。以下は米国・日本と中国それぞれの外国投資に関する国家
安全審査制度に関して紹介する。 
 
5.1 米国 	
 
5.1.1 国家安全審査に関する規制  
 
国家安全保障の法的規制に関しては、アメリカが最も先進的な地位にある。外国投資家
による対米直接投資について、1988 年のレーガン政権下、包括的な国家安全保障を目的
として直接投資を規制するため、「1950 年国防生産法」（The defense Production Act of 1950）
第 721 条により修正された「1988 年包括通商法」（The Omnibus Trade and Competitiveness 
Act of 1988）第 5021 条、いわゆる「エクソン・フロリオ条項（Exon-Florio）」が設けられ、
業種にかかわりなく外資規制を行うための法制が導入された。外国人などの内国への直接
投資に対し、政府機関が当該条項に基づき、その許否を判断する。それ以外に、海運・造
船、漁業、航空運送、放送・電気通信事業、動力関係事業（原子力発電、水力発電等）、
天然資源などの産業分野において、外国人及び外国人によって支配されている会社が、米
国企業に支配されることとなる場合には、個別業法による外資を規制（一定の比率の株式
の取得を禁じる）する325。この規制は、外国人などが一定比率以上の内国法人の株式を取
得することや、一定の権利を取得・保持することを事案ごとに審査せず、個別業法に基づ
き、原則的に禁止される326。 
 
1988 年エクソン・フロリオ条項は、国家安全保障の観点から外国人による企業合併・
買収・取得等を制限しようとする趣旨の法律である。米国企業の支配権などが外国人・外
																													
325本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」129 頁
（東京大学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）を参照。	
326	本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」129 頁
（東京大学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）を参照。	
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国法人に取得されるに至る場合、大統領は、かかる取得・支配が米国の国家安全保障に対
する影響を有するか自ら調査を行い、若しくはその指名する者（CFIUS）に命じて調査を
行う。その結果、米国の国家安全保障を害すると認めるときには、かかる取得の一時中止・
禁止または停止などを命じることができるというものである327。1993 年には、バード修
正法により、エクソン・フロリオ条項が改正された。バード修正法により、外国政府関連
会社が米国国内会社を買収する調査に関する規定を改正した。すなわち、買収会社が外国
政府に支配されているか、または外国政府のために行動している場合で、米国の国家安全
保障に影響を与える可能性のある米国の州際通商に従事する会社等の買収になる場合は、
45 日間の調査を義務付けた328。2007 年 7 月 26 日ブッシュ大統領は、1950 年国防生産法
第 721 条を改正する 2007 外国投資と国家安全法（Foreign Investment and National Security 
Act of 2007、FINSA）に署名し、効力を発生した（同年 10 月 26 日から 270 日以内に CFIUS
が改正法の実施規則を制定することを命じていた）。 
 
5.1.2 審査機関  
 
執行機関の権限の付与について、1988 年にエクソン・フロリオ条項が設立された同年
12 月に、レーガン大統領はエクソン・フロリオ条項の実施権限を行政命令によって、重
要官僚で構成される対米外国投資委員会（CFIUS、 Committee on Foreign Investment in the 
United States）に委譲した。そのため、CFIUS が具体的な運営を行い、その結果を大統領
に報告するシステムが取られている。2007 年 7 月の改正法により CFIUS に初めて法律上
の根拠を与えた。米国外国投資委員会の権限がさらに強化されている。そして、CFIUS
は外資による投資の内容を調査し、本格調査を行うものについては、大統領へ報告するこ
ととされており、大統領は諸要素を勘案のうえ、買収の実行を延期または中止することが
できるとされる329。 
 
1988 年エクソン・フロリオ条項に基づき実際に審査や調査を担当する機関は、現在は
さまざまな省庁から出ている 12 名のメンバーで構成されている。財務省の長官が CFIUS
の議長を務め、エクソン・フロリオ条項制定当初はその他国務長官、国防長官、商務長官、
司法長官、行政管理予算長官、及び経済諮問委員会委員長で構成されていた330。1993 年
には科学技術政策局長、国家安全保障問題担当大統領補佐官、経済政策担当大統領補佐官
が構成員であり、2003 年には国土安全保障長官を加えられた331。2007 年改正法により、
CFUIS のメンバーは以前のメンバー以外に、エネルギー長官、労働長官（議決権なし）、
情報機関長官（メンバーであるが、議決権なし）及び大統領が常設あるいはケース・バイ・
ケースで適当と決める他の行政庁の長官から構成されている332。2007 年法改正では、米
																													
327本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」130 頁
（東京大学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）、吉川満「米国における外国人の企業取得の規制—エ
クソン・フロリオ条項執行規則案の概要」17 頁（商事法務 1194 号、1989 年 9 月）を参照。	
328	桝田淳二「エクソン・フロリオ条項改正法の制定」1338 頁（国際商事法務 35 巻 10 号、2007 年 10 月）
を参照。	
329渡井理佳子「アメリカにおける対内直接投資規制の現状」96 頁（新防衛論集第 27 巻 1 号、1999 年）
を参照。	
330	桝田淳二「エクソン・フロリオ条項改正法の制定」1338 頁（国際商事法務 35 巻 10 号、2007 年 10 月）
を参照。	
331	渡井理佳子「アメリカにおける対内直接投資規制と重要産業基盤の確保―2007 年外国投資及び国家
安全保障法を中心に―」大沢秀夫・小山剛編『自由と安全』210 頁（尚学社・2009 年）を参照。	
332	桝田淳二「エクソン・フロリオ条項改正法の制定」1339-1340 頁（国際商事法務 35 巻 10 号、2007 年
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国政府と買収の私的当事者との間で締結する影響軽減契約について明確な法的な規制対
象になり、その影響減軽契約の交渉及び執行するについては、議長が対象取引の状況から
適当と判断した場合には、他の行政庁の長に相談することができるとされた333。 
 
5.1.3 審査手続き  
 
審査手続きについて、米国は事後介入方式を採用している。投資終了後に、エクソン・
フロリオ条項が適用されることを思料される当事者は、CFIUS に自主的な申立てを行う
ことができる。もし審査の結果として、問題がないという判断が出されれば、審査におい
て提出した資料に重大な情報の欠如がある場合を除き、原則として当該取引はエクソン・
フロリオ条項の審査対象にはならない。 
 
2007 年法改正では、CFIUS による審査手続きはほとんど変わっていない。エクソン・
フロリオ条項は、大統領または大統領が指名するものが外国企業による米国企業の買収に
関する届出書（written notification）を受領した場合には、大統領自らまたはその指名した
ものによる調査が開始される。買収の当事者が届出書を提出するか否かは任意で、強制的
な待機期間もない。もし調査がなされる場合には、大統領がその企業買収についての届出
書を受領してから 30 日以内に調査が開始され334、状況によって CFIUS はさらに追加で第
二段階の 45 日間の調査をすることができると規定されている335。そして、CFIUS が大統
領の許可または禁止の決定、あるいは完了後の買収に関する売却を求める決定を勧告して
から、大統領が 15 日以内に最終決定を公表する336。 
 
また、2007 年改正法により、外国の買主側の事業主体が外国政府に所有されているか
支配されている場合、またはその取引が極めて重要なインフラストラクチャーに影響を与
える場合には、CFIUS は第二段階の 45 日の調査を行うことが義務付けられている。しか
し、財務長官及び主席官庁が共同で当該取引は国家安全保障に悪影響を与えないというこ
とを決定すれば、第二段階の 45 日の調査を行わなくても済む。また、外国政府が所有す
る会社が絡む全ての取引について、CFUIS は買主である外国の米国及び多数国の反テロ
リズム、核兵器の非拡散及び輸出管理制度の遵守につき評価することが義務付けられてい
る337。 
 
5.1.4 審査に関する考慮要素  
 
																																								 																																							 	
10 月）を参照。	
333	桝田淳二「エクソン・フロリオ条項改正法の制定」1338 頁（国際商事法務 35 巻 10 号、2007 年 10 月）
を参照。	
334	50	U.S.C.app.		 2170(b)(1)	
335	50	U.S.C.app.		 2170(b)(2)	
336	50	U.S.C.app.		 2170(d)	
本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」130 頁	
（東京大学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）、吉川満「米国における外国人の企業取得の規制—エ
クソン・フロリオ条項執行規則案の概要」18 頁（商事法務 No.1194、1989 年 9 月）、桝田淳二「エクソ
ン・フロリオ条項改正法の制定」1338 頁（国際商事法務 35 巻 10 号、2007 年 10 月）に詳解がある。	
337	桝田淳二「エクソン・フロリオ条項改正法の制定」1340 頁（国際商事法務 35 巻 10 号、2007 年 10 月）
を参照。	 	
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「国家安全保障」について、エクソン・フロリオ条項は、「national security」と書かれ
ているが、その定義は置かれていない。しかし、財務省の公示の中で玩具、ゲーム、ホテ
ル、レストラン、法的サービス等、明らかに国家安全保障に対して特別な関係のない業種
の取得には適用されないと規定されている338。従来の国家安全保障に関する定義は国防関
連産業と繋がっていたが、2007 年法改正で、「重要なインフラ施設」について明らかに示
され、調査・審査にあたって考慮すべき事項が拡大されたと思われる339。 
  
 また、エクソン・フロリオ条項第2170条（f）に、米国政府がある取引を審査する際に「安
全保障」について11個の考慮すべき要素を明文で定めている。つまり、①国防上の要求に
必要な国内生産、②国防上の要求に合致する国内産業の能力 (人的資源,製品,技術,資材,
その他供給品やサービスを含む)、③外国人による国内の産業及び商業活動のコントロー
ル、④テロ支援国家やミサイル・大量破壊兵器拡散国家への物資・装備・技術の販売に当
該取引が与える影響、⑤米国の安全保障に影響を与える分野における米国の技術上のリー
ダーシッフに当該取引が与える潜在的効果、⑥主要なエネルギー資産を含む米国の重要な
インフラ施設への安全保障上の潜在的影響、⑦米国の重要な技術への安全保障上の影響、
⑧外国政府の支配・影響、⑨当該国の核不拡散防止体制の遵守具合,テロ対策活動等に関
する当該国と米国との関係などの現況に関する調査、⑩エネルギー及びその他の重要な資
源・原材料に対する米国の需要の長期的展望、⑪その他,大統領及びCFIUSが当該取引と
の関係で考慮すべきとしたその他の要素である340。したがって、ある企業結合行為が上述
の10つの要素に該当しなくても、大統領及びCFIUSの考慮により承認されない場合もある
341。 
 
① 2005 年に Unocal-CNOCC 事件、すなわち中国での海洋石油有限会社（China 
National Offshore Oil Corporation、CNOCC）が米国の石油会社である Unocal 社を
買収しようとした事件がある。中国政府が CNOOC を通じて米国のエネルギー供
給に対し不当な影響を及ぼす可能性があることが、米国国内で大きな論争となっ
た。この計画に対しては、下院は本件買収が安全保障上の脅威にあたるとして強
く反発した。それは特に Unocal が東南アジアでの原油の埋蔵及びあるガソリンの
混合に用いられる技術が理由であった。大統領に対しエクソン・フロリオ条項に
基づく審査を行うことを求めた。その結果、買収の困難を理由に CNOCC は買収
を断念した。 
本件により、中国の海洋石油有限会社は中国政府に関連する会社であり、米国
のエネルギー供給に不利な影響が出る可能性があるという理由で、米国の議会か
らの強い反発の影響により、外国対米投資行為が制限された。米国における国家
安全審査に関して、議会が強い関心をもち、審査結果に影響力があることがわか
った342。 
																													
338	吉川満「米国における外国人の企業取得の規制—エクソン・フロリオ条項執行規則案の概要」19 頁（商
事法務 No.1194、1989 年 9 月）を参照。	
339	50	U.S.C.app.		 2170(f)	
340	本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」140〜
141 頁（東京大学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）の仮訳参照。	
341	本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」140 頁
（東京大学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）を参照。	
342	本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」147 頁
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② そして、2006 年 2 月に、Duibai Port World という会社が米国の港湾のリースを買
収しようとする事件があった。この事件は、2005 年にアラブ首長国連邦の会社で
ある Duibai Port World が、米国の多くの港湾において貨物の積み下ろしをする権
利を有するイギリスの会社である Peninsula and Orientals Team Navigation Company 
を買収しようと CFUIS へ届出書を提出した。CFUIS はこの買収を認めたが、国内
の民主党、共和党がこの買収に対して政治的な懸念から反論した。その結果、
Duibai Port World は最終的に米国の港湾のリースを米国の会社へ売却することに
した。 
審査結果の一つの理由は、アラブ首長国連邦は 2001 年のテロ事件の犯人の出身
国の一つであり、且つ Duibai Port Word はその民間企業であるためである。FINSA
は、外国投資家の国籍国とアメリカの核不拡散防止、テロ対策における協力関係を
考慮要素にして、買収先の国も審査対象である方針を示した343。 
 
③ 2008 年、（華為）ファーウエイ社—3Com 事件において、中国の通信機器メーカー
であるファーウエイ社は、米国のネットワーク・セキュリティ企業である 3Com
社に対する出資を計画したが、外国企業による米国企業買収を国家安全保障上の
理由から審査するため、複数の省庁により構成される CFIUS が異議を唱えたこと
により、当該出資計画を断念した。 
 
5.2	 日本 	
5.2.1 日本の国家安全審査に関する規定  
 
日本も米国と同じように、個別業法によって外資規制と包括的な国家安全保障を目的
として直接投資を規制する。日本は複数の分野で個別業法によって外資規制をしている。
例えば、通信分野では、電波法344、放送法、日本電信電話株式会社等に関する法律（いわ
ゆる NTT 法）があり、内航海運分野では船舶法があり、天然資源分野には鉱業法（日本
国内限定）などにおいて、外国企業の参入を制限する。これらの個別業法では、外国投資
家による日本企業の一定比率以上の株式取得や特定の権利の取得を審査することなく、原
則的に禁止することが規定されている。 
 
1950 年に、日本では「外資に関する法律（外資法）」が制定された。当法は、主に外資
を導入するため、外資の保護・優遇・規制を目的として制定された法律であったが、1980
年に「外国為替及び外国貿易法（外為法）」の改正により廃止された。しかし、1980 年の
外為法の規制は 1950年外資法と同一の仕組みである。1992年に再び外為法改正が行われ、
事前届出制から事後審査制度への変更、及び国家安全に係る対内直接投資の業種が原則と
して審査対象であることを外為法 27 条で規定した345。その後、世界的なテロ対策とも関
																																								 																																							 	
（東京大学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）を参照。	
343	渡井理佳子「アメリカにおける対内直接投資規制と国家安全保障の審査―Ralls 事件を中心に―」145
頁（慶応法学第 27 号、2013 年 10 月）を参照。	
344電波法 5 条 1 項は、外国法人等に無線局の免許を与えない（1/5 以上議決権）と規定している。	
345	日本財務省ホームページ
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わり、日本経済の健全な発展に寄与するため「平和及び安全」の維持を図るため、2004
年の改正で目的規定に盛り込んだ。そして、2007 年に、対内直接投資規制に関する政令
が改正された346347。 
 
外為法 26 条 1 項は、日本の外資規制の主体である「外国投資家」について定義してお
り、主に 4 つのものが掲げられている。すなわち、①非居住者である個人、②外国の法令
に基づいて設立された法人等、③前記①又は②が直接保有する議決権と、①又は②による
出資比率が 100 分の 50 以上を占める会社が直接保有する議決権との合計が 100 分の 50
以上を占める会社、④前記①が役員又は代表権限を有する役員のいずれかの過半数を占め
る法人等である。 
 
	 外為法 26 条 2 項は、「対内直接対象」について、6 つの内容を列挙している。つまり、
①非上場会社の株式または持分の取得、②非居住者となる以前から引き続き所有する非上
場株式会社の株式または持分の譲渡、③上場会社などの株式の発行済株式総数の 10％以
上の取得、④会社の事業目的の実質的な変更に関し行う同意、⑤日本国内における支店の
設置等、⑥本邦に主たる事務所を所有する法人に対する 1 年間超えの貸付けである。この
規定により、日本の外為法 27 条の審査対象は、米国における外国法人が米国企業の支配
権の取得という規制対象と比較して、より広範だと思われる348。 
 
5.2.2 審査機関  
 
	 外為法 27 条 1 項は、「対内直接投資などについて、事業目的、金額、実行の時期その他
の政令で定める事項を財務大臣及び事業所管大臣に届け出なければならない」、「財務大臣
及び事業所管大臣は、その対内直接投資等に対して、以下のいずれかの事態を生ずるおそ
れがあるかどうか審査する必要があると認める等は、審査を行う」（3 項）と規定してお
り、外資規制に関する届出機関そしてそれに対する審査は財務大臣及び事業所管大臣であ
るとされる。この事業所管大臣は主に、内閣府、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働
省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省等が含まれている349。 
 
5.2.3 審査手続き  
 
外為法 27 条では、日本企業等に直接投資を行う外国投資家のうち、国の安全等に係る
業種について投資を行おうとする者は、事前に財務大臣及び事業所管大臣への届出が必要
とされる。すなわち、日本の外国投資に対する審査は、「審査つき事前届出制度」が取ら
れている。また、当法第 55 条の 5 には、事前届出を要しない投資については、外国投資
																																								 																																							 	
https://www.mof.go.jp/international_policy/gaitame_kawase/gaitame/hensen.html にて閲覧可能。	
346日本財務省ホームページ
https://www.mof.go.jp/international_policy/gaitame_kawase/gaitame/hensen.html にて閲覧可能。	
347	 同渡井理佳子「アメリカにおける対内直接投資規制と国家安全保障の審査―Ralls事件を中心に―」
140 頁（慶応法学第 27 号、2013 年 10 月）を参照。	
348本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」134-135
頁（東京大学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）を参照。	
349平成 27 年 7 月に改訂された外為法 Q&A（対内直接投資編）の参考資料 1には、各事業所管大臣及び所
管事業一覧が詳細的に分類されている。	
	http://www.boj.or.jp/about/services/tame/faq/data/t_naito.pdf	
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家は、投資実行後に報告することが規定されている。 
 
審査期間について、27 条 2 項は、原則として 30 日間の審査期間を規定している。3 項
に列挙された事態のいずれかが生ずる可能性があれば、審査期間は届出から 4 ヶ月まで延
長することができる。また、5 項に特定の事態として、関税・外国為替等審議会が、届出
から 4 ヶ月以内に意見を述べることが困難である旨を申し出た場合、審査期間が届出受理
日から 5 ヶ月まで延長することが可能であることを規定している。 
対内直接投資に関する審査の結果について、外為法 27 条 5 項は、財務大臣及び事業所
管大臣は、届出者に対し、同意以外には、対内直接投資等の内容の変更・中止を勧告する
ことができると規定している。投資者が当該勧告を受けた日から 10 日以内に、勧告を応
諾するか否かを通知しなければならない（7 項）。投資者が当該応諾に応じなかった場合、
または勧告に応諾しない旨の通知をした場合は、財務大臣または事業所管大臣は、対内直
接投資等の内容の変更または中止を命ずることができる（10 項）。 
 
外国投資家は、事前届出後、財務大臣及び事業所管大臣が審査を行う間は、投資の実行
行為が禁じられている。外為法 27 条 5 項によれば、財務大臣及び事業所管大臣は、事前
届出のされた投資が国の安全等に係る対内直接投資等に該当すると判断した場合、関税・
外国為替等審議会の意見を聴いた上で、当該外国投資家に対して投資の内容の変更または
中止を勧告できる。当該外国投資家が勧告に応諾しない場合、投資の内容の変更または中
止を命令できる（10 項）。 
 
5.2.4 国家安全に関る審査要素  
 
日本の外為法 27 条 1 項 1 号は、特定の業種に係る投資を規制している。すなわち、「国
の安全を損ない、公的秩序の維持を妨げ、または公衆の安全の保護に支障を来すことにな
るおそれがある」と規定されており、その内容について、国の安全と関連するのは武器、
航空機、原子力、宇宙開発に関連する製造業、軍事転用の蓋然性が高い製造業である。公
的秩序の維持に関しては、電気業、ガス業、熱供給業、通信業、放送業、水道業、鉄道業、
旅客運送業である。公衆の安全の保護に関しては、生物学の製剤製造業、警備業である350。 
 
2007 年の外為法の改正では、安全保障上重要な技術の流出防止や、防衛生産、技術基
盤の維持のため、事前届出業種の見直しが行われた。国家安全の審査に係る詳細業種につ
いて、平成 27 年 7 月に、日本銀行国際局国際収支課外為法手続グループが公表した「外
為法 Q&A－対内直接投資編」の中に掲示されている。対内直接投資等に該当する行為に
ついての具体的な業種及び、イランによる投資禁止業種が詳細に告示されている。	  
 
5.3	 中国 	
 
																													
350本郷隆「外資規制法の構造分析―安全保障の理由とする投資規制の比較法的分析と事例研究」（東京大
学法科大学院ローレビュー、2011 年 9 月）を参照。	
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5.3.1 外資企業が中国国内企業を合併・買収する場合に関する規定（1989 年〜2011
年）  
 
（1）1989 年「企業合併に関する暫定弁法」 
中国において、初めて「并購」という概念が現れたのは 1989 年 2 月 19 日に国家体制
改革委員会、国家計画委員会、財政部、国家国有資産管理局が共同で公布した「企業合併
に関する暫定弁法」においてであった。「并購」は、合并と収購（合併と買収）の略語で
あり、英語「Ｍ＆Ａ」（Merger and Acquisition の略語である。）の訳語である。しかし、こ
の企業合併暫定弁法において、その概念までもがＭ＆Ａと同義であったわけではない。そ
もそもこの企業合併暫定弁法は、中国の国有企業の体制を改革する一環として制定された
弁法であり、買収に関する規定は設けられず、弁法の名称のとおり合併についてのみ規定
したものであり、その合併も今日の中国において一般に定義されている合併ではなかった。
この法律を定めた後、特段の企業買収、又はＭ＆Ａに関する規定が存在しなかったので、
外国投資者による中国企業の買収が事実上行われた。この例が、1995 年にいすゞ自動車
と伊藤忠による「北旅」の株式買収であった。 
 
（2）2003 年 3 月「外国投資者の国内企業買収暫定規定」 
 
	 2003 年 3 月に「外国投資者の国内企業買収暫定規定」が対外貿易経済合作部（現、商
務部）、国家税務総局、国家工商行政管理総局、国家外国為替管理局によって公布され、
中国で正式に外国投資者による国内企業買収に関する規定が定められた。2005 年 12 月 31
日に「外国投資家の上場戦略投資にかかわる管理弁法」が公布された。この弁法は、外国
投資家にＡ株（中国の証券取引所に上場している会社が発行できる株式には A 株と B 株
がある。A 株とは、中国本土の企業が発行する内資株のことをいい、国内の投資者のみ（香
港、マカオ、台湾を含まない）が購入できる株であり、人民元によって売買される。B 株
とは、海外の投資者を対象とした外資株のことをいい、外国投資者が購入することのでき
る株であり、米ドル（上海証券取引所）や香港ドル（深圳証券取引所）で売買されている。）
を開放し、中国上場企業の買収による対中戦略的投資を容認したものであった。 
 
（3）2006 年「外国投資家の国内企業買収に関する規定」 
 
	 前記 2003 年の暫定規定を発展させ、2006 年 8 月に商務部、国有資産監督管理委員会、
国家税務総局、国家工商行政管理総局、証券監督管理委員会及び国家外国為替局が当該「外
国投資家の国内企業買収に関する規定」を共同で公布し、同年 9 月 8 日から施行された。
この規定は、中国における外国投資家による国内企業の買収を規律するものであり、その
要件及び手続きなどを詳細に規定している。 
	 2006 年規定の施行により、中国の企業買収を認める際の中国政府の問題意識が若干明
らかになったと言われる。 当該規定の第 10 条は、外国投資者が国内企業と合併する際、
商務部が審査権、独占に対する審査を含む権限を有するとする。当該規定により、すべて
の買収について中央の商務部または省レベルの商務委員会の認可が必要である（当該規定
6 条、10 条、25 条）。また、審査機関が買収を審査する際に、さまざまな要素を考慮しな
ければならない。すなわち、①外国資本が中国に投資する場合の基本的確認事項として、
その投資が中国の産業政策に合致するかという審査があり、その基準として「外商投資産
業指導目録」がある（第 4 条）。②買収に関する取引の内容（対価を含む）の妥当性につ
いての審査がある（第 14 条）。③国有資産が外国へ流出してはならない（第 5 条）。当該
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規定第 12 条 1 項は、外国投資家が国内企業を合併・買収しかつ実質的支配権を取得する
際に、重点業種、国の経済・安全に影響を与える場合、もしくは影響を与える可能性のあ
る要因が存在する場合、または著名商標もしくは中華老舗の商号を有する国内企業の実質
的支配権の移転をもたらす場合、当事者はこれについて商務部に申告しなければならない
ため、外国投資家が一定の基準に該当する M&A を実施する場合、商務部への事前申告が
必要な旨を明確にした。 
 
	 審査実績について、中国商務部は従来、外商投資者域内企業合併買収規定の運用を主に
担当しており、当時、当該規定に基づき審査されたその件数は 600 件以上もあるが、正式
に、外資による合併買収の中止を決定した例はほぼない。なお、同規定の運用で非公開の
意見聴取を行った例として、SEB・蘇泊爾（Supor）（国内著名商標）買収事件がある。こ
の事件は、独占禁止法の執行機関の一つである中国商務部が最初の調査を行った事件であ
る。さらに、もう一件、カーライルによる徐工（集団）工機（国内軍事関係）買収事件が
ある。これは、事実上、中止を求められたと見られる事件である。 
 
カーライルによる徐工（集団）工機買収事件351 
2005 年 10 月、カーライルと徐工機械は株式譲渡にかかる合意を締結し、カーライルが
現金 3 億 7,500 万ドルで徐工機械の 85％の株式を買収することとなった。2006 年 7 月、
商務部は、徐工機械が提出した買収方案に基づいて、20 余りの問題について徐工機械に
対するヒアリングを行った。その主な内容は、①徐工機械の 85％の株式について、徐州
産権取引所における上場取引のプロセス、②徐工機械の主たる製品の種類、規模、市場占
有率および技術の優位性、③カーライルアジアの基本的な状況、および買収完成後に業種
に介入するのかまたは単なる株式投資なのか、④カーライルが徐工機械の董事会において
絶対多数を占めるか、⑤中国側の利益はいかに保護されるのか、⑥一般的にファンド投資
は 6 年から 10 年であろうが、カーライルはなぜ 4 年なのか、⑦徐工機械は、国内軍事に
関する特殊な注文を引き受けているのか、カーライルに軍事的背景があるのではないのか、
⑧取引の価格は国有資産部門の認可を経ているのかなどである。2006 年 3 月、商務部は、
外国資本が多数株主となることを認めないとの意見を示し、決定をした。その後、2006
年 10 月、カーライルは出資比率を 50％に引き下げで取引をまとめようとしたが、商務部
は、建機センターの「戦略的な重要性」を理由（国家安全の観点）にその買収計画提案を
再度退けた。2007 年 3 月、カーライルが徐工機械の株式 45％を取得することに同意した
ことが、徐工科技の発表した公告で明らかにされたが、2008 年 7 月 23 日、カーライル・
グループは、徐工集団への出資を断念したと発表した。 
 
当該「規定」の第 3 条には「結合原則」が定められており、「（前略）、過度の集中、競
争の排除又は制限を行ってはならず、社会経済秩序を混乱させ、社会公共利益に損害をも
たらしてはならず、国有資産の流失を招いてはならない」と規定される。そして、第 12
条の「国家経済の安全」（つまり、「外国投資者が国内企業を買収し、事実上の支配権を取
得し、これが重点業種にかかわり、国家経済の安全に影響を及ぼし、もしくは影響を及ぼ
すおそれのある要素が存在し、または著名商標もしくは中国の老舖の称号を保有する国内
企業の事実上の支配権を移転させることになる場合には、当事者はこれについて商務部に
届け出なければならない」）に関する規定は、国外戦略投資者を取り入れる際に、国家経
																													
351	この事例の概要については、片岡幸雄=胡恒「中国の産業安全論争とその政策の反映（上）」8～9 頁
（広島経済大学研究論集第 36 巻第 1 号、2013 年 6 月）を参照したものである。	
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済の安全、国防の安全および産業の安全の維持を前提とすることとしている。また、中国
では 2004 年、化粧品会社のロレアルが、国内著名ブランド（小護士）を買収したが、外
資企業と合併後、「冷凍」されたことがある。小護士というブランドは、中国の 3 大スキ
ンケア・ブラントの 1 つで、全国で 28 万の小売店を網羅し、5％のシェアを有している。
ロレアルが、小護士の販売ルートをそのまま活用し、中国市場参入・開拓をさらに速める
ことになった一方、国内ブランドである小護士の成長が抑制させられたことについて、中
国政府が注目していた。このように、当該規定は、市場における競争の排除及び制限とい
う面を重視せず、外国投資企業による中国企業の買収が盛んに行われるようになっている
状況の中で、中国の国内産業が損なわれ、外国投資者に市場が独占されることになり、国
家経済の安全に危害が及ぶことについての、審査と判断を行っていた。 
 
（4）2008 年 8 月「独占禁止法」における国家安全に関する規定 
 
本法第 31 条は、「外国資本が国内企業の買収合併またはその他の方法により事業結合
に参加し、国家安全に関わる場合、この法律に従い事業者結合の審査を実施する他、国家
の関連規定に従って国家安全審査を実施しなければならない。」と規定する。 
 
（5）2009 年 6 月「外国投資家の国内企業買収に関する規定」（商務部令 2009 年第 6 号） 
 
	 当該規定は、2008 年中国「独占禁止法」及び関連細則の実施と一致させるため、修正
を行った。2006 年「外国投資家の国内企業買収に関する規定」と比較し、僅かの文字を
修正を行った。 
 
（6）2011 年に「外国投資家による国内企業の合併・買収に係る安全審査制度の確立につ
いて通達」（国発［2011］6 号） 
 
本通達は 2 月 3 日に公布され、公布日の 30 日後から実施された。本通達は、外国企
業が中国企業を買収する際の安全保障の観点から規制、主に結合に対する国家安全審査の
範囲、内容、作業体制およびプロセス等の内容を明確に規定している。今までの安全審査
に関する規定よりも具体的になったと言える。 
 
	 本通達は安全審査の対象業種・取引について、安全審査に係る業種は第 1 条第 1 項に規
定されている。すなわち、合併・買収に係る安全審査の範囲には以下が含まれる：外国投
資家が軍事及び軍事関連企業、重点・敏感軍事施設周辺企業、ならびに国防・安全に関係
するその他の単位を合併・買収する場合。外国投資家が国内の国家安全に関係する重要農
産品、重要エネルギーおよび資源、重要インフラ施設、重要運輸サービス、基幹技術、重
大装備製造等の企業を合併・買収し、かつ実質的支配権が外国投資家により取得される可
能性がある場合。 
 
安全審査に係る取引は第 1 条第 2 項に規定されている。すなわち、外国投資家による
国内企業の合併・買収には、以下の状況が含まれる。すなわち、①外国投資家による国内
の非外商投資企業の持分を買収すること、もしくは国内の非外商投資企業の増資を引き受
けることにより、当該国内企業を外商投資企業として変更・設立すること、②外国投資家
が国内の外商投資企業の中国側株主の持分を買収すること、もしくは国内の外商投資企業
の増資を引き受けること、③外国投資家が国内の外商投資企業を設立し、併せて当該外商
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投資企業を通して国内企業の資産を買収することに合意しかつ当該資産を運営すること、
もしくは当該外商投資企業をとおして国内企業の持分を買収すること、そして④外国投資
家が直接国内企業の資産を買収し、かつ当該資産投資により外商投資企業を設立して当該
資産を運営することである。 
 
	 当該通達は、外国投資家による実質的支配権の取得について、第 1 条第 3 項において、
外国投資家による実質的支配権の取得とは、外国投資家が合併・買収を通して国内企業の
支配株主もしくは実質的支配者となること指すと定義している。具体的には、①外国投資
家およびその支配親会社、支配子会社が合併・買収後に保有する株式総額が 50％以上に
なる場合、②複数の外国投資家が合併・買収後に保有する株式総額の合計が 50％以上に
なる場合、③外国投資家が合併・買収後に保有する株式総額は 50％に満たないが、それ
が保有する株式によって所有する表決権が株主会もしくは株主総会、董事会の決議に対し
て重大な影響を与えるに足る場合、そして④国内企業の経営政策決定、財務、人事、技術
等の実質的支配権が外国投資家に移動するその他の状況の 4 つの状況である。 
 
	 当該通達は、合併・買収に係る安全審査の内容に関して以下の項目挙げている。つまり、
①合併・買収取引が、国防に必要となる国内の製品生産能力、国内のサービス提供能力お
よび関連設備・施設を含む国防・安全に与える影響、②合併・買収取引が、国家経済の安
定的運営に与える影響、③合併・買収取引が、社会基本生活秩序に与える影響、そして④
合併・買収取引が、国の安全基幹技術の研究開発能力に与える影響である。 
 
（7）2015 年「外商投資産業指導目録」352 
中国政府は 1990 年代に、外資誘致及び投資方法を示すカタログを制定していた。当該
目録は国家計画委員会、国家経済貿易委員会及び対外経済合作部が共同で制作し、1995
年 6 月 20 日に公布、施行された。当該目録は、中国の国内産業を「奨励類産業」、「制限
類産業」、「禁止類産業」として分類している。その後、1997 年 12 月、2002 年 3 月、2004
年 11 月、2007 年 12 月、2011 年及び 2015 年 3 月に計 6 回の改正を行った。2015 年の改
訂は、2013 年 11 月に開催された中国共産党第 18 期中央委員会第 3 回全体会議の会議に
おいて採択された「改革の全面的深化における若干の重大な問題に関する決定」の趣旨に
基づいて改革を全面的に深化させると同時に、更なる対外開放を積極的に推進するための
重要な措置であると見なされ、サービス業や一般製造業への外資参入規制が重点的に緩和
されていることに特徴がある。 
 
5.3.2 中国における国家安全の審査機関  
 
	 中国における国家安全審査の執行機関は、「独占禁止法」の執行機関である独占禁止委
員会とは別に、米国の外国投資委員会（CFIUS）に倣って設置された、外資買収にかかわ
る国家安全を審査する専門委員会である「連席会議」がある。「外国投資家による国内企
業買収安全審査制度に関する通知」3 条 2 項に、外資による買収に対して国家発展改革委
員会と商務部により他の部門を招集し、外国投資者による国内企業買収安全審査部連合会
議によって具体的審査を行うことが明確に規定されている。 
 
																													
352	国家発展改革委員会「家発展改革委員会・商務部令第 22 号」	
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5.4	 企業結合審査と国家安全審査の比較 	
	 最後に、企業結合審査と国家安全審査について簡単に比較していく。 
 
まず、審査範囲について、国家安全は、国防安全、経済安全、社会安全などさまざまな
面が含まれている。外資による企業結合審査は主に、関連市場（世界市場も可）における
競争を実質的に制限するおそれがあるか否かについてなされるが、国防、政治にかかわる
審査は行われない。外資による企業結合における国家安全の審査は、自国の重要分野にお
ける重大な研究開発、自主的なイノベーション能力を弱めるか否か、自国の企業が有する
中核技術の知的財産権と著名ブランドに影響を及ぼすか否かなど自国の経済安全と産業
安全に実質的な影響について審査を行う353。 
 
そして、審査機関について、外資による企業結合審査は、特定の独占禁止審査部門によ
って行われる。米国は連邦取引委員会（FTC）と司法省（DOJ）、日本は公正取引委員会、
中国は商務部によって実際の審査を行い、関連部門、業者や経済専門者などの意見を聞き
取ることができる。それに対し、外資による企業結合における国家安全の審査は、多角的
且つ包括的な調査を実施するため、多部門により連合的な審査を行うことになる。前述の
ように、アメリカの CFUIS は財務長官を委員長として、他部門から委員全 11 名で審査を
行う。日本は財務大臣及びその他事業所管大臣（9 名）により審査を行う。中国において
は、国家発展改革委員会と商務部をはじめ、連合会議で審査を行う。しかし、連合会議に
参加する他の部門については米国と日本のように明確に規定されていない。 
 
また、考慮要素について、中国は日本と米国と同じように、特定の業種を国家安全の
審査対象として制限している以外に、中国国家安全審査規定は、国有資産、民族ブランド
を保護していることが明らかである。しかし、「国の経済」という概念は不明確なもので
ある。独禁法における企業結合を審査する際に、「国民経済」という審査要素も定められ
ているが、両者の相違は不明である。例えば、コカ・コーラ・匯源買収禁止される企業結
合事案が公告された際に、民族ブランドである匯源を保護するのではないかという声も多
数あった。よって、経済安全という問題は、国家安全審査の方式によって解決するか、ま
たは企業結合規制によって禁止するか、執行機関の権限の濫用という結果を招くおそれが
ある。市場全体における競争秩序の維持を任務とする企業結合規制の役割を歪めるものと
なる恐れが高いと考えられる。 
 
  
																													
353	劉民「論外資買収安全審査制度の独立性」金融与投資研究 2008 年第 5 期 59 頁＝権金亮博士論文「中
国反壟断法（独占禁止法）における企業結合規制―日本法との比較法の研究」134～135 頁を参照。	
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★ 中国における国家安全の審査手続き 
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第六章 	 台湾の独占禁止法における企
業結合に関する規定及び事案 	
	  
6.1	 台湾独禁法の制定経緯 	
  
	 1950 年代、台湾の経済発展初期には、戦災による生産能力の低下や戦後の物質不足が
もたらしたインフレーションや物価高騰などの諸問題に対処するため、政府当局は統制的
な経済体制（国家が産業や経済を直接統制する体制を指す）を採っていた。1960 年代か
ら 1980 年代にかけて、台湾経済は一連の産業高度化と工業近代化の開発計画・戦略を実
施したが、この時期の経済社会も依然として統制的な経済体制を採っていた。 
 
このような経済発展の過程において、政府主導の開発戦略により、資源配分の非効率
化、公営企業による基幹産業の独占化、市場機能の歪曲などの種々の問題が生じた。他方、
輸出貿易の拡大に伴い、アメリカをはじめとする先進工業国との貿易摩擦が深刻な問題と
なったため、一連の台米貿易問題の協議において、アメリカ政府から台湾市場における競
争ルールの整備が必要であると強く要請された。台湾政府は、1985 年 5 月に「経済革新
委員会」を設立し、「経済の自由化、国際化、制度化」という今後の経済発展の基本方針
を打ち出した、これに伴い自由かつ公正な競争環境を構築することが決定された。354 
 
そのような経済改革を目指す重要な政策の一つとして、1986 年に台湾競争法（正式名
称は「公平交易法」）が起草された。当法は、1991 年に可決され、翌年 2 月 4 日に施行さ
れた。本法の施行により、台湾の経済体制は、「国家主導制」から「市場主導制」へと移
行する大きな一歩を踏み出した。当法は、取引秩序及び消費者の利益を維持・保護し、公
平な競争を確保し、経済の安定性を促進するために制定された法律である（第一条	 立法
宗旨）。当法は、事業者の独占、結合、通謀等の行為に対する規制のほか、不公正な取引
方法に対する規制についても規定している。 
 
その後、当法は、1999 年 2 月（修正、追加条文計 20 条）、2000 年 4 月（第 9 条修正）、
2002 年 2 月（行政手続き及び企業結合規制部分）、2010 年 6 月（第 21 条を修正し、不正
広告の責任分配）、2011 年 11 月（21 条及び 41 条を修正し、第 35 条の 1 を追加、）、2015
年 2 月（全面修正であって、その主な内容は、行政院組織の改造、法体系構造の調整、各
行為タイプ及び内容の修正、主管機関の執行権限強化による行政制裁機能の向上である。）
2015 年 6 月（第 47 条 1 項を追加し、反トラスト基金の設立とその用途を規定）の 7 度に
渡って大幅な改正を行い、今日に至った355。 
																													
354	台湾経済の発展過程については、施昭雄＝朝元照雄『台湾経済論—経済発展と構造転換』（草	 	 	
	 書房・1999 年）、顔延棟「台湾競争法とその法制・法運用の検討」を参照。	
http://www.lawschool.tsukuba.ac.jp/pdf_kiyou/tlj-05/tlj-05-yen.pdf	 	
355	過去の公平交易法の修正については、台湾公平交易委員会ホームページで確認できる。
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6.2	 公平交易法の構成356と概要 	
 
公平交易法は、7 章 50 条で構成されている。このうち、実体的規制は、二つの類型に
分かれる。一つは、（自由競争の保護）競争制限行為を規制する為に、第 2 章が競争制限
について規定している。まず、独占行為の濫用の禁止について、当法 7 条ないし 9 条で規
定されている。台湾公平交易法の独占は、「関連市場において、競争のない状況または、
競争者を排除する能力がある圧倒的な地位を有すること」と定義されている。二つ以上の
企業は、実質的に価格の競争をせず、競争者に対し前項に規定する状況であれば、独占的
な事業者とみなされる（第 7 条 1 項と 2 項に独占の定義）。独占の事業者の認定について、
当法第 8 条に規定されており、事業者が以下の各要件のいずれかに該当しなければ、独占
的な事業者として認定されない。第一に、一つ事業者の市場占有率が二分の一に達するこ
と。第二に、二つの事業者を合わせると市場占有率が三分の二に達すること。第三に、三
つの事業者を合わせると市場占有律が四分の三に達すること（8 条 1 項）。また，上記の
いずれかに該当していても，市場シェアが 10 分の 1 に達していない，又はその最終事業
年度の総売上高が公平交易委員会の公告する額に達しない事業者は，独占しているとみな
されない（第 8 条第 2 項）。ただし，市場参入につき法的若しくは技術的な制約があり，
又は他の市場の需給に影響を与えることによって競争を排除しようとする者がいる場合，
上記基準では独占しているとはみなされない事業者であっても，公平交易委員会はこれを
独占と認定することができる（第 8 条第 3 項）。企業結合については、10 条ないし 13 条
で規定されている。第 10 条に結合に関する定義が規定されているところ、台湾公平交易
法における結合とは、第一に、他の事業者との結合，第二に、他の事業者の議決権付株式
若しくは総資本額の 3 分の 1 以上の保有又は取得，第三に、他の事業者の事業若しくは資
産の全部若しくは主要部分の譲り受け又は賃借，第四に、他の事業者との恒常的な共同経
営，又は他の事業者の経営の受任，第五に、他の事業者の経営若しくは人事の直接的又は
間接的支配をいう（第 10 条第 1 項）。第 11 条は、結合の事前届出の審査に関する規定で
ある。そして、第 12 条は、結合届出審査の適用除外の要件である。また、当法 14 条から
19 条まではカルテルの禁止と適用除外制度を設けている。 
 
もう一つは、不正な競争手段の禁止である。第三章の第 19 条から第 25 条は不公正競
争行為を規制している。具体的には、第 19 条には再販売価格維持行為、第 20 条には公正
競争の阻害（[1]間接ボイコット，[2]差別的取扱い，[3]低価格での顧客誘引その他不正な
手段により競争者の参入又は競争を妨害すること，[4]脅迫，利益誘引その他不正な手段
により他の事業者を競争制限的行為に参加するよう促すこと，[5]拘束条件付取引）に関
する禁止行為である。第 21 条には不実公告、第 22 条には模造、第 23 条には不当な景品
類の提供、第 24 条には不実な情報の告知・流布及び第 25 条には欺瞞的・明白に不公正な
行為(25 条)が禁止されている。 
 
そして、当法の第一章では、「事業者」、「競争」、及び「一定の取引分野」、執行機関（公
																																								 																																							 	
http://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=1396&docid=170	
356	台湾公平交易委員会ホームページで確認できる。	
http://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=1396&docid=167	
	
	
122	
平交易委員会）について定義されている。（第 2 条から第 9 条）その他、第 4 章において
は調査及び制裁の手続き（第 26 条から 28 条）を規定している。第 5 章に、当法の違反に
関する損害賠償、差止請求（第 29 条から 33 条）、第 6 章に罰則に関する規定（第 34 条か
ら 44 条）を置いている。第 7 章の附則は、知的財産権に基づく権利の行使と認められる
行為の適用除外制度（第 45 条）、外国法人又は団体の当事者能力及び外国事業者が台湾で
訴訟を提起する場合には国民と同等的な権利に関する互恵原則357（第 47 条）を定めてい
る。 
 
6.3	 企業結合に関する規定について 	
 
公平交易法が施行された後、1992 年 6 月に本法の実施細則も公布された。本実施細則
は 1999 年、2002 年、2014 年と 2015 年に 4 回渡って修正された。本細則は 37 条で構成さ
れ、主に事業者が申告や許可申請する際に、提出すべき書類や手続きなどを規定している。 
 
結合届出事案に対する審査手続をより明確にするため、2006 年 6 月 15 日に「行政院公
平交易委員会結合事案処理原則（以下は「結合原則」と略称）」（公服字第 10112610891
号令）が採決され、同年 7 月 6 日から執行された。その後 2012 年 3 月、2012 年 9 月、2014
年 7 月及び 2015 年 4 月に合わせて 4 回修正された358。現行本結合原則は合計 16 条で構成
されており、市場画定、市場占有率の計算方法、水平型結合、垂直型結合及び混合型結合
を審査する際に考慮すべき要素、そして、国民経済利益に関する考慮要素を規定している。
また、当該結合原則は簡易手続き審査事案の適用基準について規定している（７条と８条）。 
 
	 本結合原則第 9 条は水平型結合の競争制限効果を審査する際の考慮要素を規定してい
る。第一に、単独効果について、結合後、両当事者が互いの競争圧力を消滅することによ
り、商品価格またはサービス報酬を引き上げることであるとしている。この場合には、結
合前後の市場集中度の変化、結合する事業者の市場占有率、非参加者の市場占有率及び供
給力、需要者の価格変動に対する反応などについて評価する。製品またはサービスが差別
化される場合は、さらに結合する事業者の商品またはサービスの代替性と結合する前の利
潤などを評価する。第二に、協調効果について、結合後、結合する事業者がその他の競争
者と互いに事業活動を制限し、あるいは制限する程度に至らなくても、一致的な行動を取
ることによって、市場における実質的な競争を生じないことであるとしている。	 この場
合には、事業者数、市場集中度、参入障壁、製品同質性、事業者の規模とコスト、市場透
明度、取引方式、産能利用率、独自の競争要素を有しかつ市場における競争に影響を与え
る事業者が存在するか否かなどを合わせて評価する。第三に、参入程度は潜在競争者の参
入可能性と即時性、及び市場における既存事業者に対する競争圧力に与えるか否かを評価
する。第四に、牽制力について、結合する事業者が価格またはサービス報酬を引き上げる
際に、	 取引先または潜在的な取引先が牽制する能力である。第五に、その他競争効果に
影響する要素を考慮することである。 
 
																													
357	台湾公平委員会のホームページには、「互恵原則」について、台湾の国民がある外国で公平交易法と
類似の法規によって保護されれば、当該外国法人もまた台湾の公平交易法によって保護され、台湾自国
民と同等的な権利を有するという解釈が掲載されている。
http://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=228&docid=438	
358	台湾公平交易委員会ホームページを参照。	
	 http://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=161&docid=217	
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	 本結合原則第 10 条には、競争制限効果の蓋然性が高い水平型結合の場合に、更なる
国民全体の経済利益を考慮しなければならない場合を列挙している。以下の状況のいず
れに該当する場合は、本委員会は原則的に競争制限効果の蓋然性が高いと認定し、更に
国民全体の経済利益を衡量しなければならない。第一は、結合事業者の市場シェア合計
が 2 分の 1 に達する。第二は、画定された市場の上位 2 位の合計シェアが 3 分の 2 に達
する。第三は、画定された市場の上位 3 位の合計シェアが 4 分の 3 に達する。そして、
前述第二と第三の場合は、結合する事業者の市場占有率が合計 20％に達することを規
定している。 
 
	 本結合原則第 11 条は垂直型企業結合の競争制限効果を審査する際の考慮要素を規定
している。すなわち、第一、結合後その他の競争者が取引相手を選択する可能性、第二、
その他の事業者が市場へ参入する困難度、第三、結合する事業者が市場力を濫用する可
能性、第四、競争相手のコストを増加させる可能性、第五、連合行為（カルテル）を生
じる可能性、第六、その他市場を閉鎖する効果を生じる要素である。 
	  
	 本結合原則第 12 条は混合型企業結合の潜在的競争制限効果が生じる際に、考慮すべ
き要素に関する規定である。すなわち、第一、法令規制が変更する可能性そして結合す
る事業が他の業界へ与える影響、第二、技術進歩により、結合する事業者が他の業界へ
参入する可能性、第三、結合する事業者が既に計画した他の業界へ参入する、第四、そ
の他潜在的競争可能性に影響する要素である。また、混合型企業結合の場合において、
潜在的競争可能性が水平または垂直型企業結合であれば、本原則の水平または垂直型結
合競争制限効果の審査基準に基づいて判断する。 
 
本結合原則第 13 条には、国民の全体経済利益を判断する際の考慮要素について列挙
されている。競争制限効果蓋然性が高い結合事案は、届出事業者が以下の国民全体経済
利益要素を提出しなければならない。第一は、経済効率、第二は、消費者利益、第三は、
結合する事業者の市場地位が弱いことである。第四は、事業者の一つが「破綻直前」状
況にあること、第五は、その他国民全体経済利益要素である。上述第三の「破綻直前」
については、三つの要件を満たさなければならない。すなわち、①破綻直前または短期
的に債務を返却することができない。②その会社と結合すること以外に、その他より競
争制限効果を生じさせない方法がない。③仮に他社と結合しなければ、必ず破綻して市
場から退出する結果となる。 
 
本結合原則第 14 条には条件付きまたは義務を課すときの原則について規定している。
結合事案に対し、条件を付けまたは負担を掛け、結合行為により競争を制限する恐れを
消滅させ、全体的な経済利益が競争を制限する不利益より大きいことを確保しなければ
ならない。付ける条件の種類は以下の二つがある。第一は、構造的措置であり、結合す
る当事者が所有する株式または資産の処分、部分の営業または職務の免除などの措置で
ある。第二は行動的措置であり、結合する事業者が継続的供給する重要施設または生産
要素をその結合当事者以外の事業者に譲渡し、またはその結合当事者以外の事業者に知
的財産権の使用権を与え、単独取引、差別取引または抱き合わせ販売を禁止するなどの
措置である。本委員会は全項規定に限らず、個別事案の状況によって条件または義務を
課すことができる。また、本委員会は、事案を決定する前に、結合する事業者に付加す
る条件または負担に関して、当事業者に意見を聴取することも規定している。従って、
台湾の執行機関が結合事案に対して、主導的な姿勢で条件を付けていると思われる。 
 
6.4	 審査手続き 	
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6.4.1 執行機関の構成と権限  
 
公平交易法の目的を達成するため、行政院359（日本の内閣に相当）の直属機関として、
公平交易委員会が設置されている。(当法 29 条) 
公平交易委員会は、9 人の委員（委員長 1 人、副委員長 1 人）からなる合議制の行政機
関であり、委員は法律、経済、財政、税務、企業会計・経営などの分野の学識経験者のう
ちから、行政院長（日本の内閣総理大臣に相当）の求めにより総統が任命することになっ
ている（公平委組織条例 12 条）。中央執行機関の執行権限について、当法第 25 条は、公
平交易委員会の権限について規定している。つまり、(i) 公正取引に関する政策及び関係
法規の提案に関すること 、(ii) 競争法が規定する公正取引の審議に関すること 、(iii) 事
業者の活動及び経済状況の調査に関すること、(iv) 競争法違反事案の調査及び処分に関す
ること 、(v) その他公正取引に関することである。それ以外に、第 26 条及び第 28 条は、
公平交易委員会は，申告や許可申請に基づく審査及び職権審査により，違反行為を禁止す
るなどの行政処分を独立して行う権限を有することを規定している。 
  
6.4.2 企業結合の規制対象、届出対象、審査期間、審査基準  
	  
	 企業結合の審査対象については、「公平交易法」第 10 条は、企業結合について、次の行
為を規制対象として列挙している。第一に、他の事業者と結合すること、第二に、他の事
業者の議決権付株式又は総資本額の 3 分の 1 以上の保有し又は取得すること、第三に、他
の事業者の営業又は資産の全部又は主要部分を譲り受け又は賃借すること360、第四に、他
の事業者との頻繁的な共同経営する行為又は他の事業者の経営の受任361すること、第五に、
他の事業者の経営又は人事の直接的又は間接的な支配である362。 
 
届出規制の対象や審査期間について、当法の第 11 条は、届出規制に関する規定である。
当法 11 条 1 項によれば、事業者は、企業結合により次の場合の一つに該当する場合は、
あらかじめ当該企業結合を公平交易委員会に届出なければならない。第一に、企業結合後
の当該事業者の市場占有率が 3 分の 1 に達すること。第二に、企業結合に係る一つ事業者
の市場占有率が 4 分の 1 に達すること。第三に、企業結合に係る事業者の前年度会計の売
上高が公平交易委員会の公表した金額に達することである。「売上高」金額について（2015
年 3 月 6 日）は、公平交易法規の「事業者が結合する前に、行政院公平交易委員会に届出
を提出する売上高基準と計算方法」により定められた。非金融機構事業では、150 億新台
湾ドル、且つ当該企業と結合した企業の前会計年度の売上げが 20 億新台湾ドルを超え、
金融機構事業者は、300 億新台湾ドル当該企業と結合した企業の前会計年度の売上げが 20
																													
359	台湾の中央政府は、総統及び五院（行政院、立法院、司法院、考試院、監察院）で構成されている。	
360	「主要な部分の営業」の判断について、公平交易委員会の意見によると、営業または財産の「量」が
事業全部財産また全部営業に占める比率および営業または財産の「質」を譲渡した事業のほかの営業項
目または財産の重要性と比較することを通じて、判断すべきであるとともに、結合事業の市場シェアが
変わるかと、具体個別のケースごとに総合的に配慮しなければならないということである。	
361	公平交易委員会の意見によると、「他事業者とつねに共同で経営する」とは、事業者の間に損益共同
の契約があり、経済の一体化に達するために、契約当事者が統一指揮権に従うということである。そし
て、共同経営契約は事業を経営するために二つ以上の事業者が締結する場合もある。	
362	公平交易委員会の 1993 年 10 月 9日の公処字第 070 号処分書と 1999 年 12 月 9日公処字第 158 号処分
書の趣旨からみれば、取得した取締役と監査役の人数は一判断基準となる。例えば、過半数の取締役又
は監査役の席を保有する場合には、前述の結合行為類型(5)での「直接的又は間接的に他事業の業務経営
又は人事任免をコントロールする」に該当すると認められる。	
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億新台湾ドルを超えることである363（公企字第 10411602031 号公告）。「売上高額」の規定
について、2002 年の公平交易法の修正で中央執行機関が金融機構事業者及び非金融機構
事業者を分けることになった364。 
 
中央執行機関が事業者から完全な資料を受理してから 30 日以内に、企業が結合しては
ならない。但し、中央執行機関が必要だと認定する場合、当該期間を延長又は短縮するこ
ともでき、その期間変更について、書面で当事者へ通知しなければならない。前項但書に
基づき、中央執行機関が延長を決定する場合は、60 日を超えてはならない。審査期間を
延長した事案について、当法第 11 条 7 項の規定の通り、最終決定書を作成しなければな
らない。第 11 条 9 項には審査期間を満たすと、中央執行機関が前記の審査期間を延長す
る通知又は延長後の最終決定に関する通知を下さなければ、事業者が結合できるというこ
とを規定されている。但し、以下の状況に該当すれば、結合してはならない：第一、届出
事業者の同意を得て、審査を再延長する場合、第二、事業者が提出事項に虚偽がある場合
である。 
 
	 1999 年における第 11 条修正前には、市場占有率が五分の一の事業者の名称について、
執行機関が定期的に公布するという規定（法定の四分の一になっていないが、五分の一の
占有率がある事業者が結合要件に満たす場合は、結合手続きを申請させようという執行機
関の考え方）であったが、当法施行以来、五分の一という市場占有率基準は法定の四分の
一という基準との差が大きく、それゆえ予防効果が小さいと考えられたため、1999 年に
削除された365。 
 
	 公平交易法は 2002 年 2 月に 11 条結合規制を大幅に修正した。執行機関が結合規制に関
して、それまでの「事前許可」制度を「事前異議」制度に変えた。「事前許可」制度とは、
一定の規模の事業者が結合を行う前に、中央執行機関から結合許可を取得しなければなら
ないというものである。これに対し、「事前異議」制度では、事業者が結合届出を提出し、
一定の期間内（異議期間は 30 日）において執行機関が異議を提出しなければ、当該企業
結合が認可されたものとみなされる。なお、2002 年の修正は、「親子会社・兄弟会社間の
結合」、「100%出資による分社化のための営業などの譲受け」、又は「会社が自社の株式の
取り戻すことによって他の株主の議決権保有率が 3 分の 1 を超える」企業結合は、いずれ
も規制の対象とならないとされることを 11 条で規定した。 
	  
現行公平交易法 12 条 1 項は企業結合する際の執行機関の審査基準を示している。結合
による競争制限の不利益とこれによる国民経済に対する利益を比較衡量し、国民経済に対
する利益が上回る場合は、当該結合行為を許容するとされている（2002 年に修正したも
の）。言い換えれば、申告された結合の全体的な経済状態にもたらす利益が、競争制限が
もたらす不利益を上回らない場合、結合が禁止される可能性があるという考え方である。
12 条 2 項は、中央執行機関が問題解消措置を取ることに関する規定である（2002 年に追
加された）。公平交易法の執行について、地方行政機関は執行権限をもっていない。執行
																													
363	台湾公平交易委員会ホームページを参照。
http://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=1402&docid=13931	
364台湾公平交易委員会ホームページ	 公平交易法立法背景と法修正沿革の第三次修正を参照。	
http://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=1396&docid=166	
365	台湾公平交易委員会ホームページにより、公平交易法立法背景と法修正沿革を参照。	
http://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=1396&docid=166	 	
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権限をより明確するため、2015 年 2 月第 6 回修正した公平交易法には、地方執行機関を
削除し、中央主要管理機関が企業結合の主要管理機関に変更した。 
 
6.4.3 不服申立手続き  
 
公平交易委員会の決定に不服する申立について、当法には規定がなかったが、その手
続は、台湾における通常の行政訴訟と同様に扱われている。つまり、その決定を受けた日
から 30 日以内に、その事由を添えて、上級行政庁である行政訴願委員会に審査請求をす
ることができる（訴願法 14 条）。更に、その審査請求の裁決に対して不服があるときは、
司法院に属する高等行政裁判所に取消訴訟を提起することができる（行政訴訟法 4 条）。 
 
6.4.4 域外結合に関する規定  
 
	 台湾の域外結合に関しては公平交易法や細則には規定がなく、「行政院公平交易委員会
域外結合事案処理原則」(2000 年 8 月 18 日より実施)366に規定されている。その後、2002
年 7 月 1 日、2005 年 2 月 24 日、2012 年 3 月 13 日、2015 年 2 月 13 日に渡って 4 回を修
正した。当該域外結合処理原則の第 1 条では、いわゆる「域外結合」とは、二つ以上の外
国事業者が台湾領域外で結合を行い、現行公平交易法第 10 条第 1 項各号のいずれの場合
に該当し、その結合の効果が台湾の市場に直接、実質かつ合理的に予測可能な影響を与え
る場合と明記している。したがって、域外結合の事案であるかどうかにつき、上記の説明
によると、三つの要件がある。第 1 は、二つ以上の外国事業者が台湾領域外で結合を行う
こと、第 2 は、公平交易法第 10 条第 1 項各号のいずれかに該当すること、第 3 は、その
結合の効果が台湾の市場に直接、実質かつ合理的に予測可能な影響を与えることである。 
 
	 域外結合処理原則第 3 条第 1 項には、域外結合事案の管轄について、考慮要素を規定し
ている。すなわち、(1)結合行為の台湾と外国の関連市場への影響の相対的重要性 、 (2)
結合事業者の国籍、所在地及び主な営業地域 、(3)台湾の市場競争に影響を与える意図の
明確性の程度及びその予見可能性、(4)結合事業者が所属する国の法律又は政策に抵触す
る可能性の程度 、(5)行政処分の強制執行の可能性、(6)当該外国事業者に強制執行する影
響 、(7)国際条約、協定又は国際組織の規制の状況 、(8)その他、本委員会が重要と認め
た要素が定められている。そして、公平交易委員会は、結合参加事業者が台湾領域に生産
又はサービスを提供する設備、販売店、代理店又はその他の実質的な販売経路を持たない
域外結合事案を管轄しない(処理原則第 3 条第 2 項)。 
 
	 域外結合行為が、以上の結合行為類型に該当しても、その行為が公平交易法第 11 条第
1 項各号のいずれかに該当しない限り、結合の許可を申請する必要がない。従って、許可
申請の前提となるのは、結合行為が公平交易法第 11 条第 1 項各号のいずれかに該当する
ことである。 
	 つまり、台湾領域外で外国事業者が結合を行ったことに伴い、台湾にある当該外国事業
者の関係企業又は支社に公平交易法第 11 条第 1 項各号のいずれかに該当する事由が生じ
たならば、公平交易法第 11 条第 1 項の規定が適用されることになる。 
																													
366	台湾公平交易委員会ホームページにより、法規及び行政規則を参照。	
http://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=161&docid=216	
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6.5	 これまでの審査状況 	
台湾公平交易委員会の事案統計数字により、1992 年の台湾公平交易法実施以来、2015
年 9 月までに受理された結合事案は 6776 件である。1992 年には 13 件しか受理されなか
ったが、2000 年には最大の 1187 件が受理された。2002 年に、企業結合届出の適用除外（11
条の 1）が新設・施行されたため、2002 年からの結合届出は 132 件にまで減少し、2003
年から 2014 年 11 までは年 50 件ほどの届出にとどまった。なお、2015 年 1 月から同年 9
月までの結合事案は 47 件であった。 
 
審査結果を分類すると、1992 年から 2015 年 9 月までに、許可された（2002 年台湾公
平交易法修正前）又は禁止されなかった（2002 年台湾公平交易法修正後）事案は合計 6300
件であり、却下された（2002 年台湾公平交易法修正前）又は禁止された事案（2002 年台
湾公平交易法修正後）は 10 件である。2011 年から 2015 年 9 月までに、却下または禁止
された事案はなかった。 
 
①日本楽天会社と台湾統一超商会社が共同出資結合会社を設立した事案367 
2008 年 2 月、日本最大級のオンラインショップ企業である楽天会社と台湾の大手流通
業者である統一超商（セブン・イレブン）会社が共同出資により台湾でマーケットプレー
ス型インターネット・ションピングモールを運営するため、結合企業である台湾楽天市場
会社を設立する計画を公表した。 
本件の企業結合では、日本楽天会社は 51％、台湾統一超商会社は 49%の出資率を有し、
台湾楽天市場会社の議決権付株式又は総資本額の 3 分の 1 以上を取得し、また台湾統一超
商会社が 4 分の 1 を超える市場占有率を占めるため、11 条 1 項 2 号により、あらかじめ
当該企業結合を公平交易委員会に届出なければならなかった。 
台湾公平交易委員会は、本件は混合型の企業結合であり、画定された商品市場は「コ
ンビニエンスストア市場」及び「インターネットショッピング市場」であり、地理的市場
は台湾全国であると判断した。市場シェアについて、「コンビニエンスストア市場」にお
ける台湾統一超商会社は 61.2 のシェアを占め、その他 A 社は 18.87%, B 社は 10.7%,C 社
は 6.27%のシェアである。「インターネットショッピング市場」には多数の会社（統計上
は 12 社）が存在し、各会社の占有率がほぼ均等であるので、この市場は集中度が低いと
判断された。 
従来、台湾統一超商会社がインターネットショッピング業者に「e-service」(コンビニエ
ンスストアで荷物の配達や受取サービス及び支払いサービス)を提供している。結合後、
台湾楽天会社が顧客の支払い方法、荷物の配達などを制限してはいけない、そして、台湾
統一超商会社が正当な理由がなければ、他のインターネットストアの e-service を拒絶し
てはならないという条件が付けられた。 
これにより競争単位の減少、ネットショッピングの市場構造の集中化及び単独行動又
は協調的行動による競争制限の効果などの問題を生じないので、公平交易委員会が本件の
結合を許可した。ただ、本件の企業結合により、経済全体の利益が競争制限の不利益を上
回ることを確保するため、公平交易委員会は、12 条 2 項に基づいて、台湾統一超商会社
																													
367	公結字第 097001 号（2008 年 2 月 14 日第 849 回委員会決議）。	
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に当該企業結合による独占的地位の濫用や競争的制限などの行為をしてはならないとい
う条件を課した。 
 
②三越と伊勢丹の域外結合事案368 
台湾行政院公平交易委員会は、2008 年 1 月 31 日第 847 回委員会の決議において、株式
会社三越と株式会社伊勢丹が株式会社三越伊勢丹ホールディングスを設立しようとする
域外結合案について、公平交易法第 12 条第 1 項によりその結合を禁止しないとの見解を
表明した。三越と伊勢丹が経営している事業は百貨店業であり、株式移転の方式で日本に
株式会社三越伊勢丹ホールディングスを設立する。結合後、三越と伊勢丹はともに三越伊
勢丹ホールディングスが 100％の株式を持つ子会社となるとのことである。 
本件結合案は域外結合案であるものの、台湾の市場に「直接・実質的かつ予見可能な影
響」がないとは言えないことから、公平交易委員会の管轄範囲に属すべきであると公平交
易委員会により判断された。 
本件の商品市場は「百貨店業」と画定され、大立伊勢丹百貨店の拠点が高雄市にしかな
いことから、本結合案の影響を受ける地域は高雄・屏東地区に限られ、地理市場は高雄・
屏東地区と画定された。新光三越百貨公司と大立伊勢丹百貨公司のマーケット・シェアは
第 3 位と第 4 位であるものの、結合後もマーケット・シェアは全体の 4 分の 1 に達しない
こと、市場の構造に著しく影響を与えないと考えられること、百貨店の客層、位置、営業
の規模、マーケット・シェアの相違、商品とブランドの多様さを考慮すると、カルテルを
形成することが難しいこと、台湾における百貨店業の間の競争が激しく顕著な参入障害が
ないため、潜在的な競争者の存在は既存の業者に競争圧力をかけることができること、本
件の結合案が実施された後、市場の構成や競争の程度に実質的な損害を与えず、結合がも
たらす全体的な経済の利益は不利益を上回ることから、公平交易法第 12 条によりその結
合は禁止されないと、公平交易委員会が判断した。 
 
以上の記述により、台湾独禁法の規定、審査機関、手続きや市場画定、反競争効果や問
題解消措置の構築などに関する実体審査は、アメリカや日本の独禁法と共通していること
がわかる。しかし、一部相違点も存在している。第一に、執行機関の権限である。公平交
易法第 25 条の規定により、台湾の執行機関である公平交易委員会は、独禁法の執行機関
であるとともに、国家の競争政策を制定する役割を担う369。第二に、問題解消措置構築に
対する執行機関の姿勢である。執行委員会が結合事案の問題解消措置（台湾では「条件を
付けまたは負担を掛け」と表現する）を取る際、結合する事業者の意見を聴取する必要が
ある。これは、台湾の執行機関が結合事案の問題解消措置の構築に対して、積極的な姿勢
であることを示していると考えられる。第三に、問題解消措置の適用について、構造的措
置を原則として採用することを規定していない点は、中国と同じ考え方が採られていると
思われる。第四に、台湾独禁法第 48 条の規定により、独禁法により執行機関の審査決定
に対して不服を申し立てる場合は、行政不服制度が採られている。その手続は、台湾にお
ける通常の行政訴訟と同様である。すなわち、その決定を受けた日から 30 日以内に、そ
の事由を添えて、上級行政庁である行政訴願委員会に審査請求をすることができる（訴願
法 14 条）。更に、その審査請求の裁決に対して不服があるときは、司法院に属する高等行
政裁判所に取消訴訟を提起することができる（行政訴訟法 4 条）。なお、中国では、独禁
法においては企業結合の審査決定についてだけ、行政不服前置制度が採用されている。  
																													
368	2008 年 1 月 31 日第 847 回委員会の決議。	
369	劉桂清「反壟断法機構新論」（天津法学、2010 年第 2 期）中国経済法ウェブサイト参照。	
	
	
129	
第七章 	 結論 	
 
最後に、本論文の各章において考察、検討したところとその重要な点をまとめてみよ
う。 
 
7.1	 企業結合規制の目的 	
第一章において、独禁法の起源と目的を検討した。独禁法の制定背景やその目的は何
か、特に中国の独禁法は何のために制定されるかというもっとも根本的な問題を検討した。 
 
日本の独禁法及び中国の反壟断法はいずれも、第 1 条にその制定目的が規定されおり、
「国民経済の発展」であることを明記している。即ち、日本の独禁法第 1 条は、「……公
正且つ自由な競争を促進し、事業者の創意を発揮させ、事業活動を盛んにし、雇用及び国
民実所得の水準を高め、以て、一般消費者の利益を確保するとともに、国民経済の民主的
で健全な発展を促進することを目的とする」と規定しており、中国の反壟断法第 1 条にお
いては、「……公正且つ自由な競争を促進し、事業者の創意を発揮させ、事業活動を盛ん
にし、雇傭及び国民実所得の水準を高め、似て、一般消費者の利益を確保するとともに、
国民経済の民主的で健全な発達を促進することを目的とする」ものとして規定している。
併せて日中においては競争促進効果や消費者利益の保護という目的を規定している。アメ
リカの反トラスト法の目的については、現在有力な思想であるシカゴ学派は、日本と中国
の様々な目的の中の一つ、つまり経済の効率化により消費者に利益をもたらすという目的
を唱える。また、中国の独禁法では、「社会公共の利益」、「社会主義市場経済の健全な発
展」という目的があり、日本やアメリカの競争法で見慣れない規制である「行政権力によ
る競争の排除又は制限」と関連しており、中国の独自性を示していると考えられる。 
 
7.2	 企業結合規制と国家安全審査 	
 本論文第五章においては、中国における外資による企業結合規制と国家安全制度の関
係について検討した。まず、アメリカや日本における国家安全に関する規定や執行機関、
執行手続について説明し、アメリカにより外国企業を買収する際に生じた問題を指摘し、
企業結合規制の中に国家安全審査が導入された原因を示した。中国においては、外国企業
による国内企業の結合は、中国の市場経済発展の過程において不可欠な経済活動とされる。
改革開放当初、外資企業による企業結合規制に関する法的規定は不十分であり、政府機関
が主に外資の誘致に推進した。外国企業が中国へ進出するとともに、中国国有資産の流失、
民族ブランドの滅亡、市場独占などの悪影響も招いた370。2005 年 4 月に中国海洋石油が
アメリカのユノカルを買収する際には、アメリカ国内で大きな反発があったため、アメリ
																													370	権金亮「中国反壟断法（独占禁止法）における企業結合規制—日本法との比較研究」107 頁、早稲田
大学審査学位論文を参照。		
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カが国家安全の配慮で当該買収を禁止した。この買収案は、中国が独禁法を立法する際に
議論され、結局独禁法に国家安全審査が導入された。 
 
独禁法に基づく企業結合の審査と国家安全審査の相違点については、まずは審査対象
が異なる。企業結合による国家安全審査の対象は、外資企業が国内企業を買収することで
ある。独禁法に基づく審査は外資企業による国内企業だけではなく、一定の基準を満たす
国内企業による国内企業の買収、または外国企業による外国企業の買収も審査対象になる。
したがって、独禁法上の企業結合による審査対象の範囲の方が大きい。また、独禁法上の
審査対象になるには買収計画一定の基準（売上高）を必要条件とするのに対し、国家安全
審査に基づく審査対象は売上高を条件として設定されておらず、売上高に係わらず、「国
の安全を害し、または害する可能性がある全ての外国投資」という条件を満たせば、審査
の対象になる。よって、ある外資企業が国内企業を買収する際に、独禁法に基づく審査の
国家安全の両方を審査されることもあり、どちらか一方のみ審査されることもある。 
 
中国における外資に関する国家安全審査について、アメリカや日本の法制度を参照し
つつ、審査要素、審査機関及び審査内容について検討した。その結果、独禁法による企業
結合規制と国家安全審査の間に、一致しない面があることが分かった。まず、法規制目的
の差異である。中国独禁法は、主として公正な市場競争を保護し、経済運営の効率を高め、
消費者利益と社会公共利益を維持し、いわゆる社会主義市場経済の健全な発展を図ること
を目的としている。他方、国家安全審査の目的は、国家安全に関わる外資による買収を禁
止あるいは制限することを通じて、主に国の国防、軍事安全、政治安全、国家経済安全、
文化安全等について審査を行い、もっぱら政治的、社会政策目的を持っている371。 
 
中国における国家安全審査は政治的、経済政策等は多くの側面が含まれており、この
ような、幅広く且つ不安定な規制範囲は、あらゆる外資による買収が不確定的な審査を受
ける可能性が生じるおそれがある。グローバル化が進み競争の必然の結果として、外資を
含めての競争の促進が国内産業を犠牲にする可能性があり、外資による国内企業の買収に
ついて、執行機関が国家安全を審査する際に、国防、軍事、政治など国家主権の保護に関
する審査基準が理解しやすいのに対して、国家の経済安全に関する具体的な概念や審査範
囲が不明確なものである。中国国家安全審査規定の制定当初は、国有資産、民族ブランド
の滅亡を防ぐ目的もあったが、この性格が経済安全に示されていると考えられる。例え、
コカ・コーラ・匯源買収事件においては、民族ブランド匯源を保護するではないかという
議論もあった。よって、経済安全問題は、国家安全審査の方式によって経済安全問題を解
決するか、または企業結合規制によって禁止するか、執行機関の権限の濫用という結果を
招くおそれがあり、また、市場全体における競争秩序の維持を任務とする企業結合規制の
役割を歪めるものとなる恐れが高いと考えられる。 
 
7.3	 独禁法の執行機関 	
本論文第三章において、アメリカ、日本及び中国における独禁法の執行機関を紹介した。
																													371権金亮「中国反壟断法（独占禁止法）における企業結合規制—日本法との比較研究」137 頁早稲田大学
審査学位論文を参照。		
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主に、執行機関の組織構成と管轄権限を整理した。アメリカは司法省と連邦取引委員会が
ある。日本は公正取引員会のみ執行している。中国は国務院の下に商務部、工商管理局と
国家発展改革委員会が設置されており、各自の分担に従い独占禁止法の一部執行業務を行
う。このような一つの法律の管轄権を分散して設置する方法は中国独自のもので、管轄権
の交差、空白などの問題を生じるおそれがあるという指摘がある。国務院は中国独占禁止
委員会を設立し、これらの間の業務の実施において必要とされる調整を担当するとされて
いる。しかし、3 つの執行機関が国務院独占禁止委員会に対し、報告義務や責任を有しな
いため、有効的な調整することが実現できるか疑問になる。また、中国における企業結合
の審査結果について、事業者に不服がある場合は、直接に行政訴訟を提起することができ
ず、行政不服審査を前置するという特徴がある。 
 
7.4	 審査手続き 	
本論文第四章の第 1 節において、審査手続きについて紹介した。中国の商務部が企業結
合を審査する際には、次の三段階に分かれている。第一次審査、第二次審査と最終審査で
ある。第一次審査では、商務部が事業者から提出された必要書類を適切であるか否かと判
断する。受理した日から起算して 30 日が審査期間である372。この結果の受理書は書面に
よって交付される。第二次審査とは、一次審査の結果について、商務部がさらなる審査を
行う結果として二次の審査の実施をするものであり、審査期間は決定した日から起算し
90 日以内である373。最終審査は、二次審査の延長期間である。最終審査の延長上限は 60
日と定められている。但し、この期間の延長には特段の状況が必要となっている。すなわ
ち、①事業者が審査期限の延長に同意した場合、②事業者が提出した文書及び資料が不正
確であるため、更なる事実確認を必要とする場合、③届出後において事業者の関連状況に
重大な変化が生じた場合という 3 点の条件が課せられている。 
	  
	 まず、アメリカ・日本・中国および台湾の審査期間が異なっていることを検討する。審
査期間に関して、アメリカは三段階に分かれ、届出後第一次審査 30 日間（現金株式公開
会付きまたは破産による買収は 15 日間）、追加情報という第二次審査 30 日間を延長期間
があり、その後、当事会社との協議の上、裁判所に待機期間（通常の第二次審査期間 60~120
日あるいはそれ以上）の延長を申立てることもできる。日本は二段階に分かれ、第一次審
査 30日間と第二次審査受理してから 120日間または資料提出して 90日間が設けられてい
る。中国は三段階に分けている。第一次審査 30 日間と第二次審査 90 日間の後、最終審査
60 日間までの延長も可能である。台湾においても三段階に分ける、受理して３０日間を
審査した後、60 日間の延長することが可能である。その後、更なる延長することが可能
であるが、その更なる延長する期間について規定がない。その一方で、中国と日本におい
て同様の規定が存在している。両国とも第一と第二の審査期間が同じ期限を設けられてい
るが、中国独禁法においては、三つの審査期間を経過しても決定を行わない場合は、事業
者は結合を実行することができると規定している374。そして、アメリカ法は、日本法と中
国法と異なり、待機期間を置くだけで、競争当局は待機期間経過後法的措置をとる期間に
制限を課されていないという特徴を持つ。 
																													
372中国独禁法 25 条 1 項参照。	
373中国独禁法 26 条 1 項参照。	
374中国独禁法第 25 条 2 項と第 26 条 3 項参照。	
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	 そして、審査期間中に書類の提出に関して、日本では、必要に応じて、当事会社はいつ
でも資料や意見書等を提出することができるが、中国の場合は、一括的に書類を揃えてか
ら受理し、審査中においては、資料の提出追加要請の文言が設けられていない。加えて、
届出資料に受理期間に関して、日本は 20 日以内に設定されているが、中国では具体的な
日程は設定されていない375。中国において、結合届出が商務部に受理されるまで書類に関
して些細な点の指摘が繰り返され、場当たり的に日数が過ぎていく実態が存在しているの
で、結合を行う事業者にとって届出書類に関する規制が不明確でると考えられる376。 
 
さらに、アメリカは企業結合審査の早期終了制度、日本はアメリカと類似している審
査期間短縮制度が設けられている。中国において、企業結合に関する簡易手続き規制が設
けられている。一定の基準に満たせば、簡易手続きを用いて審査される。そして、台湾も
中国を同じく事案審査の簡易手続きに関する規定が設けられている。 
	  
	 現在まで、商務部が結合事案の審査決定に関する公告には、受理までの追加資料要請、
正式な受理日、審査経過、及び公告日と結果が詳細に記述されているので、中国商務部の
方が、企業結合に関する審査手続きの面では、合法的、公開且つ透明性があると考えられ
る。 
 
7.5	 企業結合の実体審査 	
 
本論文第四章の第２節、第３節、第４節は、アメリカ、日本と中国の企業結合による
実体審査について論じた。具体的には、関連市場の画定、反競争効果の審査要素の認定及
び問題解消措置の活用という 3 つの内容に分けて説明した。 
 
①関連市場の画定については、アメリカと日本における市場画定の基準の進展につい
て説明したうえ、現在の関連市場画定に関する規定と考え方を示した。中国執行機関が市
場を画定する際に、日本や欧米の経験を学んだ。しかし、中国の執行機関が関連地理的市
場を画定する場合には、日本や欧米と異なる点がある。すなわち、中国においては、国土
が広大であることや、民族によって好みの相違がみられることなどから鑑みると、中国国
内を複数の地域に分割した地理的な市場が画定されることも考慮される余地があるとの
意見もある。この点に関する具体的な事案として、インベブ・AB 買収事件において、本
件結合の実施前、InBev 社は中国東北地区を中心において優位なブランドであったが、全
国的ブランドと流通網を欠いていたとの指摘もある377。 
 
中国において商務部が最初に企業結合審査する際に、市場画定に関する内容を公告の中
で記述したのが、三菱レーヨン・ルーサイト買収事件である。この事案以前のコカ・コー
ラ・匯源買収事件において、商務部の公告には記述がないが、その後、「中国商務部スポ
																													
375川濱昇他・『企業結合ガイドラインの解説と分析』18～19 頁（商事法務、2008 年）を参照。	
376中川裕茂『法務の疑問に答える―中国独禁法 Q&A』113 頁（レクシスネクシス・ジャパン、2011 年）
を参照。	
377李美善＝劉冰「中国の企業結合事例について」29 頁（公正取引 No.728、2011 年 6 月）を参照。	
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ークスマン姚堅氏が、コカ・コーラによる匯源果汁買収を禁止（記者会見）」が公表され、
商務部が当該事件を審査する際に、関連市場の画定方法について基準を示した。特に需要
代替性及び供給代替性の面で商品市場について説明がなされた。具体的内容に関しては、
「今回の買収の関連市場は、果汁類飲料と画定され、その中には、100%果汁、濃度 26～
99％の混合果汁及び濃度 25％以下の果汁飲料が含まれる。関連市場画定の過程において、
商務部は経済学分析に高い注意を払い、果汁類飲料と炭酸ソフト飲料の間の代替可能性及
び 3 種のことなる濃度の果汁飲料の間の代替可能性に対し深い分析を行った。市場調査と
収集した証拠に基づいて、商務部は本件の関連市場を果汁類飲料市場であると画定した。
その理由は、果汁類飲料と炭酸ソフト飲料の間の代替可能性は比較的低く、3 種のことな
る濃度の果汁飲料の間には非常に高い需要代替可能性と供給代替可能性が存在するから
である」と述べている378。 
 
	 その後、中国商務部が出した審査決定の公告に、画定した関連市場を書いている。但し、
いずれの画定方法及び考慮要素も簡単で、明確な説明がない。例えば、三菱レーヨン・ル
ーサイト買収審査決定の公告には、「両当事者の重複業務は主に MMA の生産及び販売に
ある」、ファイザー・ワイス買収審査の公告には、「結合両当事者が中国域内において以下
の重複商品がある」と述べたあと、直ちに画定した関連市場の結論が取り上げられた。さ
らに、その後のパナソニック・三洋買収審査決定公告においては、比較的詳細に、産品の
種類、差別化について審査した結果が書かれており、また各商品の用途についても列挙さ
れている。その他にノバルティス・アルコンの買収審査決定公告においても、眼の抗炎症
/抗感染化合物の用途についても説明がある。聯発・開曼辰星の吸収結合事案（2013 年 8
月 26 日）の関連商品市場を画定する際に、応用の領域、性能及び価格等の面において供
給の代替性を検討した。また関連地理的市場については、関税、輸送コスト、輸入輸出政
策、貿易量、製品研究開発、設計プロセスと産業の分布などの要素により、全世界市場に
対する影響を検討するとともに、中国国内市場の言語文化、地理的位置、技術サービス、
価格期待等の条件から中国国内市場の独自性も幅広く検討した。まとめると、現在商務部
が結合する企業の関連市場を画定する際に、考慮要素に基づいて詳細に審査が行われてい
るように発展している。 
 
②第 3 節は、企業結合の反競争効果について説明した。具体的にはアメリカ、日本に
おける反競争効果の考え方を紹介し、事案を含め中国における反競争効果に関する審査要
素を検討した。中国はアメリカや日本のように「著しく」や「実質的」という文言を用い
ていない。競争を排除または制限する効果を生じる可能性があれば条件を満たせるように
なっている。また、アメリカと日本に比べ、中国が規定している審査要素は抽象的であり、
評価基準も曖昧とは言える。 
 
企業結合規制における市場集中度という審査要素については、現在、アメリカ及び日
本の企業結合において市場集中度を計測する指標として、HHI 指数が使用されている。
中国執行機関は、アメリカと日本とおなじように、HHI 指数を用いて計測する以外に、
CRn 指数により評価することができることを規定している。しかし、いままで公布され
た条件付き決定や禁止決定の事案では、HHI 指数により市場集中度を評価した。中国独
禁法第 27 条には事業者の結合を審査する際に、第 2 項に「関連市場の市場集中度」とい
																													
378中国商務部ホームページ http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/ae/ag/200903/20090306123715.html	
同川島富士雄・「中国商務部、コカ・コーラによる匯源果汁買収を禁止（記者会見）」の仮訳を参照。	
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う規定がある。また、商務部独占禁止局の「企業結合届出に関する指導意見」第 8 条の（二）
及び商務部独占禁止局が公布している「企業結合届出文書資料に関する指導意見」第 5
条 2 項にも「市場集中度」に言及しており、その計算方法及び高度の集中、中度の集中あ
るいは集中なしという区分基準については、どこにも説明が無いままである。以前に取り
上げた結合事案の中に、三菱レーヨン・ルーサイト買収審査決定公告において、商務部は
「結合後市場集中度の変化が大きい」とし、その後、パナソニック・三洋買収審査決定公
告において、商務部は「その三つの商品市場が高度集中的である」と書いているが、詳細
な数値を明記していない。しかし、ファイザー・ワイス買収審査決定公告中において、
HHI 指数とその増分の算出値が間違っているとの指摘もあった。サーモフィッシャーに
よるライフテクノロジー（Thermo Fisher・Life. Tech）買収事案（2014 年 1 月 14 日）にお
いて、中国執行機関が 59 の関連商品市場を検討した。その中の 13 種の商品が結合後の市
場集中度が 1500 を超え、増分が 100 超えという詳細な審査結果を表で列挙されている。
計算された HHI 指数により、結合後の価格引き上げ率が計算され、これらの具体的な経
済分析（利潤率と HHI の回帰分析と例証的価格上昇（IPR）テスト）で算出した値に基づ
き、競争制限効果を評価した。 
 
中国では、技術開発革新をより重要な要素とするものがある。技術開発革新に対する影
響を審査した二つの事案（シーゲートテクノロジーによるサムソン電子へ HDD 事業譲渡
する事案と Western Digital Corporation による Viviti Technologies Led 買収事案）には、Ｈ
ＨＤ製品のライフサイクルが短く、市場シェアと利益を獲得できるのは製品を頻繁に革新
することが必要で、及び競争が活発的であることが技術の開発革新の進歩と繋がるという
理由で、結合後、技術開発の進歩に損害をもたらすという結論を出した。 
 
その他、消費者利益と他の事業者への影響などの要素を評価した事案が少ない。消費者
利益とその他事業者への影響について、中国商務部が公布した審査結果に言及した事案は、
シーゲートテクノロジーによるサムソン電子ＨＨＤ事業譲渡する事案である。すなわち、
商務部は、2011 年 7 月以来のタイの洪水の影響のため、シーゲートのＨＨＤ生産能力が
低下したため、ＨＨＤを引き上げしたところ、他のＨＨＤメーカーも追随して値上げした。
一部のＨＨＤ製品の値上げ幅は 100％を超え、ＰＣメーカーはＨＨＤの値上げの負担を消
費者に転嫁した。この事実から、需要者の競争圧力が存在しないことを認定した。 
 
	 「国民経済」という審査要素がその文言だけがあり、具体的な意味については説明され
ていない。「国民経済の発展」という言葉は中国の産業政策及びその他の経済政策を包括
する概念と解されている。企業結合行為を審査する際に、国家の経済政策への影響も考慮
すべきことであると思われている。しかし、今まで公表した事案にはこの考慮要素を検討
したことがないため、実際にどのような場合が該当するか不明瞭である。 
 
③本論文第 4 章 4 節において、アメリカ、日本と中国における企業結合規制の問題解
消措置を紹介した。まず、問題解消措置の概念、構築目的、類型を示し、そして米国、日
本及び中国 3 ヵ国の問題解消措置に関する規定と事案を紹介し、特に今まで中国執行機関
が採った問題解消措置の案件を整理した。問題解消措置に関して、3 ヵ国の間で一致する
面が存在する一方、一致しないところもある。一致する面については、問題解消措置を採
る根本的な目的である。すなわち、適切な問題解消措置は、企業結合により生じる反競争
効果を除去することである。 
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そして、問題解消措置の分類に関して、実体審査においては構造的問題解消措置、行
動的問題解消措置とハイブリッド型問題解消措置に分類している。この点について、米国
と中国は、政策ガイドなどに、構造的措置と行為的措置のほかに、両者を組み合わせたハ
イブリッド型問題解消措置について明確的規定が置かれているに対し、日本のガイドには、
その概念を用いていない、「事業譲渡等」と「その他の措置」が書かれている。これらの
措置を単独で、あるいは組み合わせて講じることができるので、実質的には同じであると
考えられる。日本は、企業結合のタイプを分けず、問題解消措置は事業譲渡等構造的な措
置が原則であることを規定している。しかし、アメリカにおいては 2011 年以前のガイド
ラインもこの考え方を採用したが、2011 年ガイドには水平型企業結合にはそれを原則で
あることを維持するが、垂直型企業結合の場合には構造措置が同様に適用するとともに、
行動措置も反競争効果にしばしば有効に対応しうるという司法省の考え方になった。この
適用原則の考え方について、中国は、アメリカ及び日本のような措置の原則適用に関する
規定が存在しない。なお、中国と日本は、アメリカのような行動措置の適用に関する詳し
い規定は存在しない。また、中国問題解消措置ガイドにおいても、「fix-it-fist」及び「Crown 
jewel」などの原則を規定していることは、アメリカのガイドラインを学んだものである。 
 
7.6	 台湾独禁法 	
	 台湾独禁法の制定経緯とその概要、企業結合に関する規制と細則の内容、執行機関と手
続きを紹介し、現在までの執行状況を整理した。台湾独禁法の規定には、アメリカや日本
の独禁法との共通点もあるが、一部相違点もあることがわかった。第一に、執行機関の権
限である。台湾の執行機関である公平交易委員会は、独禁法の執行機関であるとともに、
国家の競争政策を制定する役割を担う（公平交易法第 25 条）。第二に、問題解消措置構築
に対する執行機関の姿勢である。執行委員会が結合事案の問題解消措置（台湾では「条件
を付けまたは負担を掛け」と表現する）を取る際に、結合する事業者の意見を聴取する必
要がある。これは、台湾の執行機関が結合事案の問題解消措置の構築に対して、積極的な
姿勢であることを示していると考えられる。第三に、問題解消措置の適用について、構造
的措置を原則として採用することを規定していない点は、中国と同じ考え方が採られてい
ると思われる。第四に、台湾独禁法第 48 条の規定により、独禁法により執行機関の審査
決定に対して不服を申し立てる場合は、行政不服制度が採られている。 
 
最後に 	
 
本論文は、企業結合規制に関する理論と実体審査を研究の基軸とし、アメリカ・日本・
中国三ヵ国における歴史進展を比較した。まず、法的理論を研究し、アメリカ・日本・中
国三ヵ国における独禁法の立法背景を説明し、そして、重要な転換時期における三ヵ国の
企業結合規制の内容と考え方を整理したうえ、三ヵ国における企業結合規制の一致点と相
違点を検討した。次に、理論を述べるとともに、重要な事案を考察した。主に、今まで、
中国商務部が公告された 24 件の問題解消措置企業事案に基づき、企業結合の審査要素及
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び問題解消措置を詳しく検討した結果、以下の四つの内容が明らかになった。 
第一に、中国における独禁法制定の目的が独自の性格をもっている。中国の独禁法では、
「社会公共の利益」、「社会主義市場経済の健全の発展」という目的があり、企業結合を審
査する際に、産業政策的な考慮を許容するという解釈も置かれている。 
第二に、執行の理論根拠として、中国における企業結合に関する規定が未だ不十分であ
るため、曖昧なところが多数存在している。独禁法における「国民経済」という概念につ
いて具体的な意味が不明瞭であるため、中国の国内の産業政策の配慮という疑問がある。
また、既に公告されている規定が少なく、その内容も原則的な言葉のみ規定されており、
アメリカや日本のガイドラインのように具体的な説明や例が置いていない。また、今まで、
執行機関が事案を審査する際に、関連規定がない場合は、まず欧米や日本の規定や経験を
鑑みる慣行があると考えられる。 
第三に、実体審査について、中国独禁法が執行して約 7 年間で、多数の企業結合事案を
審査してきた。最初審査結果は結論だけ出したが、段々事案分析に関する説明が豊富にな
ってきたし、2014 年から一部の事案にはアメリカと日本のように経済データを活用する
分析手法も示してきた。しかし、多くの場合は審査要素について原則的な言葉を列挙した
だけで、競争効果への認定には不明瞭である。 
第四に、企業結合規制の審査要素に関する基本的な内容について、中国は従来の競争関
係を維持するという目的で問題解消措置を受け入れ、実体審査中、多様な措置を活用し、
比較的柔軟な姿勢を示してきた。中国における問題解消措置の考え方について、アメリカ
や日本と異なって、水平型企業結合の際に、構造措置である分割は問題解消措置の原則と
位置づけられことがなく、行動的な措置を多用する傾向があると考えられる。 
 
中国独禁法が執行して約 7 年間、中国商務部が多数の規定を制定公告し、数多くの事案
を審査してきた。本論文第二章が紹介したように、現在、中国の企業結合に関する施行細
則、ガイドラインの策定が進められ、届出、審査の手続きや判断基準の明確化がある程度
進んでいると評価できる。独禁法が施行された最初と比較し、運用基準がかなり明確化さ
れてきた、その間の法執行の経験と知識の蓄積にとって、アメリカと日本のように、デー
タを用いて経済分析も行うようになったし、公告自体も具体化させているという傾向を見
ることができる。しかし、企業結合規制に関する規定及びその解釈はまだ不十分な部分が
数多く残っているため、今後、内容の補充や新しい規定の整備が必要である。また、実体
審査については総じて競争効果の分析はまだ簡単で、説明不足の部分が多くある。競争影
響の分析について原則的な言葉を列挙しているだけで、審査要素の説明は競争影響との対
応関係が不十分である。中国は社会主義の国家で、現在は「計画経済」から「市場経済」
へ転嫁する重要な時期であり、アメリカや日本のように産業が市場による試練に耐えられ
る力を持たないため、中国国情に合わせるような競争政策と産業政策の調和を確保する必
要性があると思われる。しかし、中国における独禁法の企業結合規制については、まず立
法的な面をより完全にし、法的施行能力の面では経済分析を積極的に活用し、形式的に各
規制を欧米や日本の考え方と整合させ、そして、実際の審査をより充実させていくことが、
今後の重要な課題だと考えられる。	  
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